
平成２７年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 総務部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 税務課 税務総合システム開発等委託料 － 152,334

2 税務課
マイナンバー制度に係る税務総合システム整備
委託料

－ 81,864



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山﨑　茂 （ 9347 ）

種別 　  当初予算額 152,334千円 補正後予算額 175,101千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

（上旬）●結合テスト
　　　　　　　　●総合テスト準備
　　　　　　　　　　　　　　●移行データ検証
　　　　　　　　　　　　　　●移行リハーサル
　　　　　　　　　　　　　　●本番環境整備
（中旬）

（下旬）　　　　　　　　　　　　●専用印刷物作成
　　　　　　　　　　　　　　　　　委託業務の契約

（上旬）　　　　　　　　　　　　●専用印刷物作成
 
（中旬）
　
（下旬）
（上旬）●総合テスト

（中旬）

（下旬）

（上旬）●結合テスト
　　　　　　　　●総合テスト準備
　　　　　　　　　　　　　　●移行データ検証
　　　　　　　　　　　　　　●移行リハーサル
　　　　　　　　　　　　　　●本番環境整備
（中旬）

（下旬）　　　　　　　　　　　　●専用印刷物作成
　　　　　　　　　　　　　　　　　委託業務の契約

（上旬）　　　　　　　　　　　　●専用印刷物作成
 
（中旬）
　
（下旬）
（上旬）●総合テスト

（中旬）

（下旬）
（上旬）

（中旬）

（下旬）

総合テストが、11月末まで期間延長となるが、
後工程は、ほぼ計画どおりに進捗できる見込

（上旬）

（中旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）
（上旬）

（中旬）

事業概要・目的

　高知県の税務システム（以下、「現行システム」という。）は、自動車税及び自動車取得税を取り扱う自動車税オンラインシステム（平成９年４月稼働）と、
その他の税目を取り扱う税務電算システム（平成14年４月稼働）に分かれていることから、還付金の充当処理や納税証明事務等を行う際に両システムを
それぞれ確認する必要があるなど、非効率的な事務処理が行われている。また、これまでの税制改正に応じて大規模な改修を重ねてきたことで、両シス
テムともシステム構造が複雑化してきており、今後大規模な税制改正が行われた場合には対応が困難な状態となっている。このため、全税目を対象に税
務総合システム（以下、「新システム」という。）の構築を行う。構築に当たっては、システム化する範囲の拡大や新たな機能を追加するなどにより、現行シ
ステムにおける諸問題を解決し、県税事務処理の効率化、高度化を推進するとともに、新システム本格稼働後の運用保守を含めた調達を行うことによっ
て、トータルコストの削減を図ることを目的とする。

○開発スケジュール等　≪平成25年度～27年度≫
　　　　平成25年度・・・概要設計、詳細設計（一部）
　　　　平成26年度・・・詳細設計、プログラム製造
　　　　平成27年度・・・総合テスト、データ移行、研修（リハーサル）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 総務部
平成28年3月31日

税務総合システム開発等委託料 税務課

月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　総合テスト及び運用・連携テストを適切に行
い、システムの品質を確保する。
　また、移行データ検証、移行リハーサル、本
番環境整備及び職員研修を適切に行い、２／
15を予定しているシステム切り替えが円滑か
つ確実に行えるようにする。

総合テスト・修正後再チェックに時間を要した
が強化試験等により品質を確保した。
移行リハーサルや職員研修を適切に実施し、
２／15にシステム切り替えを円滑に行った。

計画どおりに年度末に稼動開始したが、稼動当
初に発生する不具合や今後の税制改正に適切
に対応していく必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（上旬）　　　　　　　　　　　　　●税制改正対応

（中旬）

（下旬）
（上旬）

（中旬）

（下旬）
（上旬）●最終調整　　　　　●職員研修

（中旬）

（下旬）
（上旬）

（中旬）

（下旬）
（上旬）

（中旬）●次期システム稼動開始

（下旬）
（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）　　　　　　　　　　　●運用・連携テスト

（中旬）　　　　　　　　　　　　　●税制改正対応

（下旬）
（上旬）

（中旬）

（下旬）
（上旬）　　　　　　　　　　　　　●職員研修

（中旬）

（下旬）
（上旬）●最終調整

（中旬）

（下旬）
（上旬）

（中旬）●次期システム稼動開始

（下旬）
（上旬）

（中旬）

（下旬）

後 程 、 計画 おり 進捗 見込
み。

（中旬）

（下旬）
（上旬）　　　　　　　　　　　●運用・連携テスト

（中旬）　修正後再チェック

（下旬）

（中旬）

（下旬）
（上旬）

（中旬）　修正後再チェック

（下旬）

（求める具体的な成果） （要因分析、課題等）（達成状況）



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山﨑　茂 （ 9347 ）

種別 　  当初予算額 81,864千円 補正後予算額 ― 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

（上旬）●プログラム製造
　

（上旬）     ●特定個人情報保護評価

（中旬）●仕様書作成

（下旬）

（上旬）
 
（中旬）
　
（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）●契約

（上旬）　　　　　●設計

（中旬）

（下旬）　　　　　　　●県税事務所説明会①

（上旬）

（中旬）

（下旬）

担当部局：

事業概要・目的

平成28年3月31日
総務部

マイナンバー制度に係る税務総合システム整備委託料 税務課

　

　行政機関等がマイナンバーを活用して行政事務を効率化し、これにより、国民の手続の負担軽減、利便性向上を目的として制定された「行政手続におけ
る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（マイナンバー法）に対応するため、現在開発中の税務総合システムの改修を行い、マイナン
バー制度の円滑な実施を行えるようにする。（根拠法令：番号法別表第一の主務省令で定める事務を定める命令)

設計完了が、10月末となる見込となったが、後
工程は、ほぼ計画どおりに進捗できる見込み。

執行計画・目標 備考（課題及び成果等）実施状況・変更計画　
（上旬）     ●特定個人情報保護評価

（中旬）●仕様書作成

（下旬）

（上旬）
 
（中旬）
　
（下旬）

（上旬）●契約　●設計

（中旬）

（下旬）

（上旬）　　　　　　　●県税事務所説明会①

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）●プログラム製造　　●県税事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　説明会②

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（上旬）  　 　●統合宛名システム連携テスト

（中旬）

（下旬）
（上旬）

（中旬）

（下旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）　　　　　　（個人番号通知）

（中旬）

（下旬）

（上旬）
　
（中旬）

（下旬）　　　　　　　　　●県税事務所説明会②

（上旬）　　　　　　　　　　　●単体・結合テスト

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

　窓口業務等において個人番号による本人確
認が円滑に行えるようマニュアルの作成や研
修を適切に行う。
　平成28年度に計画されている、全国的な総
合運用テストが円滑に実施できるよう、統合
宛名システムとの連携までの工程を確実に完
了させる。

他システム連携機能の設計が遅延していた
が、年度内に設計・製造を完了した。

平成28年度の全国的な総合運用テストを関係
機関と連携して計画的に行う必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（上旬）   　 　●統合宛名システム連携テスト

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）　　　　　　　　　　　●単体・結合テスト

（中旬）

（下旬）
（上旬）

（中旬）

（下旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）　　　　　　（個人番号通知）

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２７年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 危機管理部

番号 課名 事　　　業　　  名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 危機管理・防災課 総合防災拠点と災対支部体制の整備 地震対策 136,661

2 危機管理・防災課 防災訓練等の実施 地震対策 37,994

3 南海トラフ地震対策課 新たな行動計画策定に関する基礎調査 地震対策 14,152

4 南海トラフ地震対策課 応急期機能配置計画策定の促進 地震対策 84,696

5 消防政策課 地震火災対策の推進 地震対策 18,684

6 消防政策課 災害時の燃料確保 地震対策 28,000

7 消防政策課 航空隊基地整備事業 地震対策 630,793



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 福留 （ ２０３７ ）

種別 地震対策  当初予算額 136,661千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

　

担当部局： 危機管理部
平成28年3月31日

総合防災拠点と災対支部体制の整備 危機管理・防災課

事業概要・目的

○災対支部の業務と体制のあり方について検討を行うとともに、支部の重要な活動拠点である総合防災拠点について機能を発揮するために必要となる
通信設備、備蓄倉庫等の整備を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

【成果】
○地域本部会議開催
　　5/13中央西、5/21須崎、5/20幡多、5/26安
芸

【成果】
○地域本部会議開催
　　7/30中央東
○支部活動マニュアル案の作成

※9月18日に予定していた震災対策訓練は津
波注意報発表により延期

○各地域での応急救助機関連絡

会議の開催

・各機関の応急活動計画の共有

・発災時の活動調整方法の協議

①支部活動マニュアルの作成・見直し

②近傍居住体制の検討

③支部作戦室の検討

○地域本部会議開催［5月］

・地域の南海トラフ地震対策の確認

・支部運営体制案の確認等

・備蓄倉庫整備

安芸市総合運動場

四万十緑林公園

・通信設備整備

県立春野総合運動公園

県立青少年センター

宿毛市総合運動公園

安芸市総合運動場

四万十緑林公園

土佐清水総合公園

高知大学医学部

①支部活動マニュアル案の作成

③支部作戦室の検討

○災害対策本部・支部震災対策

訓練の実施［9月18日］

○総合防災拠点の整備

○訓練等を通じた追加整備の検討

○各地域での応急救助機関連絡

会議の開催

・各機関の応急活動計画の共有

・発災時の活動調整方法の協議

①支部活動マニュアルの作成・見直し

②近傍居住体制の検討

③支部作戦室の検討

○地域本部会議開催［5月～7月］

・地域の南海トラフ地震対策の確認

・支部運営体制案の確認等

・備蓄倉庫整備

安芸市総合運動場

四万十緑林公園

春野総合運動公園

・通信設備整備

県立春野総合運動公園

県立青少年センター

宿毛市総合運動公園

安芸市総合運動場

四万十緑林公園

土佐清水総合公園

高知大学医学部

①支部活動マニュアル案の作成

③支部作戦室の検討

○総合防災拠点の整備

○訓練等を通じた追加整備の検討

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（求める具体的な成果）
災害対策支部活動マニュアルの作成、近傍
居住体制や支部策作戦室の検討を進める。
総合防災拠点に必要な機能整備を進めるとと
もに訓練等の実施により課題等の検証を行
い、新たに必要な整備についても検討を行
う。
以上により、発災後の支部での迅速な応急業
務の実施体制の早期確立を図る。

（達成状況）
各支部での出先事務所、関係機関と連携した
震災対策訓練の実施による支部職員等の災
害対応能力の向上を図った。
災害対策支部訓練等での検証等を通じた、
支部活動マニュアルの作成。
各支部での近傍待機実施要領の策定。

（要因分析、課題等）
支部作戦室のレイアウト素案をもとに、執務ス
ペースの確保や作戦室に必要となる通信設備
の確保のための検討及び整備を引き続き実施
する必要がある。
引き続き、訓練の継続等によるマニュアルの検
証、見直しを行う必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

【成果】
○安芸（11/12）、須崎（11/24）、中央西（11/26）
支部にて災害対策支部訓練の実施
○各支部作戦室のレイアウト素案の作成→Ｈ
28予算への反映

【成果】
○訓練を通じた支部活動マニュアル案の検証、
見直し
○幡多（2/1）、中央東（2/2）支部にて災害対策
支部訓練の実施
○各地域での近傍待機実施要領の策定
○訓練結果等を反映した支部活動マニュアル
の作成完了

○災害対策支部震災対策訓練

の実施 ［10月］

災害対策支部体制の強化

訓練の実施［9月18日］

③支部作戦室のレイアウト案作成

①支部活動マニュアル案の検証見直し

②近傍居住体制案の決定

（即応態勢の確立）

①支部活動マニュアル案の見直し完了

各訓練の実施を通じた検証見直し

○災害対策本部・支部震災対策訓練

の実施 ［2月8日］

○幡多災害対策支部震災対策

訓練の実施 ［2月1日］

○中央東災害対策支部震災対

策訓練の実施 ［2月2日］

①支部活動マニュアルの作成

②近傍待機実施要領の策定

①支部活動マニュアル案の検証見直し

③支部作戦室のレイアウト素案作成

○安芸災害対策支部震災対策

訓練の実施 ［11月12日］

○須崎災害対策支部震災対策

訓練の実施 ［11月24日］

○中央西災害対策支部震災対

策訓練の実施 ［11月26日］



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 福留 （ ２０３７ ）

種別 地震対策  当初予算額 37,994千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

　

担当部局： 危機管理部
平成28年3月31日

防災訓練等の実施 危機管理・防災課

事業概要・目的

○応急救助機関等の関係機関と連携した各種訓練の実施により発災時の災害対応能力の向上を図る。また、各種訓練の実施を通じ、作成した災対本
部マニュアルや総合防災拠点の運営マニュアルの検証を行うとともに、新たに応急救助機関受援計画や支部活動マニュアル等の作成を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

【成果】
総合防災訓練の実施

【成果】
支部活動マニュアル（案）の検討、作成
本部・支部訓練内容の検討
※9月18日に予定していた震災対策訓練は津
波注意報発表により延期

○応急救助機関受援計画の検討

○支部活動マニュアルの検討

○総合防災訓練の実施［6月7日］

○災害対策本部・支部震災対策訓練

○県内一斉避難訓練の実施

［8月30日］

訓練用工作物等の設置工事の発注

訓練用工作物等の設置など

訓練シナリオの検討など

災対本部・支部震災対策訓練実施委託

業務の発注

○応急救助機関受援計画の検討

○支部活動マニュアルの検討

○総合防災訓練の実施［6月7日］

○災害対策本部・支部震災対策訓練

○県内一斉避難訓練の実施

［8月30日］

訓練用工作物等の設置工事の発注

訓練用工作物等の設置など

訓練シナリオの検討など

災対本部・支部震災対策訓練実施委託

業務の発注

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（求める具体的な成果）
訓練実施による災害対応能力の向上
訓練を通じた下記マニュアルの作成及び見直
し
応急救助機関受援計画の作成
支部活動マニュアルの作成
活動要領、本部マニュアルの検証見直し
総合防災拠点運営マニュアルの検証見直し

（達成状況）
関係機関等と連携した各種震災対策訓練の
実施による職員等の災害対応能力の向上、
関係機関等との連携の向上を図った。
各種訓練等での検証等を通じた、各種マニュ
アル、活動要領等の見直し。
災害対策支部マニュアル、応急救助機関受
援計画の作成。

（要因分析、課題等）
引き続き、各種訓練の継続等による職員の災
害対応能力の向上やマニュアルや計画の検
証、見直しを行う必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

【成果】
○安芸（11/12）、須崎（11/24）、中央西（11/26）
支部にて災害対策支部訓練の実施
○各支部での訓練を通じたマニュアルの検証
の実施

【成果】
○本部・支部訓練の実施による活動要領、本部
マニュアル、応急救助機関受援計画の検証、
見直し
○訓練を通じた支部活動マニュアル案の検証、
見直し
○幡多（2/1）、中央東（2/2）支部にて災害対策
支部訓練の実施
○応急救助機関受援計画の作成完了
○訓練結果等を反映した支部活動マニュアル
の作成完了

○災害対策支部震災対策訓練の実施 ［10月］

各種計画、活動要領、各種マニュアルの

作成及び修正

の実施 ［9月18日］

○四国緊急災害現地対策本部運営訓練

（内閣府主催）への参加［1月15日］

○応急救助機関受援計画の検討

○支部活動マニュアルの検討

○各種計画、活動要領、マニュアル等の検証

○応急救助機関受援計画の作成

○支部活動マニュアルの作成

○活動要領、本部マニュアルの見直し

○総合防災拠点運営マニュアルの見直し

の実施 ［9月18日］ 2月8日に延期

○災害対策本部・支部震災対策訓練

の実施 ［2月8日］

○幡多災害対策支部震災対策訓練

の実施 ［2月1日］

○中央東災害対策支部震災対策訓

練の実施 ［2月2日］

○安芸災害対策支部震災対策

訓練の実施 ［11月12日］

○須崎災害対策支部震災対策

訓練の実施 ［11月24日］

○中央西災害対策支部震災対

策訓練の実施 ［11月26日］

応急救助機関受援計画の作成

支部活動マニュアルの作成

活動要領、本部マニュアル等の検証

応急救助機関受援計画の検証

支部活動マニュアル案の検証見直し

○応急救助機関受援計画の検討

○支部活動マニュアルの検討

○各種計画、活動要領、マニュアル等の検証



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中村 （ 2099 ）

種別 地震対策  当初予算額 14,152千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

○委託業務の契約締結
○各部局へ策定作業を依頼

○各種データの更新作業に着手

事業概要・目的

　平成28年度からの第3期高知県南海トラフ地震対策行動計画を策定するため、これまでの第2期行動計画（平成25年度～平成27年度）による減災効果
を確認し、新たな減災目標を設定する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 危機管理部
平成28年3月31日

新たな行動計画策定に関する基礎調査 南海トラフ地震対策課

・委託業務の契約

・各種データの更新

（津波避難空間の整

備状況、住宅耐震化

率の向上 等）

・県民意識調査

（別事業）による津

【基礎調査の実施】【行動計画の作成】

・素案策定作業

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末 　次期行動計画に算定結果を反映 次期行動計画に算定結果を反映

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・県民意識調査による津波避難意識率、家具
固定実施率を反映

・現行動計画の減災効果、次期行動計画の
減災目標の算定結果取りまとめ

・第3期行動計画の策定（3/22）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

・現行動計画の減災

効果の算定

・次期行動計画の

減災目標の算定

（別事業）による津

波避難意識率、家

具固定実施率の

反映

・算定結果とりまとめ

・素案とりまとめ

・計画（案）への

意見公募手続の

実施

・第３期行動計画

の策定



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 清水 （ 2090 ）

種別 地震対策  当初予算額 84,696千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

事業概要・目的

○応急期に必要となる応急救助機関の活動拠点や避難所、応急救護、遺体安置所、災害廃棄物仮置場などの機能が特定の公共用地に競合することを
回避するため、市町村における事前の機能配置計画の策定に要する経費に対して補助を行う。
なお、沿岸市町村での配置計画の策定を先行して支援する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 危機管理部
平成28年3月31日

応急期機能配置計画策定の促進 南海トラフ地震対策課

・応急期機能配置計画の手引きの策

定

・該当市町村において予算化

・補助金の交付申請

（市町村実施））

・委託業務の契約

・計画策定

・応急期機能配置計画の手引きの策

定

・市町村説明会の開催

東部地域(5月29日）

高幡地域(6月1日）

幡多地域（6月1日）

該
当
市
町
村
に

（市
町
村
実
施
）
）

・計
画
策
定

実
施
市
町
村
（高
知
市
、
室
戸
市
、
安
芸

町
、
黒
潮
町
）

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末 ・沿岸部19市町村で計画策定
・６市町村において予算化出来なかったた
め、沿岸部１３市町村にて計画策定に着手

平成28年度は残りの２１市町村にて策定

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

・次年度該当市町村に

おける予算化

・計画成果とりまとめ

・補助金実績報告

に
お
い
て
予
算
化
（H

27
補
正
予
算
で
対
応
す
る
場
合
）

市

町

村

よ

り

補

助

金

の

交

付

申

請

芸
市
、
南
国
市
、
土
佐
市
、
須
崎
市
、
四
万
十
市
、
奈
半
利
町
、
田
野
町
、
芸
西
村
、
中
土
佐
町
、
四
万
十



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 猪野 （ ２０９２ ）

種別 地震対策  当初予算額 18,684千円 補正後予算額 26,983千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

　

担当部局： 危機管理部
平成28年3月31日

　地震火災対策の推進 消防政策課

事業概要・目的

　南海トラフ地震による木造住宅密集市街地における大規模火災での被害拡大を防ぐことを目的として、平成26年度に設置した「高知県地震火災対策検
討会」から意見をいただき取りまとめた「高知県地震火災対策指針」に基づき、各市町村による地震火災対策の加速化を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・地震火災対策の指針とりまとめ

■地震火災対策検討会(第4回) (5/12)

延焼シミュ

レーション

等作成委託

事業発注

「高知県地震火災対策指針」の決定

・地震火災対策指針の説明

・対策計画

・今後のスケジュール

●地震火災対策連絡会（第1回）

・延焼シミュレーションの状況報告

・県の支援策

・各市町の取組み報告

●地震火災対策連絡会（第2回）

・地震火災対策の指針とりまとめ

■地震火災対策検討会(第4回) (5/12)

地震火災対策事業委託契約締結

「高知県地震火災対策指針」の決定

・地震火災対策指針の説明

・対策計画

・今後のスケジュール

●地震火災対策連絡会（第1回）(6/18)

（委託内容）延焼シミュレーション等の作成

住民説明会の実施

8/19～12/8

10市町で11回開催

（住民236人が参加）

簡易型感震ブレーカー配布経費に対する

補助金の補正予算議決（6月議会）

地震火災対策推進事業費

補助金交付要綱制定（8/17）

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果） （達成状況）
【委託業務】

四万十市を除く10市町18地区の延焼シミュレー

ション、アクティビティシミュレーションを作成

【住民への説明】

「重点推進地区の住民向けに地震火災対策指針

の説明会を実施。また、チラシを作成（3万枚）し、

市町から配布。

（要因分析、課題等）

・四万十市での実施計画の策定・実施

・その他市町で地震火災対策計画の策定

に向け、出火防止、延焼防止対策の決定

・取組みの実施に向けた準備

●地震火災対策連絡会（第3回）

・次年度の取組みに向けた検討

●地震火災対策連絡会（第4回）

委託業務完了

作成できたシミュレーション

等は随時市町へ引き渡し ・「延焼シミュレーションの手法等」について

・平成28年度予算について

・モデル地区（四万十市）の状況について

●地震火災対策連絡会（第2回）(11/11)

・「延焼シミュレーション」について

～重点推進地区のサンプルによる説明～

・平成28年度予算について

・各市町の地震火災対策の取組状況について

●地震火災対策連絡会（第3回）(2/3)

委託業務完了

住民向けチラシの作成

（配布は市町が行う）

28年度以降、県は各市町に対し、各地区の地震火

災対策計画の策定支援を行い、早急な策定を目

指す。

交付決定（9/18）

【四万十市】

自主防災組織等を通じて

各戸へ配布（10月～）



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 猪野 （ ２０９２ ）

種別 地震対策  当初予算額 28,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

　

担当部局： 危機管理部
平成28年3月31日

　災害時の燃料確保 消防政策課

事業概要・目的

　南海トラフ地震直後の応急救助活動や、道路啓開作業、また被害を受けたライフラインの復旧に多くの車両、重機等が必要であることから、燃料を継続
的に供給できる体制の整備が重要である。しかしながら、地震発生直後には停電となることが予測されていることから、燃料の安定供給体制を確保する
ため、給油所に自家発電設備、緊急可搬式ポンプを整備する市町村を支援する。本年度は40か所を予定。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

■県補助要綱の制定

●事業の周知

市町村長等への要請

（事業への協力、予算の確保）

市町村担当者への説明

（補助事業実施給油所への説明）

第一次募集

市町村の要望に応じて、

県予算（補正）の確保

・市町村長への要請

（4月～・副部長による個別訪問）

・市町村事務担当者会での説明（4/17）

■県補助要綱の制定(6/25)

市町村からの補助申請

随時受け付け

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

L1津波浸水域外の全ての給油所

（282ヶ所）に自家発電設備等を整備し、

南海トラフ地震発生時の燃料供給体制

の構築を図る。

※整備済38ヶ所 （L1外31・L1内7）

第二次募集

【災害対応型給油所整備促進事業補助金】

（内容等）

・L1津波浸水区域外の給油所に限る

・出力５ｋVAの発電機及び電気工事等、緊

急用バッテリー可搬式計量機を想定

・消費税相当額は補助対象外

・市町村から給油所への補助限度額200万

円（うち1/2を県から市町村へ補助）

【27年度補助金交付実績】

11市町20給油所

整備済51ヶ所 ／ L1外273ヶ所(H27.6現在) 市町村に対し、燃料確保の重要性を理解

していただくことに時間を要したことから、27

年度中の実績は少なかったが、28年度はよ

り多くの給油所の整備が進む予定。

市町村からの補助申請

随時受け付け

市町村からの補助申請

随時受け付け



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 桑名 （ 9098 ）

種別 　地震対策  当初予算額 630,793千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

事業概要・目的

　東日本大震災や近年の大規模な風水害を目の当たりにし、消防防災ヘリの活動への期待が高まる中、本県では平成26年４月から消防防災ヘリ２機体
制で活動することとなった。これにより、災害発生時等には、より機動的な救助や情報収集のための初動活動が可能となるとともに、耐空検査等で生じて
いたヘリの空白期間が解消され、災害時の対応力が向上した。
　本年度は、活動拠点となる航空隊基地の津波浸水対策として、高知空港内敷地を５ｍ嵩上げ（T・P＝12ｍ）し、航空隊基地の移転整備を行う。　また、
災害発生時の航空燃料を確保するため、同敷地内に自家給油施設（航空燃料地下タンク）を整備する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 危機管理部
平成28年3月31日

航空隊基地整備事業 消防政策課

嵩上げ造成工事
（H26年3月発注）

（造成工事完了）

<基地造成工事>

嵩上げ造成工事
（H26年3月発注）

<基地造成工事>

嵩上げ造成工事
（H26年3月発注）

（造成工事完了）

<基地造成工事>

嵩上げ造成工事
（H26年3月発注）

<基地造成工事>

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・嵩上げ造成工事完了
・航空隊事務所及び格納庫建築工事着手

・嵩上げ造成工事完了
・航空隊事務所及び格納庫建築工事着手

平成２８年度内に新基地での運用開始を目指
す。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果）

事務所及び格納庫

新築・移築工事
自家給油施設

H28年９月基地使用開始（予定）

<基地建築工事>

（造成工事完了）

事務所及び格納庫

新築・移築工事

<基地建築工事>

H28年４月自家給油施設設備工事着手（予定）

H29年２月基地使用開始（予定）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果）

事務所及び格納庫

新築・移築工事
自家給油施設

H28年９月基地使用開始（予定）

<基地建築工事>

（造成工事完了）

事務所及び格納庫

新築・移築工事

<基地建築工事>

H28年４月自家給油施設設備工事着手（予定）

H29年２月基地使用開始（予定）

当初設計では把握できていなかった硬い地層の存

在が判明したため、当初の杭工法での施工の可否

を検討した結果、工法の変更が必要となった。

併せて、契約金額と完成期限の変更が生じた。

・工法の変更

鋼管杭工法→場所打ちコンクリート工法

２月議会に請負契約の一部を変更する議案を提出

・完成期限：Ｈ２８．９上旬→Ｈ２９．１下旬



※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 健康政策部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 健康長寿政策課 健康づくり団体連携促進事業費 健康 8,800

2 医療政策課 前方展開型の医療救護体制の構築 地震対策 4,615

3 医療政策課 医療施設耐震対策緊急促進事業費 地震対策 160,297

4 医療政策課 糖尿病患者への栄養指導 健康 1,543

5 医療政策課 訪問看護提供サービスの整備 健康 61,837

6 医師確保・育成支援課 医師確保対策事業費 健康 881,248

7 健康対策課 がん検診受診促進事業費 健康 69,936

8 健康対策課
母体管理支援事業
（すこやか妊産婦支援事業費補助金を除く）

健康 14,232

9 食品・衛生課 広域火葬体制整備事業費 地震対策 15,684

平成２７年度　事業別執行計画一覧



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 藤原 （ 2433 ）

種別 健康  当初予算額 8,800千円 補正後予算額 5,200千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 健康政策部
平成28年3月31日

健康づくり団体連携促進事業費 健康長寿政策課

事業概要・目的

健康づくり団体の連携促進、活動の活性化並びに特定健康診査及びがん検診の受診勧奨を目的とした戸別訪問活動を推進するため、市町村、高知県
健康づくり婦人会連合会、高知県食生活改善推進協議会が実施する取組みを支援する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

市町村の半数以上が補助金を活用して健康
づくり団体の連携促進に取り組むことで、特
定健診受診率を全国平均以上にする。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

補助金交付要綱策定・募集 

  交付申請締め切り 

（団体）5/19・（市町村）5/29 

6月中旬 交付決定 

補助事業の実施 

補助金追加募集 
（予算に余裕が生じた場合） 

 未申請市町村への説明 

 及び補助金活用依頼 

3月末 実績報告 

事業実施状況確認 

市町村説明会等での説明 

・補助金活用市町村・団体 

 への事業実施状況確認 

・次年度活用予定の把握 

4/17  補助金交付要綱策定・募集 

4月～5月 市町村担当者会での説明 

5月  各市町村担当者に個別説明 
 

    5～6月 

2団体及び5市町村に交付決定 

・健康づくり団体が複数あり交付申請

していない市町村を対象に他の補助

金の活用予定も含めた申請意向を確

認 

  7～8月  

  未申請市町村に申請意思確認 

  7～9月  

   2市町村に交付決定 

・10月以降申請予定：2市1村 
【課題】 

がん健診受診促進事業費補助金や

国保保健事業で同様の事業を実施し

ている市町村があり、本事業は申請

予定を含め10市町村2団体にとどまる

見込み 

（達成状況） （要因分析、課題等） 

4/17  補助金交付要綱策定・募集 

4月～5月 市町村担当者会での説明 

5月  各市町村担当者に個別説明 
 

    5～6月 

2団体及び6市町村に交付決定 

・健康づくり団体が複数あり交付申請

していない市町村を対象に他の補助

金の活用予定も含めた申請意向を確

認 

（申請予定：2市） 

  7～8月  

  未申請市町村に申請意思確認 

  7～9月  

   2市村に交付決定 

・10月以降申請予定：2市1村 
【課題】 

がん検診受診促進事業費補助金や

国保保健事業で同様の事業を実施し

ている市町村があり、本事業は申請

予定を含め10市町村2団体にとどまる

見込み 

  10～11月  

   2市に交付決定 

事業実施状況確認 

事業実施状況及び変更申請の有無の確認 

事業実施状況確認 

事業実施状況の確認 

次年度活用予定の把握 

 →H27申請市町村・団体については、 

  H28も申請予定 

実績報告提出 

・10市町村以上の申請は見込めない状

況（他市町村はがん検診受診促進事業

費補助金や国保保健事業を活用してい

るため） 

・H28に当該補助事業を活用してもらう

よう市町村に働きかけを行った。 
 

補助金を活用した市町村は10市町村。 

特定健診受診率は、前年比同月0.81ポ

イントアップで推移しており、前年受診率

を上回る見込み。（H27全国受診率は

H29.2公表予定） 

本事業以外にも、がん検診受診促進事業費

補助金や国保保健事業等を活用して同様

の事業を実施している市町村がある。 

一方、住民組織等を活用した受診勧奨を

行っていない市町村には、戸別訪問による

受診勧奨の実施を働きかける必要がある。 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 藤野 （ ２３５８ ）
種別 地震対策  当初予算額 4,615千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

①応急期懇談会の提言を受けたアクションプ
ランの策定
②アクションプランの先行した取組（ア　地域
ごとの医療救護の行動計画の策定（各福祉保
健所１か所以上）、イ　医師向けの研修制度
の創設）

①アクションプランは、新年度に持ち越しと
なった。
②地域の行動計画（ア）は、取り組んだ地域で
のVer.1完成した。医師向けの研修制度（イ）
は、制度の完成と来年度の主催団体の目途
がついた。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

①第３期南海トラフ地震対策行動計画の策定ス
ケジュールに沿って、関係課の取組の抽出など
を行ってきた。３四半期でアクションプランとして
の形にまとめる。
②各地域の「目指す姿」の案は完成。引き続き
地域との協議を進め、タイムラインの作成を進
めていく。
③日程の遅れは解消の見込み。今後は具体的
なカリキュラムや開催方法の議論を進める。

事業概要・目的
　前方展開型の医療救護活動の実現を目指し、応急期懇談会の提言を受けたアクションプランを策定する。アクションプランの策定に関しては、先行して検
討しつつも、重複する南海トラフ地震対策行動計画の改訂と歩調を合わせて取り組みを進める（①）。
　また、アクションプランの取組について、できることから先行して実施することとし、特に、地域ごとの医療救護の行動計画の策定（各福祉保健所１か所以
上）（②ア）、医師向けの災害医療に関する研修制度の創設（②イ）について、取組を進める。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 健康政策部
平成28年3月31日

前方展開型の医療救護体制の構築 医療政策課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

②イ 研修の検討

組織の立ち上げ 

福祉保健所(WHC)との意

識合わせ(4月) 

・取組の目的とﾎﾟｲﾝﾄ 

・ﾓﾃﾞﾙ地域の取組事例 

②ア 各圏域ごとの取

組地域の決定→開始 

 

 

取組地域の決定→開始 

（
本
庁
）
説
明
会
の
実

施
・
資
料
の
提
供
等 

②ア 目指す姿の決定 

(WHC) 

①被害想定、医療資源

の見える化 

②取組体制とスケ

ジュールの作成 

③目指す姿の素案の作

成 

④関係機関との調整 

 

目指す姿の決定 

（災害医療対策支部会議等） 

（
本
庁
） 

資
料
の
提
供
等 

・懇談会提言項目の所管、既存の取組との整理  

・APと新計画の接合方法、策定ｽｹｼﾞｭｰﾙ等の調整 

②イ 研修の具体

的検討  

第1回検討会議の開

催（課題の共有） 

第2,3回検討会議の開催 

（研修メニューの整理） 

・新計画策定スケジュールに沿った作業（全庁） 

①アクションプラン（AP）の仮素案の完成と、新

たな南海トラフ地震対策行動計画（新計画）の

策定スケジュール等との調整、作業の開始 

①APと新計画を接合させた作業の実施 

②ア 目指す姿の実現

に向けた検討 

②ア 行動計画

（ver.1）の取りまとめ 

行動計画ver.1の完成 
（災害医療対策支部会議等） 

→引き続きﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟ 

→他の地域での計画策

定の準備を開始 

①医療関係部分のAPの案の完成、AP全体の素

案の完成 

第4,5回検討会議の

開催  

（研修の実施方法

の検討） 

 ↓ 

（取りまとめ） 

・医療関係部分のAPの案の完成 

・南海地震対策推進本部会議の日程に合わせた作

業の実施（全庁） 

①新計画の完成＝APの完成 

研修の実施に向けた

県医師会との調整、

プレイベントの実施 

 ・スケジュール 

 ・役割分担 等 

・南海地震対策推進本部会議の日程に合わせ

た作業の実施（全庁） 

・新計画の内容を医療部分のAPと接合させ、AP

を完成 

②イ 研修の具体

的検討と取りまと

めの完成  

地域の実情を踏まえた検

討 

・地域の医師会の主体性 

・関係機関の参画 

福祉保健所が支援 

・タイムラインの策定支援 

・訓練の場の設定 
 

②イ 研修制度の

完成  

(WHC) 

地域の関係者との合意形成 

・災害時医療救護計画の周知 

・地域の総力戦の必要性 

 

②イ 会議の開催

が遅れるおそれ 
②ア 概ね予定通り 

・APと新計画の接合、策定スケジュールが決定 

・南海トラフ地震対策会議幹事会、本部会議で

APの策定を説明 

検討組織について、

関係者の了解を得

た。具体的な人選

について、県医師

会からの推薦に時

間を要している。 

①概ね予定通り実施 

各WHCで取組地域

を選定。地域の関係

者との検討の開始

すべく基礎資料を整

理中。 

②ア 概ね予定

通りだが、地域で

進捗に差 

②イ 日程を１カ月

程度遅らせながら

進行 

組織を立ち上げ、目

指す姿について、関

係者と協議を実施中。 

 

8/4 WHC担当者会

を開催し、進捗状況

の確認と、課題等の

情報共有を実施。 

第1回会議（7/22） 

・体験、臨場感を重視 

・不安の排除に配慮 

・強制は禁物 

・実感から動機づけ 

第２回会議（9/9） 

・研修のコンセプトとイ

メージを決定 

委員へのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 

被災地Drの意見聴取 

①概ね予定通り実施 

新計画の取組と懇談会提言との突合（７月末） 

→関係課に再検討依頼（８月） 

 

  

目指す姿の案を作成 

→災害医療対策支部

会議等で確認 

（達成状況） （要因分析、課題等） 

②イ 会議の開催

が遅れるおそれ 
②ア 概ね予定通り 

・APと新計画の接合、策定スケジュールが決定 

・南海トラフ地震対策会議幹事会、本部会議で

APの策定を説明 

検討組織について、

関係者の了解を得

た。具体的な人選

について、県医師

会からの推薦に時

間を要している。 

①概ね予定通り実施 

各WHCで取組地域

を選定。地域の関係

者との検討の開始

すべく基礎資料を整

理中。 

②ア 概ね予定

通りだが、地域で

進捗に差 

②イ 日程を１カ月

程度遅らせながら

進行 

組織を立ち上げ、目

指す姿について、関

係者と協議を実施中。 

 

8/4 WHC担当者会

を開催し、進捗状況

の確認と、課題等の

情報共有を実施。 

第1回会議（7/22） 

・体験、臨場感を重視 

・不安の排除に配慮 

・強制は禁物 

・実感から動機づけ 

第２回会議（9/9） 

・研修のコンセプトとイ

メージを決定 

委員へのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 

被災地Drの意見聴取 

①概ね予定通り実施 

新計画の取組と懇談会提言との突合（７月末） 

→関係課に再検討依頼（８月） 

 

  

目指す姿の案を作成 

→災害医療対策支部

会議等で確認 

①概ね予定通り実施 

②ア 概ね予定通り実

施 

②イ 第5回検討

会を１月実施に変

更 

第４回会議（11/19） 

・参加しやすい研修と

するための検討 

①新計画の完成＝APは新年度に持ち越し 

②ア 行動計画

（ver.1）の取りまとめ 

1/6 行動計画ver.1につ

いての状況報告（長寿県

構想関係地域機関長会

議） 

 

3/29 災害医療対策本

部会議での報告 

 

②イ 研修制度の

完成  

第5回会議（1/7） 

 検討会報告案の検

討、取りまとめ 

関係機関への説明 

県・郡市医師会 

高知DMAT協議会 

制度説明会の開催

(3/26） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本 （ 2359 ）
種別 地震対策  当初予算額 160,297千円 補正後予算額 134,754千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 健康政策部
平成28年3月31日

医療施設耐震対策緊急促進事業費 医療政策課

事業概要・目的

　災害時に、入院患者及び医療従事者の安全を確保するとともに、医療救護活動の場となる医療施設の耐震化を図り、災害対応力の向上を図
る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・医療施設耐震診断支援事業費補助金につ
いてＨ２７予算化した５病院から今年度の
実施辞退の申し出あり

・Ｈ２７予算化した病院に意向確認や交付
申請の提出依頼を行うなど進捗管理を実施

・（６月）災害対策アンケートの実施

・（６月）病院事務長会議で補助制度の周
知

・未耐震病院に対する耐震化の意向調査と
働きかけを実施

（H27.9時点）
○耐震化工事（１施設））
⇒　交付決定済（１件）
○耐震診断（８病院（うち１病院は当初予
算未計上））
⇒　交付決定済５病院、取止め３病院
○耐震設計（７病院）
⇒　交付決定済２病院、取止め３病院、申
請書提出準備中２病院

・すべての未耐震病院に対し、今後の耐震
化に対する意向調査を実施。

耐震化工事は順調に進んでいる。診断につ
いては、予算計上していた３病院が取止め
たものの、未計上の１病院が実施中。設計
は厳しい状況。

予算化した１７病院のうち１０病院が計画
通りに事業を実施。また今年度予算未計上
の１病院が耐震診断を実施。近代化工事を
実施していた１病院が工事完了。

予算化した病院すべてではないものの、半
数以上が計画通り事業を実施。また、予算
未計上の１病院も耐震診断を行った。
来年度については、今年度取止めた１病院
及び今年度耐震診断を実施したすべての病
院が耐震設計の予算を計上している。資金
不足や後継者問題等の病院を取り巻く問題
は多々あるものの、耐震化に向けて少しず
つ進展しているものと思われる。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（H27.10）H28年度予算計上に向けて、未
耐震病院に対し補助事業の周知と併せて事
業実施を働きかけた。

（H27.12）耐震化設計（吉井病院）、近代
化工事（愛幸病院、竹下病院）の交付決定

（H27.12）近代化工事（愛幸病院）の工事
完了

耐震診断、耐震設計について、今年度に予
算計上した病院は約半数が取止めとなっ
た。
しかし、来年度の予算計上状況については
以下のとおりであり、医療施設の耐震化に
向けて着実に進んでいる。
○耐震診断・・・新たな３病院
○耐震設計・・・今年度取止めの1病院、今
年度耐震診断を実施した５病院すべて、新
たな２病院
○耐震化工事・・・今年度設計を実施した
１病院、工事継続中の１病院
○近代化工事・・・工事継続中の１病院

（H28.1～3）耐震化、近代化事業実施中病
院の事業進捗状況確認

（H28.1時点）
○耐震化工事（１施設））
⇒　実施中（１件）
○耐震診断（８病院（うち１病院は当初予
算未計上））
⇒　実施中５病院、取止め３病院
○耐震設計（７病院）
⇒　実施中３病院、取止め４病院
○近代化工事（２病院）
⇒実施中１病院、事業完了１病院

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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未耐震病院の耐震化について、個別

に状況把握と働きかけを実施 

災害対策アンケートの実施 

H28年度予算に向けて、未耐震病院

に対し、耐震化に係る補助事業の周

知と意向確認を実施 

 県の耐震改修促進計画へ防災拠点

として指定 

病院・診療所事務長連絡協議会で、

耐震化の補助制度の周知 

予算化した耐震工事等の着実な実施。

さらに未耐震の病院に対する定期的な

状況把握と積極的な働きかけによる耐

震化に取り組む病院数の上乗せ 

・Ｈ27年度に耐震化に取り組む予定の

病院の進捗管理 

・耐震化に関する病院の意向確認と支

援策の周知 

病院事務長会議(6/9)での周知 

未耐震病院の耐震化について、個別

に状況把握と働きかけを実施 

未耐震病院の耐震化について、個別

に状況把握と働きかけを実施 

未耐震病院の耐震化について、個別

に状況把握と働きかけを実施 

（達成状況） （要因分析、課題等） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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担当部局： 健康政策部
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糖尿病患者への栄養指導 医療政策課

事業概要・目的

　安芸圏域では糖尿病死亡率が県内１位であり、課題となっている。
　糖尿病治療には食事・運動・薬物療法の３本柱があり、食事療法のための栄養指導は、正式には（診療報酬上では）「管理栄養士」しか行えず、「栄養士」では
資格不十分となっている。
　しかし、小さな診療所には管理栄養士を雇うだけの余裕はなく、糖尿病患者に食事療法が十分に行えないという実情があったため、平成24年10月から室戸市
をモデル地区として、派遣希望のある４診療所へ管理栄養士を派遣。平成25年度からは高知県栄養士会に委託し、診療所へ管理栄養士を派遣してもらって食
事療法を行っている。実績を持ってその後は市町村事業へ移行する。
　これに加え、平成27年度からは在宅患者に対しても栄養指導を行っていく。平成27年度は、在宅患者のもとへ栄養士会から管理栄養士を派遣して栄養指導を
行うという取り組みを行って効果を実証し、平成28年度以降は、診療所が管理栄養士と雇用契約を結ぶことで、診療報酬上対応可能としていく。在宅では、診療
報酬上、在宅患者訪問栄養食事指導料（5300円）の加算ができ、それで回る仕組みとなる。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

安芸福祉保健所：
・栄養士会と委託契約
・医療機関への説明及び希望調査
・栄養指導従事管理栄養士に対する事前研
修・現地研修・技術研修
・栄養指導の開始
・管内のの治療状況の実態調査
（管内医療機関対象）
・糖尿病専門部会（CDE高知のネットワークづく
りについて検討）

中央西福祉保健所：
・事業実施箇所について関係者と調整

他地域への展開について検討

安芸福祉保健所：
■栄養士派遣事業委託に向けて委託契約の締結
■栄養指導に向けて、医療機関への説明及び希望調
査
■栄養指導従事管理栄養士に対する事前研修、現地
研修、技術研修の実施
■栄養指導の開始
■安芸市糖尿病教室への参画

中央西福祉保健所：
■栄養士派遣事業について日高村内診療所へ説明
■事業全体について、日高村と協議
■事業開始に向け、クリニックと協議
■栄養士派遣事業について、栄養士会に説明及び協
議

安芸福祉保健所：
○栄養指導が4月から開始できた。
○安芸市糖尿病教室をＣＤＥ高知の更新認定の場とし
て位置付けることができ、活動の場ができた。

中央西福祉保健所：
○栄養士派遣事業についてクリニックの了承を得た。
また、事業開始に向け、診療所のスタッフ（院長、事務
長、看護師等）及び日高村保健師との協議が進んだ。
○今年度の事業内容を日高村と協議し、糖尿病講演
会の対象者及び開催時期、役割分担を決定した。（村
民対象、8月上旬実施、全戸配布で周知）
○栄養士派遣事業について、栄養士会の了承を得
た。

安芸福祉保健所：
・雇いあげ管理栄養士による診療所での栄養
指導
・在宅での訪問栄養指導に向けて、準備と関
係機関との調整
・栄養指導従事管理栄養士に対する研修の実
施

中央西福祉保健所：
・栄養士会と委託契約、栄養士派遣開始
・協議会（関係者間において以後の進め方や
対策を検討）

【安芸福祉保健所】
■糖尿病専門部会の開催
■糖尿病治療の状況調査実施
■安芸圏域でのCDE高知のネットワークづくり
■地域連携講演会の企画、糖尿病教室の開催
■栄養指導の実施
■栄養指導従事管理栄養士に対する研修の実施
■第１回コメディカル勉強会の開催
■安芸圏域でのCDE高知のネットワークづくり
■健康づくり団体対象の講演会

【中央西福祉保健所】
■栄養指導従事管理栄養士に対する事業説明
■栄養指導の開始
■糖尿病講演会の開催

安芸福祉保健所：
○糖尿病専門部会の開催が遅れたが、糖尿病治療の
状況調査や地域連携講演会、安芸圏域でのＣＤＥ高知
のネットワークづくりなどについて十分な協議ができ、
次四半期に向けて取組の方向が定まった。
○糖尿病教室の会場を田野町から奈半利町に変更す
ることにより、新たな参加者の増加や対象者の広がり
がみられた。
○在宅での訪問栄養指導や安芸圏域でのＣＤＥ高知
のネットワークづくりなどを進めていくために関係医療
機関や関係者に出向いての説明や調整などきめ細や
かな対応をしていく。
中央西福祉保健所：
○栄養士会と委託契約を締結し、クリニックでの栄養
指導が開始された。

・日高村での事業が開始され、その進捗状況
や成果を情報提供できる。
・他の福祉保健所管内へ事業が展開される予
定が立つ。
・県全体へ糖尿病栄養指導を拡げるための枠
組みが整理できる。

【中央西福祉保健所】
・日高村での糖尿病重症化予防及び高血圧対策事業
（診療所への管理栄養士派遣、糖尿病講演会、関係者
間の検討会）が開始された。
【安芸福祉保健所】
・幅広い糖尿病の重症化予防対策を展開したことで、
医療資源の少ない安芸圏域でコメディカルや介護担当
職種が糖尿病について深く学び、活動できる環境がで
きた。

【中央西福祉保健所】
・まだ事業が動き出したところであり、診療所での栄養
指導の充実及び保健（行政）・医療（医療機関）の更な
る連携が必要。
【安芸福祉保健所】
・診療報酬による栄養指導実施につながった。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

次年度予算に向けた事業を検討

安芸福祉保健所：
・雇いあげ管理栄養士による診療所及び在宅
での栄養指導
・糖尿病専門部会、評価委員会
・管内の人工透析患者の実態調査

【安芸福祉保健所】
■栄養指導の実施
■栄養指導従事管理栄養士等に対する研修の実施
■雇いあげ管理栄養士による在宅での栄養指導
■東部地域CDE高知世話人会によるあき元気フェスタ
の企画
■第3回CDE高知安芸地区世話人会の開催
■第2回勉強会(高知県糖尿病療養指導士認定機構基
礎講習会)の開催
■第2回糖尿病専門部会の開催
■第1回糖尿病栄養指導評価委員会の開催
■管内人工透析患者の実態調査の実施
【中央西福祉保健所】
■第１回糖尿病重症化予防及び高血圧対策検討会の
開催
■栄養士派遣事業の継続

【安芸福祉保健所】
○在宅での訪問栄養指導が開始できた。
○あき元気フェスタ（安芸市の健康まつり）で血糖測定
や食品の展示説明、多職種による療養相談の実施な
どにより糖尿病の予防や重症化予防の啓発ができた。
また、目的としていた顔の見える関係づくりができた。
○中芸地区の糖尿病患者だけではなく患者会や自助
グループのある室戸市、安芸市と交流をすることの企
画ができた。
【中央西福祉保健所】
○事業の目的や日高村の糖尿病及び高血圧に関する
現状、健康づくり団体の活動、日高クリニックでの栄養
指導の状況などを共有し、取組内容や今後について意
見交換ができた。
○栄養指導が少しずつ定着してきた。体重減少等の成
果も見られている。

安芸福祉保健所：
・雇いあげ管理栄養士による診療所及び在宅
での栄養指導
・診療報酬算定して栄養指導を実施できるよう
な働きかけ
・委託事業から市町村事業等への移行調整
・糖尿病専門部会、評価委員会

【安芸福祉保健所】
■雇いあげ管理栄養士による在宅での栄養指導
■診療報酬での栄養指導に向けた医療機関訪問等
■東部地域CDE高知世話人会による「むろとげんきフェ
スタ」での糖尿病重症化予防の啓発
■第3回CDE高知安芸地区世話人会の開催
■CDE高知の活動のPR（むろとげんきフェスタ）
■高知県糖尿病療養指導講習会、地域連携講演会、
第3回糖尿病専門部会、第2回糖尿病栄養指導評価委
員会、第3回勉強会(松江赤十字病院糖尿病・内分泌内
科部長)、糖尿病教室及び交流会の開催
【中央西福祉保健所】
■糖尿病重症化予防・高血圧対策勉強会の開催
■第２回糖尿病重症化予防・高血圧対策検討会の開
催

【安芸福祉保健所】
○むろとげんきフェスタ（室戸市の健康まつり）で東部
地区のＣＤＥ高知の啓発ができた。糖尿病の予防や重
症化予防のＰＲができた。また、目的としていた顔の見
える関係づくりができた。
○中芸地区の糖尿病患者だけではなく患者会や自助
グループのある室戸市、安芸市と交流ができ今後につ
ながる仲間づくりや交流ができた。
○管内人工透析患者の調査結果では平成27年は直
近5年間に比べ約10年（9.9年）人工透析の導入を遅ら
せることができた。
【中央西福祉保健所】
○管理栄養士派遣事業で栄養指導を実施した患者は
体重減少など一定の成果はみられている。
○日高村のコメディカルを対象に、糖尿病患者の食事
指導について理解を深めることができた。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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担当部局： 健康政策部
平成28年3月31日

訪問看護提供サービスの整備 医療政策課

事業概要・目的

①中山間地域等における安定的な訪問看護が提供できる。
②訪問看護師の確保と育成ができる。
③小児に対応出来る訪問看護師の育成と在宅移行を推進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

【小児】
研修先
5/11～6/30国立成育医療研究センター病院
7/6～10/30あすか山訪問看護ステーション

成果・課題
【中山間】
・訪問件数は、昨年度同時期（８月末）と比べて
増
H26年度：384件
H27年度：454件
・医療機関からの訪問実績件数が伸びない（1
施設のみ）→レセプト等の外部提出が難しいの
かもしれない。梼原病院、田野病院、大野内科
等実際訪問看護を実施している医療機関に再
度事業案内を送付する。
【寄附講座】
・中山間枠6人（補助金利用者）、全域枠5人（病
院３人、ST2人）

・中山間地域等における訪問看護師の育成
がすすみ、派遣体制が構築される。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

成果・課題
【中山間】
・訪問件数及び回数は前年度と比べて伸びて
いる。
　H27年9月までの訪問件数は29%増

【寄附講座】
・中山間枠の研修生について、到達度によって
同行訪問が不用のケースが発生した場合の対
応について検討
【小児】
幡多地域からの依頼もあり、ステーションへの
指導及び障害児の訪問も開始

成果・課題
【中山間】
・訪問件数及び回数は前年度と比べて伸びて
いる。
　病院からの訪問は、高北病院と県立あき総合
病院から申請があった。
【中山間】
・新人看護師の研修生をどのように確保するか
が課題
【小児】
・看護協会で採用し研修に行かせる看護師の
確保が課題

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

②訪問看護師確保と育成 ①安定的な訪問看

護提供体制の強化 

・関係機関への周知 

・派遣調整業務の開始 
 
 

事業の進捗管理 

・定期的な報告 

訪問看護師 
小児在宅療

養体制 

・事業開始に向けた事務 

調整 

研修派

遣人材

育成の

寄附講

座設置 

・研修参

加者募集 

事業の進捗管理 

事業の評価・分析 

事業の評価 

地域で活動 

活動評価 

講義 
↓↑ 

演習 
↓↑ 

実習 

事業の進捗管理 

・研修 

 参加者 

 の調整 

・補助金 

 交付等 

①安定的な訪問看

護提供体制の強化 

②訪問看護師確保と育成 

・交付決定済 

・5月合同の検討会開催 

マニュアル等の整備、県

内医療機関等に周知 

・4月分訪問件数：89件 
 

・5月分訪問件数：89件 
 
 
 
 
 

・6月分訪問件数：94件 
 

・7月合同の検討会開催 
 
 
 
 

・7月分訪問件数：92件 
 
 
 
 
 

・8月分訪問件数：90件 

・9月合同の検討会開催 

 →再度事業説明案内 

を医療機関に送付 

 
 
 
 
 
 

訪問看護師 

 
 
 

・5/12協定

の締結 
 

・教務主任

会で事業説

明と学生指

導への協力

依頼 
 
 
 
 

・看護師等

養成機関に

事業説明（7

か所） 
 

・8月県立大

に来年度新

卒生の受講

依頼 
 

・9/24交付

決定 

・9/24開校式 

 

・9/29開始 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・全域枠受講

者5名修了 
 

・受講生募集

のリーフレット

を制作及び学

校訪問 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・中山間枠受

講者6名修了 
 

・10月分訪問件数：107件 
 
 
 
 
 
 

・11月合同の検討会開催 

・11月分訪問件数：111件 
 
 
 
 
 

・12月分訪問件数：111件 
 
 
 
 
 
 

・１月合同の検討会開催 
 

・1月分訪問件数：106件 
 

・2月分訪問件数：103件 

・3月合同の検討会開催 

 →あったかふれあいセ

ンターへの訪問方法及び

記録物の検討 

 →インターンシップ受入

れについて 

・3月分訪問件数：   件 

 
 

小児在宅

療養体制 

  
 
・5/11～

6/30病院

で開始 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・7/3交付

決定 
 

・7/6～
10/30 

STで研修 

 
 
・9月～ 

看護協会長

が各団体、

病院と研修

終了後の活

動について

調整開始 
 
 
 
 
 
 
 
 

・県内の

NICU、GCU、

行政、関係

団体との調

整、相談、教

育開始 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・相談、訪問

継続 

（要因分析、課題等） 

・事業実績も伸びており、中山間地域への訪問

看護事業については継続する。 

・新人の訪問看護師育成については、受入れス

テーションの確保が必要であり、さらなる支援

の検討が必要である可能性がある。 

（達成状況） 
・中山間地域への訪問看護の提供数は増加 

 している。 

・平成27年度は、11名の訪問看護師を育成 

 した。 

・小児在宅医療体制整備も、各医療機関 

及び関係団体と調整しながら訪問している。 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 須藤 （ 9660 ）

種別 健康  当初予算額 881,248千円 補正後予算額 865,952千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・県内の医療機関で初期臨床研修及び後期
研修を行う研修医の増加、キャリア形成プロ
グラムの提示
・県外から招聘、赴任する医師の増加

・県内で採用される初期臨床研修医数、及び
高知大学医学部附属病院で採用される医師が
昨年度より増加する予定
・県外大学との連携により、次年度以降も引き
続き医師が派遣される予定

・新たな専門医制度に沿ってキャリア形成がで
きるよう、研修体制の整備を進める必要がある
・県外から招聘、赴任する医師の増加に向け
て、引き続き積極的な情報発信や働きかけを行
う必要がある

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

【ほぼ予定どおりに実施】
・県外からの医師派遣に係る病院視察
（10/19，11/12,13,26）
・連携事業を進める県外大学と設置した協議
会を開催（11/27）
・梼原町家庭医道場を実施
（11/28,29）参加者25名
・臨床研修病院合同セミナーへの参加（12/13）
・こうちの医療見学ツアーを実施（12/18,19）
・高知県医師養成奨学貸付金等貸与条例を改
正し公布（12/28）

・H28年4月採用予定県内初期研修医が過去最
高の64名

【ほぼ予定どおりに実施】
・高知県医師養成奨学貸付金制度等運営会議
を開催（1/12）高知大学外6病院参加
・こうちの医療見学ツアーを実施（1/28,29，
2/18,19，3/17,18）6病院
・知事と高知大学奨学金受給学生との意見交
換会を開催（2/12）
・連携事業に係る県外大学との協議を実施
（2/18)
・中四国地域医療フォーラムへの参加（2/27）
・臨床研修病院合同セミナーへの参加
（3/6,20）
・高知医療再生機構活動報告会の開催（3/21）
・県外大学との連携に関する延長協定を締結
（3/24）2大学

・2つの県外大学との連携協定の延長により、
H28以降も医師が派遣される予定
・県外医師1名が4月から赴任する予定

・キャリア形成支援事業採択者を決定（3/27）
・臨床研修病院合同セミナーへの参加
（5/27,31､ 6/14,21）
・馬路村家庭医道場を実施（5/23,24）参加者40
名
・医師養成奨学貸付金申請者面談を実施
（5/11,12,18,19,22,25,26,28）34名
・県内臨床研修病院合同説明会を開催（6/4）
・医師養成奨学金貸付金制度等運営会議部会
を開催（6/24）
・連携事業を進める県外大学と設置した協議
会を開催（5/28）
・連携事業に係る県外大学との協議を実施
（5/29）
・こうちの医療見学ツアーを実施（6/17）1病院

・医師養成奨学貸付金（新規分）貸与者34名
・医師養成奨学貸付金（継続分）貸与者147名

・償還期間内医師の面談を実施
（7/2,7,13,14,21,22,28､8/14､9/4,8,9,10,15,24）32
名
・臨床研修病院合同セミナーへの参加
（7/5,19）
・地域医療支援センター運営会議を開催（7/7）
・連携事業に係る県外大学との協議、県内医
療機関の視察を実施（7/24,31）2大学
・こうちの医療見学ツアーを実施（8/13,14）1病
院
・幡多地域医療道場を実施（8/17-19）参加者
30名
・キャリア形成支援事業採択者を決定（8/31）
・県外からの医師派遣に係る病院視察（9/7）
・医学生向け新たな専門医制度説明会を開催
(9/29)

事業概要・目的

医師の地域偏在、診療科偏在及び若手医師の減少を緩和し、地域医療を確保するために、県外からの医師の招聘や奨学金制度などの医師確保対策に
取り組むとともに、今後増加が見込まれる奨学金を受給した若手医師の育成に重点を置いた取り組みを進める。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 健康政策部
平成28年3月31日

医師確保対策事業費 医師確保・育成支援課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

償還期間内

医師に対す

る個別面談を

行う。 

こうちの医療Ｒ

ＹＯＭＡ大使の

活動等で得ら

れた情報を元

に、個別に働き

かけを行う。 

県外医師の情報

収集、医師・関係

機関への働き掛

け 

奨学金受給者

に対する支援 

高知医療再生

機構、地域医

療支援セン

ターの取り組み 

高知県・高知

大学連絡協議

部会の開催 

研修医の確保

に向けたＰＲ 

<通年> 

（再生機構） 

県外大学との

連携強化 

医師のキャリア

形成支援 

（再生機構） 

キャリア形成過

程の見える化 

（支援ｾﾝﾀｰ） 

医師専門誌へ

の情報の掲載 

医師ふるさと

ネットの運営 

医師養成奨学

貸付金制度改

正の検討 

女性医師の復

職支援<通年> 

（再生機構） 

知事と高知大

学奨学金受給

学生との意見

交換会の開催 

医師養成奨学貸

付金制度等運営

会議の開催 

県内若手医師

等の交流会の

開催 

ランチョンセミ

ナーの開催 

こうちの医療Ｒ

ＹＯＭＡ大使、

県外からの赴

任医師等の交

流会の開催 

医師養成奨学

貸付金制度の

条例改正 

（達成状況） （要因分析、課題等） 

こうちの医療Ｒ

ＹＯＭＡ大使の

活動等で得ら

れた情報を元

に、個別に働き

かけを行う。 

（達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 担当者（内線） 永野 （ 2431 ）

種別 健康  当初予算額 補正後予算額 43,638千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 健康政策部
平成28年3月31日

がん検診受診促進事業費 所管課 健康対策課

　　■事業所への受診勧
　　　　奨
 　　　・福祉施設の総会
　　　　・高知家薬局説明会
　　　　　県内3ヵ所
　　　　　　安芸市、高知市、四万十

　　　　　　市

　　　　　参加薬局：159薬局
　　　　　参加薬剤師：190名

　　　　・Ｈ26優良事業所認定
　　　　　認定書発送(6/26)
　　　　　県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載
　　　　　(6/26)
　　　　・Ｈ27優良事業所募集
　　　　　送付件数
　　　　　　医療機関：929機関
　　　　　　官公庁：59機関

69,936千円 　

事業概要・目的

＜目的＞
　さらなる利便性の向上及び意義・重要性の周知により、がん検診受診率50％を目指す。
＜事業概要＞
①利便性を考慮した検診体制の構築（広域検診の実施や、乳・子宮頸がん検診の医療機関での土日検診の拡大）
②検診意義・重要性の周知（事業所への受診勧奨や、検診対象者への個別通知の拡大）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

●乳・子宮頸がん検診
　・補助要綱に対象事業を追
　　加

　　　■広域がん検診
　　　　・市町村間の日程調整
　　　　　50会場で実施開始
　　　　(29市町村＋1広域連合)

　・医療機関に実施の可否に
　　ついて照会・集約(28医療
　　機関)
　　　新規実施：5医療機関

●個別勧奨・再勧奨
　・21市町村交付決定済
　　申請随時受付

　　　■事業所への受診勧奨
　　　　・理事会・総会での受診勧
　　　　　奨
　　　　・健康づくり支援薬局への
　　　　　事業説明会に参加
     　  ・支援薬局以外の薬局へ
　　　　　の広報
　　　　　(ﾎﾟｽﾀｰ等啓発資材の配
　　　　　布）
　　　　・Ｈ26優良事業所の認定
　　　　　　参加57社、認定50社
　　　　・Ｈ27優良事業所の募集開
　　　　　始医療機関等へ発送

　　　　　(6/25)

　　　■広域がん検診
　　　実施場所：計50
　　　　高知市44、室戸市1
　　　　南国市1、須崎市1
　　　　四万十市1、宿毛市2

●乳・子宮頸がん検診
　・継続実施
　　乳4/16　子宮22/35機関
　・拡大・新規
　　乳4/16　子宮 22/35機関

●乳・子宮頸がん検診
・土日検診の実施
　10月4・25日・11月28日

　(新規実施分)

　
　　　■広域検診
　　　・実施マニュアル作成
        ・新聞広告（12月）
　　　・情報誌への広告
　　　　(10・12月）
　　　・受診希望者募集
　　　　　　　(12/14開始）

　　■事業所への受診勧奨
　　　　・電話による事業への優良
　　　　　事業所事業の案内
　　　　（H26参加でH27未参加

　　　　の事業所）

●個別勧奨・再勧奨
　・市町村による未受診者への
　　再勧奨
　　(広域検診の案内）
　　(大腸がん郵送検診案内）
　・コンビニを活用した受診勧奨
　　啓発用トイレットペーパーを
　　コンビニ内のトイレに設置

●乳・子宮頸がん検診
　・土日検診の受診者14名
＜課題＞
　・受診者数が少なかった
　　ことから、28年度は早め
　　の広報が必要

●乳・子宮頸がん検診
　・土日検診実施医療機関
　　の紹介チラシを市町村経
　　由で対象者に配布

　
　　　■事業所への受診勧奨
　　　　・総合保健協会から事業所
　　　　　に大腸がん検診の同時実
　　　　　施を打診
　　　　　（県→事業所への依頼文
　　　　　　書持参）

●個別勧奨・再勧奨
　・市町村担当者会(9/24)

●乳・子宮頸がん検診
　・土日検診実施医療機関
　　の紹介
　　高知新聞掲載(8/23)

　　■事業所への受診勧
　　　 奨
　　　・Ｈ26認定優良事業所の
　　　　公表
　　　　高知新聞掲載(8/9)

　　＜課題＞
　　・事業所での大腸がん検診
　　　導入の依頼と併せ、啓発
　　　を行う。
　　・協会けんぽと連携した検
　　　診実施の検討。

●個別勧奨・再勧奨
　・検診申込方法の再検討
　・精度管理の徹底

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

●乳・子宮頸がん検診
・土日検診を実施した医療
　機関へｱﾝｹｰﾄ実施（3月）
・意見集約、課題検討

　　■広域検診
　　・新聞広告（1月・2月）
　　・広域検診実施
　　　（1/15～3/18)
　　　　6市町　50会場

●個別勧奨・再勧奨
・リーフレットの改訂
・県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載する

　動画を撮影(2種類）
　（検診の様子版）
　（検診の勧め版）

　　■事業所への受診勧奨
　　・事業所向け案内チラシ
　　　の作成
　　　　（4月協会けんぽ折込）

■広域検診 受診状況
   ・受診者数 2,654人
　　肺：20%  　  胃：59%
　　大腸：17%   子宮頸：40%
　　乳：80%

■事業所への受診勧奨
　・優良事業所事業
　　参加事業所　54事業所
＜課題＞
　・事業所訪問が不十分
　　となった。
　　28年度に継続して勧奨

　　を行っていく。

①広域検診の実施や、乳・子宮頸がん検診の医療機関で
の土日検診の拡大により、利便性を考慮した検診体制が
構築される。
②事業所への受診勧奨や、検診対象者への個別通知の
拡大により、検診意義・重要性の周知が図られる。

①広域検診：高知市会場を増やすことで、申込者が少ない
会場を減らすことができた。3月の受診者が伸び悩んだ。
①土日検診：協力医療機関を確保することができた。土日
にも検診が受診できる検診機関があることを一定は周知
できた。

②事業所への受診勧奨：優良事業所事業への参加や、事
業所健診時に市町村大腸がん検診を同時実施するなど、
一定の働き掛けはできたが、事業所訪問による受診勧奨
は不十分となった。
②個別通知の拡大：補助要綱を改正し、個別通知の対象
者を拡大した。啓発方法も様々な手法を用いて実施するこ
とができた。

①広域検診：12月案内で3月検診は、間延びすることか
ら申込が低調。一度に受診できる定員を増やすなど、
その気になたっ時にすぐに受診できる体制を検討して
いく。
①土日検診：事業初年度であり、準備に時間を要した
ことから、周知期間が短くなった。28年度は早期に対応
していく。

②事業所への受診勧奨：27年度の取り組みだけでは不
十分であることから、28年度も継続した取組が必要。特
に、女性従業員の多い医療機関等への働き掛けを強
化していく。

・補助対象年齢の拡大 

・市町村による個別通知 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

①広域検診の実施や、乳・

子宮頸がん検診の医療機

関での土日検診の拡大 

②事業所への受診勧奨や、

検診対象者への個別通知の

拡大 

補助要綱の改正 補助要綱の改正 

事業所への勧奨 

●乳・子宮頸がん検診 

・補助対象事業を追加 

■広域がん検診 

検診日・会場確定 

・市町村間の日程調整 

H26事業の課題分析 
・受付体制、定員管理 

実施医療機関の募集 

・実施医療機関の集約 

土日検診の周知 

H28実施体制検討 

土日検診の実施 

（9月～11月） 

・受診者へのｱﾝｹｰﾄ 

受診希望者 

募集開始 

課題の抽出 

①アンケート集計 

②実施機関の意見集約 

③実施方法の検討 

  （検診、広報等） 

広域検診実施 

（1月～3月） 

●個別通知・再勧奨 

啓発資材の改訂 

病院・福祉施設への勧奨 

■事業所への受診勧奨 

・理事会、総会での勧奨 

優良事業所事業 

県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ充実 

・事業所訪問 

・胸部単独実施事業 

 所に大腸がん検診 

 の導入打診 

市町村担当者会 

・検診のあり方、精度 

 管理 

優良事業所の紹介 
・広報による優良事   

 業所の紹介 

事業所への勧奨 

・がん検診の導入 

未受診者への再勧奨 

・広域検診、大腸がん郵送 

 検診案内 

県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ充実 

啓発資材の改訂 

①広域検診の実施や、乳・

子宮頸がん検診の医療機

関での土日検診の拡大 

②事業所への受診勧奨や、

検診対象者への個別通知の

拡大 

①広域検診の実施や、乳・

子宮頸がん検診の医療機

関での土日検診の拡大 

②事業所への受診勧奨 

や、検診対象者への 

個別通知の拡大 

予定通り実施 予定通り実施 取組の拡大 

（達成状況） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 担当者（内線） 山本 （ 9659 ）

種別 健康  当初予算額 補正後予算額 14,212千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 健康政策部
平成28年3月31日

母体管理支援事業
（すこやか妊産婦支援事業費補助金を除く）

所管課 健康対策課

14,232千円 　
事業概要・目的

①早産防止を目的とした医学的管理の徹底により、超低出生体重児（1000ｇ未満）の出生が抑制される。
②産前・産後ケアサービスへの理解が深まり、取組を進める市町村が増加する。

○妊婦健診項目の継続実施
・妊娠初期の腟内細菌検査
・妊娠中期の子宮頸管長測定

○啓発活動
・男女共用版思春期ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ
　の内容検討
・妊婦健診受診勧奨チラシの
　作成・配布

○評価検討会の開催
・三次施設における妊娠32週
　未満の母体搬送例の分析
・切迫早産診断症例に関する
　調査の分析
・今年度の検討内容協議

・母子保健ﾜｰｷﾝｸで協議
・市町村担当者会で説明
・圏域毎にﾊﾟｯｹｰｼﾞ案に基
　づき、今後のｽｹｼﾞｭｰﾙや
　進め方等協議
・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰとの調整等
・母子保健ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
　研修会の開催(6月)
・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ招聘、地域実
　践会議(安芸管内 6月)

○分娩待機
・市町村担当者会で説明
・市町村及び医療機関へ
　の周知等依頼

・母子保健ｺｰﾃﾞｨﾈｰ
ﾀｰ研修
　※24/30市町村
　　　51名が参加

・ドナルド・マクドナル
ド・ハウスこうちでの分
娩待機について、市
町村及び医療機関へ
周知できた

①早産防止対策の実施と正し
い知識の普及啓発

②産前・産後ケアの
　充実

①早産防止対策の
実施と正しい知識の
普及啓発

②産前・産後ケアの
　充実

○評価検討会の開催（10月）
・三次施設における妊娠32週
　未満の母体搬送例の分析
・細菌検査・子宮頸管長測定
　調査の結果について協議
・今後の方向性を協議
・周産期医療協議会に報告
　　　　　　　　　　　　　　(11月)
○啓発活動
・男女共用版思春期ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ
　の印刷・高等学校等に配布
　（性に関する専門講師派遣
　事業等での活用）

・母子保健ワーキングで
　協議　（福祉保健所ごと
　に進捗状況や今後の進
　め方を協議）(10月)
・アドバイザーを招聘した
　地域実践会議
　(中央西・須崎　11月)
・地域人材育成研修会
　実施（宿毛市：12月） ・思春期ハンドブック

を性に関する専門講
師派遣事業で活用
し、高校生に性に関
する正しい情報の提
供等について、直接
働きかけができた

・産前・産後ケア事業
を進めていくために
は、実施主体である
市町村の人材の確保
や育成に課題がある
市町村も多く、国の予
算の活用までなかな
か進まない
　このため、産前・産
後ケアサービスの充
実には、国の予算の
活用ができるまで、県
での支援が必要と考
えられる
→来年度予算で補助
金拡充

○早産防止対策評価事業
・周産期医療協議会に報告
　　　　　　　　　　　　　　(7月)
・医療機関へ細菌検査調査
　依頼

○啓発活動
・母子健康手帳別冊の作成・
　配布
・男女共用版思春期ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ
　の作成
・作成検討会の開催(9月)

・福祉保健所ごとに市町村
　との協議等実施
　(ニーズ調査の分析等も
　実施)
・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを招聘した地
　域実践会議
　(中央東・幡多・高知市 8月)

○分娩待機
・周産期医療協議会での
　説明及び周知依頼

・母子健康手帳別冊
に新たに災害時の備
えについての情報を
追加し、お母さんへ
の啓発活動が実施で
きるようになった

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○評価検討会の開催（3月）
・三次施設における妊娠32週
　未満の母体搬送例の分析
・来年度の取組について協議
・周産期医療協議会に報告

○啓発活動
・継続して、男女共用版思春期
　ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸを活用した性に関
  する専門講師派遣事業等
  での活用

・母子保健ワーキング等
　で協議
　（市町村での実践等進
　捗状況や来年度に向け
　ての支援について、福
　祉保健所と情報共有及
　び協議）
・啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄ（家族用ﾘｰ
　ﾌﾚｯﾄ）の作成・市町村等
　への配布

※性に関する専門講
師派遣事業活用：11
校

・家族用妊娠出産啓
発ﾘｰﾌﾚｯﾄの作成によ
り、妊娠中から出産後
まで、家族に気を付
けてほしいことやｻ
ﾎﾟｰﾄしてほしいことの
啓発となった

①早産防止を目的とした医学的管理の徹底により、
超低出生体重児（1000ｇ未満）の出生が抑制される。
②産前・産後ケアサービスへの理解が深まり、取組
を進める市町村が増加する。

①三次施設における妊娠32週未満の母体搬送の分析で
は、28週未満での分娩数は少ない数で推移しており、超低
出生体重児の抑制につながっていると思われる。
②研修会や地域実践会議の実施により、妊娠期からの取
組みを進める市町村やサービスの実践を行う市町村は増
加している。

・市町村の人材の確保や育成等に課題が
あり、産前・産後ケアサービスを広めていく
ためには、支援が必要

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題

①早産防止対策の実施と

正しい知識の普及啓発 

②産前・産後ケアの充実 

・男女共用版思春期 

ハンドブック作成 

検討会の開催、 

作成・配布 

早産予防を目的とした 

妊婦健診検査の継続 

妊娠・出産に 

あたっての 

啓発活動 

27年度実施評価 

と28年度取組み 

市町村の調整 

（年度末まで継続） 

市町村の選定と実施に 

向けた調整（各圏域） 

早産防止対 

策の評価 

（評価検討会 

の開催） 

（達成状況） （要因分析、課題

・子宮頸管長の測定(超音波検査) 

・腟分泌物の細菌培養検査 

性の専

門講師

派遣事

業等で

の活用 

①妊婦健診受診 

 勧奨のチラシ 

②母子健康手帳別 

 冊の作成・配布 

評価検討 

会の開催 

評価検討 

会の開催 

・市町村ごとにパッケージ案に 

 基づく協議 

ドナルド・マクド 

ナルド・ハウス 

こうちでの分娩 

待機 

・H28年度本格実施 

 に向けた準備 

アドバイザーを招聘 

した地域実践会議 

の開催 

（年度末まで継続） 

市町村母子保健 

コーディネーター 

養成講座 

・地域実践会議 

・地域で活動できる人材 

 育成のための研修支援 

 （各市町村） 

・啓発用ﾘｰﾌﾚｯﾄの作成 

（達成状況） （要因分析、課題（達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 麻岡 （ 9671 ）

種別 地震対策  当初予算額 15,684千円 補正後予算額 13,684千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 健康政策部
平成28年3月31日

広域火葬体制整備事業費 食品・衛生課

事業概要・目的

　広域火葬訓練・研修会の開催や広域火葬体制整備モデル事業の実施、広域火葬設備整備補助事業による助成により、市町村や火葬場の取組を支援
し、災害時の効率的な火葬体制の整備を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○広域火葬設備整備事業補助金交付要綱の
制定と通知
　広域火葬設備整備補助事業の実施（通年）

○安置所等の選定についての個別相談対応
（通年）

○広域火葬体制整備モデル事業
　（高幡地域遺体対応検討会開催）
　

○広域火葬設備整備事業補助金交付要綱の
制定と通知

○広域火葬体制整備モデル事業
　（高幡地域遺体対応検討会開催（6/2））
　

○広域火葬体制整備モデル事業
　（高幡地域実地訓練研修会開催）

○四国４県広域火葬協議会開催

○火葬場関係者等連絡協議会開催
 　（火葬場BCP策定先進事例等の紹介）

〇広域火葬設備整備事業補助金
　９月交付申請２施設（審査中）
　10月交付申請予定１施設

○広域火葬体制整備モデル事業
　（高幡地域実地訓練研修会開催（9/25））
　（高幡地域遺体対応マニュアル作成連絡会
開催（7/31,9/8））

○四国４県広域火葬協議会開催（7/22）

○火葬場関係者等連絡協議会開催(8/14)
 　（火葬場BCP策定先進事例等の紹介）

○市町村の遺体対応マニュアル策定の促進
　
○広域火葬に対応するための、火葬場BCP
の策定促進

○市町村の遺体対応マニュアル策定(3市町)
　
○広域火葬に対応するための、火葬場BCP
の策定促進(5火葬場/14）

○高知県内広域火葬情報伝達訓練

○四国４県広域火葬情報伝達訓練

○広域火葬体制整備モデル事業
　（高幡地域遺体対応検討会開催）

○高知県内広域火葬情報伝達訓練
(10/15,16)

○四国４県広域火葬情報伝達訓練(10/15,16)

○広域火葬体制整備モデル事業
　（高幡地域遺体対応マニュアル作成連絡会
開催（11/12））

○広域火葬対応についての研修会開催
　・遺体対応マニュアル策定先進事例の紹介
　・火葬場BCP策定先進事例等の紹介
　・モデル地域（高幡地域）の取組紹介
　・情報伝達訓練振り返り

○四国４県広域火葬協議会
　・情報伝達訓練振り返り

○広域火葬対応についての研修会開催
(1/26)
　・遺体対応マニュアル策定先進事例の紹介
　・火葬場BCP策定先進事例等の紹介
　・モデル地域（高幡地域）の取組紹介
　・情報伝達訓練振り返り

○四国４県広域火葬協議会(2/10)
　・情報伝達訓練振り返り

○広域火葬体制整備モデル事業
（高幡地域遺体対応マニュアル作成連絡会開
催（3/18））

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 地域福祉部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 地域福祉政策課 地域支えあい活動促進事業費 健康 27,472

2 地域福祉政策課 あったかふれあいセンター事業費 健康 207,991

3 地域福祉政策課
福祉人材センター運営事業費
福祉研修センター事業費

健康 89,151

4 地域福祉政策課 福祉・介護人材マッチング機能強化事業費 健康 17,565

5 地域福祉政策課 災害救助対策費 地震対策 66,721

6 高齢者福祉課 介護予防事業評価・市町村支援事業費 健康 10,642

7 高齢者福祉課 高齢者向け住まい確保対策推進事業費 健康 27,500

8 高齢者福祉課 認知症地域医療・介護支援事業費 健康 11,678

9 障害保健福祉課 自殺対策緊急強化事業費 健康 39,012

10 障害保健福祉課
障害者就労支援対策事業費
障害者生産活動支援事業費

健康 65,029

11 障害保健福祉課 発達障害児・者支援事業費 健康 25,024

12 児童家庭課 ひとり親家庭等自立支援事業費 横断的 37,663

13 児童家庭課 青少年対策推進費 横断的 9 34813 児童家庭課 青少年対策推進費 横断的 9,348

14 少子対策課 地域子育て推進事業費 健康 137,291

15 少子対策課 出会い・結婚支援事業費 健康 47,248



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 森 （ 9090 ）

種別 健康  当初予算額 27,472千円 補正後予算額  25,585千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・事業の趣旨が関係者に伝わりづらいといったこと
もあり、支援の方向性を共有できなかった。H28年
度は、生活困窮者自立支援制度を切り口にして、
引き続き、重点支援市町村社協へのアドバイザー
派遣や研修会等を通じた市町村社協への支援が
必要。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・モデル市町村社協の課題に応じたアドバイザー
の派遣を行った。
・レベルアップ研修については、講師との綿密な打
ち合わせにより、受講生に学びやスキルの習得を
図る研修を実施できた。

＜課題＞
・県（福祉保健所含む）と県社協との意識共有が十
分でない面がある。
・モデル市町村社協が年度末に成果が出せるよ
う、関係機関と連携し、個別フォローや派遣するア
ドバイザーの調整等を行う必要がある。

・モデル市町村社協の課題に応じたアドバイザー
の派遣を行った。
・レベルアップ研修の研修成果報告会を開催し、モ
デル市町村社協（檮原町社協、しまんと町社協）が
取組内容や成果報告した。

＜課題＞
・県（福祉保健所含む）と県社協との意識共有が十
分でない面がある。
・モデル市町村社協がH27年度の取組を継続し、
組織体制の強化が図れるよう、関係機関と連携し
て、個別フォロー等を行う必要がある。

・モデル市町村社協の重点支援
事業・アドバイザーの派遣
（10/19～11/19）

・市町村社協レベルアップ研修・
マネージャー向け
　第５回（10/7）、第６回（11/9）

・市町村社協レベルアップ研修・
スタッフ向け
　集合研修第２回（11/27）、ブ
ロック別研修第２回（12/7、10、
11）

・地域支援事例研究会（12/17～
1/28）

・モデル市町村社協の重点支援
事業
アドバイザーの派遣（1/15～
3/17）

・モデル市町村社協へのヒアリン
グ（2/3～3/15）

・市町村社協レベルアップ研修・
研修成果報告会と地域支援実践
者報告会との合同開催（3/11）

・地域の課題を、まずは市町村社協の組織内で報告、相談、共有
し、支援方針を意思決定できる体制が強化されている。
・相談対応スキルが向上し、関係機関や専門職等を巻き込んだケー
ス検討会議が普及定着する。

・アドバイザーの派遣やレベル
アップ研修等を通じて、各モデル
市町村社協の課題に応じた仕組
みづくりを図ったが、市町村社協
における取組が始まったばかり
であり、体制強化やケース検討
会議の普及定着のためには、継
続した取組が必要。

・モデル市町村社協を１０箇所選定し、「アクション
プラン」の作成を通じて、モデル市町村社協・県・県
社協の３者で取組の方向性を確認した。

・市町村社協レベルアップ研修では、マネージャー
層は、地元企業経営者から地域に根を張る経営等
について学び、スタッフ層では、県内外の社協の取
組事例から社協のあるべき姿や役割等を再認識
することができた。

＜課題＞
・研修に参加していない市町村社協へのフォロー
アップが必要。

・モデル市町村社協に対し、研修やヒアリングを通
じて、各社協の課題の類型化や生活困窮者自立
相談支援事業の実績の分析等を実施するととも
に、アドバイザー派遣について検討を行った。

・市町村社協レベルアップ研修では、マネージャー
層はファシリテーションや組織運営等について学
ぶとともにアクションプランのブラッシュアップを図
り、スタッフ層は、周りを巻き込むファシリテーション
技術について学び、会議や相談対応等に必要な
実践的なスキルの習得を図った。

＜課題＞
・各市町村社協の特性に応じ、より適切な支援が
できるよう、福祉保健所や県社協との連携強化が
必要。

・モデル市町村社協へのヒアリン
グ（4/20～22）

・市町村福祉・介護保険担当者
会（4/23）

・市町村、市町村社協、県社協、
県との四者協議の実施（5～6月）

・市町村社協レベルアップ研修・
マネージャー層向け
　第１回(5/14）

・市町村社協レベルアップ研修・
スタッフ向け
　集合研修第１回（6/8）

・モデル市町村社協へのヒアリン
グ

・市町村社協レベルアップ研修・
マネージャー向け
　第２回（8/6）、第３回（8/26）、
　第４回（9/8）

・市町村社協レベルアップ研修・
スタッフ向け
　ブロック別研修第１回（9/1、2、
7）

事業概要・目的

地域福祉活動を支える仕組みづくりへの支援
　地域住民や民生委員・児童委員から相談を受けたケースをワンストップで受け止めて、関係機関へつなぐ仕組みを構築する。

地域福祉の要であり、多くの民生委員・児童委員協議会の事務局も担っている市町村社会福祉協議会による地域福祉ネットワークのコーディネート機能を強化す
る。
＜支え合いの地域づくり事業費＞
　①モデル市町村社協への重点支援事業
　　　　◆アドバイザーの派遣による具体的なアドバイス等を行い、関係機関を巻き込んだケース検討会議の普及定着を図る。
　②市町村社協のレベルアップ事業
　　　　.◆マネジメント研修、相談対応強化研修を実施する。

備考（課題及び成果等）実施状況・変更計画　執行計画・目標

　

担当部局： 地域福祉部
平成28年3月31日

　地域支え合い活動促進事業費 地域福祉政策課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

専門職等との連携による地域福祉ネットワークの構築 
相談等をワンストップで受け止め、関係機関へつなぐ仕組みを構築 

地域福祉活動と災害時要配慮者避難支援対策との一体的な推進を支援 
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図
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地域支援事例

研究会（７月） 

①モデル市町村社協 

への重点支援  
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地域支援事例

研究会（12月） 

福祉保健所と 

県、県社協と 

の支援者協議 

各市町村、 

市町村社協、 

民生委員等 

との個別協議 

小地域ごとの 

ネットワーク 

づくり等の 

活動を支援 

市町村毎に 
４者（市町村、 
市町村社協、 
県、県社協） 
協議を開催 

地域支援実践 

報告会（3月） 

相談対応強化

集合研修① 

相談対応強化 

ﾌﾞﾛｯｸ研修① 

相談対応強化

集合研修② 

相談対応強化 

ﾌﾞﾛｯｸ研修② 

モデル市町村 

社協への 

ヒアリング 

マネジメント 

研修 ① 

マネジメント 

研修 ② 

マネジメント 

研修 ③ 

マネジメント 

研修 ④ 

マネジメント 

研修 ⑤ 

マネジメント 

研修 ⑥ 

報告会 

②市町村社協の 

レベルアップ 

アドバイザー 

の決定 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 森 （ 9090 ）

種別 健康  当初予算額 207,991千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・研修の受講等により職員のスキルアップが図られ
ている。
・あったかふれあいセンターの基本機能である集い
や訪問・相談等の活動を通じて、地域活動へのき
め細かな支援が実施されている。

・体系的な研修の実施により、あったかふれあい
センター職員に必要なスキル習得を図った。

・各市町村で、地域の実情に応じた活動が展開さ
れているが、さらに地域福祉の拠点として、さらな
る機能強化を図るためには、事業計画書の作成
等を通じた事業の質の向上を図る取組や、介護予
防プログラムや認知症支援などのサービス提供
機能の強化を図る必要がある。

・職員の定着や専門性の確保などの課題があるた
め、引き続き職員の資質向上のための研修の実
施等が必要。

・H27高齢者福祉課において、リハビリ専門職等の
派遣による職員スキルアップ事業や認知症カフェ
設置推進事業などを行ったが、取組が始まったば
かりであり、これらの取組を普及・定着させるため
に、福祉保健所や高齢者福祉課等と連携して市町
村の取組を支援していく必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・Ｈ27年度事業計画書
　評価指標やデータが含まれていないなどの質的
な課題はあるが、概ね全項目が満たされており、
作成を通して、市町村と受託者とが中長期の目指
す姿等について意識合わせを行う機会となった。
H27年度の評価とH28年度計画作成に向けた支援
を行う必要がある。

・職員研修の実施
　今年度新たに、スタッフ研修受講済みの者を対
象にしたフォローアップ研修を実施し、各受講生の
自センターにおける自身の役割意識や意欲の向
上を図った。

・第2回あったかふれあいｾﾝﾀｰ推進連絡会・介護
保険制度改正に係る研修会（1/15）

・H28あったかふれあいセンター事業に係るヒアリ
ング（2/8～2/29、29市町村）

・H28事業計画書の提出（2/5）、H27事業計画の
評価の提出（4/15まで）

・第2回推進連絡会・介護保険制度改正に係る研
修会
　事業計画書の作成等に必要な考え方等を検討
するとともに、市町村が主体となって介護予防・生
活支援の仕組みづくりができるよう、必要な考え方
等を学ぶための内容で研修会を開催した。今後
も、引き続き、こうした研修会等を開催するととも
に、福祉保健所や高齢者福祉課等と連携して市町
村の取組を支援していく必要がある。

・ヒアリング
　H28年度の事業計画書に基づき実施。市町村に
よって取組状況に差があるなどの課題があった。
あったかふれあいセンターのさらなる機能強化に
向けて、引き続き市町村への支援が必要。

・平成27年度事業計画書の提出（29市町村41箇
所）

・あったかふれあいセンター利用者データ管理研
修
　（10/14,15）

・あったかふれあいセンター職員研修・地域支援
（1/27）

・あったかふれあいセンター職員研修・フォロー
アップ（12/2、4）

・福祉保健所地域支援室との協議（4/17）

・市町村福祉・介護保険担当者会（4/23）

・あったかふれあいセンター職員研修・スタッフ
　（中央部　4/27、東部　4/24、西部　4/30）

・市町村、市町村社協、県社協、県との四者協議
の実施　（5～6月）

・あったかふれあいセンター事業に関する勉強会
（6/15）

・あったかふれあいセンター職員研修
　（コーディネーター　6/19）

・市町村担当者会等で、取り組み方針等の周知を
行った。

・四者協議の開催
　各市町村の進捗状況や取り組みの方向性等を
確認した。

・職員研修の実施
　昨年度に見直しした研修体系（コーディネーター・
スタッフのそれぞれを対象にした研修を階層別に
実施。スタッフに対しては、課題をもとに職場で研
修前後のフォローを行うOJTの仕組みを導入）を
ベースに、今年度はさらなる研修内容の充実のた
め、ロールプレイを行うなど、より実践的なスキル
の向上を図った。

・第１回あったかふれあいセンター推進連絡会
　（7/10）

・福祉保健所地域支援室との協議（8/5）

・介護予防事業に関する説明・ヒアリング（8/19、
8/20、9/9）

・市町村、市町村社協、県社協、県との四者協議
の実施　（8月～）

・あったかふれあいセンター職員研修・テーマ別
　（東部　9/25、西部　9/29）

・あったかふれあいセンター推進連絡会の開催
　日本福祉大学の平野副学長を講師に、あったか
ふれあいセンターを機能強化するためのツールと
しての事業計画書の作成方法等について検討を
行った。また、リハビリ専門職の派遣や認知症カ
フェの設置等の介護予防事業について、説明を
行った。

・職員研修の実施
　利用者の大半を占める高齢者への対応をテーマ
に、対象者への理解を深めるとともに、支援方法
等を学んだ。また、南海トラフ地震に備え、防災と
地域福祉との一体的な取組の重要性や、災害時
要配慮者対策等についても学び、あったかふれあ
いセンターに求められる役割等を認識することが
できた。

事業概要・目的

高齢者などを支える地域福祉の仕組みづくりを推進
地域の支え合いのネットワークの意図的、政策的な再構築に向けて、利用者を限定しない、小規模で多機能な地域福祉の拠点を整備し、誰もが住み慣れた地域で

必要なサービスを利用しながら安心して暮らせるしくみをつくる。
子どもから高齢者まで、年齢や障害の有無にかかわらず、誰もが気軽に集い、子育てや生活支援、介護ｻｰﾋﾞｽ等を受けることができる拠点を設置し、要配慮者の

見守りや生活課題に対応した支え合いの活動などを行う地域福祉活動を推進する市町村に対して補助する。
　中長期の事業計画の策定を支援するとともに、新たな地域支援事業等にも柔軟に対応できるよう、さらなる進化・発展を目指す。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 地域福祉部
平成28年3月31日

　あったかふれあいセンター事業費 地域福祉政策課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

地域支援事例 

研究会 (７月) 

地域支援実践 

報告会（3月） 

あったかふれあい 
センター職員研修 

（テーマ別： 
防災／高齢者） 

あったかふれあい 
センター職員研修 

 （スタッフ／コーディ
ネータ） 

地域支援事例 

研究会(12月) 

あったか 

推進連絡会 

＜第１回＞ 

あったか 

推進連絡会 

＜第２回＞ 

あったか 

推進連絡会 

＜第３回＞ 

H26利用者データ取りまとめ 

あったかふれあい 

センター職員研修 

（フォローアップ） 

市町村、市町

村社協、県社

協、県との協

議② 

（取組確認等） 
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議① 

（取組確認
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あったかふれあい 

センター職員研修 

（地域支援） 

市町村、市町

村社協、県社

協、県との協

議③ 

（取組確認

等） 

あったかふれあいセンターの機能強化 
（29市町村43か所190サテライトにおいて 

地域コミュニティ活動を支援） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 浜田 （ ９６３１ ）

種別 健康  当初予算額 89,151千円 補正後予算額 83,833千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・事業所訪問　244事業所
・マッチング数　112人（前年同期43人　69人増）
・ハローワークでの相談 5人
・ハローワークでの福祉・介護職業セミナー 89人
・求人情報提供端末設置 24人利用
・第６回こうち介護の日2015(11/1) 1,232人参加
・介護就職デイ(11/11)（ハローワークと共催）
　（相談者：高知2人、幡多28人）
・未経験者向け研修　17人
・経験者向け研修　3人
・ワンポイントセミナー 17人
・福祉・人材確保支援セミナー（12/17）22事業所39人
・職場体験　体験11人（うち就職5人）
・県外在住者へのアプローチ 高知暮らしフェア
     東京（12/12）　相談者9人
     大阪（12/13）   相談者3人

・事業所訪問　141事業所
・マッチング数　58人（前年同期44人　14人増）
・ハローワークでの相談 7人
・ハローワークでの福祉・介護職業セミナー 58人
・求人情報提供端末設置 12人利用
・ハローワーク求職情報提供サービスの利用開始
(3/22)
・ふくし就職フェア（1/30） 相談者264人（一般177人、
学生87人、うち206人登録）
・未経験者向け研修　265人
・経験者向け研修　0人
・ワンポイントセミナー 16人
・福祉・人材確保支援セミナー（1/14）22事業所43人
・ 県外大学生への説明会　1回50人
・職場体験　体験4人（うち就職3人）
・介護福祉士等有資格者への周知　848人
・コレスバ福祉ｉｎ高知(2/7)　155人
（※2月末までの実績）

・福祉人材センターを通じた就職実績について、平成２５年度
の１２２人より１００人以上の増

・２月末時点で、目標としていた２２２人を７６人上
回る就職実績となった。

・民間人材の配置及びふくし就職フェア等の計画的な
実施により、求職者のニーズにあった支援が行われ
た。
・好景気により求人倍率が上昇しており、求職者の確
保が急務となっている。福祉研修センターでの未経験
者向け研修や、潜在的有資格者の掘り起こし等によ
り、取組を強化していく。

○民間人材の設置によるマッチング機能等が
強化され、就職人数が向上している。求人者は
増加しているが、求職者は伸び悩んでおり、人
手不足感が高まっている。
○ハローワークでの相談対応、セミナーの利用
者が減少している。
○福祉研修センターによる、未経験者や経験者
向け研修の参加者が少ない。

事業概要・目的
福祉・介護分野の人材確保対策の抜本強化 　◆福祉人材センター運営事業費　（当初予算　67,846千円）
　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆福祉研修センター事業費　（当初予算　21,305千円）
①新たな人材の参入促進策の強化
　福祉人材センターにおいて、マッチングのノウハウを持った民間人材の積極的な活用を図ることにより、人材センターの持つ紹介、あっせん機能などを抜本強化するととも
に、就職後の介護技術のスキルアップなどを支援する福祉研修センターとの連携により、新規就労や復職希望の求職者向け研修を拡充する。
②他職種への人材流出防止対策の強化
　福祉研修センターにおいて、体系的な研修を実施するとともに、事業者には専門的・実践的な研修を従事者に受講させる事業主に交付されるキャリア形成促進助成金や、
研修受講期間中の代替職員を派遣する事業の積極的な活用を促す。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・合同入職式(4/14)40施設・事業所67人
・事業所訪問　160事業所
・マッチング数　57人（前年同期28人　29人増）
・ハローワークでの相談 10人
・ハローワークでの福祉・介護職業セミナー 139
人
・求人情報提供端末設置 41人利用
・県外在住者へのアプローチ 高知暮らしフェア
 東京（5/17）　相談者10人（1人登録）
 大阪（6/6） 　 相談者13人（3人登録）
・未経験者向け研修　0人
・経験者向け研修　0人
・福祉・人材確保支援セミナー（6/16）21事業所
42人
・職場体験　体験14人（うち就職6人）

・事業所訪問　214事業所
・マッチング数　71人（前年同期33人　38人増）
・ハローワークでの相談 9人
・ハローワークでの福祉・介護職業セミナー 87人
・求人情報提供端末設置 16人利用
・ふくし就職フェア（8/16） 相談者286人（一般110人、
学生176人、うち199人登録）
・未経験者向け研修　120人
・経験者向け研修　0人
・ワンポイントセミナー 11人
・福祉・人材確保支援セミナー（8/3）10事業所33人
・新任職員フォローアップ研修（9/4） 30施設・事業所
48人
・職場体験　体験34人（うち就職2人）
・採用状況調査　発送1,630　回答423

○民間からのコーディネーター等の配置によ
り、マッチング機能が強化され、就職人数が向
上している。求人者は増加しているが、求職者
は減少しており、人手不足感が高まっている。
○ハローワークでの相談対応、セミナーの利用
者が、減少している。
○福祉人材センターと福祉研修センターの連携
の強化
　研修面から人材確保を支援する福祉研修セ
ンターにおいて、未経験者や経験者向け研修
の周知が十分行われていない。
　参加しやすい研修内容や開催方法へと見直
しを行う。

　

担当部局： 地域福祉部
平成28年3月31日

　福祉人材センター運営事業費
　福祉研修センター事業費

地域福祉政策課
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平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 茅野 （ ２３２７ ）

種別 当初予算額 17,565千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

◆キャリア教育の実施
　　上分小・中、窪川小、北陵中、清水ヶ丘
中、田野中、蕨岡中、中村高校西土佐分校で
実施　計460名が参加

◆学校訪問によるセミナーの開催
　　２校で開催　10名が参加

◆嶺北地域、高幡地域、幡多地域、安芸地域
で中山間就職相談・面接会を開催
　　68名が参加、うち13名が就職(H28.2時）

◆キャリア教育の実施
　　上分小・中、窪川小、北陵中、清水ヶ丘
中、田野中で引き続き実施

◆高吾北地域、安芸地域（３回）で中山間就
職相談・面接会を開催
　　32名が参加
（※２月末時点の実績）

・福祉人材センターを通じた就職実績につい
て、平成２５年度の１２２人より１００人以上の
増

・２月末時点で、目標としていた２２２人を７６
人上回る就職実績となった。

・３年目となる中山間就職・相談会の実施が定
着してきており、参加者の増につながっている。
・進路選択につながるよう、各年代に応じたキャ
リア教育の内容検討が必要。

・地域の特性に応じた実施形態（会場での開
催、バスツアーでの開催など）、参加者確保に
むけた広報、参加後に就職までつなげるため
のフォローアップについて検討が必要

・キャリア教育に参加して福祉・介護の仕事に
興味をもった学生（特に高校生）を、その後、具
体的な進路選択につなげるための働きかけが
必要

◆キャリア教育の実施
　　大用中、三原中、嶺北高校で実施
　　計69名が参加

◆学校訪問によるセミナーの開催
　　８校で開催　102名が参加

・中山間就職相談・面接会における参加者の確
保と、参加事業所の採用力向上にむけた取組
みの強化が必要

・キャリア教育に参加して福祉・介護の仕事に
興味をもったという学生が多く、その後、職場体
験やふくし就職フェアなどにつなげるための働
きかけが必要

◆キャリア教育の実施
　　伊野南小、赤岡中、大野見中、佐川高校
で実施　計231名が参加

◆福祉・介護の仕事の魅力を伝える冊子の
配布
　　県内中・高校生、教員、関係団体等に７万
部を配布(7/10～）

◆福祉・介護の仕事ガイドブック（進路指導の
手引き）の配布
　　県内の高等学校あてに5,000部を配布
(7/10～）

◆学校訪問によるセミナーの開催
　　７校・２大学で開催　97名が参加

健康 　

担当部局： 地域福祉部
平成28年3月31日

福祉・介護人材マッチング機能強化事業費 地域福祉政策課

事業概要・目的

事業概要：

①特に人材確保が困難な中山間地域を会場に、各地域の介護事業所と求職者の就職相談・面接会を実施する。
②中長期的視点から福祉・介護人材の確保につなげるため、小・中・高校生を対象にキャリア教育の充実・強化を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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高校生を誘導 

（達成状況） （達成状況） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 川村 （ ２３１６ ）

種別 当初予算額 66,721千円 補正後予算額 52,921千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

地震対策 　

事業概要・目的

・福祉避難所の指定促進と運営：福祉避難所の指定促進等のため、引き続き「福祉避難所指定促進等事業費補助金」による最低限必要となる物資の購入
及び保管する備蓄倉庫の整備への補助を市町村に対して行う。また、併せて運営体制の構築のため、昨年度作成した「福祉避難所運営訓練マニュアル」も
活用しながらそれぞれの福祉避難所で運営訓練を行えるよう市町村等への支援を行う。
・避難支援対策の推進：今年度創設した「要配慮者避難支援対策事業費補助金」や「避難支援の手引き（平成２５年度作成）」を活用し、日頃の見守り活動
と一体的な避難支援体制の構築に向けて支援する。また、あったかふれあいセンターの職員等に向けた防災研修を実施するなど、防災・減災の取組と地域
福祉活動が一体となった取組を推進するための人材の養成・確保を行う。
・災害福祉広域支援ネットワークの検討：災害時に支援が必要な方々に対し緊急的な対応が行えるよう、専門職員の確保など、県内における災害福祉に
関連する支援体制の在り方について検討を行う。

○福祉避難所の指定促進と運営
・４市町村に交付決定
・市町村、市町村社協、県社協、県との協議②（取組
確認等）
・須崎管内災害時要配慮者対策担当者会（7/23）
○避難支援対策の推進
・２町に交付決定
・個別計画の作成に向けて市町村へ助言等（２町１村）
・あったかふれあいセンター職員防災研修（9/25、
9/29）
・市町村、市町村社協、県社協、県との協議②（取組
確認等）（再掲）
○災害福祉広域支援ネットワークの検討
・関係機関との協議、方向性の確認（8/6、8/19、9/11
老施協、8/12県社協）

計　　画 実　　　績

○福祉避難所の指定促進と運営
・補助制度の見直しについて市町村に周知（4/17防
災、4/23福祉、6/9災害救助）
・地域本部、福祉保健所との取組協議（4/9～4/21）
・市町村、市町村社協、県社協、県との協議①（取組
確認等）（5/12～6/19）
○避難支援対策の推進
・新たに創設した補助制度を市町村に周知（4/17防
災、4/23福祉、6/9災害救助）　→10市町村に交付決
定
・地域本部、福祉保健所との取組協議（再掲）
・市町村、市町村社協、県社協、県との協議①（取組
確認等）（再掲）
・災害救助法の研修（6/9）
○災害福祉広域支援ネットワークの検討
・関係機関の取組状況についてヒアリング（4/21中央
東WHC、4/24リハ研、4/30老施協、5/15厚労省ほか、
6/25ヘルパー協）

担当部局： 地域福祉部
平成28年3月31日

災害救助対策費 地域福祉政策課

○福祉避難所の指定促進と運営
・９市町村に交付決定
・福祉避難所協議会（10/26黒潮町）
・須崎管内災害時要配慮者対策担当者会（10/28）
・運営訓練支援（11/29香南市、12/6南国市）
・運営に関する机上シミュレーション協議（11/26、12/24高知
大学）
○避難支援対策の推進
・個別計画作成に向けて市町村へ助言等（１市１村）
・市町村担当者等により取組協議、助言等（10/26安芸管内、
11/16須崎管内、11/24高知市）
○災害福祉広域支援ネットワークの検討
・第１回高知県災害福祉広域支援ネットワーク検討会（12/3
本県におけるあり方の方向性を検討）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○福祉避難所の指定促進と運営
・７市町に交付決定
・運営訓練支援（1/30黒潮町、3/23四万十町）
・運営に関する机上シミュレーション実施（2/17須崎管内）
・福祉避難所協議会（2/29黒潮町）
・須崎管内災害時要配慮者対策担当者会（3/15）
・社会福祉施設等へ指定可能調査の実施
○避難支援対策の推進
・個別計画作成に向けて市町村へ助言等（２市１町１村）
・市町村担当者等により取組協議、助言等（2/18中央東管内、
幡多管内）
・災害応急救助研修（1/16黒潮町、1/17安芸市、1/30高知
市）
○災害福祉広域支援ネットワークの検討
・事務局内で来年度以降の取組を再検討
・情報交換会（3/28東京）

・想定される要配慮者の受入確保に向けて、
各市町村において福祉避難所指定の取組が
一層進んでいる。また「運営訓練マニュアル」
等を活用し、各市町村の福祉避難所で運営訓
練を計画、実践している。
・市町村で作成された避難行動要支援者名簿
に基づき、地域ごとに個別計画の作成が進ん
でいる。
・施設協や職能団体等と協力して災害福祉広
域支援体制の検討が進んでいる。

・福祉避難所の指定施設数の増加
平成27年度当初：33市町村163施設
→平成27年12月末：34市町村178施設
・「運営訓練マニュアル」を活用した運営訓練
の計画、実践（高知市、中央東管内、須崎管
内、黒潮町）
・補助金の活用による個別計画の作成及び訓
練の実施（12市町村）
・災害福祉広域支援ネットワーク検討会によ
り、本県におけるあり方の方向性を検討した。

・福祉避難所は全市町村で指定され、また着実に増加し
ているが、まだ不足が見込まれることから、今後は更に指
定を促進していくため、補助金に加え指定可能調査結果
を活用し、市町村への支援を行う必要がある。
・福祉避難所の運営面については、机上シミュレーション
や運営訓練を通じて、それぞれの地域でその役割や運営
などへの正しい理解を促進する必要がある。
・避難支援対策については、補助金の活用や地域ごとの
課題に対し助言等を行い、それぞれの地域で実効性のあ
る個別計画が作成されるよう市町村を支援していく必要
がある。
・災害福祉広域支援ネットワーク検討会において各団体
の状況を把握できたので、今後は、まずは県内での取組
の方向性を決定していく必要がある。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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用
し
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支
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福祉避難所の 

指定促進と運営  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

避
難
行
動
要
支
援
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名
簿
の
更
新
支
援
・
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別
避
難
計
画
作
成
へ
の
支
援 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

要
配
慮
者
避
難
支
援
対
策
事
業
費
補
助
金
の
活
用 

 

あったかふれあ

いセンター職員

等への防災研修 

災害救助法の研

修（市町村） 

災害応急救助研

修（３ブロッ

ク） 

 

指定、取組状況

の確認（予算要

市町村担当者等

への説明会（補

助金の説明等） 

 

 

地域本部、福祉

保健所との取組

協議 

市町村、市町村

社協、県社協、

県との協議①

（取組確認等） 

市町村、市町村

社協、県社協、

県との協議②

（取組確認等） 

市町村、市町村

社協、県社協、

県との協議③ 

（取組確認等） 

【検討委員の選定、

依頼、日程調整等】

（７月中旬まで） 

 

 

【検討会(１)】 

関係団体の大規模災害

への取組状況の共有等 

 

 

 

【検討会(２)】 

要配慮者支援における

地域と広域の役割 

 

 

【検討会(３)】 

28年度以降の取組協

議 

避難支援対策 

の推進 

災害福祉広域支援 

ネットワークの検討 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 津野 （ 2326 ）

種別 健康  当初予算額
(H26.2月補正を含む)

10,642千円 補正後予算額 14,602千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

実施状況・変更計画　

・新総合事業への早期移行や
あったかふれあいセンターの活用
を検討する市町村が増加している
ことを受け、新総合事業への柔軟
な対応に向けたあったかふれあ
いセンターの機能強化として、職
員のスキルアップを図るため、リ
ハビリテーション専門職等を派遣
することとした（6月補正）。

担当部局：

事業概要・目的

平成28年3月31日
地域福祉部

介護予防事業評価・市町村支援事業費 高齢者福祉課

　

　市町村が、セミナーの受講や介護予防サー
ビス等提供拠点整備事業の活用等により、総
合事業への早期移行の再検討や、事業内容
の検討を進めることができる。

　
　年度当初は総合事業への移行市町村は2市のみであったが、セミナーや意見交換会、情
報提供等を実施することで、新たに10保険者の27年度中の早期移行につながった。
　あったかふれあいセンターへのリハビリテーション専門職の派遣は5市町村で実施し、い
ずれの市町村においてもセンター職員の学びにつながった。
　自立支援型サービス事業所の育成については、モデル的に実施した2事業所において、
利用者の自立という目に見える成果が出た。

　総合事業への移行は、未実施の市町村や
移行したばかりの市町村も多いことから、引
き続きセミナー等による情報提供を行い、市
町村の体制整備への支援を行う必要があ
る。
　リハビリテーション専門職の派遣につい
て、リハ三団体協議会と協議し、派遣体制
の構築、人材確保を行う。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

要支援者に対する介護予防給付のうち、地域支援事業に移行するサービス（訪問介護・通所介護）について、地域の実情に応じた効果的かつ効率的なサービスの提供が可能となるよう
全ての市町村を支援する。
　・介護予防サービス等の提供拠点整備への支援
　・高齢者等の参加による新たな担い手養成への支援
　・生活支援コーディネーター養成研修の実施
　・セミナーの開催とアドバイザーの派遣
　・リハビリテーション専門職等の派遣

・トップセミナーにおいて早期移行
のメリットを聞いたり、各セミナー
において県内外の具体的な実務
レベルの話を聞いたことで、事業
や移行に向けてのイメージがわ
き、移行時期を前倒しする市町村
が増加した。

・圏域別の意見交換会等の開催
で具体的な情報交換等が行われ
たこともあり、10保険者が27年度
中の早期移行を決定した。

執行計画・目標

・あったかふれあいセンターへの
リハビリテーション専門職の派遣
を5市町村で実施。理学療法士や
作業療法士に介入していただき、
体操のポイントを押さえて利用者
に伝える等、センター職員のスキ
ルアップに概ねつながった。

・土佐市の2事業所においてモデ
ル的に自立支援型デイサービス
の育成を実施。自立につながった
利用者も出ており、成果が見られ
た。

備考（課題及び成果等）

 

 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

 

 
市町村・社

協・あったか

職員対象

研修、意見

交換会 

（圏域ごと） 

4/20 

ﾄｯﾌﾟｾﾐﾅｰ

セミナー② 

地域支援

事業 

市町村 

ヒアリング 

セミナー③ 

圏域
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当者

会議 

セミナー④（拠点整備事業 

活動報告会） 

市町村 

訪問 

交付決定 

 

補助金 

交付申請 

 

拠点整備 

市町村の介護予防事業再構築への支援 
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との 
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来年度の取り組みに向けた 

市町村ヒアリング 

 

 
地域支援 

事業 

市町村 

ヒアリング 

（4/28 

～5/12） 

4/20 

ﾄｯﾌﾟｾﾐﾅｰ 

第1回セミナー 

(6/5) 

第2回セミナー 

(8/4) 

市町村 

訪問 

交付決定 

（本山町 

6/9付） 

 

補助金 

交付申請 

（随時） 
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交付決定 

【老人クラブ】 

研修会 

開催 

（室戸市、 

土佐市、 

土佐清

水市） 

県ｼﾙﾊﾞｰ

人材ｾﾝ
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連との 

打合せ 

担い手養成 生活支援 
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研修 
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2/3） 
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（4/23） 
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事業 

市町村 

ヒアリング 

（9/10 

～9/28） 

事業所 

対象研修 

(8/28・8/29) 

研修会 

安芸(9/1) 

幡多(9/8) 

高知(9/10) 
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事業説明 

（6/22～7/29） 

事前打合せ： 

東洋町（6/19) 

大川村(8/20) 

四万十市(9/8) 

黒潮町(9/9) 

大月町(9/9) 
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整
（
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会
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打合せ 

（7/14） 

県社協 

との 

打合せ 

（10/5） 

【シルバー】 

研修会 

開催 
（８日間） 

交付決定 

（大川村 

9/14付） 
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域
別
意
見
交
換
会
等
の
実
施 

事例検討会 

(10/6) 

モデル事業所

基礎研修 

（10～11月) 

モ
デ
ル
事
業
所
（
土
佐
市
）
実
地
支
援
（
９
回
） 

視察研修 

南国市(3/16) 

土佐市(3/23) 

派遣： 

安芸市（12回) 

大川村(4回) 

四万十市(4回) 

大月町(6回) 

黒潮町(6回) 

新
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合
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業
へ
の
移
行
の
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ザ
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交付決定 

安芸市 

10/26付 

 

日高村 

10/16付 

 

芸西村 

11/9付 

 

いの町 

11/9付 

 

安田町 

11/25付 

交付決定 

（黒潮町 

2/1付） 

【シルバー】 

補助金 

交付申請 

交付決定 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 有澤 （ ９６２７ ）

種別 健康  当初予算額 27,500千円 補正後予算額 11,000千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

実施状況・変更計画　

担当部局：

事業概要・目的

平成28年3月31日
地域福祉部

高齢者向け住まい確保対策推進事業費 高齢者福祉課

　

補助事業の活用を促すため、市町村への働
き掛けを継続し、市町村の理解を図りなが
ら、高齢者等が地域において安心して暮らせ
る住まいの確保に努める。

今年度、四万十町に加え、新たに大川村にお
いて事業が実施された。
また、新たに次年度事業を実施予定の市町
村も発掘できた。

退院後の通院期間や冬場の期間のみ、短期も
しくは中期的に滞在できる住まいのニーズに関
する意見があったため、当該支援制度を積極
的に活用いただくよう、市町村に強く働きかけて
いく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　単身や夫婦のみの高齢者世帯の増加が今後も見込まれる中、地域包括ケアシステムの構築に向け、地域生活の最も基本的な基盤である高齢者の住
まいの確保はますます重要になっていることから、自立した生活を送ることが困難な低所得の高齢者等が地域において安心して暮らせるようにするた
め、低廉な家賃の住まいを確保したうえで、日常的な生活支援サービスが提供される環境を整備するための取組みを行う。

四万十町において、低廉な高齢者生活支援住
宅の整備計画が策定され、関連予算が９月議
会で計上された。

執行計画・目標

大川村において、３月３１日に高齢者向け住ま
いの整備が完了した。
なお、四万十町においては事業実施の遅れに
伴い、次年度に繰り越すこととなった。

備考（課題及び成果等）

市
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（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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有

 

補助要綱の制定 

第１回地域支援事

業ヒアリング 

4/28～5/12 

市町村説明（首長面会） 

6/4  北川村、6/9  大豊町 

6/12 安田町  

6/15 日高村、佐川町 

6/23 中土佐町、大川村 

四万十町 申請書提出 

交付決定 

平
成 

２
８
年
度
事
業 

実
施
に
つ
い
て
の
調
査 

大川村 申請書提出 

交付決定 

大川村  

変更申請・交付決定 

四万十町 繰越 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 伊藤 （ 2326 ）

種別 健康  当初予算額 11,678千円 補正後予算額 10,678千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・認知症の初期の段階からの医療と介護の連携によ
る包括的な支援を行う体制を整備するための方策や
課題が明確になり、他市町村においても初期集中支
援体制の整備に向けた取組が拡がる。
・認知症高齢者やその家族を支援する専門職が増
加する。

・モデル事業を実施した9市町村のうち、8市町村はＨ28年度から地域支援事業
を活用して、認知症初期集中支援チームの設置予定であり、地域包括支援セ
ンターと医療機関との連携体制強化につながっている。
・新たにあったかふれあいセンター職員を対象とした研修を実施し、業務の中
で認知症高齢者と接する機会も多い職員の認知症対応力の向上につなげるこ
とができた。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　認知症になってもできる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、認知症の初期の段階からの医療と介護の連携による包括的な支援を行う体
制を整備する。
　・認知症の早期の発見と対応に向けた連携体制整備のためのモデル事業の実施
　・初期集中支援チーム員研修及び医療と介護の連携強化や相談支援体制の整備の中心となる「認知症地域支援推進員」に対する研修の実施
　・かかりつけ医及び認知症サポート医養成研修の実施と高知県もの忘れ・認知症相談医の登録・周知
　・医療従事者等の対応力向上研修の実施

・初期集中支援チーム員研修に
より、チームの構成員である専門
職を育成できた。（9/12.13、11名
参加）
・地域支援推進員研修（前期）に
より、推進員の活動を行う上で有
すべき知識の確認と資質の向上
に取り組むことができた。(9/29、
76名参加)
・医療従事者対象認知症対応力
向上研修　116名が参加。

・かかりつけ医認知症対応力向上
研修　127名が参加。
・医療従事者対象認知症対応力
向上研修　63名が参加。
・かかりつけ医研修受講者のう
ち、新たに8名がこうちオレンジド
クターに登録（計216名）。
・初期集中支援チーム員研修に
より、チームの構成員である専門
職を育成できた。（12/5.6、14名参
加）

執行計画・目標

担当部局：

事業概要・目的

平成28年3月31日
地域福祉部

認知症地域医療・介護支援事業費 高齢者福祉課

　

・認知症サポート医養成研修には、県
派遣5名のほか、自費で6名の参加が
あった。（高知市2名、南国市2名、須
崎市1名、中土佐町1名）
・あったかふれあいセンター職員対象
認知症対応力向上研修　47名参加
・地域支援推進員研修（後期）により、
前期研修と地域実践を踏まえた推進
員の向上に取り組むことができた。
(2/12、61名参加)
・市町村認知症施策推進連絡会では
モデル事業取組報告や埼玉県で多職
種が集まりキャラバン・メイトの活動を
行う団体に依頼し講演会を実施

（2/19、56名参加）

備考（課題及び成果等）実施状況・変更計画　

あったかふれあいセンター等を活
用した認知症カフェの普及促進を
図るための取組を実施することと
した（6月補正）。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
・認知症初期集中支援チームの設

置に向けた取組が進んできている

が、全市町村での実施に向け、認

知症サポート医の養成等、引き続

き支援を行う必要がある。 

認知症初期集中

支援体制の整備 

医療従事者等の

対応力向上研修 

モデル事業 

市・県・

関係機

関での検

討会① 

市・県・

関係機

関での検

討会② 

取組状

況の情

報交換

会 

他市町村へ

の情報提供と

取組の拡大 

 

社会福祉
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修実施 

研
修
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容
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検
討
・
委
託
契
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（
県
看
護
協
会
）
 

研
修
内
容
の
検
討
（
県
歯
科
医
師
会
）
 

研
修
内
容
の
検
討
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県
社
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福
祉
士
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）
 

か
か
り
つ
け
医
認
知
症
対
応
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向
上
研
修
の
実
施
 

認
知
症
サ
ポ
ー
ト
医
養
成
研
修
の
実
施
 

一
般
病
院
の
医
療
従
事
者
の
認
知
症
対
応
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向
上
研
修
の
実
施
 

歯
科
医
師
の
認
知
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対
応
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向
上
研
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の
実
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研
修
内
容
の
検
討
・
委
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契
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（
県
医
師
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）
 

受講者

の決定 

(5名） 

認知症地域医

療支援事業 

フォローアップ

研修の開催 

高
知
県
も
の
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れ
・
認
知
症
相
談
医
（
こ
う
ち
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レ
ン
ジ
ド
ク
タ
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）
の
登
録
と
周
知
 

モ
デ
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香
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他
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地
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推
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県
医
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7/20 
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士等の研
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連携体制構築に向けた 
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医療従事者等の対応力 
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容
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検
討
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検
討
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検
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等
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7/12 

社会
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士等
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修実

施 

補助金交付決定 

(4/10香美市） 

（4/22中土佐町） 

（4/30黒潮町） 

（5/20宿毛市） 

モ
デ
ル
事
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の
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（
９
市
町
村
）
 

補助金交付決定 

（6/2南国市） 
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チ
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補助金交付決定 

（8/10四万十市） 

変更交付決定 

（8/12宿毛市） 

9/12.13  

初期集中支援 

チーム員研修実

施 

9/29 （前期） 

地域支援推進

員研修実施 

６月 

委託 

契約 

（看護 

協会） 

7/11 

研修 

実施 

認
知
症
サ
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ー
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修
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実
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も
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12/5.6  

初期集中支援

チーム員研修実

施 

補助金交付決定 

（日高村） 

（いの町） 

補助金交付決定 

（佐川町） 

2/12（後期） 

地域支援推進

員研修実施 

市町村認知症施策

推進連絡会実施 

補助金交付決定 

（8/10四万十市） 

変更交付決定 

（8/12宿毛市） 

変更交付決定 

（宿毛市） 

（中土佐町） 

（佐川町） 

（香美市） 

2/27 

伝達

講習

会 

12/19 

研修 

実施 

あった

かふ

れあ

いセ

ンター

職員

研修 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 三谷 （ 2436 ）

種別 健康  当初予算額 39,012千円 補正後予算額 34,196千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 地域福祉部
平成28年3月31日

自殺対策緊急強化事業費 障害保健福祉課

事業概要・目的

　高知県内における自殺予防のため、地域自殺対策強化交付金を活用して、25年度に見直した「高知県自殺対策行動計画」に基づき、様々な自殺対策を実施す
る。特に、中山間地域での普及啓発や若年層向けの自殺対策を強化する。
　・中山間地域等における相談支援体制の強化
　・地域ぐるみの自殺防止対策の推進に向けた人材の育成・確保
　・うつ病・アルコール問題への対策の強化

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

【ネットワークの強化】
・自殺予防情報センター・福祉保健所におけるネット
ワーク
　構築
　6/10　安芸福祉保健所（第1回）開催
【普及啓発】
・若年層向けテレビCM3タイプを59本放送（5/6～5/31）
【人材養成】
・高齢者こころのケアサポーター養成研修
　5/7　委託契約締結
　5/27　研修内容企画検討委員会開催
　6/24　講師依頼・協議
　6/28　高知県通所サービス事業所連絡会
　　　　　研修会で周知
【いのちの電話】
・補助金の交付
　4/24　いのちの電話活動強化支援事業費
　　　　　補助金交付決定
・相談員研修　4月～6月　10回

【ネットワークの強化】
・県レベルでのネットワーク構築
　8/31　自殺対策連絡協議会開催
・自殺予防情報センター・福祉保健所におけるネットワーク
　構築
　8/3　　自殺予防関係機関連絡調整会議開催
　8/19　須崎福祉保健所開催
・多重債務者無料相談会及びこころの健康相談会
　9/13～9/19　高知市、南国市、安芸市で開催
【普及啓発】
・各年代向けテレビCM3タイプ61本放送（9/9～9/17）
【人材養成】
・高齢者こころのケアサポーター養成
　9/13、9/27　高知県通所サービス連絡協議会研修会で周知
・8/28　教育関係者心のケア対応力向上研修開催
【いのちの電話】
・相談員研修　7月～9月　8回（8月は無）
【うつ病・アルコール対策】
・8/11　高知県アルコール関連問題関係者会議開催

悩みを抱えた人が、適切な相談や支援を受けられる地域ぐるみの
相談支援体制が構築され自殺者が減少
（自殺死亡率　人口10万人当たり　24.1以下を維持　H25：21.6（自
殺行動計画数値目標より））

自殺死亡率　人口10万人当たり　21.6
（H26　厚生労働省　人口動態統計）

自殺者については減少傾向。減少傾向
の状況について分析しながら、引き続き
取組を推進する。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

【ネットワークの強化】
・自殺予防情報センター・福祉保健所におけるネットワーク構築
　10/8　安芸福祉保健所（第2回）
・くらしとこころ・つながる相談会
　高知市　10/28
【人材養成】
・高齢者こころのケアサポーター養成
　高齢者福祉課主催　介護予防事業ケース会議で周知　10/6
　高知市会場　10/17、11/6
　西部会場　12/19
・市町村等担当者会　10/8
・自殺初期危機介入スキルワークショップ　11/30
【いのちの電話】
・相談員研修　10月～12月
・いのちの電話相談員募集のための周知（県広報、新聞広告）
【うつ病・アルコール対策】
・H28からの「依存症等かかりつけ医対応力向上研修」の実施に
向け、県医師会と協議
・高知県断酒連合会とのアルコール健康障害対策基本法学習
会の共催についての協議

【ネットワークの強化】
・自殺予防情報センター・福祉保健所におけるネットワーク構築
　3/28　　自殺予防関係機関連絡調整会議開催
　2/17　　中央西福祉保健所開催
　3/1　　　幡多福祉保健所開催
　3/7・3/8　中央東福祉保健所
・くらしとこころ・つながる相談会
　　高知市　2/22、室戸市　3/28、須崎市　1/26
【普及啓発】
・各年代向けテレビCMの放送　3月の日・月・木　70本
・ラジオCMの作成・放送　3/1～3/31　130本
・のぼり旗・公用車用マグネットにて啓発
・県庁正面玄関にてパネル展示開催　3/1～3/14
【人材養成】
・高齢者こころのケアサポーター養成
　東部会場　2/6　フォローアップ研修　3/12
・若者向けゲートキーパー養成研修　①1/13　②1/18
・自殺対策支援者研修　3/28
・思春期精神疾患かかりつけ医対応力向上研修　1/22
【いのちの電話】
・相談員研修　1月～3月
・いのちの電話相談員募集のための周知（退職予定者説明会）
【うつ病・アルコール対策】
・かかりつけ医うつ病対応力向上研修
　1/23高知市、2/10安芸市
・2/21　アルコール健康障害対策基本法学習会
　（高知県断酒会連合会と共催）
・2/28　アディクション・フォーラム

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

・中山間地域における相談支援体制の強化 

・地域ぐるみの自殺防止対策の推進に向けた人材の育成・確保 

・うつ病・アルコール問題への対策の強化 
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平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 武中 （ ９５６０ ）

種別 健康  当初予算額 65,029千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 地域福祉部
平成28年3月31日

障害者就労支援対策事業費
障害者生産活動支援事業費

障害保健福祉課

60,421千円 

事業概要・目的

　障害者施設の利用から一般就労への移行を促進するとともに施設利用者の工賃向上を図る。併せて、離職率の高い精神障害者の就労支援を充実・強化
し、離職防止に取り組む。
　・施設利用者の職業訓練の高度化を担う障害者施設職員の人材育成研修
　・精神障害者等向け職業訓練のトータルサポート体制の充実

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

【食品安全マネジメント研修】
・第１回　6/2開催（参加者数：42名）
【精神障害者家族会連携事業(家族の集いの会)】
・第１回　5/14開催（参加者数15名）
【工賃アドバイザー事業(第１四半期)】
・実施施設数：2（計8回）
・アドバイザー4名派遣
【精神障害者向け職業訓練企業開拓事業(第１四半期)】
・企業訪問件数：66社

【就労障害者交流拠点設置事業】
新設（一か所）についての協議が不調のため、引き続き委託先を
開拓中（協議先：２法人（カフェ閉店、再開時期の延期））

【食品安全マネジメント研修】
・第２回　7/9開催（参加者数：36名）
・第３回　8/6開催（参加者数：44名）
・第４回　8/20開催（参加者数：33名）
・第５回　9/3開催（参加者数：34名）
【精神障害者家族会連携事業(家族の集いの会)】
・第２回　8/27開催（参加者数12名）
・8/25　職業訓練の高度化マニュアル構築完了
【工賃アドバイザー事業(第２四半期)】
・実施施設数：5（計12回）
・アドバイザー4名派遣
【精神障害者向け職業訓練企業開拓事業(第２四半期)】
・企業訪問件数：65社
・障害者委託訓練（実践能力習得コース）の実施：１件
【就労継続支援事業所の受注力底上げ・技術力の向上支援
事業（優先調達相談窓口）】
事業所とのマッチング及び官公庁等への同行営業に関する
書類（チラシ等）の配布（市町村及び就労系の全事業所）

【就労障害者交流拠点設置事業】
新設（一か所）する拠点のエリアを高知市以外も含め検討中

・施設の受注力の底上げ
・工賃アップに対する意識の醸成
・一般就労に移行する障害者の支援体制確保

【達成状況】
（施設の受注力の底上げ・工賃アップの意識醸成）
ものづくり総合技術展等様々なイベントへの出店などを経験
したことで、商品の販売企画や各事業所との連携調整のノ
ウハウ等が習得でき、工賃アップに対する意識は確実に醸
成しつつある。
　コープさっぽろでの取扱決定　２事業所
（一般就労に移行する障害者の支援体制確保）
食品衛生マネジメント研修等の受講により、施設支援員の
知識及び資質が向上したことにより障害者に対する就労移
行の支援体制が確立されつつある。
　・衛生管理マニュアルの構築、導入事業所　８事業所
　・集合訓練を活用した施設利用者の一般就労への移行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５名/６名中

【要因分析、課題等】
２拠点目となる就労障害者交流拠点が設置できない理由として
は、休日や夜間に食事サービスが提供できる事業所が少ない。
二つの法人は事業を行いたいとの意向はあるものの、適当な物
件が見つからない状況。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

【食品安全マネジメント研修】
・第６回　10/1開催（参加者数：28名）
・第７回　10/22開催（参加者数：32名）
・第８回　11/5開催（参加者数：24名）
・第９回　12/10開催（参加者数：20名）
【工賃アドバイザー事業(第３四半期)】
・実施施設数：5（計13回）
・アドバイザー4名派遣
【精神障害者向け職業訓練企業開拓事業(第３四半期)】
・企業訪問件数：51社
・障害者委託訓練（実践能力習得コース）の実施：１件
【就労継続支援事業所の受注力底上げ・技術力の向上支援
事業（優先調達相談窓口）】
事業所とのマッチング会・ふれあい展
（いの11/5,幡多11/12,須崎11/26）
土佐の豊穣祭（10/3,4）
ものづくり総合技術展（10/29～31）

【就労障害者交流拠点設置事業】
新設（一か所）する拠点のエリアを高知市以外も含め検討中
・２法人に対して打診しており、法人は、物件を探索中

【食品安全マネジメント研修】
・第10回　1/14開催（参加者数：32名）
・第11回　2/4開催（参加者数：22名）
・第12回　3/1開催（参加者数：25名）
・成分表示研修　3/2開催（参加者数：17名）
【工賃アドバイザー事業(第４四半期)】
・実施施設数：８（計16回）
・アドバイザー6名派遣
【精神障害者向け職業訓練企業開拓事業(第４四半期)】
・企業訪問件数：35社（2月末）
【就労継続支援事業所の受注力底上げ・技術力の向上支援
事業（優先調達相談窓口）】
事業所とのマッチング会・ふれあい展
（安芸2/4）
土佐のおきゃく（3/5,6）
【精神障害者家族会連携・人材育成事業】
1/21精神保健福祉センターにて実務者協議会開催

【就労障害者交流拠点設置事業】
新設（一か所）する拠点のエリアを高知市以外も含め検討中
・２法人は、物件の探索を継続している

（求める具体的な成果） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 村山 （ ２３３３ ）

種別 健康  当初予算額 25,024千円 補正後予算額  23,024千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・ペアレントトレーニングを２圏域、保健師を対
象とした全体研修を実施し、子育てに関わる
支援者の資質向上を図った。
・事例検討会を行うことで、障害児通所支援
事業所のスタッフの療育技術が向上した。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・症例検討会②（1/14）

・家族支援ワーキング③（3/1）
・障害児通所支援事業所連絡協議会⑤（研
修、事例検討など）（3/25）

・つながるノート支援者向け研修会
（10/16,26,30,11/16）

・ギルバーグ教授による研究指導（11/2-4）
・ペアレントトレーニング事業（11/6-3/4・2圏
域・各7回）
・障害児通所支援事業所連絡協議会④（研
修、事例検討など）（11/19）
・家族支援ワーキング②（11/24）

・つながるノートワーキング（12/17）

・障害児通所支援事業所連絡協議会②（研
修、事例検討など）（7/9）
・症例検討会①（7/30）

・つながるノート・利用者向けアンケート調査
の実施（8/1～31）
・家族支援ワーキング①（8/17）

・利用者アンケートを踏まえて
ワーキンググループで改善等を
検討していく

・障害児通所支援事業所連絡協議会③（研
修、事例検討など）（9/17）
・ギルバーグセンター研究員の定例的な勉強
会（9/24）

・疫学研究の実施（安芸市、香美市）
・親カウンセリングを実施する市町村への支
援（南国市、土佐市、香美市、いの町）
・早期療育教室の実施（3圏域）

・障害児通所支援事業所連絡協議会①（研
修、事例検討など）（5/15）
・ギルバーグセンター研究員の定例的な勉強
会（5/21）

事業概要・目的

・発達障害の診断を受けていない”気になる子ども”と不安を抱える親に対して、適切な相談や育児支援をできるだけ早い時期から実施する
・不足している発達障害の専門医師を確保するため、医師の養成・育成を促進し、県内の診療体制の拡充強化を目指す
・できるかぎり身近な地域において発達支援が受けられるような場を確保する
・ライフステージが変わっても支援が確実に引き継がれるような仕組みを構築する

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 地域福祉部
平成28年3月31日

発達障害児・者支援事業費 障害保健福祉課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 黒石 （ 2343 ）

種別 横断的  当初予算額 37,663千円 補正後予算額 26,057千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

事業概要・目的

平成28年3月31日
地域福祉部

ひとり親家庭等自立支援事業 児童家庭課

　

担当部局：

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○ひとり親家庭等自立促進計画の策定に向けた実態調査の実施
　・平成29年度からの第三次計画の策定に向けて、県内のひとり親家庭の実態を把握するための調査を実施し、今後のひとり親家庭等の施策の基本と
　　なる計画を見直す（ひとり親家庭等への支援策の充実）。
○母子家庭等・自立支援センター事業の充実
　・センターが実施している就業相談、情報提供、パソコン講習会、児童扶養手当受給者に対する自立支援プログラムの策定を行うなどひとり親家庭等
　　の就業と自立を支援する事業の充実
○資格取得や技能習得への支援
　・ひとり親家庭の親がより良い条件での就職や転職に向けた可能性を広げ、正規雇用を中心とした就業につなげるための学び直しへの支援

執行計画・目標

（求める具体的な成果）
・母子家庭等就業・自立支援センターの就職支援により
就職者数の増加　（H26：80人→H27：130人）
・ひとり親家庭実態調査により、現状と課題の把握（第三
次計画策定に活用）

実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○事業の充実を図るため、以
下の取り組みを実施することと
する。
・ハローワークの求人情報のオ
ンライン提供の実施（10月～）
・広報の強化

（達成状況）
・母子家庭等就業・自立支援センターの就職者数は減少
　（H26：80人→H27(2月末)：53人）
・ひとり親家庭実態調査により、就労状況及び経済状況
等の現状と課題が把握できたので、第三次計画策定に
活用していく。

（要因分析、課題等）
・就業支援継続中の者への情
報提供のあり方など更に工夫
が必要
・ワンストップ＆トータル・アウト
リーチなどの検討

○ハローワークの求人情報オ
ンライン提供数が想定していた
数より少なく、紹介に至ってい
ない。
○センター支援のあり方の抜
本強化に向け、共同設置者の
高知市の積極的な意見提言の
投げかけ、ワンストップ＆トータ
ル・アウトリーチ化を検討する。

○センターの相談受け入れ態
勢の強化
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平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 掛水 （ 9637 ）
種別 当初予算額 9,348千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

事業概要・目的

担当部局： 地域福祉部
平成28年3月31日

青少年対策推進費 児童家庭課
横断的 　

○無職の非行少年の立ち直りにつながる就労支援の取組の強化
○学校や地域における少年非行の防止の仕組みづくりとその定着及び普及促進
　　・民生・児童委員及び主任児童委員による地域の見守り活動の更なる推進
○深夜に徘徊する少年の減少と万引き防止に向けた官民協働の取組の強化
　　・万引き及び深夜徘徊防止のための一声運動の実施と参加店舗の拡大
　　・万引き防止リーフレット及びテレビＣＭを活用した県民への効果的な啓発事業の実施

計画 実績
◆無職の非行少年の立ち直りにつながる就労支援の取組の強化
①見守り雇用主の拡大に向けた事業説明等
　・ライオンズクラブ国際協会336-A地区7R委員長スクール及び6R青少年委員会
　　（6月）、高知県建設業協会（8月）
　・事業所訪問：25事業所　→　見守り雇用主登録数：22事業所
②見守りしごと体験講習の受講者増に向けた事業説明等
　・生涯学習課及び若者サポートステーション（2箇所）（4月）、高知市少年補導セ
　　ンターとの協議（5月）
　・高知県補導教員・補導専門職員合同連絡協議会（5月）、若者の学びなおしと自
　　立支援事業高校担当者会（6～7月・6地区）、暴走族担当実務者情報交換会
　　（6月）、中学校補導部会（9月）など14の会議等で事業説明
　・見守りしごと体験講習受講実績：1人
③就労支援連絡会、制度整備等
　・高知県就労体験講習事業（見守りしごと体験講習事業）について高知県経営
　　者協会と委託契約締結（4月）
　・高知県見守り身元保証制度について全国更生保護就労支援会と協定締結（4月）
　・高知県見守り雇用主登録制度実施要綱及び高知県見守り雇用主認証企業制
　　度実施要綱の制定（5月）
　・高知県見守り見舞金制度実施要綱の制定（7月）
　・H29年度建設工事入札参加資格（審査基準日H28.10.1）から見守り雇用主認証
　　企業について地域点数の加算が決定（7月）

◆民生・児童委員及び主任児童委員による地域の見守り活動の更なる推進
　・高知市民児連役員会、地区会長会議で事業報告及び協力依頼（4月）
　・生涯学習課及び人権教育課との協議（5月）
　・今後の取組の方向性等の聞き取り及び実施に向けた協議（13市町村）（5～9月）
　・高知県民児連会長・副会長会で今年度の事業の進め方について協議（6月）
　・スクールソーシャルワーカー活用事業第1回連絡協議会（6月）、指導事務担
　　当者会（3地区）（6～7月）、高知市立小中学校長会で事業説明
　　　　　　　　　　　　　　↓
　［実施（見込み）校（9/30現在）］
　（県内全公立小学校）　実施済・調整済：104校、調整中：35校／196校
　（うち児童数100人以上）　実施済・調整済：62校、調整中：23校／91校

◆深夜に徘徊する少年の減少と万引き防止に向けた官民協働の取組の強化
　・中学校補導部会（4月）、高知県補導教員・補導専門職員合同連絡協議会（5月）
　　など、8の会議等で取組説明及び協力依頼
　・高知県カラオケボックス協会通常総会（5月）で協力依頼
　・万引き防止リーフレットを県内全小中学校に配布し、授業に活用してもらうよう依
　　頼（5月）
　・各市町村少年補導育成センターに一声運動参加店舗の取組状況の把握と協力
　　依頼の実施を正式依頼（7月）
　・万引き防止テレビCMを民放3局で放映（8月）
　・（株）セブン-イレブン・ジャパンから一声運動への参加について内諾を得る（8月）
　☆一声運動啓発ポスター掲示状況（県内・9月末現在）　236/368　64.1％

（求める具体的な成果）
【予防対策成果目標】
・不良行為による補導人数の前年比5%低減
　（H26:3,279人→H27:3,115人）
【入口対策成果目標】
・入口型非行人数を平成24年（445人）の90％以下に抑制
　（H26:203人→H27:203人以下）
【立直り対策成果目標】
・再非行者数の前年比5％低減
　（H26:136人→H27:129人）

（達成状況）
【予防対策成果目標】
・不良行為による補導人数の前年比5%低減
　（H26:3,279人→H27:3,623人）
【入口対策成果目標】
・入口型非行人数を平成24年（445人）の90％以下に抑制
　（H26:203人→H27:216人）
【立直り対策成果目標】
・再非行者数の前年比5％低減
　（H26:136人→H27:110人）
※入口対策、立直り対策の成果目標達成

（要因分析、課題等）
【無職の非行少年の立ち直りにつながる就労支援の取組の強化】
　・見守り雇用主登録の県内全市町村への拡大
　・見守り雇用主の業種の拡大
　・各市町村自立相談支援機関等と少年補導育成センター等他の支援機関との連
　　携強化による支援体制の拡充
【民生・児童委員及び主任児童委員による地域の見守り活動の更なる推進】
　・学校支援地域本部事業との連携
【深夜に徘徊する少年の減少と万引き防止に向けた官民協働の取組の強化】
　・日本フランチャイズチェーン協会との連携による取組の強化
　・タクシー業界への取組拡大

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

◆無職の非行少年の立ち直りにつながる就労支援の取組の強化
①見守り雇用主の拡大に向けた事業説明等
　・高知県老人福祉施設協議会等5団体に事業説明及び協力依頼
　・事業所訪問：29社　→　見守り雇用主登録数：42社79店舗（16市町村）
②見守りしごと体験講習の受講者増に向けた事業説明等
　・高知県補導教員・補導専門職員合同連絡協議会等11の会議で事業説明
　・各市町村自立相談支援機関、福祉事務所、各福祉保健所に事業説明
　・現役中学生のしごと体験の活用に関する高知市教委学校教育課、人権・こども
　　支援課、少年補導センターとの協議
　・中学卒業時進路未決定者及び高校中退時進路方向性未決定者への支援フロ
　　ーに関する生涯学習課との協議
　　見守りしごと体験講習受講実績：3人、見守り雇用主雇用実績：1人
③就労支援連絡会、制度整備等
　・就労支援連絡会の開催（10・3月）

◆民生・児童委員及び主任児童委員による地域の見守り活動の更なる推進
　・学校支援地域本部事業との連携に関する生涯学習課との協議（10・1月）
　・今後の進め方に関する生涯学習課及び人権教育課との協議（1月）
　・今後の取組の方向性等の聞き取り及び実施に向けた協議（18市町村）（2月）
　　　　　　　　　　　　　　↓
　［実施（見込み）校（3/31現在）］
　　県内全公立小学校：136校／196校（実施率：69.4％）
　　　※うち児童数100人以上：84校／91校（実施率：92.3％）

◆深夜に徘徊する少年の減少と万引き防止に向けた官民協働の取組の強化
　・一声運動啓発テレビCMを民放3局で放映（10月）
　・（株）セブン-イレブン・ジャパンと一声運動の協定締結（11月）
　・高知県補導教員・補導専門職員合同連絡協議会で協力依頼（11月）
　・サニーマート等11社に帰宅を促す店内放送について検討依頼
　・協同組合帯屋町筋等3組合に帰宅を促すアーケード放送について検討依頼
　☆一声運動啓発ポスター掲示状況（県内・3月末現在）　252/394　64.0％

無職の非行少年の立ち直り

につながる就労支援の取組

の強化 

見守りしごと体験講習事業

について高知県経営者協会

と委託契約締結（4/1） 

見守り身元保証制度につい

て全国更生保護就労支援会

と協定締結（4/1） 

見守り見舞金制度実施要綱

の制定（4月中） 

見守りしごと体験講習の受

講者増に向けた生涯学習課

（若者サポートセンター）

との協議（4月中） 

随
時
、
見
守
り
雇
用
主
の
拡
大 

新たに創設した制度につい

て既登録済みの見守り雇用

主に説明（6月～） 

就労支援連絡会の開催 

（9月末） 

就労支援連絡会の開催 

（3月末） 

高知市民児連役員会（4/1）

及び会長会議（4/6）で事業

報告及び協力依頼 

市町村を訪問し、仕組みづく

りの状況や今後の取組の方向

性等を聞き取り（1～2月） 

民生・児童委員及び主任児

童委員による地域の見守り

活動の更なる推進 

就学時健診や小学校入学説明

会等での民生・児童委員及び

主任児童委員の紹介（10月

～） 

 

目標：児童数100人以上(91校)

のうち、82校（90％）以上 

各市町村と小学校が実施に向

けた準備 

人権教育課、生涯学習課と

の協議（4月中） 

スクールカウンセラー等連

絡協議会、スクールソー

シャルワーカー連絡協議会

で事業説明（6月） 

実施済み（平成27年1月以

降）の市町村から今後の取

組の方向性等を聞き取り（6

月～） 

生徒指導担当者・生徒指導主

事会で事業説明（11月） 

若者の学びなおしと自立支

援事業連絡会で事業説明 

（5月） 

高知県カラオケボックス

協会との連携による一声

運動の取組強化に向け、

総会で協力依頼（5月） 

深夜に徘徊する少年の減

少と万引き防止に向けた

官民協働の取組の強化 

万引き防止リーフレット

の配布（5月） 

万引き防止テレビCMの放

映（8月） 

一声運動参加店舗（高知

市内）の取組状況の把握

と協力依頼（4～5月） 

高知県少年補導育成セン

ター連絡協議会で協力依

頼（5月） 

中学校補導部会等で協力

依頼（4～5月） 

一声運動啓発テレビCM

の放映（10月） 

万引き防止リーフレッ

ト活用状況調査の取り

まとめ（1月末） 

一声運動新規参加企業

（県外資本スーパー、ド

ラッグストア等予定）と

協定締結（12月末） 

指導事務担当者会（3地区）

で事業説明及び協力依頼（5

～7月） 

見守り雇用主認証企業制度

要綱の制定（4月中） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 少子対策課 窪田

種別 健康  当初予算額 137,291千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

事業概要・目的 子ども・子育て支援施策の充実を図り、地域社会全体で出産・子育てを応援する環境づくりを行う。

１．地域で安心して子育てができる環境づくり
地域子育て支援センターの取組等への支援や、市町村、子育てサークルなどが行う子育て支援の取組に対して助成を行うことで、地域で子育て家庭が気軽に
集い、交流できる場づくりや、働きながら子育てしやすい環境づくりを進め、子育ての孤立感や不安感の軽減につなげていく。
２．母子保健の専門職員配置による相談支援体制の強化
「高知家の出会い・結婚・子育て応援コーナー」において、新たに母子保健の専門知識を持つ相談員を配置し、例えば市町村の地域子育て支援センターなどに
出向き、妊娠期からの相談などに関わり、市町村の子育て支援をバックアップできるように相談体制の強化を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 地域福祉部
平成28年3月31日

地域子育て推進事業費 (9641)

134,145千円

担当者（内線）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

子育て支援アドバイ

ザー派遣 

地域子育て支援

センター職員研

修（初任者） 

子育てサークル

交流会（第１回） 

子育て講座 

（リトミック、読

み聞かせ等） 

子育て応援情報

紙発行（７月号） 

子育てサーク

ル交流会（第

２回） 

子育て応援

情報紙発行

（１０月号） 

子育て応援

情報紙発行

（１２月号） 

子育てサーク

ル交流会（第

４回） 

子育て応援

情報紙発行

（３月号） 

地域子育て支援

センター職員研修

（現任者4回） 

子育てサーク

ル交流会（第

３回） 

市町村等との連絡調整 

地域子

育て支援

センター

や子育て

サークル

への出

張子育て

相談 

妊娠期からの子育て相談 

地域で安心して子育て

ができる環境づくり 

母子保健の専門職員配置による 

相談支援体制の強化 

子育て

講座で

の出張

子育て

相談 

①子育て応援コーナーの子育て相談件数 150件 

②子育て講座、子育て支援アドバイザー派遣の利用件数増加     

  ４７件→50件 

③子育て支援センターで新たな取組事例 5事例以上 

④子育てサークル登録者増加 44団体→50団体 

⑤妊活講座や相談を受けることで、妊娠出産を望む方の半数以上の不安や悩みが解消

される  

妊活 

講座 
 

契約 

妊
活
研
修
会
１
回
 
 
 
妊
活
講
座
６
回
（
４
地
域
）
 
 
 
 
研
修
会
や
講
座
の
場
で
の
妊
娠
や
子
育
て
の
相
談
 

市町村

への訪

問 

 

子育て支

援の仕

組みづく

り協議 

地域で安心して子育てができる環境づくり 

母子保健の専門職員配置による相談支援体制の強化 

〇子育て支援アドバイザー派遣 

  ２７年度申し込み：４９か所 派遣状況：２９か所 

〇地域子育て支援センター職員研修 

  実施状況：初任者研修１回（5月）29名  

  現任者研修３回（6月～8月）延102名 

〇子育てサークル交流会    実施状況：１回開催 

  ２回目の開催を夏休みを避けて９月以降に変更 

〇子育て講座 ４団体に委託（８月）  

  ２７年度申し込み：５１か所  実施状況：７ヶ所 

〇子育て応援情報紙「大きくなあれ」（７月号） 

  ４０，０００部発行 

（９月末現在） 

「高知家の出会い・結婚・子育て応援コーナー」 

〇電話及びメールでの相談 

    相談件数：２０件 

〇地域子育て支援センターや子育てサークルへの出張 

  子育て相談     相談件数：１０３件 

〇市町村への訪問子育て支援の仕組みづくり協議 

    協議が進んでいる自治体数：７自治体 

〇子育て講座での出張子育て相談 

    実施状況：１か所（７月）参加者１５名 
〇妊活講座 ７月委託契約 

  １０月４日～実施予定 

     妊活研修会１回    

     妊活講座６回（４地域）     

９月補正＞子育て支援ポータルサイト修正等委託 

           ５，３０８千円 （国）５，３０８千円 

プレマnet修正委託契約 

〇 

コンテンツ

作成 

〇メルマガ配信 試行 

〇市町村への協力依頼 

地域で安心して子育てができる環境づくり 

母子保健の専門職員配置による相談支援体制の強化 

〇子育て支援アドバイザー派遣 

  ２７年度派遣状況：４９か所 １８市町村４２カ所４９回実施 ５７５組

〇子育てサークル交流会 １１月 ３月に実施 → 全３回開催 

〇子育て講座 ４団体に委託  

  ２７年度実施状況：５２ヶ所 ６０１組参加 

〇子育て応援情報紙「大きくなあれ」（10月号 12月号  3月号） 

  各 ４０，０００部発行 

「高知家の出会い・結婚・子育て応援コーナー」 

〇電話及びメールでの相談 

    ２７年度（２月末）相談件数：３２件 

〇地域子育て支援センターや子育てサークルへの出張子育て相談        

    ２７年度（２月末）相談件数：１７８件 

〇市町村への訪問  子育て支援の仕組みづくり協議 

    協議に参加した自治体数：９自治体 

〇子育て講座での出張子育て相談 

    実施状況：１か所（１２月）参加者１７名 
〇妊活講座  

  １０月     妊活研修会１回 参加者７８名   

  １１月～１月 妊活講座  ６回 参加者 合計８８名 

     ４地域：安芸市 須崎市 四万十市 高知市 で実施 

子育て支援ポータルサイト修正等委託業務 

２月２９日 メルマガ等コンテンツ作成業務完了 

３月 ４日 システム改修完了 

○ 

システム 

 改修 

①積極的に出前相談を実施したことによって目標件数を達成 

②目標件数には届かなかったものの利用件数は昨年度より２回増え、利用者数も 

  若干だが増加した。 

③子育て支援センターを活用した父親支援や妊婦支援等に取組みを進めるための 

  相談が８件あり、試行事業等に繋がった 

④１件登録削除があったが、２件新たな登録に繋がり、４５件となっている。目標は 

  達成できなかったが、交流会をきっかけに登録に繋がる等ネットワークの広がり 

  が見えている 

⑤相談記録からは半数以上の相談がその場で完結している。 

   電話相談２０／３２件が完結 出前相談１５５／１７８件が完結 

子育て支援アドバイザー派遣については

地域のニーズが年々高くなってきており、

派遣体制が厳しい中で最大限の対応をし

ていただき、昨年度以上の対象に対応で

きた。 

サークル登録については、交流会をとおし

て登録するに至っていない小さい単位の

サークルの存在が見えてきたので、今後積

極的な周知が必要 
 



平成２７年度　　事業執行計画書 担当部局：
作成日：

事業名 所管課 和田　　（2300）

種別 当初予算額 47,248千円 補正後予算額 49,389千円 　

月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

地域福祉部
平成28年3月31日

　

１　出会いの機会の充実・拡大・・・ マッチングシステムの構築や応援団のイベント開催を支援することで、独身者の多様なニーズに対応する出会い
の機会の充実や拡大を行う。

３　結婚の機運の醸成・・・ 結婚を希望する独身者を応援する企業の拡大や、結婚や家族の良さを伝える冊子の作成、結婚から子育てまで
を視野に入れたライフプランセミナーの開催を通じて、結婚の機運の醸成に努める。

事業概要・目的

結婚を希望する独身者の実情に添った総合的な支援

担当者（内線）少子対策課

　健康

　出会い・結婚支援事業

執行計画・目標 実績等

２　独身者に対するきめ細かな支援の充実・・・ 出会いイベントでのフォローやカップルになった独身者の後追い支援をするボランティアを養成し、出会いを交際、
結婚につなげるためのきめ細かな支援を行う。

４月

＜総合的な結婚支援＞
１　交流会・講座等
①婚活講座・交流会：7/8契約、イベント募集開始7/12～、9月5回開催（パーティ2回、婚
活講座＋自主企画交流3回）
②ライフプランセミナー：7/21契約、9月ライフプランガイド（冊子）10,000部作成
２　応援コーナー
①相談・情報提供：7～9月相談件数61件（出会い・結婚50件、子育てその他11件）、累
計相談件数150件（うち、出会い・結婚128件）
②応援団登録：登録団体数95団体（9月末）
３　結婚支援ボランティア
①婚活サポーター：グループ交流会開催4団体19回（4～3月まで予定）、定期交流会1回
（8月）
②カップルサポーター、養成講座（7～9月）13回（高知市、宿毛市、須崎市など7市町）
　登録完了者(4～9月）　50名
＜マッチングシステム＞
１　運用保守：7～9月アクセス数33,388、イベントユーザ（9月末）3,089人
２　マッチングシステム：9/8システム概要説明会、9/25画面構築打合せ

＜総合的な結婚支援＞
１　交流会・講座等
①交流会：10月1回、11月1回、12月2回開催（パーティ4回）
②ライフプランセミナー：10月大学生等対象2回、11月独身者等対象3回（6日）高知市・
四万十市、12月独身者等対象2回（4日）高知市、安芸市・須崎市
２　応援コーナー
①相談・情報提供：10～12月相談件数91件（出会い・結婚81件、子育てその他10件）、
上半期相談件数241件（うち、出会い・結婚209件）
②応援団登録：登録団体数99団体（12月末）
３　結婚支援ボランティア
①婚活サポーター：グループ申請交流会予定4団体19回、定期交流2回（10、12月）
②カップルサポーター：養成講座10～12月3回（高知市）7名、4～12月登録完了者58名
＜マッチングシステム＞
１　運用保守
　　10～12月アクセス数95,964（マッチング含む）、イベントユーザ（12月末）3,474人
２　マッチングシステム

＜総合的な結婚支援＞
１　交流会・講座等
①婚活講座・交流会：1月2回、2月1回、3月1回開催（パーティ2回、婚活講座＋自主企
②ライフプランセミナー：1月1回（2日）高知市
２　応援コーナー
①相談・情報提供：1～2月相談件数180件（出会い・結婚180件）、
4月からの相談件数421件（うち、出会い・結婚389件）
②応援団登録：登録団体数107団体（2月末）
３　結婚支援ボランティア
①婚活サポーター：グループ申請交流会予定4団体19回、定期交流会2回（2月）
②カップルサポーター：養成講座1～2月２回（高知市、宿毛市）9名受講、4～2月登録完
了者58名
＜マッチングシステム＞
１　運用保守：1～2月アクセス数23,430（マッチング含む）　（4～2月累計119,394）
　　イベントユーザ（2月末）3,699人
２　マッチングシステム
　　入会登録者数（2月末）198名

・独身者を支援する新しいボランティアが30人を超える。→実績：2月末58人
・応援団によるイベント開催が増えている。（Ｈ26末44イベント・補助金活用イベント含
む）→2月末104イベント
・応援団への登録企業が拡大している（Ｈ26末75団体）→2月末107団体

目標数値の達成は出来た。 ボランティア人員は確保できたが、継続して活
動できるボランティアは僅かであり、ボランティ
アに対する活動支援や継続したスキルアップ
が必要

＜総合的な結婚支援＞
１　交流会・講座等
①婚活講座・交流会 ： 6/1プロポ審査会
②ライフプランセミナー ： 5/29プロポ審査会
③妊活講座（※「地域子育て推進事業費」へ計上）
２　応援コーナー
①相談・情報提供：4～6月相談件数89件（出会い・結婚78件、子育てその他11件）
②応援団登録：登録団体数79団体（6月末）
３　結婚支援ボランティア
①婚活サポーター：地区別交流会開催5月4回（高知市、安芸市、四万十町、四万十市）
38名参加
　養成講座開催　6月、7名受講（登録0）、グループ交流会開催　4団体、19回（4～3月ま
で予定）
　定期交流会2回（4月、6月）
②カップルサポーター
　養成講座4～6月9回（高知市、安芸市、四万十市）38名
＜マッチングシステム構築＞
１　運用保守等：4～6月アクセス数26,542、イベントユーザ（6月末）2,515人
２　マッチングシステム：契約4/1

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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＜変更＞ 9月補正予算により、窓口開設前倒しによる変更 

  ・システム完成11月下旬予定   ・窓口開設1月予定 

＜変更＞ ・11/16～ システム試運転開始、11/20～入会申込及び来所予約 

＜変更＞ ・1/12～こうち出会いサポートセンター開設・会員登録開始） 



平成２７年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 文化生活部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 文化推進課 新資料館整備事業費 ― 2,784,537

2 文化推進課 坂本龍馬記念館整備事業費 ― 57,274

3 文化推進課 産学官連携推進事業費 経済 44,083

4 文化推進課 産業人材育成事業費 経済 53,374

5  まんが・コンテンツ課 まんが王国・土佐推進費 ― 79,317

6  まんが・コンテンツ課 コンテンツ産業振興費 経済 20,457

7  県民生活・男女共同参画課 女性の活躍促進事業費（女性就労支援事業） 横断的 20,959

8  県民生活・男女共同参画課 女性の活躍促進事業費（女性登用等促進事業） 横断的 4,811

9 私学・大学支援課 県立大学整備費 教育・子育て 285,365

10 情報政策課 中山間地域等情報通信基盤整備事業 横断的 2,136



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 川島 （ ２４７４ ）

種別 当初予算額 2,784,537千円 補正後予算額 2,790,629千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

(中旬)・高知城歴史博物館(新資料館)の
　　　　　　設置及び管理に関する条例制定

7/17 高知城歴史博物館(新資料館)の
　　　　　　設置及び管理に関する条例制定
　　　　　　　（平成27年高知県条例第51号） ・管理代行業務の第１期目となることから、要求

水準の詳細及び選定手続きについて、検討期
間を設けることとした。

(上旬)・管理代行業務の要求水準決定
　　　　・指定管理者の選定手続き開始

(下旬)・開館準備会議メンバーとの意見交換
　　　　　　※随時開催（事業計画等意見聴取）

(上旬)・管理代行業務の要求水準検討
　　　　・指定管理者の選定手続き検討

(中旬)・指定管理者審査委員会開催

事業概要・目的

　「山内家資料の保存等検討委員会」の提言を踏まえ、平成22年12月に策定した新資料館基本構想から取りまとめた設計をもとに平成26年度に着手した
建築工事を完成させるとともに、展示ケースの製作等を行う。歴史や文化による地域振興や観光振興にも寄与する新資料館の開館準備のため、設置及
び管理に関する条例を制定し、指定管理者の指定を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　前年度からの継続事項
　　○建築工事の施工
　　○展示ケース製作等の施工
　　　　　　　　　　　　　　　(～H28.12)
　　○管理運営及び事業計画等の検討

　前年度からの継続事項
　　○建築工事の施工
　　○展示ケース製作等の施工
　　　　　　　　　　　　　　　(～H28.12)
　　○管理運営及び事業計画等の検討

 ― 　

担当部局： 文化生活部
平成28年3月31日

新資料館整備事業費 文化推進課

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

(上旬)・指定管理者の指定
(中旬)・周辺道路施設の改修工事着手
(下旬)・第4回開館準備会議の開催

(上旬)・指定管理者の指定

(中旬)・管理代行業務の
　　　　　　　　基本協定締結

(中旬)・周辺道路施設の改修工事着手
　　　　　　　　　　　　　　　　（～H28.３月）

・建築工事との取り合わせ等の検討により発注
時期を調整した。

(下旬)・建築工事等完成

(中旬)・管理代行業務の基本協定締結
(下旬)・開館準備会議への事業報告
　　    ・周辺道路施設の改修工事完成
　　　　･建築工事等繰越施行（H28.４月完成）

・計画調整に不測の期間を要したため工期を延
長したが、大きな遅れはなく完成する見込みで
ある。

(中旬)・収蔵庫棚等製作委託業務着手
　　　　　　　　　　　　　　　　(～H28.6)

・収蔵庫棚等の据付時期の詳細検討により、発
注時期を調整した。

　　　　　　外部委員による事業計画等の審査

(中旬)・収蔵庫棚等製作委託業務着手
　　　　　　　　　　　　　　　　(～H28.6)

(上旬)・開館準備会議メンバーとの意見交換
　　　　　　※要求水準意見聴取
　　　　・管理代行業務の要求水準決定
　　　　・指定管理者の選定手続き開始
(下旬)・指定管理者選定委員会開催

（達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果）

●管理代行業務の基本協定締結

●建築工事の完成

（達成状況）

●管理代行業務の基本協定締結

●建築工事はほぼ完成（検査を残す）

（要因分析、課題等）

●繰越期間は最小限にとどめたため、開館

までのスケジュールは予定どおり進める

ことができる



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 川谷 （ ２３９０ ）

種別 －  当初予算額 57,274千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

建築基本設計（H26.12～）
　　　展示基本設計（H26.12～）
　　　　　　新館整備地の地質調査（H27.2～）

 

                              仮設駐車場測量設計

建築基本設計（H26.12～）
　　　展示基本設計（H26.12～）
　　　　　　新館整備地の地質調査（H27.2～）

 

                              仮設駐車場測量設計

建築実施設計（～H28.4）

 

　　　展示実施設計（～H28.4）

　

仮設駐車場 事

建築実施設計（～H28.4）

     展示実施設計（～H28.4）

事業概要・目的

　坂本龍馬記念館リニューアル基本構想を踏まえ、既存館の隣接地に博物館機能を備えた新館を整備するとともに、既存館の全面改修を行う。
　明治維新150年にあたる平成30年のオープンに向け、平成27年度は基本・実施設計や地質調査等を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 文化生活部
平成28年3月31日

坂本龍馬記念館整備事業 文化推進課

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
基本設計の完了
実施設計の速やかな着手
建築工事発注に向けた準備

基本設計の完了
実施設計の速やかな着手及び工事発注に向
けた進捗管理
建築主体工事の公告に向けた準備

仮設駐車場整備については、工事期間が当初
の想定より短くなったが、計画通り完了した。
建築主体工事の公告開始は、当初3月末を予
定していたが、事務処理の都合上4月に変更と
なった。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　

                                     仮設駐車場工事

建築主体工事　公告開始
実施設計業務及び建築工事発注業務の進行
管理

                                  仮設駐車場工事

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 片岡 （ 821-7111 ）

種別 経済  繰越予算額 44,083千円 9月補正予算額 13,765千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

　

担当部局： 文化生活部
平成28年3月31日

産学官連携推進事業費 文化推進課（産学官民連携センター）

事業概要・目的

県内の企業、高等教育機関及び地域の方々等のアイデア、シーズ及びニーズをビジネスにつなげるとともに、県内でのイノベーションを創出
させるため、次の取り組みを行う。
①県及び県内全ての高等教育機関の相談窓口を産学官民連携センター（ココプラ）に常設し、様々な相談に対応する（＝「知の拠点」機
能）。
②県内外の企業や高等教育機関等の英知を結集し、県内でのイノベーションの創出を図るため、産学官民がともに学び合い、交流する場とし
て、連続講座やワークショップ等を開催する（＝「交流の拠点」機能）。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

【知の拠点】
・相談窓口の設置（月～金、8:30～17:15）
・相談には随時対応
【交流の拠点】
・シーズ紹介（毎週水曜日18:30～20:00）
・経営者トーク（毎月第3金曜日　18:30～
20:00）
・産学官連携推進団体や高等教育機関等が
実施するセミナーやワークショップ（随時）
・CCRC連続講座（三菱総研との連携による連
続講座　5/11～10/5、全5回）
・高知ｉHub（日本政策投資銀行との連携によ
る連続講座　5/28～9/15、全5回）

・開設記念イベント（6/13）

【知の拠点】
・相談窓口の設置（月～金、8:30～17:15）
・相談には随時対応
【交流の拠点】
・シーズ紹介（第2を除く毎週水曜日18:30～
20:00）
・経営者トーク（毎月第3金曜日　18:30～
20:00）
・CCRC連続講座（三菱総研との連携による連
続講座　5/11～10/5、全5回）
・高知ｉHub（日本政策投資銀行との連携によ
る連続講座　5/28～9/15、全5回）

・開設記念イベント（6/13）

<課題＞
・取り組みの趣旨に合致した参加者の確保

<成果＞
・相談件数：31件
・シーズ紹介：145名
・経営者トーク：56名
・CCRC連続講座：約50名
・高知iHub：34名

・開設記念イベント（基調講演）：200名

・高知家学講座合宿（全2回）

・ゲスト招聘セミナー（7/22～、全8回）

・じゃらんリサーチセンター連続講座（8月～2
月、全5回）
・アイデアソン

【知の拠点】
・相談窓口の設置（月～金、8:30～17:15）
・相談には随時対応
【交流の拠点】
・シーズ紹介（第2を除く毎週水曜日18:30～
20:00）
・経営者トーク（毎月第3金曜日　18:30～
20:00）
・高知家フューチャーセミナー（第1回：7/22、
第2回：9/3）※ゲスト招聘セミナーを名称変更
・アイデアソン（8/24、富士通と連携）
高知コ クリエ ションベ ス（じゃらんリサ

<課題＞
・取り組みの趣旨に合致した参加者の確保
・講座等参加者の事業化に向けたフォローアッ
プ

＜成果＞
・相談件数：17件
・シーズ紹介：217名
・経営者トーク：63名
・第1回高知家フューチャーセミナー：104名
・第2回高知家フューチャーセミナー：99名
アイデアソン 44名

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・野村総研連続講座（9月～2月、全5回）

・高知コ･クリエーションベース（じゃらんリサー
チセンターとの連携による連続講座、8/27～
3/16、全5回）
・ローカルtoグローバル（野村総研との連携に
よる連続講座（9/4～3/4、全5回）

・アイデアソン：44名
・高知コ・クリエーションベース：33名
・ローカルtoグローバル：25名

・相談件数：100件
・事業化支援：5件

・相談件数：76件
・事業化支援：8件（ビジネスプランコンテスト
受賞者3件含む）

＜課題＞
・事業創出アドバイザーや高等教育機関コー
ディネーター等との連携のさらなる強化
・事業化支援案件の掘り起こし
・高知版CCRCの推進（市町村や事業者の事業
参画の推進）

・高知版CCRC構想策定等業務委託（12月～
3月）

【知の拠点】
・相談窓口の設置（月～金、8:30～17:15）
・事業創出アドバイザーの委嘱（2名）
・相談には随時対応
【交流の拠点】
・シーズ紹介（第2を除く毎週水曜日18:30～
20:00）
・経営者トーク（毎月第3金曜日　18:30～
20:00）
・高知家フューチャーセミナー（第3回：10/26）
・アイデアソン（10/31、オルトプラスと連携）

【CCRC】
委託契約：12/22～3/31

<課題＞
・取り組みの趣旨に合致した参加者の確保
・講座等参加者の事業化に向けたフォローアッ
プ
・事業創出アドバイザーや高等教育機関コー
ディネーター等との連携による事業化支援

＜成果＞
・相談件数：14件
・シーズ紹介：126名
・経営者トーク：55名
・第3回高知家フューチャーセミナー：41名
・アイデアソン：16名
・専門家派遣：1件

・高知版CCRCシンポジウム開催（3/19）
・高知版CCRC構想（案）作成

【知の拠点】
・相談窓口の設置（月～金、8:30～17:15）
・事業創出アドバイザーの委嘱（1名）
・相談には随時対応
【交流の拠点】
・シーズ紹介（第2を除く毎週水曜日18:30～
20:00）
・経営者トーク（毎月第3金曜日　18:30～
20:00）
・高知家フューチャーセミナー（第4回：1/23）
・ビジネスプランコンテスト（2/6、オルトプラス
と連携）

【CCRC】
・シンポジウム開催（3/19）

<課題＞
・取り組みの趣旨に合致した参加者の確保
・講座等参加者の事業化に向けたフォローアッ
プ
・事業創出アドバイザーや高等教育機関コー
ディネーター等との連携による事業化支援

＜成果＞
・相談件数：14件
・シーズ紹介：120名
・経営者トーク：75名
・第4回高知家フューチャーセミナー：41名
・ビジネスプランコンテスト：58名
・専門家派遣：1件
・高知版CCRCシンポジウム：108名

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

知の拠点、交流の拠点から生

まれたアイデア等の事業化支

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 岡崎 （ 821-7111 ）

種別 経済  当初予算額 53,374千円 補正後予算額  54,509千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

　

担当部局： 文化生活部
平成28年3月31日

産業人材育成事業費 文化推進課（産学官民連携センター）

事業概要・目的

１．産学官連携産業人材育成事業費：産学官の機能を生かして産業人材を育成するため構築した「産業人材育成プログラム」に基づき、受講者のレベルに
応じた研修を体系的に実施することにより、産業振興の担い手となる人材を育成する。⇒「土佐まるごとビジネスアカデミー（土佐MBA）」の実施（高知大学
への「土佐フードビジネスクリエイター人材創出」の寄附講座開設を含む。）。
２．県・市町村協働人材育成事業費：各地域が抱える産業振興の課題解決に向け、県・市町村間の職員の連携強化を図るとともに、事業者支援に必要な
知識、スキル、マインド等を実践的かつ体系的に身につける研修を実施する。⇒「土佐まるごと立志塾」の実施

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

＜土佐ＭＢＡ＞
（4月上旬～）募集広報（随時）
（4月15日)「ｲﾝﾄﾛﾀﾞｸｼｮﾝｾﾐﾅｰ＆ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ」開
催、事前面談、商人塾募集開始
（4月18日)入門編「女性のための起業入門セミ
ナー」開催
（5月8日）土佐ＦＢＣ開講（3月まで）
（5月～6月）基礎編「女性創業塾」開催（全４
回）
(5月中下旬)土佐ＭＢＡ「事前面談」開催
(5月中旬～)アドバンスコース、土佐経営塾募
集開始
(5月下旬）四国４県連携プロジェクト会議開催
(5月末) 商人塾、アドバンスコース募集〆切
(6月～）その他入門編、トップレクチャー開催

＜土佐まるごと立志塾＞
(3月下旬)市町村職員等対象の「土佐まるごと
立志塾」募集（4月中旬〆切）
(4月中旬)地域支援企画員研修（立志塾参加
者も受講）
(5月29日)立志塾開講（11月まで、全6回）
(6月10日)特別講義①

各研修について、計画どおり開催

＜土佐MBA＞
・「女性のための起業入門セミナー」（定員100
名）に98名参加、「女性創業塾」（定員20名）に25
名参加。それら受講者のうち、その他の入門
編、基礎編、実践編講座への参加者もおり、新
たな受講者の掘り起こしやステップアップ支援に
つながっている。
・「アドバンスコース」（定員10名）に8名参加。地
域を巻き込む取組テーマのブラッシュアップを
行っている。
＜土佐まるごと立志塾＞
・受講者32名でスタート（16市町村21名＋県11
名）。
・修了生有志による「こうち立志塾政策デザイン
研究会」が6月に発足。

＜土佐ＭＢＡ＞
(7月1日)商人塾開講（2月まで、全6回）
(7月11日）入門編終了
(7月中旬）事前面談、トップレクチャーの開催
(7月24日）その他基礎編開始
(7月末)土佐経営塾の募集〆切
（7月～）ワークショップ・異業種交流会の開催
（9月）産学官連携会議、フォローアップ委員会
等に報告
(9月5日)土佐経営塾開講（12月まで、全12回）

・各研修について、計画どおり開催
（７月に予定していたトップレクチャーは台風の
影響により10/19に延期）

＜土佐MBA＞
・7月に入門編講義が終了。11科目受講者数延
べ695名。土佐MBA相談員から基礎編の受講を
促している。

＜土佐まるごと立志塾＞
・第3回講義終了後には、こうち立志塾政策デザ
イン研究会から県外視察報告が行われ 受講

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

(9月5日)土佐経営塾開講（12月まで、全12回）

＜土佐まるごと立志塾＞
(7月2・3日）第2回（合宿研修）
(7月30日）第3回
(8月27日）第4回
(9月11日)特別講義②

イン研究会から県外視察報告が行われ、受講
生と修了生の縦横のネットワーク化も進んでい
る。

＜土佐MBA＞参加者
　トップレクチャー・入門編：定員の８割
　基礎編：定員の８割
　応用編（2科目）：40事業者
　実践編（商人塾/土佐経営塾）：40事業者
　アドバンスコース：10事業者

＜土佐まるごと立志塾＞参加者　35名
　（市町村職員（交流、派遣含む）：25名、
　　県職員：10名　）

＜土佐MBA＞参加者
　トップレクチャー・入門編：定員の７割
　基礎編：定員の７割
　応用編（2科目）：40事業者
　実践編（商人塾/土佐経営塾）：34事業者
　アドバンスコース：8事業者

＜土佐まるごと立志塾＞参加者　32名
　（市町村職員（交流、派遣含む）：21名、
　　県職員：11名　）

＜土佐MBA＞
４年目を迎えたことから受講者の獲得がやや目
標値を下回った。新年度は遠隔講義の仕組の
充実による学びの場の地域への拡大やカリキュ
ラムの充実によりさらなる受講者の獲得を目指
す。

＜土佐まるごと立志塾＞
ほぼ目標に近づき、３年目で全市町村からの参
加を達成した。今後はOB組織の活動充実も支
援し、現役生との交流の機会を増やしていく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

＜土佐ＭＢＡ＞
(10月）トップレクチャー開催
(10月）四国４県連携プロジェクト会議開催
(12月12日)土佐経営塾修了式
(12月13日）基礎編終了、商人塾中間報告・交
流会
(12～１月）産学官連携会議、フォローアップ委
員会等に報告

＜土佐まるごと立志塾＞
(10月16日)第5回
(11月6日)第6回、修了式

各研修について、計画どおり開催

＜土佐MBA＞
・12月に基礎編講義が終了。12科目受講者数
延べ449名。土佐MBA相談員から応用編の受講
を促している。

＜土佐まるごと立志塾＞
・第6回で受講生の個別政策提案の発表会を実
施し、30名が修了した。

＜土佐ＭＢＡ＞
(1～2月）応用編開催
(2月）土佐ＭＢＡ「事前・フォローアップ面談」開
催
(2月）、四国４県連携プロジェクト（フォーラム
開催、会議開催）
(3月中旬)商人塾、土佐ＦＢＣ修了式・成果報
告会
(3月下旬）産学官連携会議、フォローアップ委
員会等に報告

各研修について、計画どおり開催

＜土佐MBA＞
・2月に応用編講義が終了。２科目受講者数延
べ40名。
・2/8に四国産業人材育成フォーラムを開催、
101名の参加があった。
・3月10日に土佐FBC、3月11日に商人塾の修了
式・成果報告会を開催。
・平成27年度の土佐MBAの受講者は延べ1,718
名となった。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 田村 （ ２４７６ ）
種別 当初予算額 79,317千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

○まんが甲子園PRキャラバンの実施
　（山形県）

○ニコニコ超会議出展
4/20-21　まんが甲子園PRキャラバン（山形
県）

4/25-26　ニコニコ超会議

5/13-14　まんが甲子園PRキャラバン（長崎
県）

6/11　まんが教室（中村小）

6/18　まんが教室（尾川小）

○まんが甲子園予選に山形県から4校応募

○ニコニコ超会議　ブース来場者326人
　　　　　　　　　　　　配布物1,000セット配布

○まんが甲子園予選に長崎県から2校応募

○まんが教室（中村小）11名参加

○まんが教室（尾川小）17名参加

○まんが甲子園PRキャラバンの実施
　（長崎県）

○まんが教室の開催（以後通期で実施）

○ワンダーフェスティバル2015［夏］出展

7/6　まんが教室（県立中村中）
7/9　まんが教室（加茂小）
7/9　まんが教室（嶺北中）
7/21　まんが教室（新居小）
7/26　ワンダーフェスティバル2015[夏]出展
8/1-2　まんが甲子園開催

8/5-9　台湾市場調査
9/3　まんが教室（田野小）
9/10　まんが教室（越知小）
9/17　まんが教室（本山小）
9/25　まんが教室（中央小）
9/25　まんが教室（中央小）

○まんが教室（県立中村中）4名参加
○まんが教室（加茂小）5名参加
○まんが教室（嶺北中）14名参加
○まんが教室（新居小）11名参加
○ワンフェスで配布物500セット配布
○まんが甲子園来場者数　2,300人
　　　ニコニコ生放送来場者数　約106千人
　　　ニコニコ生放送コメント数　約26千件
　　　BSフジ「ジャパコン☆ワンダーランド」特番
○台湾漫画博覧会で300人アンケート実施
○台北市内まんが関連施設視察調査実施
○まんが教室（田野小）34名参加
○まんが教室（越知小）2名参加
○まんが教室（本山小）5名参加
○まんが教室（中央小）34名参加
○まんが教室（中央小）5名参加

○まんが甲子園開催

○台湾での市場調査

事業概要・目的

多数の著名な漫画家を輩出し、「まんが甲子園」を２３年開催している本県において、「まんが」を貴重な文化資源として位置づけ、官民が協力し県を挙げて
「まんが」を活かした取組を行うことで、人材育成や地域活性化を図り、全国への情報発信を強化して、「まんが王国・土佐」のブランドを確立し、高知の観
光、産業、文化の発展に寄与する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

－ 　

担当部局： 文化生活部
平成28年3月31日

まんが王国・土佐推進費 まんが・コンテンツ課

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・まんが甲子園予選に47都道府県350校以上
が応募
・全国漫画家大会議への来場者3,500人、県
外比率30%
・まんが王国・土佐ポータルサイト月間平均訪
問者数10,000人以上

・まんが甲子園予選に43都道府県357校が
  応募
・全国漫画家大会議への来場者
　延べ約3,500人、県外比率25%
・まんが王国・土佐ポータルサイト月間平均
  訪問者数9,200人以上

・PRキャラバンで訪問した県から応募がある
  が、別の県の応募がなくなるのが課題
・集客目標は達成、県外へのPRが課題
・ツイッター、フェイスブックの活用により対前
  年比約53%増

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○まんが王国会議開催

10/1　まんが教室（清水中）
10/5　まんが教室（中村南小）
10/8　まんが教室（枝川小）
10/19　まんが教室（田ノ口小）
10/20　まんが教室（十川中）
10/24　まんが教室（佐川中）
10/25　まんが王国会議
11/26　まんが教室（梼原小）
12/3　まんが教室（平田小）

○まんが教室（清水中）23名参加
○まんが教室（中村南小）11名参加
○まんが教室（枝川小）20名参加
○まんが教室（田ノ口小）15名参加
○まんが教室（十川中）39名参加
○まんが教室（佐川中）18名参加
○まんが王国会議　来場者約6,000人
○まんが教室（梼原小）8名参加
○まんが教室（平田小）41名参加

2/7　ワンダーフェスティバル2016[冬]

2/21-24　台湾市場調査

3/5-6　第２回全国漫画家大会議inまんが王
国・土佐

○ワンフェスで配布物500セット配布

○台湾市場調査
　　台北市政府、新竹県政府訪問
　　高校生チームの参加を要請

○第２回全国漫画家大会議inまんが王国・土佐
　　来場者数　延約3,500人
　　県外比率　約25%

○ワンダーフェスティバル2016［冬］出展

○第2回全国漫画家大会議inまんが王国・土
　佐開催

教 （中央 ） 名参

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本 （ 9711 ）
種別 経済  当初予算額 20,457千円 補正後予算額 20,227千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

      ●事業者及びクリエイター向けセミナー
　　     （土佐MBA：基礎編）の 開催
      ●ソーシャルゲームデザインコンテスト
　　     審査会開催及び入賞作品発表

●著作権セミナー（文化庁との共催）開催

　　　●10/2-10/23事業者及びクリエイター
　　　　 向けセミナー開催：延べ133名参加
　　　●10/16ゲームキャラクターデザインコン
         テスト募集締切：応募総数342作品

●10/29著作権セミナー開催：91名参加

●事業者及びクリエイター向けセミナー（土佐

　　MBA：基礎編）への参加者：延べ133名参加

●企業の採用ニーズの高い人材の育成を目的
とした実践的な講座（アプリ開発分野、イラス

 ・ コンテンツビジネス起業研究会参加企業
　  募集
 ・ 人材育成研修費用の助成
 ・ 見本市等出展費用の助成
 ・ 県外コンテンツ企業の誘致
　
　●県内クリエイターと県内事業者との
　　 ビジネスマッチング実施

　　●コンテンツビジネス起業研究会
　 　　情報交換会及び個別相談会開催
      ●第1回コンテンツ産業における人材
　　　    育成に係る産学情報交換会開催

　　　●事業者及びクリエイター向けセミナー
　　　　　 （土佐MBA：トップレクチャー）の開催
　　　●ソーシャルゲームデザインコンテスト
   　　　作品募集開始

 ・ コンテンツビジネス起業研究会参加企業
　  募集
 ・ 人材育成研修費用の助成
 ・ 見本市等出展費用の助成
 ・ 県外コンテンツ企業の誘致
　
　●県内クリエイターと県内事業者との
　　 ビジネスマッチング実施

　　●5/22コンテンツビジネス起業研究会
　 　　第1回情報交換会開催：15事業者参加
　　　 第1回個別相談会開催：7事業者参加
    ●第1回コンテンツ産業における人材
　　　 育成に係る産学情報交換会開催

　　●6/22事業者及びクリエイター向けセミ
       ナー（土佐MBA：トップレクチャー）の開催

●起業研究会参加企業の拡充

●5/18首都圏コンテンツ関連企業の合弁会社
   設立

●事業者及びクリエイター向けセミナー（土佐

　　MBA：トップレクチャー）への参加者：114名

      ●ソーシャルゲームデザインコンテスト
　 　　　作品募集締切

　　　●7/15ゲームキャラクターデザインコン
　　　　 テスト作品募集開始（～10/16）
　　　●7/24コンテンツビジネス起業研究会
　 　　　第2回情報交換会開催：11事業者参加
　　　 　第2回個別相談会開催：3事業者参加
　　 ●9/11コンテンツ産業の人材育成及び起
        業支援に係る首都圏ゲーム会社との
        連携及び協力に関する協定書締結

●ゲームキャラクターデザインコンテストの周知

●コンテンツ関連企業のニーズに応じた企業
   立地補助金が必要
●9/1ゲーム開発会社の設立

事業概要・目的

新たなコンテンツビジネスとクリエイター活躍の場の創出を目的として、コンテンツ関連事業者のニーズの掘り起こしからビジネスプランの策定支援、補助
金交付による財政的支援、商品開発後の販路開拓や広報支援等の一貫した支援を行うとともに、セミナー開催等による県内クリエイターの育成やソーシャ
ルゲームデザインコンテスト開催によるイラストレーターの発掘及び県内ディレクション（仲介）会社の育成等を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 文化生活部
平成28年3月31日

コンテンツ産業振興費 まんが・コンテンツ課

●

●
●
●

●

●
●
●

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・外貨を獲得する研究会発事業化プランの
  認定件数
  H24～H26実績：9件、H27目標：6件
・コンテンツ産業における新規雇用者数
  H24～H26実績：24人、H27目標：11人
・ビジネスマッチング件数：10件
・人材育成研修支援：4件
・見本市等出展支援：3件
・県内におけるソーシャルゲームの年商：
  20億円

・企業立地：3社
　（ゲーム関連合弁会社、ソフトウェア開発会
　社、ゲーム開発会社）
・新規雇用：企業誘致58名（通算71名）
・事業化プラン認定：1件
・ビジネスマッチング件数：4件
・ゲームキャラクターデザインコンテスト入賞
  者とゲーム開発会社との成約件数：4件
・人材育成研修支援：1件

・ビジネスプラン申請件数の伸び悩み
・新たな企業誘致による県内雇用の創出
・コンテンツ産業人材の育成
・見本市出展支援の改善

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　　　●著作権セミナ （文化庁との共催）開催

      ●ソーシャルゲームデザインコンテスト
　        入賞者及びゲーム開発会社との
          ビジネスマッチング
　　　　●第2回コンテンツ産業における人材
           育成に係る産学情報交換会開催

　　　●10/29著作権セミナ 開催：91名参加
　
      ●11/1コンテンツ企業立地促進事業費
　　　　　補助金創設
　　　●11/4ゲームキャラクターデザインコン
　　　　  テスト首都圏審査企業審査会開催
　　　　　優秀賞：2名選出、奨励賞：16名選出
　　　●11/20コンテンツビジネス起業研究会
　 　　　第3回情報交換会開催：8事業者参加
　　　 　第3回個別相談会開催：3事業者参加
　　　●11/25ゲームキャラクターデザインコン
　　　　  テスト県内審査企業審査会開催
　　　　　特別賞：17名選出、育成枠：4名選出
      ●12/18企業誘致アンケート発送(200社)
　

 とした実践的な講座（アプリ開発分野、イラス
   ト分野）の実施

●新たに創設したコンテンツ企業立地促進事
   業補助金に加え、立地後の人材確保・育成
   支援、企業間の連携、外商支援を含む支援
   パッケージで差別化を図り、誘致活動を展開

●12/1首都圏ソフトウェア開発企業の営業拠点
 新設

      ●企業誘致アンケート結果取りまとめ
　　　　 回答企業：11社
　　　●企業誘致アンケート回答企業訪問
　　　　 訪問企業：2社
      ●1/22コンテンツビジネス起業研究会
　 　　  第4回情報交換会開催：9事業者参加
　　　   第4回個別相談会開催：2事業者参加
      ●ゲームキャラクターデザインコンテスト
　        入賞者及びゲーム開発会社との
          ビジネスマッチング
　　　 ●3/15第2回コンテンツ産業における人
　　　　 材育成に係る産学情報交換会開催

●ゲームキャラクターデザインコンテスト入賞者
　 のデザイン業務受注実績：4件

●アプリ開発人材育成講座の実施にあたって
   の県内企業や県内高等教育機関との連携

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 坂本・田中 （ 2384 ）

種別 当初予算額 20,959千円 補正後予算額 23,266千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

前年度に比べ新規相談者数及び相談件数は
大幅に上回るペース、就職件数は昨年と同等
のペースで推移している。今後はより多くの女
性を就職に結びつけるため取組の強化が必
要。

・新規登録相談者数290人、相談件数605件、就
職者数43件（9月26日時点）

事業概要・目的

　本県の女性の活躍の場の拡大に向け、こうち男女共同参画センター「ソーレ」内に設置した「高知家の女性しごと応援室」において、潜在的に求職する
可能性がある女性や起業を考える女性等をきめ細かく支援する。
支援内容：①キャリアコンサルティング・相談　②情報提供　③職業紹介　④主催研修の実施　⑤広報による潜在的な求職者の掘り起こし

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

横断的 　

担当部局： 文化生活部
平成28年3月31日

女性の活躍促進事業費（女性就労支援事業） 県民生活・男女共同参画課

広報

・チラシ配付

開始（5月～）

・TV・ラジオ

での啓発

・さんSUN高知

６月号掲載

（県政ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟ）

・キャリアコンサル

ティング・相談、

関係機関からの

情報収集（４月～）

・職業紹介、

求人開拓

（４月～）

研修の企画・

実施（８月～）

・求人情報誌

への広告掲載

・TV・ラジオ

での啓発

運営協議会による 進捗確認

・テレビ 6/28、9/5

・ラジオ 5/11、6/30

・チラシ 26,000部 配布

量販店・ｺﾝビニ等約11,500

市町村約1,300

保育園幼稚園等2,800

関係機関・学校等10,400

広報

・さんSUN高知

６月号掲載

（県政ピックアップ）

・求人情報紙への広告

◎キャリアコンサル

ティング・相談、

関係機関からの情

報収集、求人開拓

・企業向けチラシの配

布

9月（産振センター経由

1,100部））

・7/14 セミナー開催

（自分を知ることから始

めてみませんか） 参

加者24名

・8/16 福祉就職フェア

参加（就職相談・求人

情報提供） 12名に対

応

・9/6 放送大学 就職

相談実施 2名対応

・9/10 介護安定労働

センター企業説明会参

加 （就職相談）34名に

・おおきくなあれ

７月号掲載（お知ら

せ）

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
女性の活躍促進による経済の活性化・男女と
もに働きやすい高知県 ・新規登録相談者数474人、相談件数1,233

件、就職者数129件（122人）（2月末時点）

新規相談者数、相談件数、就職件数とも前年
度を上回り、事業効果を図る目安としていた相
談件数700件も達成。これまでの広報や今年度
からの求人開拓の取組等により、相談者、企業
双方への認知度も上昇しており、今後も引き続
き、きめ細かな支援をおこなう。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果） （要因分析、課題等）

運営協議会による、進捗確認

・TV・ラジオ

での啓発

運営協議会による、進捗確認
掲載 9/28～ 合計28

回

加 （就職相談）34名に

対応

・チラシ配布

量販店やイベント

を中心に配布

約3,000部

・10/10 セミナー開催

（実践応募書類の作

成） 参加者10名＋カ

フェ参加者5名

・12/10 セミナー開催

（面接は怖くない） 参

加者19名＋カフェ参加

者8名

・2/6 セミナー開催（ふ

くしの仕事はおもしろ

いで） 参加者11名＋

カフェ参加者11名

・12/5 カフェ（うちに遊

びに来てみんかえ：臨

床心理士） 参加者2

名

・1/30 介護就職フェア

参加（就職相談・求人

情報提供）15名に対応

・1/30,31 ソーレ祭り

参加＋カフェ 参加者

・11/3 高知家ハッピー

フェスティバル参加（就

職相談・求人情報提

供）10名に対応

・企業向けチラシ

の配布 3月

（産振センター経由

1,100部））



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 坂本・田中 （ 2384 ）

種別 当初予算額 4,811千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

各セミナー等について、ほぼ予定どおりの参加
者を確保した。

事業概要・目的

　本県の女性の活躍の場の拡大に向け、経済団体や大学等と連携し、経営層を対象とした女性の登用の意義を理解してもらうためのトップセミナー、管
理職層を対象とした女性が働きやすい職場づくりの重要性を理解してもらうためのミドルセミナー、働く女性がライフイベントと仕事の両立を考えるキャリ
アデザインや、キャリアアップの不安払しょくのための高知家の女性活躍応援塾を開催し、企業、働く女性双方へ働きかけを行うことで、県内企業での女
性の登用促進や、働く女性がライフステージに応じた就業を続けられるような啓発、支援を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

横断的 　

担当部局： 文化生活部
平成28年3月31日

女性の活躍推進事業費（女性登用等促進事業） 県民生活・男女共同参画課

・トップセミナー

（７月下旬）

・トップセミナー ・女性活躍応

・7/14 トップセミナー

（地方創生と女性の活躍）

参加者110名

・9/2 女性活躍応援塾

（①女性リーダーのための

スキル向上講座）参加者19９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
女性の活躍促進による経済の活性化・男女と
もに働きやすい高知県

トップセミナー　1,214名（予定1,100名）
ミドルセミナー　103名（予定80名）
女性活躍応援塾　109名（予定120名）

経済団体や教育機関等とのタイアップにより事
業を行うことで、セミナー・研修へ多くの参加が
得られ、女性の登用等に対する啓発等を効果
的に行う事が出来た。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果） （要因分析、課題等）

トップセミナ

（９月下旬～１０月上旬）

・ミドルセミナー

（１０月）×２回

・ミドルセミナー

（１２月）×２回

援塾（９月）

・女性活躍応

援塾（２月）

・女性活躍応

援塾（１月）

・女性活躍応

援塾（１２月）

・女性活躍応

援塾（１１月）

・女性活躍応

援塾（１０月）

スキル向上講座）参加者19

名

・10/15 女性活躍応

援塾（②ﾗｲﾌｲﾍﾞﾝﾄを

見据えた長期的主体

的なｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ）参

加者15名

・11/4,20 女性

活躍応援塾（②）

参加者18名、14名

・2/25 ミドルセミナー

（女性活躍推進とハラスメント対策）

参加者36名

・10/26,27

ミドルセミナー

（女性の力を引き出す

上司力向上セミナー）

参加者20名、47名

・10/28  トップセミナー

（ダイバーシティって何？）

参加者 1,104名

・11/5,6 女性

活躍応援塾（①）

参加者30名、13

名



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 村島 （ 9158 ）

種別 教育・子育て  当初予算額  285,365千円 補正後予算額 197,695千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

永国寺キャンパス図書館・体育館工事設計書
再見積委託業務契約締結

永国寺キャンパス北敷地建築物解体工事に
かかる契約締結
永国寺キャンパス北敷地建築物解体・図書
館・体育館工事にかかる監理委託業務契約
締結

5月19日　永国寺キャンパス図書館・体育館
工事設計書再見積委託業務契約締結済

8月7日　永国寺キャンパス北敷地建築物解
体工事にかかる契約締結
8月12日　永国寺キャンパス北敷地建築物解
体・図書館・体育館工事にかかる監理委託業
務契約締結

概ね計画どおり進捗している。
入札手続きの遅れにより、北敷地建築物解体
工事の契約締結が見込みより1ヵ月程度遅れた
が、事業計画に影響なし。

事業概要・目的

　県民に開かれた社会貢献する「知の拠点」永国寺キャンパスの第２期工事として、新図書館・体育館の建築工事に着手する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 文化生活部
平成28年3月31日

県立大学整備費 私学・大学支援課

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
永国寺キャンパス図書館・体育館工事にかか
る契約締結・発注の完了

概ね計画どおり進捗している。 第2期工事（体育館・図書館建築）の進捗管理

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

永国寺キャンパス北敷地建築物解体工事完
了
永国寺キャンパス図書館・体育館にかかる各
種工事契約締結

永国寺キャンパス図書館・体育館にかかる各
種工事契約締結

永国寺キャンパス北敷地建築物解体工事完
了

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 酒井 （ 9650 ）

種別 横断的  当初予算額 2,136千円 補正後予算額 7,087千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

事業概要・目的

　ICTの利活用に関する県民や市町村の意識の醸成を図り、超高速ブロードバンド環境の整備に関する県民ニーズを市町村、通信事業者と共有すること
により、中山間地域における情報通信環境の整備を推進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 文化生活部
平成28年3月31日

中山間地域等情報通信基盤整備事業費 情報政策課

関係機関と連携した

ニーズ把握の実施
ＩＣＴ、超高速ブ

ロードバンドの

利活用セミナー、

地域での研修・

意見交換会の

開催に向けた

準備（アドバイ

ザー、市町村、

総務省等との

調整）

研修・意見交

換会の実施

（１２市町村）

セミナー開催

（第１回）

高知市鏡地区地域

体験型滞在施設超

高速ブロードバンド

整備

関係機関と連携した

ニーズ把握の実施

高知市鏡地区地域

体験型滞在施設超

高速ブロードバンド

（ＢＢ）整備

ＩＣＴ、超高速ブ

ロードバンドの

利活用セミナー、

地域での研修・

意見交換会の

開催に向けた

準備（アドバイ

ザー、市町村、

総務省等との

調整）

セミナー開催

（第１回）7/30

研修・意見交

換会の実施

・大川村8/18

・大川村10/27

（第 回）

大川村集落

活動セン

ター、移住・

定住者向け

住宅超高速

ブロードバン

ド（ＢＢ）整備

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

①高知市鏡地区の地域体験型滞在施設に超高速
ブロードバンド環境を整備（移住促進）
②市町村のニーズに沿ってＩＣＴや超高速ブロード
バンドの利活用を「農林水産業」、「商工業」、「観
光」などの推進計画等に位置付けていただくととも
に、着手可能な施設から順次整備を進めていく。

　高知市鏡地区の地域体験型滞在施設に超高速ブロード
バンド環境が整備された。
　加えて、これまで村内全域が未整備であった大川村にお
いて、集落活動センター（船戸地区）及び移住・定住者向け
住宅（小松地区）に超高速ブロードバンド環境が整備され
た。
 また、管内に未整備地域の残る１２市町村のうち６市町村
がICTの利活用や環境の整備を重要な施策として総合戦
略に位置付けた。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果）
（達成状況）

（要因分析、課題等）

セミナー開

催（第２回）

地域のICTや超

高速ブロードバ

ンドを「農林水

産業」、「商工

業」、「観光」な

どにどのように

活かしていくか

市町村の検討

をフォローアッ

プ

完 成

（第２回）

・三原村9/17

セミナー開

催（第２回）

12月2日

平成27年

10月完成

集落活動セ

ンターBBは、

３月、移住・

定住者向け

住宅BBは、

10月完成

地域のICTや超

高速ブロードバ

ンドを「農林水

産業」、「商工

業」、「観光」な

どにどのように

活かしていくか

市町村の検討

をフォローアッ

プ



※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 産業振興推進部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 計画推進課 産業振興計画推進費 経済 77,374

2 計画推進課 地方版総合戦略等策定費 － 7,189

3 地産地消・外商課 高知家プロモーション推進事業費 経済 135,010

4 地産地消・外商課 高知家統一セールスキャンペーン推進事業費 経済 17,859

5 地産地消・外商課 輸出促進支援事業費 経済 125,786

6 地産地消・外商課 食品企業総合支援事業費 経済 18,844

7 移住促進課 移住促進事業費 経済 251,144

8 中山間地域対策課 集落活動センター推進事業費 横断的 250,707

9 中山間地域対策課 中山間地域生活支援総合事業費 横断的 296,545

10 鳥獣対策課 野生鳥獣に強い県づくり事業費 横断的 8,516

11 鳥獣対策課 森林地域シカ捕獲技術研究委託事業 横断的 9,878

12 交通運輸政策課 安全安心の施設整備事業費補助金 インフラ 112,316

平成２７年度　事業別執行計画一覧



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹村、小川 （ 9049、2206 ）

種別 経済  当初繰越額 77,374千円 補正後予算額

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

○第２期計画のＰＲを行うことで、県民や事業者の
皆さまと成功イメージを共有し、より一層の参画を
促進する。
○PDCAサイクルによる進捗確認を通して設定した
目標を達成する。
○次なるステージの産業振興政策を決定し、平成
28年度からの取り組みにつなげる。

○例年行っている広報に加え、新聞広告など追加の広報も実
施できた。
○一部予定を変更したが、PDCAサイクルによる進捗確認を
実施し、また9月時点において、実行3年半の取り組みの総括
を行い、第３期計画の策定につなげた。
○第３期産業振興計画の策定を予定どおり行うことができ
た。
○市町村・住民・地域団体等との意見交換会や、産業振興推
進地域本部を中心として行った案件掘り起こし等により、新た
に地域APに取り組む民間事業者も出てきた。

○平成28年度は、第３期産業振興計画のスタートの
年であることから、第３期計画の戦略等を様々な機会
を通じて周知していくことに努める。特に、年度の早期
において、県内4ヶ所でのシンポジウムの開催などス
タートダッシュの広報を心がける。
○第３期計画においては、従前は渾然としていた数
値目標を、施戦略的なものと個別のものとに整理した
ので、それぞれに対して適切な進捗管理を行ってい
く。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

第4回産業振興推進本部会議

第3四半期の進捗管理シートの作成・確認

・第6回産業振興推進本部会議（12/24）

・主に次期計画に向けての検討を行った。

第5回産業振興推進本部会議
第2回専門部会等

第3回フォローアップ委員会
第6回産業振興推進本部会議
第2回地域APフォローアップ会議

第7回産業振興推進本部会議
第4回フォローアップ委員会
第4四半期の進捗管理シートの作成・確認
本県の産業振興の次なるステージについての
方針決定

・第3四半期の進捗管理シートの作成（1月作
成）
・第7回産業振興推進本部会議（1/15）
・第2回専門部会等（1/18～20)
・第3回フォローアップ委員会（1/22）

・第8回産業振興推進本部会議（2/3）
・第2回地域APフォローアップ会議（2/4～2/17）

・第9回産業振興推進本部会議（3/22）
・第4回フォローアップ委員会（3/28）
・第4四半期の進捗管理シートの作成（3月作
成）
・第3期産業振興計画の決定

・推進本部会議、専門部会等、地域APフォローアップ
会議、フォローアップ委員会において、進捗状況の確
認や次期計画に向けての議論を行い、平成28年度か
ら実施する第3期計画の策定を行った。
・各部局とも、次期計画策定に注力するため、第３四
半期の進捗管理シートの作成タイミングを後へずらす
対応を行った。

（通年）庁内情報共有会議の開催
（通年）「土佐の産業おこし参加プラン」募集
（通年）地域アクションプラン取り組み事
　　　　例記事紹介
第1回産業振興推進本部会議

第2期計画ver.4冊子印刷・配布

民間事業者の取り組み事例の紹介パ
ンフレット作成・配布
第2期計画ver.4 PR版パンフレット作
成・配布
第1四半期の進捗管理シートの作成
・確認

・第1回産業振興推進本部会議（4/9）

・新聞広告の掲載（4/19）

・第2期計画ver.4冊子印刷・配布開始
・県広報番組で地域ＡＰをｼﾘｰｽﾞ紹介
　（5/17～8/9）
・第2期計画ver.4　PR版パンフレット
 21,500部 印刷・配布開始
・民間事業者の取り組み事例の紹介
 パンフレット5,000部作成・配布開始

・第1四半期の進捗管理シートの作
 成・確認

・テレビ特番の作成・放映（6/22、7/4）
・地域ＡＰ取り組み事例の紹介チラシ
 10,000部作成・配布開始

・計画の冊子、PR版パンフレット、民間事業者の取り
組み事例集、テレビ特番など、当初から予定していた
広報を実施するとともに、追加で高知新聞への全面
広告を実施しさらなる広報に努めた。

・市町村・住民・地域団体との意見交換会を順次開催
し、第2四半期までに完了することができた。いただい
た意見は第5回産業振興推進本部会議及び第2回
フォローアップ委員会で共有し、次なるステージの産
業振興政策の検討に生かすこととした。

第2回産業振興推進本部会議

第1回フォローアップ委員会(総合戦略関係の
み)
第3回産業振興推進本部会議
第1回専門部会等
第1回地域APフォローアップ会議
第2回フォローアップ委員会

第2四半期の進捗管理シートの作成・確認

・第2回産業振興推進本部会議
　（7/16～17）
・第3回産業振興推進本部会議（7/29）

・第4回産業振興推進本部会議（8/20）

・第1回フォローアップ委員会（8/24）

・第5回産業振興推進本部会議（8/24～25）

・第1回専門部会等（8/31～9/9）
・第1回地域APフォローアップ会議（8/27～9/9）

・第2回フォローアップ委員会（9/14）
・第2四半期の進捗管理シートの発注

・H27年3月に策定した高知県版総合戦略についても
産業振興推進本部会議及びフォローアップ委員会で
検討することとしたため、本部会議の開催回数を予定
より増やして対応した（上半期の開催予定回数　3回
→実績　5回）

・限られた会議の回数・時間の中で産振計画と総合
戦略の多岐にわたる取り組みの進捗確認やバージョ
ンアップの議論をいかに効率的に行っていくかが課
題。

※２月補正前倒し（7,809千円）

事業概要・目的

　第２期産業振興計画で設定した目標達成に向けて、産業振興推進本部会議や産業振興計画フォローアップ委員会において、PDCAサイクルによる進捗確
認を綿密に行うとともに、市町村・住民・地域団体等との意見交換などを踏まえて、次なるステージの産業振興政策の検討を行う。
　また、産業振興計画の取り組みへのより一層の県民参画を促すため、計画の動きや成果を周知する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 産業振興推進部
平成28年3月31日

産業振興計画推進費 計画推進課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

市
町
村
・
住
民
・
地
域
団
体
等
と
の
意
見
交
換
会 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

市
町
村
・
住
民
・
地
域
団
体
等
と
の
意
見
交
換
会 

市
町
村
・
住
民
・
地
域
団
体
等
と
の
意
見
交
換
会
の
実
施 

 

4
月
13
日
～
8
月
31
日 

 

合
計
１
４
８
回 

延
べ
１
０
９
８
人
参
加 

（求める具体的な成果） 

市
町
村
・
住
民
・
地
域
団
体
等
と
の
意
見
交
換
会 

（求める具体的な成果） 

市
町
村
・
住
民
・
地
域
団
体
等
と
の
意
見
交
換
会 

市
町
村
・
住
民
・
地
域
団
体
等
と
の
意
見
交
換
会
の
実
施 

 

4
月
13
日
～
8
月
31
日 

 

合
計
１
４
８
回 

延
べ
１
０
９
８
人
参
加 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 浜田 （ 9335 ）

種別 -  当初繰越額 7,189千円 補正後予算額  

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・平成27年度高知県版総合戦略を改定。
・平成28年度高知県版総合戦略の策定。
・県版総合戦略とベクトルを合わせた市町村
版総合戦略を市町村で作成。

・高知県版総合戦略（平成27年度改定版）を改定
（8/31）
・高知県版総合戦略（平成28年度）の策定
・市町村版総合戦略は全ての市町村で策定され、
県版総合戦略と整合性（県と市町村人口の将来展
望の整合、市町村版総合戦略に県の産業振興計
画等の計画との整合が図られているか等。）が一定
取れたものとなっている。

・平成28年度は策定した市町村版総合戦略の
着実な実行に向け、ＰＤＣＡサイクルの徹底など
必要なサポートを行っていく。

・市町村担当課長会（10/26）

・国への情報収集・要望の実施（11/13）

・CCRCや地域経済分析システム等の情報交換
を国と行った。
・市町村担当課長会を通じて、国からの情報提
供を行うとともに、県と市町村人口の将来展望
との整合性を図ることや策定後のPDCAサイク
ルの実施を図ることを要請した。

・産業振興計画
フォローアップ
委員会の開催

・平成28年度版総合戦略の策定

・第３回産業振興計画フォローアップ委員
　会の開催（1/22）
・市町村担当課長会（1/28）

・第４回産業振興計画フォローアップ委員
　会の開催(3/28）

・市町村担当課長会を通じて、PDCAサイクルに
ついて再度説明を行うとともに、見直しに必要
な視点について説明を行った。
・高知県産業振興計画や日本一の健康長寿県
構想等の改定内容を反映した平成28年度版の
総合戦略の改定を行った。

H27.3　高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略
の策定
・市町村担当課長説明会の開催
・国への提案・要望活動
・市町村長との意見交換会（～５月）

・地方人口ビジョン等基礎調査委託の発注
・市町村との意見交換会の開催

・地域経済分析システム説明会

・地方人口ビジョン基礎調査終了

H27.3　高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略
の策定
・市町村担当課長説明会の開催
・国への提案・要望活動
・市町村長との意見交換会（～５月）

・高知県地方人口ビジョン等基礎調査委託の
契約
・市町村との意見交換会の開催

・地域経済分析システム説明会(6/3)

・県内６ブロック（高知市は別途協議）別、市町
村別に勉強会や協議を行い、総合戦略策定に
おける市町村の疑問や要望に対応した。

・産業振興計画フォローアップ委員会
の開催
・平成27年度県版総合戦略の改定

・市町村担当課長説明会の開催

・高知県地方人口ビジョン基礎調査完了
（7/31）
・市町村担当課長会（高知県人口の将来
　展望）の開催（8/6）
・第1回産業振興計画フォローアップ委員
　会の開催（8/24）
・県市連携会議（8/26）
・県議会産業振興土木委員会（8/26）
・平成27年度県版総合戦略の改定（8/31）
・第2回産業振興計画フォローアップ
　委員会の開催（9/14）

・高知県地方人口ビジョン基礎調査は、調査結
果の回収に想定より時間を要したため、１週間
契約を延長した。
・高知県人口の将来展望の案が策定した段階
で速やかに、市町村に考え方をお示しし、県の
考え方と整合性をとるように依頼できた。また、
高知市とは県市連携会議の場において人口の
将来展望をはじめとした総合戦略との整合性を
とることができた。
・県版総合戦略に、県人口の将来展望を詳細に
盛り込んだ改定を行った。

事業概要・目的

　平成27年３月に策定した高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成27年度版）について、５月に実施する進学・就職希望調査の結果を踏まえて同年8月に改定するととも
に、バージョンアップした施策案を盛り込んだ平成28年度版を平成28年3月に策定する。総合戦略の改定・策定にあたっては、産業振興計画フォローアップ委員会において議
論するとともに、進捗状況についても同委員会においてフォローアップしていく。
　また、市町村版総合戦略の策定をサポートし、県と市町村との共同歩調により地方創生・取り組みを推進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

※２月補正前倒し

担当部局： 産業振興推進部
平成28年3月31日

地方版総合戦略等策定費 計画推進課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

平成28年度版総合戦略の検討 

市町村版総合戦略の策定支援 

より詳細な人口の将来展望の検討 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

平成28年度版総合戦略の検討 

市町村版総合戦略の策定支援 

より詳細な人口の将来展望の検討 

市町村版総合戦略の策定支援 

（ブロック別勉強会の開催等） 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

平成28年度版総合戦略の検討 

市町村版総合戦略の策定支援 

より詳細な人口の将来展望の検討 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

平成28年度版総合戦略の検討 

市町村版総合戦略の策定支援 

より詳細な人口の将来展望の検討 

市町村版総合戦略の策定支援 

（ブロック別勉強会の開催等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 吉野 （ 2528 ）

種別 当初予算額 135,101千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 産業振興推進部
平成28年3月31日

高知家プロモーション推進事業費 地産地消・外商課

　平成25年度から開始した「高知家」プロモーションについて、高まってきた認知度の維持・向上を図るとともに、高知家を認知した方々の高知のものを買
う、高知に行く、高知に住むといった具体的な成果に向けた行動をさらに誘発していくためのプロモーションを行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

首都圏、関西圏における高知家の認知度
36.4％
高知家サイトへのアクセス数前年度比134％
(3/6時点)
スター登録1,543名

目標設定していたまるごとネット及びよさこい
ネットへの誘導数については、高知家サイトで
のスター図鑑等で各分野のスターによる情報発
信が直接可能となったことから、各サイトへの
誘導が一定できていると分析。（サイトアクセス
数は前年度を大きく上回っている）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

経済

【課題】
・高知家の目標認知度35％に向けて、引き続き
首都圏等での切れ目ない露出とスターを活用し
た企画の展開

・10/3　土佐の日スター登録受付ブース
・10/23　高知家サイトバージョンアップ
・10/25 高知家スターSNS情報拡散施策開始
・11/2　ウェブメディアブログで観光体験ス
ター紹介
・11/5　フェイスブックページ立ち上げ
・11/7　ユーチューバー動画公開
・11/16　ウェブメディアブログで移住スター紹
介
・12/1～12/31　首都圏ファミリーマートでCM
動画再生
・12/10 第２回高知家統一セールスキャン
ペーン推進本部会議
・12/22 高知家サイトバージョンアップ
・12/24　外商・観光・移住スターによるバナー
広告開始

・2/26　NIPPON　POSITIVE　PROJECT記者
発表会（「爺-POP from 高知家 ALL STARS」
プロモーション動画公開）
・2/26～ 爺-POP踊ってみた動画を公式ホー
ムページで募集
・3/14　爺-POP踊ってみた動画ALL STARS
バージョン公開
・3/25　第３回高知家統一セールスキャン
ペーン推進本部会議
・高知県イメージ調査

・4/1アクセス対策業務委託契約の締結
・4/8記者発表会（＠県庁）において新動画、
ポスター公開、スター募集開始
・4/8メディア向けニュースレター発行①
・4/8～産業振興推進地域本部にてスターグ
ラス貸出
・4/8-4/30県内ＴＶＣＭ
・4/9-5/8東京モノレール電車内広告
・4/10県内新聞広告（15段）
・4/13-19東急線、ＪＲ西日本車内ビジョン広
告
・4/19-5/17スター探しキャラバン
・5/21高知家サイトにてスター情報公開開始
・5/21メディア向けニュースレター発行②
・6/16スター進出プロジェクト記者発表
・6/17県内新聞広告（15段）

・7月～10月ＡＮＡ国内線全線機内ＣＭ
・7/3名刺新デザインデータサイト掲載開始
・7/11県内広報特別番組放送

・8/5～県内ファミリーマートでCM動画再生
8/5-31首都圏ファミリーマート（2,032店舗）で
ＣＭ動画再生

・9/3スター出演ＰＶ、ポスター記者発表会（東
京都内）
・9/10高知家・重点品目ラッピングトラック出
発式
・9/11東京での観光特使交流会でのスター登
録受付
・9/18メディア向けニュースレター発行③
・高知県イメージ調査

事業概要・目的

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

新動画の公開等高知家プロモーション３

年目キックオフ 

第1回 高知家統一セールスキャンペー

ン推進本部会議 

第2回 高知家統一セールスキャン

ペーン推進本部会議 

第3回 高知家統一セールスキャンペー

ン推進本部会議 

第4回 高知家統一セールスキャンペー

ン推進本部会議 

高知県イメージ調査 

高知県イメージ調査 

【通年】 

・スター募集 

・スター探しキャラバン 

・アクセス対策業務委託契約の締結 

WEBメディアでのスター紹介 

スター情報のウェブサイトでの公開 

動画、ポスター公開、首都圏イベント 

動画公開 

雑誌等とのメディアタイアップ 

首都圏、関西圏における高知家の認知度

35％以上 

まるごとネットへの誘導前年度比1.5倍以上、

よさこいネットへの誘導前年度比2倍以上、

高知家で暮らし隊へのHP上での会員登録

1,500名以上 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

新動画の公開等高知家プロモーション３

年目キックオフ 

第1回 高知家統一セールスキャンペー

ン推進本部会議 

第2回 高知家統一セールスキャン

ペーン推進本部会議 

第3回 高知家統一セールスキャンペー

ン推進本部会議 

第4回 高知家統一セールスキャンペー

ン推進本部会議 

高知県イメージ調査 

高知県イメージ調査 

【通年】 

・スター募集 

・スター探しキャラバン 

・アクセス対策業務委託契約の締結 

WEBメディアでのスター紹介 

スター情報のウェブサイトでの公開 

動画、ポスター公開、首都圏イベント 

動画公開 

雑誌等とのメディアタイアップ 

首都圏、関西圏における高知家の認知度

35％以上 

まるごとネットへの誘導前年度比1.5倍以上、

よさこいネットへの誘導前年度比2倍以上、

高知家で暮らし隊へのHP上での会員登録

1,500名以上 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

新動画の公開等高知家プロモーション３

年目キックオフ 

第1回 高知家統一セールスキャンペー

ン推進本部会議 

第2回 高知家統一セールスキャン

ペーン推進本部会議 

第3回 高知家統一セールスキャンペー

ン推進本部会議 

第4回 高知家統一セールスキャンペー

ン推進本部会議 

高知県イメージ調査 

高知県イメージ調査 

【通年】 

・スター募集 

・スター探しキャラバン 

・アクセス対策業務委託契約の締結 

WEBメディアでのスター紹介 

スター情報のウェブサイトでの公開 

動画、ポスター公開、首都圏イベント 

動画公開 

雑誌等とのメディアタイアップ 

首都圏、関西圏における高知家の認知度

35％以上 

まるごとネットへの誘導前年度比1.5倍以上、

よさこいネットへの誘導前年度比2倍以上、

高知家で暮らし隊へのHP上での会員登録

1,500名以上 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 坂本 （ 9741 ）

種別 当初繰越額 17,859千円 補正後予算額

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

※２月補正前倒し（17,832千円）

担当部局： 産業振興推進部
平成28年3月31日

高知家統一セールスキャンペーン推進事業費 地産地消・外商課

事業概要・目的

　「高知家」プロモーションと、地産地消・地産外商、観光振興、移住促進の各施策を連動させ、施策の効果をより高めるとともに、県産品の販売促進等を
強化するため、首都圏等でのセールスプロモーションを行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

さわち部ランチという当初の想定した切り口に加え、
各品目自体の個別の魅力発信につながる露出を働き
かけた。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

経済

・重点品目関係課長補佐会

【課題】
・マスメディアを活用した重点品目の魅力発信、
各部の販促施策との連携

・重点品目関連団体との意見交換会
・重点品目プロモーション事業委託業務
契約締結

・第１回高知家統一セールスキャンペーン
推進本部会議

・10/7重点品目メディア向けプレスリリース③
・10/29重点品目メディア向けニュースレター
③
・11/4重点品目メディア向けニュースレター④
・11/9重点品目メディア向けニュースレター⑤
・11/24重点品目メディア向けプレスリリース
④
・11/26重点品目メディア向けプレスリリース
⑤
・12/6「うまいッ！」（にら）
・12/10第2回高知家統一セールスキャンペー
ン推進本部会議
・12/15重点品目メディア向けプレスリリース
⑥
・12/21 「昼めし旅」にら、トマト

・1/16　「めざましどようび」 土佐茶、トマト
・2/6　「料理通信３月号発刊 服部幸應 未来に届け
たい日本の食材」土佐文旦
・2/9 重点品目メディア向けニュースレター⑥
・2/19　「ひるおび」プレゼントコーナー（土佐茶、宗
田節）
・2/23重点品目メディア向けプレスリリース⑦
・2/27、2/28トマトサミット大阪（グランフロント大阪）
・3/11  「羽鳥慎一のモーニングショー」（土佐茶）
・3/14 重点品目メディア向けニュースレター⑦
・3/25第3回高知家統一セールスキャンペーン推進
本部会議

・4/15重点品目関係課長補佐会
・4/23委託業務プロポーザル審査会

・5/21高知家ニュースレターにて土佐茶スター
紹介

・6/8委託業務契約
・6/25第１回高知家統一セールスキャンペー
ン推進本部会議

・7/9さわち部ランチメディア・ブロガー向け試食会
（＠東京まるごと高知）
・7/9重点品目メディア向けニュースレター①
・7/16重点品目メディア向けプレスリリース①
・7/22-8/31さわち部ランチカフェ
・8/20重点品目メディア向けニュースレター②
・8/20重点品目メディア向けプレスリリース②
・8/27重点品目関係課長補佐会
・9/3高知家ＰＶにてスターＰＲ（トマト、宗田節、土佐
茶、土佐文旦、にら）
・9/3高知家記者発表会（＠東京）でトマトＰＲ
・9/3中四国生協・行政合同会議試食交流会メ
ニューでＰＲ（マダイ、はちきん地鶏）
・9/8-17朝食フェス2015（東京国営昭和記念公園）
・9/10高知家・重点品目ＰＲラッピングトラック出発
式
・9/11観光特使交流会（＠東京）メニューでＰＲ（は
ちきん地鶏）

・メディアへの露出が、広告換算効果（9億
9,700万円）以上又は同等以上の効果
・各部と連携した重点品目ごとに掲げる目標
の達成

・メディアへの露出が、広告換算効果(計8億5,517万
(3月14日時点)
・概ねの品目で目標を達成できる見込み。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

③【セールス活動】 

・県産品DBを活用して、県内外バ

イヤー・一般消費者に対する情

報発信を行い、販路拡大・販売

拡大に取組 

②【品目毎のプロモーション】 

・重点品目所管課等が首都圏

で行う商談会やPR活動 

①【統一プロモーション】 

・高知家プロモーションと連携した重

点品目プロモーション展開 

・重点品目所管課等が首都圏で行う

商談会やPR活動に合わせたプロ

モーション展開 

１ ２ 

３ 

第２回高知家統一セールスキャンペーン

推進本部会議 

第３回高知家統一セールスキャンペーン

推進本部会議 

第４回高知家統一セールスキャンペーン推

進本部会議 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

③【セールス活動】 

・県産品DBを活用して、県内外バ

イヤー・一般消費者に対する情

報発信を行い、販路拡大・販売

拡大に取組 

②【品目毎のプロモーション】 

・重点品目所管課等が首都圏

で行う商談会やPR活動 

①【統一プロモーション】 

・高知家プロモーションと連携した重

点品目プロモーション展開 

・重点品目所管課等が首都圏で行う

商談会やPR活動に合わせたプロ

モーション展開 

１ ２ 

３ 

第２回高知家統一セールスキャンペーン

推進本部会議 

第３回高知家統一セールスキャンペーン

推進本部会議 

第４回高知家統一セールスキャンペーン推

進本部会議 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

③【セールス活動】 

・県産品DBを活用して、県内外バ

イヤー・一般消費者に対する情

報発信を行い、販路拡大・販売

拡大に取組 

②【品目毎のプロモーション】 

・重点品目所管課等が首都圏

で行う商談会やPR活動 

①【統一プロモーション】 

・高知家プロモーションと連携した重

点品目プロモーション展開 

・重点品目所管課等が首都圏で行う

商談会やPR活動に合わせたプロ

モーション展開 

１ ２ 

３ 

第２回高知家統一セールスキャンペーン

推進本部会議 

第３回高知家統一セールスキャンペーン

推進本部会議 

第４回高知家統一セールスキャンペーン推

進本部会議 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 谷内 （ 9752 ）

種別 当初繰越額 125,786千円 補正後予算額 222,420千円

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

※平成26年２月補正前倒し
（108,818千円）
※平成27年２月補正前倒し
（96,634千円）

担当部局： 産業振興推進部
平成28年3月31日

海外経済活動拠点事業費（輸出促進支援事業費） 地産地消・外商課

【成果】
・ANAフーズ㈱による業務用食品商談会　1社採
用（H27.9時点）
・4県連携・中国バイヤー招聘商談会　商談実績
個別商談件数41件

・友好提携港（INAP)木浦会議　商談実績　個別商
談件数16件

・日中ものづくり商談会in上海　商談実績　個別商
談件数53件
・英国ロンドン土佐酒賞味会　現地のレストラン
シェフやソムリエ、輸入業者、メディア関係者等
123名参加

事業概要・目的

　県産品の海外販路を拡大し、輸出を促進するための総合的な支援を行う。
　欧州ではパリ・ＮＹと並ぶ食文化の発信地である英国ロンドンでの日本酒賞味会の開催によりさらなる販路拡大を図るとともに、ユズ果汁の最大の輸出先である
米国での展示会への出展を行う。アジアでは中国大陸へのゲートウェイである台湾や香港での定番化を目指した取組を行う。国内では商談会などのマッチング事
業の開催や国際法務等支援事業などを実施する。
貿易促進コーディネーターを増員配置し、これまでの食品に加えて、機械系も含めた輸出振興を本格化させ、海外展開を目指す企業の支援を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・各種商談会等での県内事業者の商談成約を目
指す。
・各種事業等による県産品の販路開拓・販路拡
大、本県の認知度向上を目指す。

・食料品輸出額の増加
　平成26年食料品輸出額　3億3,843万円
・平成27年度県事業を利用して貿易に新たに
取組む企業の増加　18社
　（平成21年度からの累計68社）
・高知県産ユズの認知の向上

・商談会の事後フォローの継続
・ユズに続く新たな品目の掘り起こし
・海外への販路拡大に取り組む事業者の掘り起こ
しと各ステージに応じたサポート

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

経済

・米国シアトル｢Uwajimaya｣高知県フェア

・テストマーケティングinシンガポール（3ヶ月間）
・台湾・台北｢微風広場｣高知県フェア
・METALEX2015（タイ）

・台湾・台北「微風広場」高知県フェアの開催
（10/1-10/12） 参加企業：18社　うち渡航企
業：3社
・香港ストアプロモーション(10/14-10/20）　県
内企業4社参加
・米国シアトル「Ｕｗａjimaya」高知県フェア
(10/14-20) 参加企業：26社　うち渡航企業：7
社
・シンガポールMDI招聘（10/24-26）
・テストマーケティングｉｎシンガポールの実施
（11/1-1/31） 参加企業：7社
・METALEX2015（タイ）（11/18-21） 参加企業：
1社
・「平成27年度天皇誕生日祝賀レセプション（在
タイ日本大使館）」への出展（12/15）

【成果】

・「平成27年度天皇誕生日祝賀レセプション（在タ
イ日本大使館）」　来場者1,000人以上（大使館発
表）

・台湾・台中｢裕毛屋｣高知県フェア

・食品展示会｢International Restaurant & Food
service Show of New York2016｣（ニューヨーク）

・4県連携・上海「高島屋」四国フェア（1/15-
1/25） 参加企業：3社　うち渡航企業：1社
・台湾・台中「裕毛屋」高知県フェア（1/18-
1/24）
参加企業：8社　うち渡航企業：5社
・香港ストアプロモーションの実施(3月）
・食品展示会｢International Restaurant & Food
service Show of New York2016｣（ニューヨー
ク）出展（3/6-3/8）　参加企業：2社
・タイ・バンコク賞味会（3/23）

【成果】

・食品展示会｢International Restaurant & Food
service Show of New York2016｣（ニューヨーク）
ﾌﾞｰｽ来場者数　約1,560人（2社合計）

　（上海･ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ･台湾の輸出振興拠点による
　　販路開拓支援（通年））

・伊勢丹シンガポール｢ｽｺｯﾂ店｣四国フェア
・伊勢丹シンガポール｢ｼﾞｭﾛﾝｲｰｽﾄ店｣四国フェア
・米国シアトル｢Uwajimaya｣バイヤー招聘商談会
・台湾三三会ミッション団四国訪問

・ものづくり商談会inバンコク（タイ）
・食品見本市｢Food Taipei｣（台湾）

・伊勢丹シンガポール四国フェア「スコッツ店」
の開催(5/8～5/18）　（参加企業：7社）
・伊勢丹シンガポール四国・瀬戸内フェア「ジュ
ロンイースト店」の開催(5/19～5/27）　（参加
企業：上記7社のうち3社）
・台湾三三会ミッション団四国訪問（5/24～
5/28、うち高知県5/27～5/28）
・米国シアトル「Uwajimaya」バイヤー招聘商談
会（5/22）　（参加企業：19社）

・土佐MBA入門編（貿易）（6/12-13）　35名参
加
・ものづくり商談会inバンコク（6/24～27）　（参
加企業：3社）
・食品見本市｢Food Taipei｣（6/24～27）　（参加
企業：4社）

【成果】
・伊勢丹シンガポール四国フェア　売上実績　7社
合計　12,825千円
・伊勢丹シンガポール四国・瀬戸内フェア　売上実
績　3社合計　970千円
（1シンガポールドル=89円で換算）

・食品見本市｢Food Taipei｣　商談件数のべ161件

・テストマーケティングinシンガポール（3ヶ月間）
・中国バイヤー招聘商談会（四国4県）

・輸出商談会in高知

・ものづくり商談会in上海（中国）
・台湾・台中｢裕毛屋｣高知県フェア
・土佐の日本酒賞味会（ロンドン）
・防災製品商談会in台湾

・テストマーケティングｉｎシンガポールの実施
（7/3-9/30）　（参加企業：7社）
・土佐MBA基礎編（貿易実務：機械系　知財保
護）（7/8）　　15名参加
・土佐MBA基礎編（貿易実務：機械系　販路開
拓）（7/15）　　18名参加
・土佐MBA基礎編（貿易実務：機械系　展示会
活用）（7/22）　　18名参加
・ANAフーズ㈱による業務用食品商談会の開
催（8/4）　　県内企業12社参加
・4県連携・中国バイヤー招聘商談会の開催
（8/5）　　県内企業9社参加
・友好提携港（INAP)木浦会議への参加（8/31-
9/4）　参加企業：11社
・台湾・台中「裕毛屋」高知県フェアの開催
（9/7-9/13） 参加企業：12社　うち渡航企業：5
社
・日中ものづくり商談会in上海への参加(9/9-
10)　 参加企業：2社
・英国ロンドン土佐酒賞味会の開催（9/17）　県
内9蔵参加

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 眸 （ ２５４７ ）

種別 当初繰越額 18,844千円 補正後予算額

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

※２月補正前倒し（13,969千円）

担当部局： 産業振興推進部
平成28年3月31日

食品企業総合支援事業費 地産地消・外商課

【土産物開発プロジェクト】
（成果）
受賞商品の選定（10品）
商品パッケージ改良（1社）
（課題）
商品レベルの向上・磨き上げ
【業務用開発プロジェクト】
（課題）
事業者と業務用商品需要企業との連携強化
【市場対応商品開発事業費補助金】
（成果）交付決定事業数 1件
（課題）関係機関との連携強化
【まるごと応援事業(ワンストップ相談窓口）】
（成果）サポートチームによる支援　11件（累計）
（課題）関係機関との連携強化

事業概要・目的

　マーケットのニーズに基づいたものづくりを進めるため、業務筋等と連携した商品づくりや販売展開等に関する支援を行う。
　食品加工業支援事業委託料により、飲食店等の業務用の商品開発を行う企業と連携し、専門家による商品の評価・アドバイス、業務筋への提案等を行
い、商品の開発・改良につなげる。［食品加工業支援事業委託業務(業務用対応)］
　また、高知県の土産物・特産品の新たな販路の開拓、販売拡大のため、コンクールやテスト販売等を実施し、実体験を通じた商品の開発・改良につなげ
る。［食品加工業支援事業委託業務(土産物・特産品開発対応)］
　市場対応商品開発事業費補助金では、うえの事業によりフィードバック等を受けた事業者の商品改良や開発の動きを加速化させるための支援を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

【土産物】首都圏等での販売PRによる商品の
開発改良(１０社）
【業務用】業務筋とのマッチングやノウハウの
フィードバックを目指す。（マッチング５社）

【補助金】事業の導入によるマーケットの実需
に対応した商品等の向上等目指す。

【土産物】首都圏等での販売PRによる商品の
開発改良：4社
【業務用】業務筋と訪問商談によるマッチング
やノウハウの取得

【補助金】事業の導入によるマーケットの実需
に対応した商品等の開発・改良：5社・25商品

【土産物】コンクールを契機に事業者の自発的な
ＰＲ活動、商品のブラッシュアップの動きが表れ
てきており、継続的な取り組みの実施・さらなる
強化が必要。
【業務用】継続的な取引と事業者の積極的な商
談への取り組みの強化
【補助金】マーケットの実需に対応した商品開
発・改良が行われており、関係部署との連携をさ
らに強化させることで、市場ニーズに沿った商品
づくりを加速させる。

経済

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

【土産物開発プロジェクト】
10/14～17　高知大丸「秋の収穫祭」テスト
               マーケティング
10/29～31　高知ぢばさんセンター
             「第4回ものづくり総合技術展」ＰＲ
10/31～11/1　高知市中央公園「サニー
                  フェスタ2015」試食PR
11/7・8　　東京「まるごと高知」試食ＰＲ
11/14～12/14　高知龍馬空港テストマーケ
                   ティング
【業務用開発プロジェクト】
11/17・18　訪問商談会(東京）（参加事業者10
社、業務需要企業参加者4社11店舗）
【市場対応商品開発事業費補助金】
補助金確定済み　2社
10/5　交付決定
10/29　交付決定
【まるごと応援事業(ワンストップ相談窓口）】
相談件数対応　21件（累計）
サポートチーム　13件(累計）

【土産物開発プロジェクト】
（成果）展示ＰＲ：5件、商品パッケージ改良（1社）

（課題）商品レベルの向上・磨き上げ

【業務用開発プロジェクト】
(成果)業務用商品のプレゼン及び提案手法取得
（課題）
事業者間のレベル解消と業務用商品需要企業
との連携強化

【市場対応商品開発事業費補助金】
（成果）交付決定事業数　3件（累計）
（課題）関係機関との連携強化

【まるごと応援事業(ワンストップ相談窓口）】
（成果）サポートチームによる支援13件（累計）
（課題）関係機関との連携強化

【土産物開発プロジェクト】
2/5 ＪＡバンク四国商談会ＰＲ（東京）
2/25･26　東京「東京交通会館」テストマーケ
　　　　　　ティング
3/17　「高知家土産物コンクール2015」
　　　　事業ｾﾐﾅｰ
3/17･18　食品企業個別相談会(10社）
【業務用開発プロジェクト】
2/2・3　フォローアップ産地訪問(訪問数：7社）
3/11・12　フォローアップ産地訪問(訪問者数：
8
　　　　　社）
【市場対応商品開発事業費補助金】
交付決定事業社　2社
1/22　交付決定
2/1　交付決定
【まるごと応援事業(ワンストップ相談窓口）】
相談件数対応　31件（累計）
サポートチーム　13件(累計）

【土産物開発プロジェクト】
（成果）展示ＰＲ：7件（累計）
（課題）
商品レベルの向上・磨き上げ
【業務用開発プロジェクト】
（成果）企業訪問（15社）により、各事業者の課
題、今後の業務筋との連携等確認できた
（課題）
事業者と業務用商品需要企業との継続した取引
【市場対応商品開発事業費補助金】
（成果）交付決定事業数 5件（累計）
（課題）関係機関との連携強化
【まるごと応援事業(ワンストップ相談窓口）】
（成果）サポートチームによる支援　13件（累計）
（課題）関係機関との連携強化

【土産物開発プロジェクト】
5/12･13　個別相談会（参加事業者 12社）
【業務用開発プロジェクト】
6/30　業務用セミナー及び事業説明会
　　　　（参加者数54人）
【市場対応商品開発事業費補助金】
5/28　交付要綱施行
【まるごと応援事業(ワンストップ相談窓口）】
相談件数対応　8件

【土産物開発プロジェクト】
（課題）
事業者への土産物商品開発・改良への意識向
上
【業務用開発プロジェクト】
（課題）
事業者への業務用商品開発・改良への意識向
上
【市場対応商品開発事業費補助金】
（課題）
まるごと応援事業と連携したトータルサポート
【まるごと応援事業(ワンストップ相談窓口）】
（成果）サポートチームによる支援　4件
（課題）関係機関・部署への周知

【土産物開発プロジェクト】
7/14　土産物コンクール第一審査会
　　　　入賞10品選定（応募数 136商品/94社）
9/24　商品相談会（参加事業者　1社）
9/25　土産物コンクール2次審査会
　　　　入賞商品より大賞等3賞選定
【業務用開発プロジェクト】
7/28・29　商品相談会(参加事業者21社）
9/25　業務筋提案打ち合わせ
【市場対応商品開発事業費補助金】
9/14　交付決定
【まるごと応援事業(ワンストップ相談窓口）】
相談件数対応　21件（累計）

（求める具体的な成果） （要因分析、課題等） 
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平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 市川　敬介 （ ９７５５ ）

種別 横断的  当初予算額 254,144千円 補正後予算額 538,908千円
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※２月補正前倒し（277,454千円）

担当部局： 産業振興推進部
平成28年3月31日

移住促進事業費 移住促進課

事業概要・目的

　移住促進による地域と経済の活性化
　　　➀「高知家」プロモーションとの連携や、ターゲットに応じた効果的な情報発信・各種メディアを通じたプロモーションの展開
　　　②移住・交流コンシェルジュの相談体制の充実や、市町村専門相談員及び地域移住サポーターの普及によるサポート体制の充実と、お試し滞在住宅
      　　の整備や空き家調査など、受入基盤整備の促進
　　　③移住者向け住宅の確保促進、移住支援団体のネットワーク形成の支援。
　　　④アクティブな情報発信による「人財」誘致。都市部での座学と高知県内でのフィールドワークを実施することで、高知県内での起業や就業を支援。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
・移住促進事業費補助金交付決定（以降随時）
・担い手・人材確保担当者定例会（月１回）
・移住促進プロジェクトチーム会
・高知家プロモーションと連動したPR活動開始
・市町村移住促進事業担当課長会
・第１回高知県移住推進協議会
・地域が求める人財ニーズの掘り起し（随時）
・人財誘致促進事業費補助金募集開始
・県人会、校友会等を通じた情報発信（随時）
・移住相談会（東京、大阪）
・移住支援団体によるネットワーク（高知家移住促進
プロジェクト【KIP】）総会
・起業就業支援研修のプロポーザル実施

4/15　市町村移住促進事業担当課長会
4/16 担い手・人材確保担当者定例会（以降月１回）
4/23 移住促進による経済活性化検討プロジェクト
　　　　チーム会
4/30 第１回高知県移住推進協議会

5/17 （東京）、6/6（大阪）　移住相談会「高知暮ら
       しフェア」開催
5/29 高知家移住促進プロジェクト（ＫＩＰ）総会参加

6/25　起業支援研修のプロポーザル実施
6/27  移住者交流会（高知）、高知を語る女子会
　　　　（東京）開催
          四国4県合同就職面接会（大阪）
随時　移住促進事業費補助金交付決定
随時　県人会・校友会等を通じた情報発信

・移住体験ツアー
・移住相談会（東京）
・補助金執行状況確認
・起業就業支援研修の契約締結
・ＫＩＰ相談員向けセミナー参加
・第１回民間サポート部会

・移住相談会（東京・大阪）
・第２回高知県移住推進協議会
・ふるさと回帰フェア（大阪）
・四国暮らしフェア（東京）
・起業支援に係る座学研修開始

・移住相談会（東京・大阪）
・ふるさと回帰フェア（東京）

7/4,5　移住体験ツアー
7/11　移住相談会（笑談会）開催（東京）
7/15　起業支援研修の契約締結
7/23 第１回高知県移住推進協議会民間サポート部会
7/23　就業支援研修のプロポーザル実施
7/24　高知家移住促進プロジェクト（KIP）定例会
8/7　（東京）,8/8（大阪）　移住相談会（笑談会）開催
8/8　東部博・移住フェア開催（東京）
8/11　就業支援研修の契約締結
8/20 第2回高知県移住推進協議会
8/22　ふるさと回帰フェア（大阪）参加
8/29　四国暮らしフェア（東京）
9/5  (大阪)、9/6(東京)　移住相談会(笑談会) 開催
        Ｕ・Ｉターン就職相談会参加（名古屋）
9/9　移住促進担当者スキルアップ研修（KIP主催）
9/12  移住者交流会（高知）開催
9/13　ふるさと回帰フェア（東京）

・ほぼ当初の予定どおり、各事業を執行しており、上半
期の実績については、相談件数、移住実績とも昨年度
同期を上回っている。本年度の目標達成に向けて引き
続き上半期で見えた課題に対応し、取組んでいく。
【上半期実績（9月末）】
　　◇HPアクセス数：9.4万件（H26同期　15.6万件）
　　◇相談者数：1,833人（H26同期　1,858人）
　　◇移住者数（県+市町村）：261組（H26同期208組）

・ＨＰアクセス数が前年度同期を下回っていること、及
び移住相談件数が（前年度に比べ）、低い伸び率にと
どまっていることから、ＨＰへの誘導策を更に強化し、
アクセス数、相談件数の増加を図る。

・県外の移住相談会等については、上半期に13回開
催・参加し、移住相談件数は341組439名と順調に進ん
でいる。

・就業支援研修については、プロポーザル実施要領の
作成に時間を要したため、プロポーザルの実施が予定
よりも遅れたが、それ以降は順調に進んでいる。

・移住者の受入れ体制では、移住者の身近な相談役
である「地域移住サポーター」が14市町56名の配置に
留まっていることから、市町村を個別に訪問し、制度の
趣旨を理解していただくとともに、サポーターになって
いただける方の推薦をお願いしていく。

・官民協働、市町村との連携強化によるサポート体制の確
立
・ホームページへのアクセス件数の増加
（H27:40万件）
・移住相談件数の増加（H27:4,300件）
・移住者数の増加（H27:500組）
・起業就業支援研修のフィールドワーク参加者数の増加
（H27:25名）

（平成27年2月末時点）
◇HPアクセス数：29.7万件（H26同期　21.5万件）
◇相談者数：3,655人（H26同期　3,115人）
◇移住者数（県+市町村）：445組（H26同期362組）
◇起業就業支援研修のフィールドワーク参加者：21名
（就業10名、起業11名）

・移住、定住に向けた一連の仕組みが一定整い、移住
者が増加するとともに、地域や経済の担い手として活
躍するといった成果も表れ始めた。
・今後、更に地域間での競争が激しくなってくることが
予想されることから、情報発信や受入体制の工夫や更
なるレベルアップが必要

・移住相談会（東京、大阪）
・Ｈ28年度補助金要望調査
・就業支援に係る座学研修実施

・第２回民間サポート部会
・移住相談会（東京、大阪）
・関東高知県人大懇親会等でのＰＲ
・移住体験ツアー
・ＫＩＰ定例ミーティング

・移住相談会（東京、大阪）
・就業支援研修に係る合同企業相談会

10/3（大阪）、10/4（東京）  移住相談会（笑談会）開催
10/6～ 起業研修（東京・座学研修開催(全5回）
10/15  H28年度補助金要望調査
10/16  移住促進による経済活性化検討プロジェクト
　　　　　チーム会
10/24 中四国フェア（大阪）
10/24（東京）、10/25（大阪）　就業研修（座学研修）
10/30,11/1　移住体験ツアー
11/12 市町村移住促進事業担当課長会
11/13 移住相談会（笑談会）開催（東京）
11/13 関東高知県人会大懇親会でのPR
11/18 高知家移住促進プロジェクト（KIP）定例会
12/5（東京）、12/6（大阪）　大学生向けUターンセミ
ナー開催
12/6 東京交流会開催
12/12（東京）、12/13（大阪） 高知暮らしフェア＆就業
研修（合同企業就職相談会）開催

・第3回高知県移住推進協議会
・移住相談会（東京、大阪）
・ＫＩＰ定例ミーティング
・ＪＯＩＮフェア（東京）

・県出身学生向けへのＰＲ
・起業就業支援研修に係る高知でのフィールドワー
ク
・移住相談会（東京・大阪）
・補助金執行状況確認
・第4回高知県移住推進協議会
・龍馬マラソンでのＰＲ活動

・ＫＩＰ報告会
・移住体験ツアー
・補助金実績報告

1/12 第3回高知県移住推進協議会
1/16 地域の魅力発信！移住・交流推進フェア（東京）
参加
1/17 JOIN移住・交流＆地域おこしフェア（東京）参加
1/16～17　起業塾（高知・現地研修）開催
随時　就業研修（高知・短期インターンシップ）実施
2/11 ふるさと・いいこと・フェア（東京）参加
2/14　いいね！地方の暮らしフェア（東京）参加
2/14　龍馬マラソンでのPR活動
2/18 移住促進による経済活性化検討プロジェクト
　　　 チーム会
2/18 第2回移住推進協議会民間サポート部会
2/27（大阪）、2/28（東京） 移住相談会（笑談会）開催
3/5 移住者交流会（高知）開催
3/19,20 移住体験ツアー
3/23,24　高知家移住促進プロジェクト（KIP）定例会

・ほぼ当初の予定どおり、各事業を執行し、下半期の
実績については、2月末の時点で相談件数、移住実績
とも昨年度同期を上回っており、本年度の目標は達成
できる見込み。

・ＨＰアクセス数については上半期では前年度同期を
下回っていたが、下半期でアクセス増加対策等を実施
したことにより、前年度を上回る実績を上げることがで
きた。

・県外の移住相談会等については、下半期に22回開
催・参加し、参加者数は上半期との合計で1,243組
1,482名となるなど、前年度を大きく上回った。

・就業支援研修については、東京38名、大阪21名の方
にセミナーに参加いただくとともに、高知暮らしフェアと
合同企業就職相談会を同時開催したことで、大きな集
客につなげることができた。

・起業支援研修については、東京での座学研修に31
名、高知での現地研修には11名の方に参加いただくな
ど本県での起業を志す方に対し、具体的な起業プラン
づくり等の支援を行うことができた。

・移住者の受入れ体制では、市町村の移住専門相談
員が26市町村に配置され、移住者の身近な相談役で
ある「地域移住サポーター」が16市町77名配置される
など一定の体制は整えることができた。
　今後とも更に受入体制をレベルアップする必要があ
ることから、引き続き市町村を個別に訪問すること等に
より。受け入れ体制の充実を図っていく。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （求める具体的な成果） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （求める具体的な成果） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （求める具体的な成果） 
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担当部局： 産業振興推進部
平成28年3月31日

集落活動センター推進事業費 中山間地域対策課

事業概要・目的

　集落機能の維持や地域活動の担い手確保等、中山間地域が抱える課題の解決に向けて、住民主体で集落同士の連携により、地域の支え合いや自立
の仕組みづくりを行う「集落活動センター」の取り組みを推進するとともに、地域づくり活動等を行う「高知ふるさと応援隊」の導入を促進する。
【集落活動センター推進事業費補助金】○補助先：市町村　　　○補助率：市町村事業費の２分の１以内
○補助対象経費等：①集落活動センター整備事業（初期投資に係るハード及びソフト事業）・30,000千円/1箇所（ただし3年度内で30,000千円を超えないものとする。）
　　　　　　　　　　　　　②高知ふるさと応援隊事業（立ち上げ準備従事者・活動従事者の人件費及び活動費）・1,000千円/1人
　　　　　　　　　　　　　③経済活動拡充支援事業（経済活動の新たな展開や事業の拡大に係るハード及びソフト事業）5,000千円/1箇所

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　
（集落活動センター）
・地域に広く情報が行き渡り、市町村において地域
ごとの取り組み方針に沿った支援が進んでいる。
・地域の課題や将来像についての話し合いが県内
各地で始まり、集落活動センターの立ち上げに向け
た具体的な協議が進んでいる。
・30箇所でセンターが開設され、住民主体の取り組
みが進んでいる。
（高知ふるさと応援隊）
・高知ふるさと応援隊が全市町村で導入され、各地
域で隊員の活動が活発に展開されている。

（集落活動センター）
　各市町村版まち・ひと・しごと総合戦略上に、集落
活動センター等の小さな拠点の記載が進み、順次
具体的な話し合いが始まっている。また広報の仕組
みづくりが進捗し、情報の普及が進んでいる。これら
の結果、県内26カ所でセンターが開設され、住民主
体の取り組みが進んでいる。
（高知ふるさと応援隊）
　高知ふるさと応援隊が31市町村で導入され、各地
域で隊員の活動が活発に展開されている。

（集落活動センター）
　平成28年４月１日時点で30箇所のセンターが
開設見込み。今後とも、さらなる拡大に向けた
取り組みが必要。
（高知ふるさと応援隊）
　全市町村での導入に向け、市町村と連携した
取り組みを推進。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣（4/18～19香美市）
○第1回募集説明会（高知暮らしﾌｪｱ参加）
　　（5/17東京、6/6大阪）
○「さんSUNこうち」特集記事（6月号）
○【ｾﾝﾀｰ】全体研修会（6/5）
○ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣（6/5研修会）
○改訂版ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ配布（6/12）
○ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣（6/21宿毛市）

【集落活動ｾﾝﾀｰ開所】
○9月末現在
　　18箇所
　　内　上半期開所：津野町郷地区（6/14）

【高知ふるさと応援隊導入】
○9月1日現在
　　30市町村132名
　　内　集落活動ｾﾝﾀｰ従事：10市町村20名

【集落活動ｾﾝﾀｰ推進事業費補助金交付決定状況】
○9月末現在
　　182,269千円（14市町村19地区）

○総合戦略について市町村協議（7月～8月）
○ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣（7/20～21四万十市）
○【応援隊】第1回研修会（7/27～7/28）
○【ｾﾝﾀｰ】ﾃｰﾏ別（経営管理）研修会
　　（7/31,8/10）
○ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣（7/31,8/10研修会）
○中心商店街での情報発信ｺｰﾅｰ設置（8/8）
○ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ開設（8/31）
○ﾗｼﾞｵ広報番組（9/1）
○【応援隊】第2回研修会（9/16）
○ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣（9/16須崎市）
○ﾃﾚﾋﾞ広報番組（9/20）

○地域支援企画員研修会（10/1）
○【応援隊】第3回研修会（10/20～10/21）
○ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣（10/27四万十市）
○【応援隊】第4回研修会（11/19～11/20）
○【センター】ﾃｰﾏ別（税務）研修会
　（12/14須崎市）
○第2回募集説明会（高知暮らしﾌｪｱ参加）
　（12/12東京、12/13大阪）

【集落活動ｾﾝﾀｰ開所】
○3月末現在
　　26箇所
　　内　下半期開所：
　　　四万十町中津川地区（2/14）
　　　四万十町仁井田地区（3/12）
　　　いの町越裏門・寺川地区（3/13）
　　　高知市北七ツ渕地区（3/16）
　　　大川村全域（3/16）
　　　梼原町越知面地区（3/20）
　　　奈半利町全域（3/26）
　　　芸西村全域（3/26）

【高知ふるさと応援隊導入】
○3月1日現在
　　31市町村144名
　　内　集落活動ｾﾝﾀｰ従事：13市町村25名

【集落活動ｾﾝﾀｰ推進事業費補助金交付決定状
況】
○3月末現在
　　164,352千円（15市町村20地区）

○第3回募集説明会（JOINﾌｪｱ参加）
　（1/16東京）
○【センター】ﾃｰﾏ別（ｾﾝﾀｰ運営）研修会
　（1/21高知市）
○ＰＲ・特産品販売ｲﾍﾞﾝﾄ（1/23）
○【応援隊】第5回研修会（2/4）
○ﾃﾚﾋﾞ広報番組（2/7）
○ﾗｼﾞｵ広報番組（3/15）
○ＰＲ・特産品販売ｲﾍﾞﾝﾄ（3/20）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

地域本部・市町村別支

援チームの取り組み 

庁内推進会議等での 

情報共有・協議 
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ザー 

等の派遣 
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ハンドブック
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集 
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平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 土居 （ ２２６５ ）

種別 横断的  予算額  296,545千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 産業振興推進部
平成28年3月31日

中山間地域生活支援総合事業費 中山間地域対策課

事業概要・目的

【内容】中山間地域で将来にわたり暮らし続けることができる生活環境づくり
(1)生活用品確保等支援事業：商店の少ない地域で、高齢者等が自力で生活用品を確保するために市町村が行う、仕組みづくりを支援する。
(2)生活用水確保支援事業：上水道や簡易水道の整備対象外区域で市町村が行う、生活用水の施設整備を支援する
(3)移動手段確保支援事業：中山間地域において交通空白地を抱えた市町村の行う、地域内交通の見直しやそれに伴う新たな移動手段の導入を支援する
(4)その他知事が必要と認める事業
【中山間地域生活支援総合補助金】補助先：市町村　　　補助率：（1）は１／２（実施主体が民間事業者の場合１／３）、（2）～（4）は２／３

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・H26補助金　市町村確定

【生活用水】市町村ヒアリング、協議
　　　　　　　（４～７月　１３市町村）

○中山間地域生活支援総合補助金交付決定状況
（Ｈ27.9.30　時点）　197,963千円

【移動手段】市町村ヒアリング、協議
　　　　　　　（５～９月　６市町村） 【生活用品】５市町村　６件

・移動販売車両購入　　　　　　　　　　　１町 　１件
・買物代行＋見守り　　　　　　　　　　　 ２市町２件
・農産物集出荷＋買物代行＋見守り　２市村３件

【生活用品】市町村ヒアリング、協議
　　　　　　　（6/1　土佐町）
　　　　　　　 国物流モデル事業協議
　　　　　　　（6/23　大川村）
【生活用水】市町村実態調査（６～７月）

【生活用水】12市町村　17件
・取水施設工事設計委託　５町村６件
・取水施設整備工事　　　　９市町11件

・移動手段 研修
　座学研修（高知市内）

【移動手段】座学研修
　　　　　　　（7/29　高知市）

【移動手段】７市町村　７件
・地域公共交通再編調査、計画策定　２市町２件
・車両購入、バス停整備　　　　　　５市町村　５件

・移動手段 研修
　県内外現地研修

【生活用品】国物流モデル事業協議
　　　　　　　（8/21　大川村）

【生活用水】市町村担当者会
　　　　　　　（9/29　高知市）

　

・H28補助金　市町村要望ヒアリング
・生活用水
市町村担当者
勉強会

【移動手段】現地視察研修
　　　　　　　（10/1　徳島県つるぎ町）

・H28補助金　市町村要望調査

・H28補助金　予算編成

【生活用品】
大川村・高齢者の暮らしを支える物流ﾈｯﾄﾜｰｸ
推進協議会（11/30　設立総会）

○中山間地域生活支援総合補助金実績見込み
（Ｈ28.2.29　時点）　256,598千円

・移動手段 研修
　座学研修＋現地研修

【移動手段】座学研修
　　　　　　　（1/22　高知市）

【生活用品】５市町村　７件
・移動販売車両購入　　　　　　　　　　　１町 　２件
・買物代行＋見守り　　　　　　　　　　　 ２市町　２件
・農産物集出荷＋買物代行＋見守り　２市村　３件

中山間地域で将来にわたり暮らし続けること
ができるよう、生活用品確保対策の導入・生
活用水の施設整備・移動手段の利便性向上
等により生活環境が整っている。

年度途中での要望にも対応し、のべ３０市町
村（生活用品：５市町村、生活用水：１４市町
村、移動手段：１１市町村）で、生活環境の向
上に向けた取り組みが行われた。

・市町村により取り組みの濃淡がある。
・現状把握が不足している。（生活用品）
・潜在的なニーズが存在する。（生活用水）
・専門知識を有する人材が不足している。（移動手
段）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・H28補助金
　市町村実施内容ヒアリング

【生活用水】モデル施設現地視察会
　　　　　　　（2/25　大豊町）

【生活用水】14市町村　23件
・取水施設工事設計委託　３町　４件
・取水施設整備工事　　　　13市町村　19件

・H27補助金　確定検査 ・Ｈ27補助金　確定検査
【移動手段】11市町村１社　12件
・地域公共交通再編調査、計画策定　５市町５件
・車両購入、バス停整備　　　　　　６市町村　６件
・自家用有償運送運転者講習会　１件

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

Ｈ27補助金交付決定 

（１月頃まで随時） 

移動手段 個別相談対

応 

生活用水 

市町村実態調査 

生活用水 

市町村実態調査 

結果とりまとめ 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

Ｈ27補助金交付決定 

（１月頃まで随時） 

移動手段 個別相談対

応 

生活用水 

市町村実態調査 

生活用水 

市町村実態調査 

結果とりまとめ 

国モデル事業として、大川村が買物送迎と買物支援と

配食サービスを同時に行う、貨客混載の実証運行を実

施 

・運行結果報

告 

・住民アンケー

ト 

（2/1～22） 

・課題抽出 

国交省報告

・運行結果報

告 

・住民アンケー

ト 

（2/1～22） 

・課題抽出 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 杉山　力 （ ９０３９ ）

種別 横断的  当初予算額 ８，５１６千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 産業振興推進部
平成28年3月31日

野生鳥獣に強い県づくり事業 鳥獣対策課

事業概要・目的

「野生鳥獣に強い集落づくり事業」におけるモデル集落での成功事例を県内に普及拡大するため、鳥獣被害対策専門員を中心に被害集落の総合的な支援
を実施する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・支援集落の決定
・業務委託契約
・推進チーム会の開催
・被害実態調査
・鳥獣生息状況調査
・集落全体会の開催

・支援集落の決定（175集落）
・業務委託契約（4/1）
・推進チーム会の開催（4/22,23,24）

・巡回、被害調査等（延べ207回）
・集落環境調査（延べ5回）
・カメラ設置等（延べ22回）
・事業説明会（延べ78回）
・防護柵設置指導等（延べ63回）
・捕獲指導等（延べ17回）
・集落勉強会の開催等（延べ27回）

（課題）
・鳥獣被害対策専門員によって担当する支援集
落数に差異があるため、支援状況に濃淡が生じ
ないようサポートが必要
・集落の規模や目標に順応した対応

・集落環境調査（集落環境診断）
・鳥獣生息状況調査（自動カメラ等）
・集落勉強会（被害対策）の開催
・有害鳥獣捕獲の推進
・防護柵設置準備
・先進事例の調査
・推進チーム会の開催（随時）
・住民の合意形成の醸成

・巡回、被害調査等（延べ370回）
・集落環境調査（延べ18回）
・カメラ設置等（延べ58回）
・事業説明会（延べ45回）
・防護柵設置指導等（延べ110回）
・捕獲指導等（延べ46回）
・集落勉強会の開催等（延べ26回）

（課題）
・鳥獣被害対策専門員によって担当する支援集
落数に差異があるため、支援状況に濃淡が生じ
ないようサポートが必要
・集落の規模や目標に順応した対応

（成果）
・集落の要望を的確に吸い上げ、地域のニーズ
に応じた支援が進んでいる。
・集落ぐるみの防護柵の設置など具体的な取組
が進んでいる。

・3年間で500集落（年間約170集落）の支援
・支援集落における農林業被害の軽減
・支援集落の自主的な鳥獣被害対策の推進

・約8割の集落で合意形成達成。
・今年度の支援成果を周辺地域に波及させる
ため、H28年度も新たに約170集落で支援を行
う。

専門員によっては多数の支援集落を抱えたこと
により、すべての集落で重点的な活動が行えな
かったケースがあったことから、H28年度は専門
員を2名増員し、支援の取組を一層加速させる。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・集落環境整備
・集落全体会の実施
・推進チーム会の開催（中間報告）
・防除活動の推進
・防護柵の設置
・防護柵設置計画の推進
・配付くくりわなによる捕獲の推進
・捕獲技術講習会の開催
・捕獲鳥獣の有効活用

・巡回、被害調査等（延べ261回）
・集落環境調査（延べ24回）
・カメラ設置等（延べ46回）
・事業説明会（延べ29回）
・防護柵設置指導等（延べ128回）
・捕獲指導等（延べ71回）
・集落勉強会の開催等（延べ20回）

（課題）
・鳥獣被害対策専門員によって担当する支援集
落数に差異があるため、支援状況に濃淡が生じ
ないようサポートが必要
・集落の規模や目標に順応した対応

（成果）
・集落の要望を的確に吸い上げ、地域のニーズ
に応じた支援が進んでいる。
・集落ぐるみの防護柵の設置など具体的な取組
が進んでいる。

・防護柵の設置と管理
・推進チーム会の開催（自立支援）
・集落全体会の開催（自立支援）
・防護柵設置に係る事業要望
・有害鳥獣の捕獲推進
・捕獲鳥獣の有効活用
・26年度重点集落の事業効果測定
・支援集落の成果取りまとめ
・次年度支援集落の選定

・推進チーム会の開催（2/15,17,23,24）
（H28支援集落の選定協議）
・専門員会の開催（3/24）
（H27支援成果とりまとめ、H28支援集落選定）

・巡回、被害調査等（延べ157回）
・集落環境調査（延べ7回）
・カメラ設置等（延べ13回）
・事業説明会（延べ32回）
・防護柵設置指導等（延べ74回）
・捕獲指導等（延べ29回）
・集落勉強会の開催等（延べ5回）
※3月分未集計

（課題）
・鳥獣被害対策専門員の働きかけにより、支援
集落自らが被害対策に取り組む意識の醸成に
つながっているが、いくつかの集落では合意形
成途中となっている。

（成果）
・支援の結果、来年度、国交付金等を活用した
集落ぐるみの防護柵設置について合意形成が
できた集落や、住民が狩猟免許を取得し、自ら
捕獲に取り組もうとする集落などができた。



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 宮﨑信一 （ ２２６９ ）

種別 横断的  当初予算額 ９，８７８千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 産業振興推進部
平成28年3月31日

森林地域シカ捕獲技術研究委託事業 鳥獣対策課

事業概要・目的

森林でのシカの捕獲を推進するため、皆伐地等でシカネットや餌付けと組み合わせた新たな手法によるくくりわなでの捕獲技術開発を実施する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○指名業者（認定事業者）の選定
○実施場所の選定
（６月～８月）

○認定事業者の情報収集
○実施場所の選定（５月～）

○実施場所の現地調査（６月～）

○委託設計（８月）

○施行伺（９月）
○入札（９月）

○第１回検討会開催(7月21日）
○調査地（民有地）管理者への説明

○シカ生息状況調査委託設計

○施行伺（シカ生息状況調査業務）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8月21日）
○入札（シカ生息状況調査業務）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8月31日）
○委託契約（シカ生息状況調査業務）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9月1日）

○事業実施地域のシカ生息状況と捕獲目標が
課題

○シカ捕獲技術の開発
○シカの生息密度と被害の減少
○認定事業者の育成
○林業従事者との連携

○エサによる誘因効果等一定捕獲効率の向
上する捕獲方法について検証することができ
た。
○生息調査では、カメラ法による捕獲後の出
現状況の低下が見られた。
○本事業の成果を林業従事者等関係機関へ
情報提供を行い、捕獲率の向上を目指す。

○遮断柵と組み合わせた捕獲は、警戒心が溶
けるまで時間がかかるため、短期間での捕獲
効果は現れにくい。
○生息調査については、捕獲後すぐには環境
変化が起こりにくく、顕著な値は得られなかった
が、自動カメラによる出現率では、捕獲効果が
現れた。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○委託契約（１０月）
○シカ捕獲実施（１０月～１月）

○第２回検討会開催（10月23日）

○指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画策定

○委託契約締結
○指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画変更
○シカ捕獲実施（12月～3月）

○捕獲従事者である地元猟師の調整

○実績報告

○生息調査

○第3回検討会開催（3月18日）

○雪などによる捕獲への影響
○捕獲期間2ヶ月程度での捕獲方法の研究



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 冨﨑／島﨑 （ 9341/9734 ）

種別 インフラ  当初予算額 112,316千円 補正後予算額 101,173千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 産業振興推進部
平成28年3月31日

安全安心の施設整備事業費補助金 交通運輸政策課

事業概要・目的

交通事業者が行う、公共交通の安全性の向上の取り組み及び利用者が安心して利用することができる施設整備を支援し、輸送の安全を確保する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・　とさでん交通（信号・電路・線路設備整備）
　 補助申請、事業着手（国庫補助H26補正
　 予算分）

・　とさでん交通（信号・電路・線路設備整備）
　 補助申請、事業着手（国庫補助H26補正
　 予算分）

・　とさでん交通（車両・電路設備整備）補助
　 申請、事業着手（国庫補助H2７当初予算
分）

・　土佐くろしお鉄道ごめん・なはり線（車両
　 検査等）補助申請、事業着手

・　土佐くろしお鉄道ごめん・なはり線（車両
　 検査等）補助申請、事業着手

・　土佐くろしお鉄道中村・宿毛線（耐震
　 工事：１橋梁、耐震設計：１橋梁）補助
　 申請、事業着手

・　土佐くろしお鉄道ごめん・なはり線（高架
　 橋耐震化：１箇所）補助申請、事業着手

・　阿佐海岸鉄道（耐震工事：１橋梁）補助
　 申請、事業着手

・　ＪＲ四国（バリアフリー対策）補助申請、
　 事業着手

・　土佐くろしお鉄道中村・宿毛線（耐震
　 工事：１橋梁、耐震設計：１橋梁）補助
　 申請、事業着手

・　土佐くろしお鉄道ごめん・なはり線（高架
　 橋耐震化：１箇所）補助申請、事業着手

・　ＪＲ四国（バリアフリー対策）補助申請、
　 事業着手

・　とさでん交通（車両・電路設備整備）補助
　 申請、事業着手（国庫補助H2７当初予算
分）

・　阿佐海岸鉄道（耐震工事：１橋梁）補助
　 申請、事業着手

安全運行に資する設備整備及び南海トラフ地
震対策などの安全性の向上に向けた施設整
備を行うことにより、輸送の安全を確保する。

安全運行に資する設備整備及び南海トラフ地
震対策などの安全性の向上に向けた施設整
備を概ね事業計画どおり行うことにより、輸送
の安全の確保が図られた。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・　土佐くろしお鉄道中村・宿毛線（耐震
　 工事：１橋梁、耐震設計：１橋梁）事業
　 完了

・　とさでん交通（車両・電路・線路設備整備）
　 事業完了

・　土佐くろしお鉄道ごめん・なはり線（車両検
　　査等）事業完了

・　土佐くろしお鉄道ごめん・なはり線（高架
　　橋耐震化：１箇所）事業完了

・　阿佐海岸鉄道（耐震工事：１橋梁）事業
　 完了

・　ＪＲ四国（バリアフリー対策）事業完了

・　土佐くろしお鉄道中村・宿毛線（耐震
　 工事：１橋梁、耐震設計：１橋梁）事業
　 完了

・　とさでん交通（信号・車両・電路・線路設備
整備）事業完了（国庫補助H26補正・H27当初
予算分）

・　土佐くろしお鉄道ごめん・なはり線（車両検
　　査等）事業完了

・　土佐くろしお鉄道ごめん・なはり線（高架
　　橋耐震化：１箇所）事業完了

・　阿佐海岸鉄道（耐震工事：１橋梁）事業
　 完了

・　ＪＲ四国（バリアフリー対策）事業完了



平成２７年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 商工労働部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 商工政策課 事業承継・人材確保支援事業費 経済 116,682

2 工業振興課 防災関連産業振興事業費 経済 1,521

3 工業振興課
ものづくり産業強化事業費（新商品新役務開
発・販路開拓・生産設備等導入事業）

経済 21,838

4 工業振興課
ものづくり産業強化事業費（設備投資促進事
業）

経済 100,000

5 工業振興課
ものづくり産業強化事業費（試作開発準備・試
作開発・製品改良事業）

経済 149,446

6 新産業推進課 中山間地域等シェアオフィス推進事業費 経済 29,131

7 新産業推進課 産学官連携新産業創出事業 経済 123,610

8 新産業推進課 紙産業技術支援振興事業 経済 418,508

9 経営支援課 移住促進と連携した商店街の活性化事業 経済 35,656

10 経営支援課 店舗魅力向上事業費補助金 経済 15,000

11 雇用労働政策課 出産後の女性再就職促進事業 横断的 16,091



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 崎村 （ 2510 ）

種別 経済  当初予算額 116,682千円 補正後予算額 136,120千円 　

月

周知 掘り起こし 人材確保 周知 掘り起こし 人材確保

４月

・総合相談窓口
の設置
・関係機関等を
通じてチラシの
配布

・産業支援機関
や業界団体等
が実施する研修
会等への講師
派遣（通年）

・商工会等と連
携したセミナー
の開催（6箇所
参加34名）

５月

・マスコミ等での
広報

・情報共有会議
の実施
・事業者に対し、
事業承継につい
て意識調査（ア
ンケート）を実施

・U・Iターン就職
相談会での情報
収集
（5/17　東京）
・「無料職業紹
介所」開設

・アンケート調査
の実施
（6月　2,762社
回答数　1,190
社）

・ＵＩターン就職
相談会での情報
収集（5/17東
京）

６月

・U・Iターン就職
相談会での情報
収集
（6/6　大阪）

・U・Iターン就職
相談会での情報
収集
（6/6大阪）
・県内高校同窓
会事務局等へ
の協力依頼（10

７月

グランドオープ
ン（7/10）

・無料職業紹介
所開設（7/1）

８月

・金融機関、商
工会、高知県工
業会等の関係
機関への訪問
等へのPR

９月

１０月

１１月

１２月

県内企業の求
人ニーズを掘り
起こすため「求
人専任マネー
ジャー」を配置

首都圏での人材
確保のため、県
東京事務所へ
「求職コーディ
ネーター」を配
置

１月

２月

３月

年度末

・金融機関、商
工会、高知県工
業会等の関係
機関への訪問
等へのPR
・関係団体広報
誌等を活用した
PR
・マスコミ等を活
用したPR

・商工会等と連
携したセミナー
等の開催
（1箇所
参加20名）
・中核人材活用
の必要性等の
セミナーの開催
2月25日・26日
サンピアセリー
ズ
参加70名（47
社）
・求人専任Mに
よる県内企業訪
問30社

・就職相談会等
での情報収集
2月11日「ふるさ
といいとこフェ
ア」
2月14日「いい
ね。地方の暮ら
しフェア」　など
計5件

・求職コーディ
ネーターによる
県人会、首都圏
企業等への訪
問

【成果】
　センター相談件数：238件（3月16日現在）
　　　　　　（事業承継105件、人材確保133件）
　
　　　　　⇒マッチング等件数
　　　　　　　事業承継：4件
　　　　　　　人材確保：11件

【課題】
　求人ニーズに対応するための求職者の確保

相談件数：200件 相談件数：238件（3月16日現在）

・センターのさらなる周知
・事業承継・人材確保等に対する潜在ニーズの
掘り起し
・金融機関や関係団体等との連携強化

・金融機関、商
工会、高知県工
業会等の関係
機関への訪問
等へのPR
・関係団体広報
誌等を活用した
PR

・商工会等と連
携したセミナー
等の開催
＜セミナー＞
（２箇所
参加26名）

・U・Iターン就職
相談会等での情
報収集
10月17日DODA
相談会
12月12日高知
暮らしフェアなど
計4箇所

センター相談件数：170件（12月末）
　　　　　　（事業承継88件、人材確保82件）
　
　　　　　⇒マッチング等件数
　　　　　　　事業承継：3件
　　　　　　　人材確保：7件

【課題】
　求人ニーズに対応するための求職者の確保

事業概要・目的

事業承継や中核人材の確保に関する相談を専門スタッフがワンストップで対応し、一貫してサポートする機能を備えた「事業承継・人材確保センター」を設
置し、関係機関や専門家等との連携による高度な支援等を行うことで、円滑な事業承継及び中核人材の確保を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・センター開設
(4/1）
・金融機関、商
工会、高知県工
業会等の関係
機関への周知

・マスコミ等での
周知

・商工会等と連
携したセミナー
等の開催
＜セミナー＞
（４箇所
参加30名）

＜研修会＞
（3箇所
参加42名）

【成果】
センター相談件数：105件（9月末）
　　　　　　（事業承継57件、人材確保48件）
　
　　　　⇒マッチング等件数
　　　　　　　事業承継：1件
　　　　　　　人材確保：6件

【課題】
　求人ニーズに対応するための求職者の確保

・帰省客を対象
とした公共交通
機関等のPR
・ＵＩターン就職
相談会での情報
収集（8/15高
知）

　

担当部局：商工労働部
平成28年3月31日

事業承継・人材確保支援事業費 商工政策課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

商工会､

商工会議

所、金融

機関への

訪問等に

よるPR 

・高知県工

業会など関

係団体の

総会・会合

等での周

知 

7/10センターグランドオープン 

・個別相談会、出前講座の実施 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

商工会､

商工会議

所、金融

機関への

訪問等に

よるPR 

・高知県工

業会など関

係団体の

総会・会合

等での周

知 

7/10センターグランドオープン 

・個別相談会、出前講座の実施 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

・アンケート回答企業の訪問 

・相談を受けた企業の訪問（随

時） 

・案件に応じて支援チーム会 

 議の開催（随時) 

商工会､

商工会議

所、金融

機関への

訪問等に

よるPR 

・高知県工

業会など関

係団体の

総会・会合

等での周

知 

7/10センターグランドオープン 

・個別相談会、出前講座の実施 

・個別相談会、出前講座の実施 

・個別相談会、出前講座の実施 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 弘瀬 （ 2515 ）

種別 経済  当初予算額 1,521千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局：商工労働部
平成28年3月31日

防災関連産業振興事業費 工業振興課

事業概要・目的

　県内の防災関連の需要を県内企業の製品で満たす「地産地消」や、国内外で求められる製品を県内企業が商品化し売り出していく「地産外商」に取り組
むとともに、南海トラフの巨大地震対策と連動することで相乗効果を生みだしながら防災産業の振興を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
【防災関連産業交流会を通じた企業と市町村等のﾈｯﾄﾜｰｸ
づくり】
○高知県防災関連産業交流会の開催（4月）
○高知県防災関連製品認定制度の第1次募集、審査会
（5､6月）
【防災分野のものづくり促進　～「地産」の推進～】
○アドバイザー派遣制度による製品磨き上げ（通年）
○ものづくり産業強化事業費補助金の募集開始、審査会
（5,6月）
【県内での販路開拓の支援　～「地消」の推進～】
○公的調達推進のための市町村訪問実施（4月～6月）
○高知県橋梁会（4月）ほか
○新事業分野開拓者認定制度公募（6月）
【県外・海外への販路拡大の支援　～「外商」の推進】
○県外ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる県外市町村の訪問（通年）
○中部ﾗｲﾌｶﾞｰﾄﾞTEC（名古屋）への出展（5月）
○ものづくり商談会inタイ（6月）ほか

【防災関連産業交流会を通じた企業と市町村等のﾈｯﾄﾜｰｸ
づくり】
○第1回高知県防災関連産業交流会の開催（4/27, 280
名）
【県内での販路開拓の支援　～「地消」の推進～】
○公的調達推進のための市町村へのアンケート・訪問（31
市町村） 実施
○平成27年度第1回防災関連認定製品の募集（5/20～
6/8）
○「地域防災フェスティバル」（6/7高知新港）で「防災関連
製品の展示コーナー」を設置し17社が出展。（参加者3500
人）
○市町村災害救助法・災害時要援護者担当者会で製品出
展7社(6/9）　　ほか
【県外・海外への販路拡大の支援　～「外商」の推進】
○県外ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる県外市町村の訪問
○台湾三三会訪日団の企業視察、交流会での製品展示
（6社展示）
○「中部ﾗｲﾌｶﾞｰﾄﾞTEC（名古屋）」7小間8社（来場者16,864
人）
○「ＥＥ東北'15（宮城）」5小間5社（来場者14,000人）
○「防犯防災総合展(大阪）」9小間10社（来場者16,349人）

【成果】
○高知県防災関連産業交流会参加企業
　（H26：138社　→　H27.6月末：142社）

【課題】
○企業のニーズに沿った出展支援

【防災関連産業交流会を通じた企業と市町村等のﾈｯﾄﾜｰｸ
づくり】
○高知県防災関連産業交流会の開催（9月）
【防災分野のものづくり促進　～「地産」の推進～】
○防災関連製品カタログの作成（7月）
○ものづくり産業強化事業費補助金の審査会（7,8,9月）
○新事業分野開拓者認定制度審査会（9月）
【県内での販路開拓の支援　～「地消」の推進～】
○KOCHI防災危機管理展での展示PR（8月）
○県下一斉防災訓練での展示PR（9月）ほか
【県外・海外への販路拡大の支援　～「外商」の推進】
○ｵﾌｨｽ防災EXPO(東京）への出展（7月）
○防災製品商談会ｉｎ台湾（9月）ほか

【防災関連産業交流会を通じた企業と市町村等のネット
ワークづくり】
○第2回、第3回高知県防災関連産業交流会の開催（7/6,
3名　　8/21,120名）
【防災分野のものづくり促進　～「地産」の推進～】
○防災関連製品認定制度審査会（7/7)16件審査うち14件
認定
○ものづくり産業強化事業費補助審査会第２回（8/19）採
択1件
○新事業分野開拓者認定・ﾓﾃﾞﾙ発注制度審査会（9/11）
新事業3件ﾓﾃﾞﾙ2件採択
【県内での販路開拓の支援　～「地消」の推進～】
○6市町村6会場イベントに延べ37社が防災関連製品出展
（KOCHI防災危機管理展（来場者6400人）、県下一斉総合
防災訓練（佐川町、南国市、土佐清水市他）
【県外・海外への販路拡大の支援　～「外商」の推進】
○ｵﾌｨｽ防災EXPO(東京）6社6小間、震災対策技術展宮城
4社3小間
○防災製品商談会ｉｎ台湾（9/17～18）:高知県企業10社参
加、台湾側セミナー参加101名、商談会参加台湾企業延べ
46社

【成果】
○高知県防災関連産業交流会参加企業
　（H26：138社　→　H27.9月末:144社）
○高知県防災関連製品認定制度　14製品認定
○ものづくり産業強化事業費補助金を活用した試作開発支
援採択1件
○新事業分野開拓者認定制度　3件認定
○高知県ﾓﾃﾞﾙ発注制度　2件認定

【課題】
○さらなる製品開発の広がり

　・防災関連産業交流会参加企業数：158社（20社増）
　　H24:77→H25:100→H26:138
　・防災関連製品認定制度：17件
  ・ものづくり補助金を活用した製品開発：５件
　・県での物品購入：11,339千円（予算額）
　　※需用費1,084千円　備品10,255千円
　・県外見本市出展：10回
　・売上目標：24億円

　・防災関連産業交流会参加企業数：150社（12社増）
　　H24:77→H25:100→H26:138→H27:150
　・防災関連製品認定制度：21件
  ・ものづくり補助金を活用した製品開発：1件
　・県での物品購入：11,339千円（予算額）
　　※需用費821千円　備品2,144千円
　・県外見本市出展：９回
　・売上目標24億円達成見込み

・交流会参加企業の増加に向けてさらなる掘起しが必要
・新たな防災関連製品の開発に向けた支援の継続が必要
・海外含む外商で売上を伸ばしており、今後も外商支援強化
が必要

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

【防災関連産業交流会を通じた企業と市町村等のﾈｯﾄﾜｰｸ
づくり】
○高知県防災関連産業交流会の開催(11月）
○高知県防災関連製品認定制度の２次募集、審査会
(11,12月）
【防災分野のものづくり促進　～「地産」の推進～】
○ものづくり産業強化事業費補助金の審査会(10,11,12月）
○新事業分野開拓者認定制度公募(11月）
【県内での販路開拓の支援　～「地消」の推進～】
○高知県・市防災製品研修会（10月）
○ものづくり総合技術展への出展(11月）ほか
【県外・海外への販路拡大の支援　～「外商」の推進】
○危機管理産業展2015（東京）への出展（10月）
○メタレックス（タイ）への出展（11月）ほか

【防災関連産業交流会を通じた企業と市町村等のﾈｯﾄﾜｰｸ
づくり】
 〇第4回高知県防災関連産業交流会の開催(12/2, 3名）
【防災分野のものづくり促進　～「地産」の推進～】
〇高知県防災関連製品認定審査会(12/1)　9件審査うち7
件認定
【県内での販路開拓の支援　～「地消」の推進～】
〇高知県・市防災製品研修会（10/22　19社出展）
〇ものづくり総合技術展への出展(10/29～31　23社出展）
〇6市町村主催のイベント等に延べ27社が防災関連製品
を出展（産業祭（安田町、芸西村、土佐町）、自主防協議
会・訓練（香美市、中土佐町、宿毛市））
【県外・海外への販路拡大の支援　～「外商」の推進】
〇危機管理産業展2015（東京）への出展8社8小間
〇建設技術フェア2015in中部（名古屋）への出展2社4小間
〇建設技術展2015近畿（大阪）への出展4社4小間
〇人と防災未来センター（兵庫県）パネル展開催（11/10～
12/6）

【成果】
○高知県防災関連産業交流会参加企業
　（H26：138社　→　H27.9月末:146社）
○高知県防災関連製品認定制度　7製品認定

【課題】
○さらなる製品開発の広がり

【防災関連産業交流会を通じた企業と市町村等のﾈｯﾄﾜｰｸ
づくり】
○高知県防災関連産業交流会の開催(1月）
【防災分野のものづくり促進　～「地産」の推進～】
○ものづくり産業強化事業費補助金の審査会（1,2,3月）
○新事業分野開拓者認定制度審査会(2月）
○防災関連製品カタログ(3月）
【県外・海外への販路拡大の支援　～「外商」の推進】
○震災対策技術展（横浜）への出展(2月）ほか

【防災関連産業交流会を通じた企業と市町村等のﾈｯﾄﾜｰｸ
づくり】
〇高知県防災関連産業交流会の開催(2/18, 4名 3/28,5
名）
【防災分野のものづくり促進　～「地産」の推進～】
〇新事業分野開拓者認定・ﾓﾃﾞﾙ発注制度審査会（2/19）
新事業1件ﾓﾃﾞﾙ2件採択
【県内での販路開拓の支援　～「地消」の推進】
〇ぼうさいカフェ2016　ｉｎイオンモール（2/28,6社出展）
〇災害医療研修制度説明会(3/26,4社出展）
【県外・海外への販路拡大の支援　～「外商」の推進】
〇震災対策技術展（横浜）への出展7社6小間
〇スーパービバホーム名古屋南店でのイベント出展4社
(3/19)
〇台湾防災産業協会秘書長招聘（2/1～5)

【成果】
○高知県防災関連産業交流会参加企業
　（H26：138社　→　H28.3月末:150社）
○新事業分野開拓者認定制度　1件認定
○高知県ﾓﾃﾞﾙ発注制度　2件認定

【課題】
○さらなる製品開発の広がり

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 今井 （ 2518 ）

種別 経済  当初予算額 21,838千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月 　

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 商工労働部
平成28年3月31日

ものづくり産業強化事業費（うち新商品新役
務開発、販路開拓、生産設備等導入事業）

工業振興課

事業概要・目的

  成長が期待され潜在力のある分野や企業への重点的な支援を実施するため、食品や天然素材などテーマごとに企業や専門家等で構成する研究会を
設置して、事業化への取り組みを促進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

１　マーケットイン視点でのプランの精度向上
　・バイヤーを入れたプラン認定審査会の実
　　施　1回実施、プラン認定：１社

２　ＰＤＣＡを働かせ、プランの検証・再構築を
　　実施する仕組みづくり
　・研究会による既認定プランの再検証　３社
　　実施
　・認定済みプラン70件のうち、23件を訪問
　　　⇒　プラン再認定の検討　　3件

３　早期の成約に結び付ける工夫を加速
　・バイヤーを招いたセミナー・商談会の開催
　　未実施

４　新規案件の掘り起こし
　・6社においてプラン策定を検討中

〈課題〉
発掘は行っているが、具体的なプランにつなが
る案件には育っていない。積極的に専門家派
遣を実施することで具体的なプランを策定して
いく。

(成果）
プラン認定１件（食品）

１　マーケットイン視点でのプランの精度向上
　・第２四半期は審査会1回実施、プラン認定
1件
２　ＰＤＣＡを働かせ、プランの検証・再構築を
　　実施する仕組みづくり
　・研究会による既認定プランの再検証　９社
　　実施
　・認定済みプラン70件のうち、15件を訪問
　　　⇒　プラン再認定の検討　　１件
３　早期の成約に結び付ける工夫を加速
　・バイヤーを招いたセミナー・商談会の開催
　  5回（食品3回、天然素材2回）
４　新規案件の掘り起こし
　・3社においてプラン策定を検討中（食品3社
　　（1社は10月審査会で審査予定））

(課題）
専門家派遣や企業訪問を実施して、プラン化策
定に向けて新規案件の掘り起こしに取り組む。

（成果）
プラン認定１件（天然素材）
商品企画4件（天然素材バイヤー商談会）
　⇒　240万円の成約（3社）

１　マーケットイン視点でのプランの精度向上
　・第３四半期は審査会1回実施、プラン認定
1件
２　ＰＤＣＡを働かせ、プランの検証・再構築を
　　実施する仕組みづくり：未実施
　３　早期の成約に結び付ける工夫を加速
　・バイヤーを招いたセミナー・商談会の開催
　  ３回（食品２回、天然素材１回）
４　新規案件の掘り起こし
　・２社においてプラン策定を検討中（食品１
社（1月審査会で審査予定）、天然素材1社）

(課題）
専門家派遣や企業訪問を実施して、プラン化策
定に向けて新規案件の掘り起こしに取り組む。

（成果）
プラン認定1件（食品）
商品企画4件（天然素材バイヤー商談会）

１　マーケットイン視点でのプランの精度向上
　・第４四半期は審査会1回実施、プラン認定
1件

(課題）
「食品」は産業振興推進部へ、「天然素材」はも
のづくり地産地消・外商センターへの統合・引継
ぎが円滑に進むよう取り組む。

（成果）
プラン認定1件（天然素材）
ローソン高知との勉強会の成果
　⇒　成約312千円（1社）

○27年度の目標
・事業化プラン認定件数：新規10件（再認定3
件含む）
・事業化プランの実現による売上12億円

○27年度の実績
・事業化プラン認定件数：新規５件
・事業化プランの実現による売上８．８億円
（見込）

　企業の事業化プラン策定や外商活動を支援する体
制が新設・強化されたことにより、研究会方式による
成長分野育成支援事業は廃止し、「天然素材」につ
いてはものづくり地産地消・外商センターにて継続支
援を実施。「食品」に対する支援は、産業振興推進部
に一元化し、新たに設置されるプラットフォームを基
に、拡充・強化した支援策を実施。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

(上旬)研究会設置(参加者募集等) 

4/8 第1回研究会（H26年度支援事業の概要等） 

（中旬）企業訪問（随時：通年） 

 

事業化プラン（補助金）認定審査会（随時） 

 

5月～7月研究会によるプラン

の検証・アドバイスの実施 

食品：対象32社 東部、西部、

中部の３回に分けて実施 

天然素材：対象15社 「紙関

係」「その他」で各1回実施 

アオイ、

あさのへ

の出前研

究会等の

実施 

 

土佐FBCクラブでの修了生に

対する事業PR（年2～3回） 

地域に出向いた個別相談会 

実施 

バイヤーを招いたセミナー・個

別相談会実施（食品） 

バイヤーを招いたセミナー・個

別相談会実施（食品） 

バイヤーを招いたセミナー・個

別相談会実施（天然素材） 

バイヤーを招いたセミナー・

個別相談会実施（天然素材） 

新たな対

象を見つ

けて、出

前研究会

（求める具体的な成果） （達成状況） 

(上旬)研究会設置(参加者募集等) 

4/8 第1回研究会（H26年度支援事業の概要等） 

（中旬）企業訪問（随時：通年） 

 

事業化プラン（補助金）認定審査会（随時） 

 

5月～7月研究会によるプラン

の検証・アドバイスの実施 

食品：対象32社 東部、西部、

中部の３回に分けて実施 

天然素材：対象15社 「紙関

係」「その他」で各1回実施 

アオイ、

あさのへ

の出前研

究会等の

実施 

 

土佐FBCクラブでの修了生に

対する事業PR（年2～3回） 

地域に出向いた個別相談会 

実施 

バイヤーを招いたセミナー・個

別相談会実施（食品） 

バイヤーを招いたセミナー・個

別相談会実施（食品） 

バイヤーを招いたセミナー・個

別相談会実施（天然素材） 

バイヤーを招いたセミナー・

個別相談会実施（天然素材） 

新たな対

象を見つ

けて、出

前研究会

（求める具体的な成果） （達成状況） 

(上旬)研究会設置(参加者募集等) 

4/8 第1回研究会（H26年度支援事業の概要等） 

（中旬）企業訪問（随時：通年） 

 

事業化プラン（補助金）認定審査会（随時） 

 

5月～7月研究会によるプラン

の検証・アドバイスの実施 

食品：対象32社 東部、西部、

中部の３回に分けて実施 

天然素材：対象15社 「紙関

係」「その他」で各1回実施 

アオイ、

あさのへ

の出前研

究会等の

実施 

 

土佐FBCクラブでの修了生に

対する事業PR（年2～3回） 

地域に出向いた個別相談会 

実施 

バイヤーを招いたセミナー・個

別相談会実施（食品） 

バイヤーを招いたセミナー・個

別相談会実施（食品） 

バイヤーを招いたセミナー・個

別相談会実施（天然素材） 

バイヤーを招いたセミナー・

個別相談会実施（天然素材） 

新たな対

象を見つ

けて、出

前研究会



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 鋤本 （ 2515 ）

種別 経済  当初予算額 100,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局：商工労働部
平成28年3月31日

ものづくり産業強化事業費（設備投資促進事業） 工業振興課

事業概要・目的

県内企業の設備投資の遅れによる競争力の低下や、地理的ハンディキャップ（市場との距離）等の課題を解決するため、県内事業者（製造業）の設備投
資に要する費用に対して助成することで、企業活動の生産性等を高め、企業の継続・拡大と雇用の確保を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

①特別型の公募・審査会の実施
・特別型の公募（6/10～7/10）
・特別型の審査会実施（7/31）
②標準型・特別型に関する周知・相談対応
・金融機関等と連携した周知活動、企業から
の相談対応
③標準型・特別型にかかる採択
・採択件数：7件（標準型：1件、特別型：6件）
④補助事業者に対するヒアリング
・事業を完了した企業等に対し、補助事業へ
の要望等についてヒアリング実施
⑤その他の設備投資にかかる補助金の周知
・ものづくり・商業・サービス革新補助金
・ものづくり競争力強化支援事業

＜課題＞
標準型については随時募集しているため、引き
続き周知活動を行っていく必要あり。
＜成果＞
標準型1件、特別型6件を採択。

・事業終了後の売上高等状況調査の実施・とり
まとめ

①特別型の公募・審査会に向けた準備
・特別型の公募開始（6/10～7/10）
・特別型に関する審査基準の設定
②標準型・特別型に関する周知
・メルマガによる周知
・特別型のチラシの作成（2,000部）及び配布
（金融機関、ものづくり地産地消・外商セン
ターなど支援機関、業界団体に対し配布）
・金融機関、支援機関、業界団体に対する個
別説明による制度周知
・産振センター主催の施策説明会（6/19）にお
いて、特別型・標準型の制度周知
・中央会主催の補助金説明会（6/26）におい
て、特別型・標準型の制度周知
③その他の設備投資にかかる補助金の周知
・エネルギー使用合理化補助金
・ものづくり・商業・サービス革新補助金

＜課題＞
・制度周知について、ＨＰや金融機関、支援機
関等を通じた幅広い周知を実施。今後、申請希
望者に対する詳細な制度説明が必要。

・特別枠の公募・審査会
・ものづくり地産地消・外商センター等と連携し
た制度周知（ものづくり企業700社への制度紹
介、広報誌（1100部）やメルマガによる周知等）
・チラシの作成

・過去の交付決定者が実施した設備投資による
生産能力の増加額について調査。
　16.2億円の増加を見込む。
※その他、国の補助金、産振センターの基金事
業（ものづくり）が活用されることを見込む。
・特別型の創設や、雇用要件の緩和に伴い、新
たな案件発掘が期待されるところ。特別型を含
め、補助件数6件の案件を確保。

・生産能力の増加額について、16.2億円の増
加を達成。
・交付件数9件（標準型7件、特別型2件）を達
成

　平成27年度、特別型を創設したことで、採択
件数が大幅に増加（15件（標準型9件、特別型6
件））。来年度以降、一定の採択件数を維持す
るため、金融機関、支援機関との連携を引き続
き密にし、県内企業に周知していくことが必要。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

①標準型・特別型に関する周知・相談対応
・金融機関等と連携した周知活動、企業から
の相談対応
②標準型・特別型にかかる採択
・採択件数：6件（標準型：6件）

＜課題＞
標準型については随時募集しているため、引き
続き周知活動を行っていく必要あり。
＜成果＞
標準型6件を採択。

・特別枠の公募・審査会

①標準型・特別型に関する周知・相談対応
・金融機関等と連携した周知活動、企業から
の相談対応
②標準型・特別型にかかる採択
・採択件数：2件（標準型：2件）

＜課題＞
来年度の申請案件を掘り起こしていくため、引
き続き周知活動を行う必要あり。
＜成果＞
標準型2件を採択。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 鋤本 （ 2515 ）

種別 経済  当初予算額 149,446千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局：商工労働部
平成28年3月31日

ものづくり産業強化事業費（試作開発準備、
試作開発、製品改良事業）

工業振興課

事業概要・目的

県内外に需要のある機械や設備を県内で製造できる仕組みを構築するため、工業団体と他の産業団体とのマッチングを進めるとともに、ニーズに即した
試作機の開発を支援し、ものづくりの地産地消・外商を促進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・ものづくり産業強化事業費補助金審査会（第2回）
・オフィス防災EXPO(7/8～7/10)

①審査会
　　・計２回開催（7/15、8/19）
②申請要望案件相談
　　・14件受付
③採択件数
　　・7件採択

〈課題〉
　　採択された7件につき、事業計画の実行につ
　　いて支援が必要。また、今後も随時公募を
　　行っていることから、引き続き掘り起こしが
　　必要。

〈成果〉
　　申請要望案件14件受付
    採択件数　7件

・ものづくり産業強化事業費補助金審査会（第3回）
・震災対策技術展宮城(8/6～8/7)

・ものづくり産業強化事業費補助金審査会（第4回）
・試作品等の現場導入状況等のヒアリング調査

・ものづくり産業強化事業費補助金の随時募集（通年）

①審査会
　　・申請案件がなかったため、未実施。
②申請要望案件相談
　　・７件受付

　〈課題〉
　　申請案件の掘り起こしが必要
　〈成果〉
　　申請要望案件7件受付

・ものづくり産業強化事業費補助金の随時募集（通年）
・中部ﾗｲﾌｶﾞｰﾄﾞＴＥＣ(5/21～5/22）

・ものづくり産業強化事業費補助金の随時募集（通年）
・ものづくり産業強化事業費補助金審査会（第1回）
・試作品等の現場導入状況等に関するヒアリング調査
・ＥＥ東北'15(6/3～4)

［試作機の開発支援］
・ものづくり産業強化事業費補助金（試作開発準備事業・
試作
開発事業・製品改良事業）：27件
・国のもの補助の交付件数：5件　　　　　　合計32件
［販路の開拓］
県外の見本市、展示会等への出展21回 延べ 37社
［販売目標］H27
製品数： 17件
金額：485百万円

［試作機の開発支援］
・ものづくり産業強化事業費補助金（試作開発準備事業・
試作
開発事業・製品改良事業）：11件
・国のもの補助の交付件数：9件　　　　　　合計20件
［販路の開拓］
県外の見本市、展示会等への出展18回   延べ 37社
［販売目標］H27
製品数： 15件
金額：341百万円（見込）

　　国のもの補助に申請が集中（H26補正合計
85件）したことや、案件の掘り起こしが計画どお
り進まなかったことなどが目標未達成の要因と
して考えられる。今後、産振センターとの連携を
さらに密にしながら、案件の掘り起こしを行うこ
ととする。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・ものづくり産業強化事業費補助金審査会（第5回）
・びわ湖環境ビジネスメッセ2015(10/21～10/23)
・危機管理産業展2015(10/14～10/16)
・建設技術展2015近畿(10/28～10/29)

①審査会
　　・計３回開催（10/14、11/16、12/15）
②採択件数
　　・５件採択

〈課題〉
　　採択された5件につき、事業計画の実行につ
　　いて支援が必要。また、今後も随時公募を
　　行っていることから、引き続き掘り起こしが
　　必要。

〈成果〉
　　採択件数　5件

・ものづくり産業強化事業費補助金審査会（第6回）

・ものづくり産業強化事業費補助金審査会（第7回）
・試作等品の現場導入状況等のヒアリング調査

・ものづくり産業強化事業費補助金審査会（第8回）

①審査会
　　・計３回開催（1/19、2/23、3/24）
②採択件数
　　・５件採択

〈課題〉
　　採択された5件につき、事業計画の実行につ
　　いて支援が必要。また、今後も随時公募を
　　行っていることから、引き続き掘り起こしが
　　必要。

〈成果〉
　　採択件数　5件

・ものづくり産業強化事業費補助金審査会（第9回）
・東京インターナショナル・ギフト・ショー（２月）
・第20回震災対策技術展横浜（２月）

・ものづくり産業強化事業費補助金審査会（第10回）
・試作等品の現場導入状況等のヒアリング調査
・建築・建材店2016（３月）

（求める具体的な成果） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本 （ 9750 ）

種別 経済  当初予算額 29,131千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 商工労働部
平成28年3月31日

中山間地域等シェアオフィス推進事業費 新産業推進課

事業概要・目的

中山間地域等において、市町村が設置するシェアオフィスでの創業や事業活動等を支援することにより、中山間地域等における産業振興や地域活性化
を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

(中旬～下旬)サテライトオフィス誘致セミ
　　　　　　　　ナーの開催（東京、名古屋、
　　　　　　　　大阪）

①市町村との連携
・入居企業と県内学生との交流事業について本山
町と協議（8/18、8/31）
・サテライトオフィス誘致セミナーについて各市町と
協議

②入居企業への支援
・入居企業と県内学生との交流事業について入居
企業と協議（7/9、8/17）
・入居企業と県内学生との交流事業の実施（9/10
～12）
・ＩＴ人材誘致促進事業委託業務委託先の公募
（7/27～8/19)
・ＩＴ人材誘致促進事業委託業務プロポーザル審査
会の実施(9/3)

③情報発信、誘致活動
・サテライトオフィス誘致セミナーの開催(東京9/9、
名古屋9/15、大阪9/17）
・東京のＩＴ系企業によるシェアオフィス視察（9/26）

(上旬)IT人材誘致促進事業の委託先公募

(下旬)入居企業と県内学生との交流イベ
　　　　ントの開催

(上旬)新たなシェアオフィスの開設

(中旬)シェアオフィス視察ツアーの開催

　　　　　　　　　　　　　【全般】

（下旬）サテライトオフィス誘致セミナー
　　　　開催等委託事業の委託先公募

①市町村との連携
・本山町、土佐町、安田町、四万十町シェアオフィス
訪問(5/22、5/28、6/9）
・津野町、高知市と新たなシェアオフィス設置につい
て協議（6/2、6/8）
・土佐清水市による本山町シェアオフィス視察
(5/14）

②入居企業への支援
・入居企業と県内学生との交流事業について入居
企業と協議（6/4）

③情報発信、誘致活動
・サテライトオフィス誘致セミナー開催等委託業務
委託先の公募（5/12～6/17)
・茨城県企画部によるシェアオフィス視察（6/19）
・サテライトオフィス誘致セミナー開催等委託業務プ
ロポーザル審査会の実施(6/23)
・トリム基金ビジネスプラン募集チラシにシェアオ
フィスの案内を掲載

（上旬）県内の大学、専門学校への事
　　　　業説明及び協力要請

(中旬)専門誌等での「サテライトオフィス
　　　　誘致セミナー」「シェアオフィス視察
　　　　ツアー」の参加企業募集
(中旬)トリム基金と連携した情報発信

支援施設：４施設＋新規２施設
支援事業者：２０事業者

支援施設：６施設
支援事業者：６事業者

○競争に勝ち抜くために、高知家シェアオフィスの知
名度の向上が必要
○高知県に進出する動機付けとなる特徴づくりが必
要（同業種の集積など）
○ITなどの専門人材の確保
○地域の若者がシェアオフィス入居企業等に就職す
る機会づくり

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

(中旬)視察ツアー参加企業へのフォロー
　　　　アップ（随時）

①市町村との連携
・入居企業と県内学生との交流事業について本山
町と協議（8/18、8/31）
・サテライトオフィス誘致セミナーについて各市町と
協議
②入居企業への支援
・入居企業と県内学生との交流事業について入居
企業と協議（7/9、8/17）
・入居企業と県内学生との交流事業の実施（9/10
～12）
・ＩＴ人材誘致促進事業委託業務委託先の公募
（7/27～8/19)
・ＩＴ人材誘致促進事業委託業務プロポーザル審査
会の実施(9/3)
③情報発信、誘致活動
・サテライトオフィス誘致セミナーの開催(東京9/9、
名古屋9/15、大阪9/17）
・東京のＩＴ系企業によるシェアオフィス視察（9/26）

【課題】
・市町村と連携したシェアオフィスの拡大
・入居企業と連携した事業展開
・シェアオフィスの知名度向上と引き続きの情報発信
【成果】
・入居企業と県内学生との交流事業　15名参加
・サテライトオフィス誘致セミナー１４社参加
・シェアオフィスの視察　1社(上旬)IT人材転職フェアの開催

(中旬)サテライトオフィス設置に適した
　　　起業に対するDM送付等の情報
　　　発信

①市町村との連携
・須崎市による本山町、土佐町、安田町シェアオフィ
ス視察（1/25・26）
・シェアオフィス設置について土佐清水市と協議
（1/28）
・シェアオフィス設置について芸西村と協議（2/1）
・高知市土佐山地域のシェアオフィス募集開始
②入居企業への支援
・シェアオフィス入居企業の本社を訪問（1/21)
・ＩＴ人材転職フェアの実施（大阪2/13、東京2/20）
③情報発信、誘致活動
・東京のＩＴ系企業2社を訪問（1/21・22）

【課題】
・市町村と連携したシェアオフィスの拡大
・入居企業と連携した事業展開
・シェアオフィスの知名度向上と引き続きの情報発信
【成果】
・シェアオフィスの開設を検討している市町村　１市
・入居企業と学生との交流会をきっかけに、入居企業
へインターンシップが実現　１名
・本県への進出を検討している企業　１社

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

創業相談など問合せへの対応（通年） 

入居事業者への支援（補助金・専門家派

遣）（通年） 

（中旬）誘致に向けた企業訪問（以後随

時） 

（下旬）)移住相談会での情報発信、情報

収集（以後通年） 

（上旬）サテライトオフィス誘致イベント・

視察ツアー参加企業の個別視察対応及

び訪問（以後随時） 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

創業相談など問合せへの対応（通年） 

入居事業者への支援（補助金・専門家派

遣）（通年） 

（中旬）誘致に向けた企業訪問（以後随

時） 

（下旬）)移住相談会での情報発信、情報

収集（以後通年） 

（上旬）サテライトオフィス誘致イベント・

視察ツアー参加企業の個別視察対応及

び訪問（以後随時） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 溝渕 （ 9750 ）

種別 経済  当初予算額 123,610千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 商工労働部
平成28年3月31日

産学官連携新産業創出事業 新産業推進課

事業概要・目的

　県内の産学官の連携を強化し相互の情報交換や交流を促進するとともに、科学技術を活用した新たな産業の創出を図るために、会議の開催や産学官
共同研究への支援を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

中期テーマ委託研究
　　：新規採択研究公募開始(4/1)
　　：継続研究の開始(4/1)

プロジェクトチーム会開催
　　(以下随時開催)

中期テーマ委託研究
　　：公募〆切(5/29)

育成研究公募開始
中期テーマ委託研究
　　：新規採択研究一次審査会
　　：新規採択研究二次審査会

①産学官連携会議
・第１回産学官連携会議（6/16）
（プロジェクト）
・第１回ファインバブル・イノベーティブクラス
ター（ＦＢＩＣ）プロジェクト会議（6/16）
・「食品の新たな機能性表示制度」に関する
講演会（4/22）
・機能性表示支援業務を高知大学に委託し、
機能性表示支援員を配置（6/1）

②共同研究
（中期テーマ）
・継続事業契約締結、研究開始(4/1）
・H27新規事業公募（4/1～5/29）、公募説明
会開催（4/7、4/9）、1次審査委員会（6/17）
（育成研究）
・H27新規事業公募（6月下旬～）

第１回産学官連携会議の開催

育成研究公募受付〆切

中期テーマ委託研究
　　：新規採択研究の開始

育成研究の開始

中期テーマ委託研究（継続分）
　　：研究成果報告会

①産学官連携会議
（プロジェクト）
・第１回ファインバブル技術説明会（8/20）
・第１回機能性表示プロジェクト会議（7/10）

②共同研究
（中期テーマ）
・継続事業　意見交換会（9/4）
・H27新規事業　2次審査委員会（7/15）、委託
事業契約（9/28、9/29）
（育成研究）
・H27新規事業　審査委員会（9/3）

◆中期テーマ研究
　○委託研究6件実施（新規2件、継続4件）
　○事業化2件
　○研究成果のフォローアップ
　　・産業振興センターをはじめとする関係
     機関との連携による事業化支援
　　・他分野への応用研究などの推進

計画通りに進んだ
◆中期テーマ研究
　○委託研究6件実施（新規2件、継続4件）
　○事業化3件（累計）
◆育成テーマ研究
　○委託研究2件実施

・これまでの研究により事業化が着実に進んで
きたことから、研究成果であるコア技術を多分
野、他産業への利活用を図ることで、より大き
な経済波及効果が期待できる。

第２回産学官連携会議の開催

①産学官連携会議
・第２回産学官連携会議（11/18）
（プロジェクト）
・第２回ファインバブル技術説明会in宿毛
（10/19）
・第３回ファインバブル技術説明会in田野町
（11/6）
・第１回ファインバブル地方創生協議会
（11/12、13）
・第６回ファインバブル国際シンポジウム参加
（11/25）

②共同研究
（育成研究）
・Ｈ27新規事業　委託事業契約（10/1、
11/26）

【課題】
・ファインバブルについては、本県のみでなく、
他県等の関係機関とも連携し、研究を加速化す
る必要がある。
【成果】
・説明会参加者　宿毛：約100名　田野：約30名
・シンポジウム等で本県におけるファインバブル
の取り組みを情報発信し、関係機関との連携を
確認した。
・育成研究の新規事業　2件採択

中期テーマ委託研究
　　：継続研究審査会

第３回産学官連携会議

①産学官連携会議
・第３回産学官連携会議（3/16）
（プロジェクト）
・機能性表示食品制度に関するセミナー
（2/18）

②共同研究
（中期テーマ）
・Ｈ28継続事業　審査委員会（2/17）

【課題】
・製紙工業会とも連携し、企業の導入設備の利
用を促進する必要がある。
【成果】
・新規導入設備勉強会の参加者　31名
・CNF研究会の設置
・研究会の参加者　のべ61名
・新規導入設備の利用　のべ14社

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 前田 （ 9751 ）
種別 経済  当初予算額 418,508千円 補正後予算額 429,981千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 商工労働部
平成28年3月31日

紙産業技術支援振興事業 新産業推進課

事業概要・目的
◆「高知県紙産業の在り方検討会」の取りまとめに基づき、紙産業の振興を抜本強化
   新たに導入する設備を活用した技術や製品開発の推進
　・新規導入設備説明会の開催
　・かみわざひとづくり事業をバージョンアップ
　Ｈ26年度の経緯
　　・製紙工業会をはじめとした県内外の有識者で「高知県紙産業の在り方検討会」を設置（Ｈ26年9月）
　　・「在り方検討会・中間取りまとめ」５つの基本方針などが示される（H26年11月）
　　・「在り方検討会・最終取りまとめ」紙産業の振興の在り方が示される（H27年3月）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

(中旬）
インターンシップ研修の実施
第２回ものづくり技塾開催

●備品の導入
　・新規導入備品導入
　　紙厚計、大型円型シートマシン、レーザー加
　　工機、水解性評価試験装置
　　スリッター、ウォータージェット裏打ちユニット

●特別技術支援員による県内企業支援
　・製紙関連企業対象の初任者研修の開催
   （7/7,8/11,9/15) 83人参加

(中旬)　第１回高知県紙産業フォローアップ委
員会開催
第３回ものづくり技塾開催

●かみわざひとづくり事業
　・第2～4回「ものづくり技塾(品質向上能力養成
　　コース)」研修の実施
　（7/9,7/14,7/15,8/5,9/7,9/15,9/17) 39人参加
　・「ものづくり技塾（異物分析実務コース）」研修
　 の実施（8/20）　9人参加
　・講演会の実施（7/10,9/16）　74人参加

第４回ものづくり技塾開催
(下旬)　レーザー加工機導入
大型丸形シートマシン導入､水解性評価試験
装置導入、ウォータージェット裏打ちユニット
導入、スリッター導入

・各事業における所内及び関係機関との調整
・導入計画中の備品に関するメーカーとの調
整（通年）
・異物データベースの構築（通年）
・特別技術支援員による県内企業支援（通
年）
・熟練技術のデータ蓄積や製造技術のマニュ
アル化（通年）
・企業への製造品出荷額等を増加させるため
の支援（新製品開発や加工技術確立、新技
術の普及、外商力、営業力の強化、新分野進
出）（通年）

(上旬)
共同研究機関との今年度の計画内容確認
平成27年度新規導入備品の購入準備
（仕様書の作成等）
外部予算の獲得に向けた申請書作成
かみわざひとづくり事業（ものづくり技塾）準

●備品の導入準備
　・新規導入備品についての仕様書の作成
　・メーカーとのプラント設計会議等の開催
　 （6回、3社）

●特別技術支援員による県内企業支援
　・製紙関連企業対象の初任者研修の開催
　　（6/10) 26人参加

●かみわざひとづくり事業
　・「ものづくり技塾」研修内容について企業巡回による
明(4/17～5/8)　　のべ6社
　・「ものづくり技塾」年間スケジュール及び案内送付
(5/18)　51社+96人
　・第１回「ものづくり技塾(品質向上能力養成コース)」
研修の実施(6/11) 　3社6人参加

第１回ものづくり技塾開催

第５回ものづくり技塾開催
(中旬)
スリッターの企業への公開、説明会
レーザー加工機の企業への公開、説明会
サンプルローラーカード機導入
ウォータージェット裏打ちユニットの企業への
公開、説明会
サンプルローラーカード機の企業への公開、
説明会

●備品の導入
　・新規導入備品導入
　　サンプルローラーカード機
●特別技術支援員による県内企業支援
　・製紙関連企業対象の初任者研修の開催
　　（10/13,11/17) 42人参加
●新規導入設備説明会
　・スリッター、レーザー加工機（11/6）延べ44名参加
　・ＷＪ裏打ちユニット、サンプルローラーカード機
　　（11/25）延べ36名参加

【課題】
・新規導入設備の利用促進に向け、多くの企業
に設備の持つ機能を周知する必要がある。
【成果】
・初任者研修の参加者　42名
・新規導入設備関係説明会の参加者　80名

第６回ものづくり技塾開催
(下旬)
レーザー加工機による企業人材研修 (かみ
わざひとづくり事業）

(中旬)
熱カレンダー導入
第７回ものづくり技塾開催

(中旬)
 熱カレンダーの企業への公開、説明会
第８回ものづくり技塾開催

●備品の導入
　・新規導入備品導入
　　セルロースナノファイバー製造装置、熱カレンダー
●新規導入設備説明会
　・熱ロール勉強会　31名参加
●その他
　・第１回高知ＣＮＦ(セルロースナノファイバー)研究会
の開催（2/24）30名参加
　・第２回高知ＣＮＦ(セルロースナノファイバー)研究会
の開催（3/25）30名参加予定
　・高知県製紙工業会・県・産振センターとの業務連
携・協力に関する協定書締結（3/17）
　・紙産業フォローアップ委員会の開催（3/28）

【課題】
・製紙工業会とも連携し、企業の導入設備の利
用を促進する必要がある。
【成果】
・新規導入設備勉強会の参加者　31名
・CNF研究会の設置
・研究会の参加者　のべ61名
・新規導入設備の利用　のべ14社

(中旬)
ウォータージェット裏打ちユニットによる企業
人材研修 (かみわざひとづくり事業）

(中旬)
第２回高知県紙産業フォローアップ委員会開
催

◇新たに導入する設備を活用した技術や製
品開発の推進
・新規導入設備説明会への参加者のべ100人
・かみわざひとづくり事業参加者280人

・高知CNF研究会を発足するなど製品開発研究を実施
・かみわざひとづくり事業参加者354人
（うち新規導入設備説明会への参加者111人）

○導入備品の周知、研修
○新製品開発に向けた研究計画を作成

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 飯田 （ 2511 ）

種別 経済  当初予算額 35,656千円 補正後予算額  　

月

全体 西部（四万十市）
中部（香美市・高知

市）
東部（安芸市）

４月

・商店街移住促進
連携会議を継続開
催し、情報共有、
移住開業希望者に
対応（通年）

・香美市チャレンジ
ショップの開設に
向けた協議

５月

・連携会議の開催
・移住者のチャレン
ジショップ入店面
談（予定）

【香美市】
・チャレンジショップ
事業補助申請（予
定）
・チャレンジャーの
募集開始（予定）
・連携会議の実施
【高知市】
・連携会議設置及
びチャレンジショッ
プの継続に向けた
協議

・チャレンジショップ
の開設及び連携会
議の設置に向け、
市・商工会議所・商
店街等の関係機関
による協議

６月

７月

８月
・連携会議の開催 ・香美市連携会議

の開催

９月

・香美市チャレンジ
ショップオープン
（予定）

１０月

・チャレンジショップ
事業補助申請（予
定）

１１月

・連携会議の開催 ・香美市連携会議
の開催

・チャレンジショップ
オープン（予定）

１２月

・連携会議の開催 ・香美市連携会議
の開催

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局：商工労働部
平成28年3月31日

移住促進と連携した商店街の活性化事業
（チャレンジショップ事業費補助金、空き店舗
対策事業費補助金）

経営支援課

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　　事業概要・目的
商店街での開業を希望する県外からの移住希望者をターゲットに情報発信することで、新たな人財を商店街に誘致し、商店街の活性化を図
る。
【チャレンジショップ事業費補助金】チャレンジショップ（お試し開業施設）の運営や、開業希望者の育成・商店街への出店支援を行う商店街
振興組合等に対し、運営に要する費用を補助する。
【空き店舗対策事業費補助金】商店街の空き店舗を活用して新規出店を行う際の改装費を補助する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
【全体】
・5/17高知暮らしフェア（東京）での
PR
・6/6高知暮らしフェア（大阪）でのPR

【西部（四万十市）】
・大阪からの移住者（Iターン）が6/1
よりチャレンジショップでチャレンジ中

【中部（香美市）】
・7/8チャレンジショップ事業費補助
金交付決定→チャレンジャーの募集
開始およびオープンに向けての改装
など準備

【東部（安芸市）】
・6/12安芸市商店街移住促進連絡
会議の設置
・7/17チャレンジショップ事業費補助
金交付決定→チャレンジショップ設置
（11/3オープン予定）に向けての準備
とチャレンジャー募集開始

○チャレンジショップ事業
＜成果＞
【西部（四万十市）】
９月末現在３名がチャレン
ジ中（うち、Iターン１名）

【中部（香美市）】
9/19オープン　１名がチャ
レンジ中（Uターン）

【東部（安芸市）】
11/3オープン予定　チャレ
ンジャー１名内定

＜課題＞
継続的なチャレンジャーの
確保が課題であり、県内・
外を含めて効果的な周知
活動の検討・実施を行って
いく

○空き店舗対策事業
＜成果＞
・移住者および移住希望者
からの相談件数：22組
（うち、３名交付決定）

【全体】
・8/15高知県UIターン就職相談会
（高知）でのPR
・9/5高知県UIターン就職相談会（名
古屋）でのPR
【中部（香美市）】
・9/19「ふらっと中町チャレンジショッ
プ」オープン

【全体】
・11/3「活き・生き・スキルUP起業塾」
（東京・移住促進課主催）での新規開
業PR
・11/13「あったか高知で暮らす。移
住笑談会」（東京・移住促進課主催）
での移住開業者の紹介及び施策PR
・12/12、13「高知暮らしフェア」（東
京、大阪）での施策PR
・2/19「高知県UIターン就職相談会」
でのPR

【東部】
・11/3「チャレンジショップあき」オー
プン

○チャレンジショップ事業
＜成果＞
【全体】
3月現在6名がチャレンジ中
（うち、４名が移住）

＜課題＞
継続的なチャレンジャーの
確保が課題であり、県内・
外を含めて効果的な周知
活動の検討・実施を行って
いく
○空き店舗対策事業
＜成果＞
・移住者および移住希望者
からの相談件数：23組
（うち、移住予定１名）

移住者による商店街での開業（５件）

・空き店舗対策事業を活用した、移
住者による新規開業（４件）
・チャレンジショップ事業を活用した、
移住者による開業（３件）

・県や市町村の移住担当
課との連携、周知が図ら
れ、事業の活用が進んで
いる
・引き続き、移住希望者に
対する効果的な周知を実
施していく

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 飯田 （ 2511 ）

種別 経済  当初予算額 15,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局：商工労働部
平成28年3月31日

店舗魅力向上への取組みに対する支援
（店舗魅力向上事業費補助金）

経営支援課

事業概要・目的

商店街のさらなる魅力向上を図るため、新たに商品やサービスの提供など、経営革新を行おうとする既存店に対し、事業計画の実行に際し必要な設備費
や改装費を補助する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○事業内容の事前周知（３月末～）
・県内の市町村、商工会・商工会議所
への事業説明
・補助金交付要綱の制定

・（４月～６月）事業の周知及び要綱の制定作
業
・県内関係団体等に事業の周知活動

＜成果＞
・第１次募集での申請件数
　四万十市（１件）、越知町（２件）
・商業振興計画の策定状況
（策定済み）　四万十市、土佐清水市、越知町
（策定中）　高知市、いの町、土佐市、須崎市
(策定予定）上記以外の自治体も策定に向け準
備中

＜課題＞
　本年度からの新規事業であるため、関係団体
や事業者に対しての継続した周知活動が必要
　商業振興計画の策定や事業者へのPR活動を
依頼するため、引き続き、県内の商工会・商工
会議所等の商工団体に対し、事業についての
周知活動を行っていく

○商店街振興組合の総会等での組合
員を対象とした事業説明

・7/14　要綱策定
・8/3～9/16　第１次募集実施
・9/29　第１次募集審査会実施

・10月中に第１次募集での申請事業者に対
し、交付決定予定
・10/8～11/20　第２次募集実施予定
商業振興計画の策定と事業活用について、
商工会・商工会議所等に事業の説明とPRを
実施。１０月以降も引き続き実施予定。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・第１次募集　３件（四万十市１件、越知町２
件）に交付決定。

・10/8～11/20　第2次募集実施
・12/7　第2次募集審査会実施
・12～1月にかけて、第２次募集６件に交付決
定（高知市３件、土佐清水市１件、越知町２
件）

・12/1～12/22　第３次募集実施予定

＜成果＞
・第１次～３次募集での申請件数：１０件
　高知市（４件）、四万十市（１件）、土佐清水市
（１件）、越知町（４件）
・商業振興計画の策定状況
（策定済み）　高知市、四万十市、土佐清水市、
越知町
(策定予定）上記以外の自治体も、28年度の申
請に向け、策定準備中

＜課題＞
　本年度からの新規事業であるため、関係団体
や事業者に対しての継続した周知活動が必要
　商業振興計画の策定や事業者へのPR活動を
依頼するため、引き続き、県内の商工会・商工
会議所等の商工団体に対し、事業についての
周知活動を行っていく

・第３次募集　１件（高知市１件）に交付決定

・事業終了次第、順次検査を実施予定。

・３月下旬：２８年度に向けて、市町村や関係
団体に対し、事業説明会を実施。

年間１５件以上の補助事業採択
年間１０件（高知市４件、四万十市１件、土佐
清水市１件、越知町４件）の補助事業採択

・２７年度からの新規事業であり、要綱の策定、
団体等による商業振興計画の策定、事業者へ
のPR活動などが必要となり、目標の採択数に
は届かなかったが、２８年度に向けての問い合
わせ対応や、関係団体への説明などを実施し
ている
・２８年度に向けても、引き続き、県内の商工
会・商工会議所等の商工団体に対し、事業の
周知を行っていく
・（参考）国の小規模事業者持続化補助金（既
存の小規事業者に対する支援）については、
H27：県下415事業者が採択されている。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

６月上旬から１次募集開始 

７月中旬１次募集締め切り 

８月初旬審査会開催 

８月下旬交付決定 

９月上旬から２次募集開始 

10月上旬２次募集締め切り 

10月下旬審査会開催 

11月中旬交付決定 

関
係
機
関
等
に
継
続
的
に
事
業
を
周
知 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

６月上旬から１次募集開始 

７月中旬１次募集締め切り 

８月初旬審査会開催 

８月下旬交付決定 

９月上旬から２次募集開始 

10月上旬２次募集締め切り 

10月下旬審査会開催 

11月中旬交付決定 

関
係
機
関
等
に
継
続
的
に
事
業
を
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（求める具体的な成果） （達成状況） 

６月上旬から１次募集開始 

７月中旬１次募集締め切り 

８月初旬審査会開催 

８月下旬交付決定 

９月上旬から２次募集開始 

10月上旬２次募集締め切り 

10月下旬審査会開催 

11月中旬交付決定 

関
係
機
関
等
に
継
続
的
に
事
業
を
周
知 

（求める具体的な成果） （達成状況） 

６月上旬から１次募集開始 

７月中旬１次募集締め切り 

８月初旬審査会開催 

８月下旬交付決定 

９月上旬から２次募集開始 

10月上旬２次募集締め切り 

10月下旬審査会開催 

11月中旬交付決定 

関
係
機
関
等
に
継
続
的
に
事
業
を
周
知 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 大前 （ 9763 ）

種別 当初予算額 16,091千円 補正後予算額 6,091千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・補助金交付件数　70件
※女性が活躍できる社会の実現を目指し、
　女性の正規雇用70人を創出することで、
　少子高齢化による労働力人口の減少に
　対し、労働力確保及び県経済の活性化
　につなげていく。

・交付実績　１１件

・子育て中の女性は一定数、正規職員として採
用されているが、その中で出産や育児を機に離
職している（もしくは、そのことを事業所が承知し
ている）ケースは多くない。
・子育て中の女性本人が、正規職員として働くこ
とを望まないケースも多い。
・次年度は、新たに創設される「高知家の出会
い・結婚・子育て応援団」に参画される企業等へ
の周知等、引き続き、制度の広報を図っていく。

・企業等の取組事例を照会したパンフレットの
  送付（通年）
・次世代育成支援企業認証推進のための企
  業訪問を通じた本事業のＰＲ（通年・高知県
  社会保険労務士会に委託）
・ワークライフバランスセミナー（12/4）にて
　制度周知

【課題】
・効果的な周知方法の検討

【成果】
補助金申請件数　10件（12月末現在）

・企業等の取組事例を照会したパンフレットの
  送付（通年）
・次世代育成支援企業認証推進のための企
  業訪問を通じた本事業のＰＲ（通年・高知県
  社会保険労務士会に委託）
・従業員数10名以上の企業に対し、当補助金
　についての事業周知及びアンケートをFAX
　にて実施（3/1～）

【課題】
・対象企業の掘り起こし

【成果】
補助金申請件数　11件（3月末現在）

・要綱、要領のホームページ掲載
・企業等の取組事例を照会した
　パンフレットの送付（通年）
・次世代育成支援企業認証推進
　のための企業訪問を通じた本
　事業のＰＲ（通年・高知県社会
　保険労務士会に委託）
・チラシの作成、配布
・各種説明会での事業説明
　（医療法人向け、社会福祉法人
　　向け）

・要綱、要領のホームページ掲載
・企業等の取組事例を照会したパンフレットの
  送付（通年）
・次世代育成支援企業認証推進のための企
  業訪問を通じた本事業のＰＲ（通年・高知県
  社会保険労務士会に委託）
・チラシの作成、配布
・高知労働局、各ハローワーク、高知家の女
　性しごと応援室へのチラシ設置
・産振センターチラシ挟み込み1,100部
・病院事務長会において事業説明
　（高知市5/21、中央西・須崎5/26、安芸・
　　中央東5/27、幡多5/29）

【課題】
・今年度からは、要綱・要領を改正し補助要件
　を緩和しているが、これまでのところ申請件数
　に結びついておらず、改正内容も含めた制度
　の更なる周知が必要

【成果】
補助金申請件数　１件（6月末現在）

・企業等の取組事例を照会したパンフレットの
  送付（通年）
・次世代育成支援企業認証推進のための企
  業訪問を通じた本事業のＰＲ（通年・高知県
  社会保険労務士会に委託）
・地方創生と女性の活躍セミナーにて周知
・社労士開業会員への周知依頼
・ハローワークへの求人企業131社及び県内
　医療機関286社にチラシ郵送

【課題】
・効果的な周知方法の検討

【成果】
補助金申請件数　７件（9月末現在）

事業概要・目的

　企業において出産・育児と仕事を両立させる職場環境づくりを進めるとともに、出産でやむなく退職した者を正規職員として雇用した当該事業主に対して、
補助金を支給することにより、出産を機に退職した女性の再就職を促進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　横断的 　

担当部局： 商工労働部
平成28年3月31日

出産後の女性再就職促進事業 雇用労働政策課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

関係団体等の各種会合等

において適宜事業説明 

補助金申

請受付→

支払 

申請〆切 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

関係団体等の各種会合等

において適宜事業説明 

補助金申

請受付→

支払 

申請〆切 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

関係団体等の各種会合等

において適宜事業説明 

補助金申

請受付→

支払 

申請〆切 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

関係団体等の各種会合等

において適宜事業説明 

補助金申

請受付→

支払 

申請〆切 



平成２７年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 観光振興部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 観光政策課 高知家着地型旅行商品造成等事業費補助金 経済 44,820

2 観光政策課 国際観光の抜本強化 経済 112,126

3 地域観光課 広域観光の推進 経済 203,031

4 地域観光課 足摺海洋館基本計画の策定 経済 6,272

5 おもてなし課 国際観光受入環境整備事業費補助金 経済 34,000



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 仙頭・刈谷 （ 2277 ）
種別 経済  当初予算額 44,820千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・旅行商品を６本造成

・6月の特設サイトページビューが10万ページ
ビューを達成

・１ツアー催行
・ブロガーフェスなどのタイアップ企画を盛り込
み、1カ月で12万以上のページビューを獲得

H27.9.3～ツアー公開（８本　密着型の体験型
商品にシフト）

・城西館とさ恋ツアーや幡多広域観光協議会な
どの商品とタイアップ

・１ツアー催行

【課題】認知度向上と集客対策の両立

H27.7.1～ツアーの企画準備

H27.3.31　交付要綱策定

H27.5.28　交付決定、旅行商品造成開始

H27.6.3　特設Webサイト公開及び「高知家エク
ストリームトラベル社」設立記者発表（東京上
野）

H27.6.25～7.1　人気ブロガーによる、高知の
レポート対決、ブロガーフェス開催

H27.6.3～ツアーを公開（６本）（活動の認知度
向上を主眼に置き、プロモーション的要素を主
軸とした商品展開）

　高知県観光情報サイト「よさこいネット」への
アクセス増加数　１０万アクセス以上増/月。
　また、旅行商品のマーケティング・検証を通
じ、地域の魅力ある観光商品づくりにつなげ
る。

６～３月の１０カ月間で、ホームページには５３
万程度のアクセスがあった。各種媒体等に転
載されるなどした主な露出については、９，００
０万円以上の広告換算効果があった。
旅行商品は、期間中に３０本掲載し７本催行と
なるとともに、地域の事業者に個人向け商品
の企画造成と販売に関する一定のノウハウが
蓄積できた。

５０万アクセスを上回るホームページの閲覧に
より一定の認知度向上は図られたものの、目標
には及ばなかった。閲覧数を上げるためには相
応の広告投資が必要なことによる。一方、ＰＲに
関する広告換算額は大きな成果があがった。
地域との連携商品や、今後進める歴史周遊観
光について、商品力にさらに磨きをかける必要
がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　個人観光客をターゲットに、ウェブを使ったマーケティング・検証を行いながら、新しい視点による旅行商品を造成・販売をするとともに、高知県観光の
セールスプロモーションを展開する。
　旅行商品は、高知県観光情報サイト「よさこいネット」（http://www.attaka.or.jp/）に格納した特設ウェブサイトで紹介することで、「よさこいネット」へのアク
セス増加に繋げる。

H27.10.22～　ツアー公開（３本）

H27.12.24～　ツアー公開（３本）

・２ツアー催行

・１ツアー催行

執行計画・目標

H28.1.7～　ツアー公開（５本）

H28.1.28～　ツアー公開（１本）

H28.2.16～　ツアー公開（２本）

H28.3.2～　ツアー公開（１本）

H28.3.31～　ツアー公開（１本）

・地域事業者において自社Web上での受付体制
の構築（３ツアー）

・２ツアー催行

備考（課題及び成果等）実施状況・変更計画　

担当部局：

事業概要・目的

平成28年3月31日
観光振興部

高知家着地型旅行商品造成等事業費補助金 観光政策課
　

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

交付決定 

要綱策定（H27.3.31） 

特設Webサイト公開 

旅行商品の造成、販売 

旅行商品のマーケティン

グ・検証 

シーズナル旅行商品

の造成、販売 

シーズナル旅行商品

の造成、販売 

シーズナル旅行商品

の造成、販売 

旅行商品のマーケティン

グ・検証 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 浜村 （ ２２９２ ）

種別 経済  当初予算額 112,126千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（国際観光ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ活動（セールス活動））
・1/19  　四国観光素材説明会in香港
　　　　　　→県内参加施設6社（うち宿泊施設5社）
・2/21-24  台湾ランタンフェスティバルへのよさこいチームの
　　　　　　　派遣（國士舞双　踊り子45名＋スタッフ2名 計47名）
・2/17-21  TITF（タイ国際旅行博）
              →タイ旅行事業者8社と面談
・2/19-21  韓国ブロガーファムツアー
　　　　　　　→有力ブロガー9名及び旅行会社1名来高
・2/26-28  Travel Revolution(シンガポール）四国ブース出展
　　　　　　　→シンガポール旅行会社7社と面談
・3/23 　　　タイ・バンコク高知県産食材賞味会での観光PR

（多言語ＷＥＢサイト）
・冬動画取材（2月）
・冬動画および四季編集動画公開（3月末）
・Facebook(英）(投稿回数　1月：21回、2月：22回、3月：20回）
・Japan Walker(台湾)抜き刷り冊子（四季特集記事）作成
・紙媒体「VISIT KOCHI JAPAN」（英・中（簡・繁）・韓・タイ）
  英・中（簡・繁）・韓各1.45万部納品/タイ1万部

【成果】H27年第四四半期（1月～3月）の延べ宿
泊者数は12,390人泊
【課題】
・高知県および四国の認知度向上
・四国広域観光周遊ルート事業計画策定に向
けた調整
・外国人目線での観光資源の発掘および磨き
上げならびにプロモーション

備考（課題及び成果等）実施状況・変更計画　

（国際観光ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ活動（セールス活動））
・4/16-19  台湾Touch The Japan
　→高知県ブース来場者40,987名（4日間）
　→よさこいチーム（ほにや9名　演舞回数　計7回（3日間））
　→旅行事業者7社と面談（展示会終了後の個別訪問）
・4/20  客船クリスタル・シンフォニー受入れ
　　→乗客902名、クルー565名
　　　　ＯＰツアー参加者362名(7コースうち体験型2コース）
・5/22-24  日中観光文化交流団　訪日トラベルフェア
　　→中国旅行事業者6社と商談
・6/11-14  KOTFA(韓国旅行博）
　　→韓国旅行事業者6社と面談および個別訪問7社
・6/11-14  香港国際旅行展示会
　　→香港旅行事業者7社と面談および個別訪問6社
・6/16-17  VISIT JAPAN ASIA Travel Mart2015
　　→旅行事業者24社と面談
・6/23-25  訪日教育旅行商談会
・6/26-28  日本の観光・物産博2015
　→台湾旅行事業者5社と面談および個別訪問5社
（多言語ＷＥＢサイト）
・WEB掲載観光資源の抽出および選定作業
・WEB掲載モデルコースの作成作業
・WEB掲載Traveler's Kit掲載情報の収集および調査（Wi-Fi情報、免税
店、ＡＴＭ・両替所、外国人観光案内所、外国人対応可の宿泊施設調査：
おもてなし課）
・WEBサイトトップページデザイン及び構成検討作業
　→6/29知事レク確認済
・紙媒体トップページデザイン検討作業
・動画（春動画　フッテージ含む）確認作業
・ロゴ・コンセプト（WEB・紙媒体共通）選定作業
・6月　JapanWalker（台湾）6月号　連載 「春」掲載

【成果】H27年第一四半期（1月～3月）の延べ宿
泊者数は11,250人泊
【課題】
・高知県および四国の認知度向上
・四国広域観光周遊ルート事業計画策定に向
けた調整
・外国人目線での観光資源の発掘および磨き
上げならびにプロモーション

担当部局：

事業概要・目的

平成28年3月31日
観光振興部

観光振興推進事業費補助金（国際観光の抜本強化） 観光政策課

　

平成２７年外国人観光客延べ宿泊者数
３．２万人泊

平成２７年外国人観光客延べ宿泊者数
４．１万人泊（速報値）

目標を大きく上回る達成状況となったが、全国
的にはまだまだ最下位クラスであるため、さらに
宿泊者数を伸ばす方向で取組みを進める。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

本県への外国人観光客の誘致促進を図るため、海外での認知度向上を図り、航空会社や旅行会社に対して誘致活動を行うとともに、本物の日本を感じる精神的満足度の高いツアー
商品による誘客拡大に向け、総合的な推進体制の構築を行う。

（国際観光ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ活動（セールス活動））
・7/15  四国インバウンド商談会in台湾
　　　　（高知県内宿泊・施設10社/四国44社　参加予定）
         →個別訪問5社
・7/31-8/2　NATAS(シンガポール旅行博）
　　　　　　　　HISブースで四国PR(シンガポール事務所対応）
・8/9-10 台湾・新竹縣舞踊団よさこい受入れ
・8/14-16  TITF（タイ国際旅行博）
        →タイ旅行社17社と面談および個別訪問5社
・9/9  四国インバウンドフェア（高知）
　　　　→海外旅行会社12社参加うち6社と商談
　　　　　　（四国側参加103社うち高知31社）
9/25-27  VJトラベルマート（東京）
　　　　→海外旅行会社15社と事前マッチング商談および
　　　　　　フリー商談18社

（多言語ＷＥＢサイト）
・春動画音合わせ(7月)夏動画取材・音合わせ（8月）
・ネイティブライター（夏）取材対応（8月）
・パンフレット（英・繁）校正作業（9/1校了）
・外国人（ｶﾃｺﾞﾘｰ別）嗜好調査実施(7/11東京35名）
・WEB(英、中（簡・繁）、韓、タイ）１次オープン(9/7)
・パンフレット（p24 A5版/英・繁）各500部納品(計1,000部）
・春・夏動画DVD納品（50枚：9/7)
・Facebook（英）9/7運用開始（月20本ペース）
・You tubeへの動画アップ（9/7～）
・Japan Walker(台湾）/Hong Kong Walker（香港）
　7月　連載「夏」/8月特集記事/9月連載「秋」

【成果】H27年第二四半期（7月～9月）の延べ宿
泊者数は9,310人泊（前年同期比30%増）
【課題】
・高知県および四国の認知度向上
・四国広域観光周遊ルート事業計画策定に向
けた調整
・外国人目線での観光資源の発掘および磨き
上げならびにプロモーション

（国際観光ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ活動（セールス活動））
・10/2  客船セレブリティ・ミレニアム受入れ
　　　　　→乗客1,522名（うち中国人(1,356名））、クルー958名
　　　　　　　ＯＰツアー4コース（バス16台)
・10/18 客船セレブリティ・ミレニアム受入れ
　　　　　→乗客308名（全体1,766名）、クルー937名
　　　　　　 ＯＰツアー1コース（参加者117名、バス3台）
・10/16-18台湾新竹県国際花鼓芸術節へのよさこいチームの派遣
              （四万夢多10名）
・10/24-28  シンガポール旅行会社個別訪問9社
・10/24 International Travel Fair2015（大阪）
　　　　　→商談会にて5社(旅行会社2社及びメディア3社）と商談
・10/28-29・11/1  VJ「ALL SHIKOKU Rail Pass女子旅」事業
                       （10/28-29  香港2社・台湾2社、
　　　　　　　　　　　　11/1         中国2社・韓国2社・タイ2社）
・11/6-9   ITF(台湾国際旅行博：BtoC）及び個別訪問9社
・11/9-11  VJ[美容と癒しによる長期滞在型モデルコース」事業
　　　　　　　 （韓国2社・台湾2社・香港1社）
・11/22-23  VJ「四国遍路・高野山連携情報発信事業）
　　　　　　　（雑誌社：米国・フランス各1社）
・11/22-26  日インドネシア文化経済観光交流団
　　　　　　　　→訪日旅行商談会にて旅行会社9社と商談および個別訪問4
社
・12/17-19  VJゴルフ旅行会社招請事業（韓国4社）

（多言語ＷＥＢサイト）
・秋動画取材（11月）
・ネイティブライター（秋）取材対応（11月）
・Facebook(英）(投稿回数　10月：18回、11月：19回、12月：20回）
・Japan Walker(台湾）/Hong Kong Walker（香港）12月連載「冬」

【成果】H27年第三四半期（10月～12月）の延べ
宿泊者数は8,230人泊
【課題】
・高知県および四国の認知度向上
・四国広域観光周遊ルート事業計画策定に向
けた調整
・外国人目線での観光資源の発掘および磨き
上げならびにプロモーション

執行計画・目標

WEB：デザイン確定 

パンフ、動画：取材、撮影 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

交付決定 

多言語WEBサイト製作 

多言語パンフレット製作 

プロモーション動画製作 

国際観光コーディネーターの配置、旅行商品造成

支援、磨き上げ及びセールス活動（通年）等 

Touch The JAPAN 

（台湾） 出展 

展示会出展（中

国） 

展示会出展（台

湾、香港等） 

四国インバウン

ド商談会in台湾 

WEB：コンテンツ組込、調整 

 着地：1コンテンツ（5言語） 

 発地：5コンテンツ（5言語） 

WEB：一次公開（9月初旬） 

パンフ：上期納品（英、中） 

動画：上期納品（春、夏

版） 

WEB,パンフ秋素材取材 

動画秋素材取材 

WEB本格運用開

始、以下随時更新 

パンフ秋素材編集作業 

パンフ、動画下期納品 

動画秋素材取材 

展示会出展（台

湾、香港等） 

四国インバウ

ンド商談会in

バンコク 

四国インバウン

ドフェア、ツーリ

ズムEXPO等出

展 

ファムツアー実

施 

展示会出展

（台湾、香港

等） 

ＩＴＦに合せた個

別セールス 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 笹岡 （ 2273 ）

種別 経済  当初予算額 203,031千円 補正後予算額 213,031千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

【地域観光商品造成（土佐の観光創生塾 12月現在）】
　・地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる個別ﾌｫﾛｰ：延べ130回
　・造成・磨き上げ商品のﾈｯﾄ調査：21商品
　・旅行商品の造成・磨き上げ：43件
　・旅行商品の販売（予定含む）：延べ20件
【観光商品ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化】
　・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる現地指導等により、仁淀川流域をPRする「仁淀
　　ﾌﾞﾙｰ通信」の配信：7回
【広域観光補助金】
　・「高知家・まるごと東部博」の運営支援
　・「2016奥四万十博」の実施計画策定
　・「一般社団法人仁淀ブルー観光協議会」設立（12月）

執行計画・目標

【地域観光商品造成】
　・地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる現地活動（西部地域、中部・東部地域）
　　→西部：幡多広域観光協議会の機能強化に向けたｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
　　　　中央・東部：創生塾受講者への個別訪問等によるﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
　・土佐の観光創生塾開催（中央・東部：第6回2/26）
　・観光ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑづくり勉強会（1/15、2/12）
【観光商品ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化】
　・広域観光ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる現地調査、指導（仁淀川(2回)）
【広域観光組織強化】
　・地域観光ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰとの広域観光組織計画の策定検討（2回）
　・新たな組織設立に向けた準備への支援（安芸）
【広域観光補助金】
　・博覧会開催支援
　　　高知家・まるごと東部博：各種部会への参画（3回）及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　運営支援（随時）
　　　2016奥四万十博：本部会及び各部会への参画（12回）
　・広域観光支援
　　　広域観光推進事業費補助金の進捗確認（随時）
　　　広域観光組織の会議等への参画（随時）

【観光商品ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化】
　・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる現地指導等により、仁淀川流域をPRする「仁淀
　　ﾌﾞﾙｰ通信」の配信：5回
【広域観光補助金】
　・「高知家・まるごと東部博」の開催実績
　　　　各種イベント来場者数：対前年115.7％増
　　　　観光施設等入込客数：対前年16.3％増
　　　　体験プログラム体験者数：対前年14.1％増
　　　　道の駅、物産施設等来客者数：対前年2.8％増
　　　　宿泊施設入込客数：対前年1.8％増
　・「2016奥四万十博」のガイドブック作成
　・「一般社団法人高知県東部観光協議会」設立（2月）

備考（課題及び成果等）

　

・地域コーディネーターの活動を通じて、旅行商品造成や
広域観光組織職員のスキルアップ、組織の体制強化につ
ながるとともに、観光創生塾により旅行商品造成力の強化
が図られている
・広域観光アドバイザーによる旅行商品の造成・販売支援
が行われるとともに、募集型ツアーの実施により、4,800人
泊につながる
・東部博の期間中の誘客数：270万人

・観光創生塾の受講者からの評価は概ね高く、また、地域コーディ
ネーターの活動により、広域観光組織職員のスキルアップや、受講
者のフォローが行われている。
・「広域観光みらい会議」の講師として大手旅行会社役員を招聘した
ことをきっかけに、高知県単独版旅行商品の作成に繋がった。
・東部博の開催支援を通じて、東部地域への誘客増が図られた。

・旅行商品の造成・販売及び、受講者のスキルアップなど、一定の成果
が見られた。今後とも、継続して商品造成力の強化を図るとともに、事
業者連携の強化や事業規模の拡大に向けた地域観光クラスターづくり
を進める必要がある。
・広域観光組織の機能強化に向けて法人化が進んでおり、運営が軌道
に乗るよう人的面も含めた支援を行う必要がある。
・「2016奥四万十博」の開幕と成功に向け、引き続き支援を行う必要が
ある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

【目的】
　地域が主体となった、全国から人を呼べる観光地づくりを進めるため、地域の観光資源を磨き上げ、旅行商品として販売していくための支援システムを
構築するとともに、広域観光組織が行う地域博覧会や機能強化に対する支援を行い、広域観光基盤の構築を目指す。
【概要】
　地域観光商品造成等事業や広域観光推進事業等を通じ、広域観光組織の体制強化や旅行商品造成、地域博覧会への支援等を行う。

【地域観光商品造成】
　・地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる現地活動（西部地域、中部・東部地域）
　　→西部：幡多広域観光協議会の機能強化に向けたｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
　　　　中央・東部：創生塾受講者への個別訪問等によるﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
　・土佐の観光創生塾開催（第2・3回）
　　（西部：7/10、9/17　　中央・東部：7/27、9/4）
【観光商品ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化】
　・広域観光ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる現地調査、指導（仁淀川(1回)）
【広域観光組織強化】
　・地域観光ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰとの広域観光組織計画の策定検討（4回）
【広域観光補助金】
　・博覧会開催支援
　　　高知家・まるごと東部博：各種部会への参画（1回）及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　運営支援（随時）
　　　2016奥四万十博：本部会及び各部会への参画（12回）
　・広域観光支援
　　　広域観光推進事業費補助金の交付（1件）
　　　広域観光組織の会議等への参画（随時）

【観光商品ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化】
　・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる現地指導等により、仁淀川流域をPRする「仁淀
　　ﾌﾞﾙｰ通信」の配信：11回
【広域観光補助金】
　・「高知家・まるごと東部博」の運営支援
　　　　関連施設入込客数：対前年18％増
　　　　体験プログラム：4～8月で目標人数の2.1倍
　　　　主要宿泊施設客数：対前年3.5％増
　・「2016奥四万十博」の実施計画（暫定版）策定

【地域観光商品造成】
　・地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる現地活動（西部地域、中部・東部地域）
　　→西部：幡多広域観光協議会の機能強化に向けたｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
　　　　中央・東部：創生塾受講者への個別訪問等によるﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
　・土佐の観光創生塾開催（西部：第4回10/16、第5回11/11、第6回
　　12/7　　中央・東部：第4回10/22、第5回12/11）
　・観光ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑづくり勉強会（12/2）
【広域観光組織強化】
　・地域観光ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰとの広域観光組織計画の策定検討（3回）
　・新たな組織設立に向けた準備への支援（安芸・仁淀川・高幡）
【広域観光補助金】
　・博覧会開催支援
　　　高知家・まるごと東部博：各種部会への参画（3回）及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　運営支援（随時）
　　　2016奥四万十博：本部会及び各部会への参画（12回）
　・広域観光支援
　　　広域観光推進事業費補助金の進捗確認（随時）
　　　広域観光組織の会議等への参画（随時）

実施状況・変更計画　
【地域観光商品造成】
　・プロポ審査会（4/24）
　・地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ配置（西部地域、中部・東部地域 各1名）
　　→西部：幡多広域観光協議会の機能強化に向けたｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
　　　　中央・東部：創生塾受講者への個別訪問等によるﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
　・創生塾第１回開催
　　（西部：6/25(参加者32名)、中央・東部：6/26(参加者25名)）
【観光商品ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化】
　・広域観光ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる現地調査、指導（仁淀川(1回)）
【広域観光組織強化】
　・地域観光ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰとの広域観光組織計画の策定検討（4回）
【広域観光補助金】
　・博覧会開催支援
　　　高知家・まるごと東部博：各種部会への参画（2回）及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　運営支援（随時）
　　　2016奥四万十博：本部会及び各部会への参画（8回）
　・広域観光支援
　　　広域観光推進事業費補助金の交付（6件）
　　　広域観光組織の会議等への参画（随時）
【広域観光みらい会議】
　・第1回開催：4/27（参加者102名）

【地域観光商品造成】
　・「土佐の観光創生塾」受講申込者：全69名(当初目標50名)
【観光商品ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化】
　・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる現地指導等により、仁淀川流域をPRする「仁淀
　　ﾌﾞﾙｰ通信」の配信開始
【広域観光補助金】
　・「高知家・まるごと東部博」の運営支援（入込客数で対前年10％
　　以上増加の施設あり）
　・「2016奥四万十博」の実施計画（案）策定
【広域観光みらい会議】
　・開催を通じて、「食彩高知」H27年下期版の発行継続：商品化41件
　　の予定（食26件、ガイド9件、体験プログラム6件）

担当部局：

事業概要・目的

平成28年3月31日
観光振興部

広域観光の推進 地域観光課
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平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 秋田 （ ２２７８ ）

種別 経済  当初予算額 6,272千円 補正後予算額 17,315千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

アドバイザリー会議の意見を踏まえつつ、竜串
に行く価値を創造し、地域の集客・経済の要と
なる水族館にするために検討していく必要があ
る。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

策定した基本計画に基づいて、基本設計に着
手するための予算を計上し、委託事業者の公
募を開始した。

【中旬】
足摺海洋館基本設計策定の予算計上（１２月
議会）

【中旬】
足摺海洋館基本設計プロポーザル審査会

第１回新足摺海洋館基本設計アドバイザリ－
会議を開催し、今後の進め方等について意見
をいただいた。
今後はアドバイザリー会議の意見を踏まえつ
つ、竜串に行く価値を創造し、地域の集客・経
済の要となる水族館にするために検討していく
必要がある。

【中旬】
足摺海洋館基本設計事業着手（～H28.3）

【下旬】
第４回足摺海洋館基本計画検討委員会開催
足摺海洋館基本計画（案）の完成

【上旬】
足摺海洋館基本計画（案）パブリックコメント
実施

・新しい足摺海洋館の施設コンセプトなどを網
羅した基本計画が完成している。
・基本計画を基にした新しい足摺海洋館の基
本設計の事業着手ができている。

・基本計画が完成（平成２７年８月）
・基本設計の着手（平成２８年２月）

12/25　新足摺海洋館基本設計予算計上
　　　　　（１２月議会）
　　　　 新足摺海洋館基本設計委託事業者
　　　　 公募開始

2/12　新足摺海洋館基本設計事業着手
2/17　第１回新足摺海洋館基本設計アドバ
　　　　イザリー会議

1/31　新足摺海洋館基本設計プロポーザル
　　　　審査会

7/13-8/11　パブリックコメント（意見公募）

8/31　足摺海洋館基本計画の策定

足摺海洋館基本計画（案）に対する意見公募を
実施し、それらを踏まえた基本計画の策定を
行った。
今後、策定した基本計画に基づいて、基本設計
へ着手できるように準備していく必要がある。

【中旬】
足摺海洋館基本計画完成

【下旬】
足摺海洋館基本計画の報告（９月議会）
足摺海洋館隣接地等測量調査予算計上（９
月議会）

事業概要・目的

　高知県立足摺海洋館あり方検討委員会の最終とりまとめを基に、新しい足摺海洋館の基本計画を策定する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 観光振興部

足摺海洋館基本計画検討委員会の意見を踏ま
えて、新しい海洋館の基本計画（案）が完成し
た。
今後意見公募を実施し、それらを踏まえたうえ
で基本計画として策定する必要がある。

平成28年3月31日
足摺海洋館基本計画の策定 地域観光課

　

5/9 第3回足摺海洋館基本計画検討委員会

6/24　第4回足摺海洋館基本計画検討委員
会
6/30　足摺海洋館基本計画（案）の完成

【９日】
第３回足摺海洋館基本計画検討委員会開催

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 黒石 （ 9609 ）

種別 経済  当初予算額 34,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

実施状況・変更計画　

【成果】
事業実施主体向け説明会を県内３会場を開
催。地域によって、整備の必要性に温度差はあ
るものの、Wi-Fi整備などは参加者の関心が高
かった。

【課題】
当初で予算化していない事業実施主体が多く、
一次募集での申請件数が少なかったため、引き
続き補助事業の活用を働きかけ、整備目標の
達成を目指す。

担当部局：

事業概要・目的

平成28年3月31日
観光振興部

国際観光受入環境整備事業費補助金 おもてなし課

　

年々増加傾向にある外国人観光客の受入基盤整備を、短期間で強力に推進するため、市町村等や組合団体等が実施する多言語による観光案内板や誘
導表示、パンフレット等案内ツール及びWi-Fi環境の整備や洋式トイレへの改修等の整備に対して総合的に補助する。
補助先：市町村等、商業及び宿泊関連組合団体等
補助率： 1/2以内

【成果】
補助事業活用の働きかけなどにより、二次募集
で11市町村より24事業の申請があり、道の駅の
Ｗｉ-Ｆｉなど整備が進んだ。

【課題】
整備の必要性を感じていない補助先に対し、更
なる補助事業の活用の働きかけが必要
また、補助先や補助対象経費など補助制度の
見直しを検討する必要がある。

【成果】
市町村を訪問した補助事業活用の働きかけな
どで、三次募集で６市町村より13事業の申請が
あり、観光案内板やパンフレットの多言語化な
どの整備が進んだ。

【課題】
整備の必要性及び補助事業の活用について、
引き続ききめ細やかな働きかけが必要。

執行計画・目標 備考（課題及び成果等）

当初から予算化していない事業実施主体が多
かったことや、国の交付金等を活用し、当補助
金を活用しない形で受入整備が行われたことな
どにより、平成27年度の当補助金による整備目
標を下回る結果となった。
平成28年度は整備が進んでいない市町村など
を中心に補助事業の活用等を一層働きかける
予定。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

【成果】
平成27年度は、18市町村43事業、また、各補助
メニューでもそれぞれ申請があり、一定の整備
は進んだ。

【課題】
整備の必要性を感じていない補助先に対し、更
なる補助事業の活用の働きかけが必要。
また、補助先や補助対象経費など補助制度の
見直しを検討する必要がある。

（求める具体的な成果） 

【H27年度末 整備目標】  
■観光案内板      ７箇所  

■パンフレット     10箇所 

■ホームページ   10箇所 

■館内案内サイン 10箇所   

■トイレ改修         15箇所 

■Wi-Fi整備         30箇所 

■免税店開設等   10箇所  

（達成状況） （要因分析、課題等） 

 4月中旬第一次募集開始 

 4月16日市町村観光課長会で事業説明 

 6月下旬第一次募集締め・第二次募集開始 

 交付要綱制定 

 5月中旬事業実施主体向け説明会 

（3会場） 

 9月下旬第二次募集締め・第三次募集開始 

 12月下旬第三次募集締め・第四次募集開始 

  ２月上旬第四次募集締め 

 9月上旬進捗確認・課題整理 

 11月上旬進捗確認・課題整理 

※交付決定（随時） 

 第一次募集開始（4/16） 

 市町村観光課長会で事業説明（4/16） 

 交付要綱制定（4/3） 

事業実施主体向け説明会 

中部地域（5/25） 

東部地域（5/28） 

西部地域（5/29） 

 

 第一次募集締め切り（6/26） 

 第二次募集開始（8/5） 

 第二次募集開始（8/31） 

 第三次募集及び執行見込み調査開始（9/28） 

市町村へ活用の働きかけ（市町村回り） 

 

【H27年度末 整備実績】  
■観光案内板     ８箇所  

■パンフレット    11箇所 

■ホームページ      １箇所 

■館内案内サイン   ０箇所   

■トイレ改修         11箇所 

■Wi-Fi整備         12箇所 

■免税店開設等    １箇所  

 補助制度の見直し 



平成２７年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 農業振興部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 農地・担い手対策課 新規就農研修支援事業費 経済 69,770

2 農地・担い手対策課 農地中間管理事業費 経済 95,498

3 農地・担い手対策課 こうちアグリスクール研修事業費 経済 11,440

4 産地・流通支援課 環境制御技術導入加速化事業費 経済 107,040

5 産地・流通支援課 次世代施設園芸モデル事業費 経済 368,530

6 産地・流通支援課 園芸用ハウス整備事業費 経済 429,199

7 産地・流通支援課 次世代施設園芸等企業参入事業費 経済 4,067

8 地域農業推進課 集落営農・拠点ビジネス支援事業費 経済 102,456

9 地域農業推進課 ６次産業化推進事業費 経済 49,831

10 畜産振興課 畜産競争力強化整備事業費 経済 274,550



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 田所 （ 4412 ）

種別 経済  当初予算額 69,770千円 補正後予算額 45,831千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 農業振興部
平成28年3月31日

新規就農研修支援事業 農地・担い手対策課

事業概要・目的

　農業者の高齢化や後継者不足が進行する中、県の基幹産業である農業の維持発展のためには、新規就農者の確保・育成が重要な課題となっている。
　新規就農者のスムーズな営農定着のためには、就農に向けた準備段階で、先進農家等での実践研修が必要であり、このような研修を実施する研修生
や研修生受け入れ農家等に対して、市町村と連携して支援を行う。また、中山間地域の担い手の確保に向けて、農業＋その他の収入で生計が成り立つ
ことを前提として研修を実施する研修生についても支援を行う。併せて、指導農業士など研修生受け入れ農家等の確保・育成を進める。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

◎指導農業士16名認定予定（10/16認定証授
与式）
◎新規就農研修支援事業
　　対象研修生61名（22市町村）※9月末交付決
定

◎新規就農者の年間確保目標280人 ◎新規就農者　269名
新規就農者数は増加傾向にあるが、目標には
到達しなかったため、更なる受入体制の強化に
より、新規就農者の確保・育成を図る。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

◎指導農業士16名認定（10/16認定証授与式）

◎新規就農研修支援事業
　　対象研修生68名（23市町村）
　（うち１名は条件不利地就農者育成区分）
　補助金実績見込み45,179千円

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

○ブロック別事業説明会 

事業(研修)実施申込み（通年） 

研修実施の決定 

研修開始 

○研修受入農家等の 

  指導力向上研修 

（求める具体的な成果） 

【事業周知】（通年） 

○事業説明会の開催 

○個別説明の実施 

指導農業士 

推薦受付 

指導農業士 

認定審査 

  指導農業士 

  認定式 

事業実施状況の確認 

次年度の事業実施   

   要望調査 

事業実績の確認 

次年度事業計画の確認 

○ブロック別事業説明会(5/11,14) 

○農業振興部長との 

  意見交換会(6/12) 

○農業担い手育成 

  センター研修生との 

  意見交換会(8/3) 

事業(研修)実施申込み（通年） 

研修実施の決定 

研修開始 

指導農業士 

推薦受付(5/21～7/17) 

指導農業士 

認定審査(8/31) 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

○ブロック別事業説明会 

事業(研修)実施申込み（通年） 

研修実施の決定 

研修開始 

○研修受入農家等の 

  指導力向上研修 

（求める具体的な成果） 

【事業周知】（通年） 

○事業説明会の開催 

○個別説明の実施 

指導農業士 

推薦受付 

指導農業士 

認定審査 

  指導農業士 

  認定式 

事業実施状況の確認 

次年度の事業実施   

   要望調査 

事業実績の確認 

次年度事業計画の確認 

○ブロック別事業説明会(5/11,14) 

○農業振興部長との 

  意見交換会(6/12) 

○農業担い手育成 

  センター研修生との 

  意見交換会(8/3) 

事業(研修)実施申込み（通年） 

研修実施の決定 

研修開始 

指導農業士 

推薦受付(5/21～7/17) 

指導農業士 

認定審査(8/31) 

次年度の事業実施   

   要望調査 

事業実施状況の確認 

  指導農業士 

  認定式 

事業実績の確認 

（継続対象者は新規就

農推進事業へ移行） 

○研修受入農家研修 

  (12/11) 

  指導農業士等18名、 

  関係機関24名、 

  農大生6名参加 

○静岡県視察(3/18) 

  県1名、指導農業士 

  3名参加 

（要因分析、課題等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 平井 （ 3009 ）

種別 経済  当初予算額 95,498千円 補正後予算額 62,836千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 農業振興部
平成28年3月31日

農地中間管理事業 農地・担い手対策課

事業概要・目的

農業経営の規模の拡大、耕作の事業に供される農用地の集団化、新たに農業を営もうとする者の参入の促進等による農用地の利用の効率化及び高度化の促進
を図り、もって、農業の生産性の向上に資することを目的とし、農地中間管理機構が行う担い手等への農地集積を推進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

農地中間管理機構による農地集積面積 H27　1,100ha H27農地集積面積見込み　169.6ha
・農地の流動化が見込まれる11地区を重点地
区に設定し、引き続き関係機関と連携のうえ、
早期に実績をあげるよう努める。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

≪中間管理機構によるマッチング実績：6月末
≫
　　約 7.1ha

≪中間管理機構によるマッチング実績：9月末
≫
　　約 29.3ha

≪中間管理機構によるマッチング実績：12月末
≫
　　約 45.9ha

≪中間管理機構によるマッチング実績：3月末
≫
　　約 169.6ha

≪事業周知≫
〇事業説明会・相談会
4/6、4/17、4/23、4/24、4/27、4/28、5/7、
5/8、5/11、5/14、5/26、5/29、6/2、6/3、
6/4、6/5、6/9、6/15、6/18、6/23、6/25、
6/30、7/7、7/23、7/24、7/28、9/7、9/9、
9/10、9/14、9/17、9/28、10/23、11/6、
12/25、1/12、1/18、1/20、3/22
〇テレビ、ラジオ、新聞
テレビ読み上げ：7/22、7/23、12/22、12/23、
1/18、1/19
ラジオ読み上げ：7/21、7/23、12/22、12/24、
12/28、1/5、1/7、1/11、1/18、1/20,
ラジオ対談：8/11、8/12   高知新聞：8/10
〇パンフレットの配布　14,234部

≪借受希望者の募集：１回目≫（公社ＨＰで実
施）
期間：4/15～5/15(全市町村）
応募件数：74件（116ha）
H26・27応募総数245件（528.2ha）

≪農地所有者（出し手）からのH27申込み 6月
末≫
申込件数：88件（38．1ha）
H26・27応募総数349件（149.7ha）

≪推進体制の整備≫
地域推進支援員の増員（4/1～　10人体制）
市町村等に対して適任者の紹介依頼（全市
町村巡回）

≪借受希望者の募集：2回目≫（公社ＨＰで実
施）
期間：7/15～8/20(全市町村）
応募件数：49件（72.6 ha）
H26・27応募総数294件（600.8ha）

≪農地所有者（出し手）からのH27申込み 9月
≪借受希望者の募集：3回目≫（公社ＨＰで実
施）
期間：9/24～10/26(全市町村）
応募件数：39件（48.8 ha）
H26・27応募総数333件（649.6ha）

≪借受希望者の募集：4回目≫（公社ＨＰで実
施）
期間：11/13～12/15(全市町村）
応募件数：41件（102.3 ha）
H26・27応募総数374件（751.9ha）

≪農地所有者（出し手）からのH27申込み 12
月末≫
申込件数： 435件   149.3ha）
H26・27応募総数 702件（264.8ha）

≪借受希望者の募集：5回目≫（公社ＨＰで実
施）
期間：1/15～2/26(全市町村）
応募件数：24件（62.6ha）
H26・27応募総数398件（814.5ha）

≪農地所有者（出し手）からのH27申込み 3月
末≫
申込件数： 548件   182.2ha）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

≪事業周知・掘り起こし≫（通年） 

〇事業説明会の開催 

〇県広報、ラジオ、新聞等の活用 

〇パンフレットの配布 

〇地域推進支援員を中心に農地の出し手・受け手

となる農地所有者や認定農業者を巡回 

農地所有者（出し手）から受け手への 

マッチング 

         

 
 

H26掘り起こし分 

・受け手   ・出し手 

412ha    110ha 

(H26実績：23.8ha) 

 

前年度の掘り起こ

しにより、さらに

26.5haのマッチン

グが見込まれるた

め、早期にマッチ

ングを図る。 

（現在マッチング

が見込まれていな

い案件についても、

「地域推進支援

員」が新たな出し

手、受け手を掘り

起こし、随時マッ

チングを図る。） 

 

 

 

 

H27掘り起こし分 

・H26年度に今年

度重点的に取り組

む15地区を選定。 

 

・関係機関と連携

のうえ、利用条件

の調整を実施し、

15地区(154ha)で

の早期のマッチン

グを図る。 

(事業周知、要望の

掘り起こしにより、

集積の見込みのあ

る地域については、

随時重点地区とし

て位置づける。) 

 

 

【その他】 

・受け手の募集

【H27 第１回目】 

4/15～5/15 

【H27第２回目】 

9月～10月予定 

【H27第３回目】 

1月～2月予定 

 

 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

≪事業周知・掘り起こし≫（通年） 

〇事業説明会の開催 

〇県広報、ラジオ、新聞等の活用 

〇パンフレットの配布 

〇地域推進支援員を中心に農地の出し手・受け手

となる農地所有者や認定農業者を巡回 

農地所有者（出し手）から受け手への 

マッチング 

         

 
 

H26掘り起こし分 

・受け手   ・出し手 

412ha    110ha 

(H26実績：23.8ha) 

 

前年度の掘り起こ

しにより、さらに

26.5haのマッチン

グが見込まれるた

め、早期にマッチ

ングを図る。 

（現在マッチング

が見込まれていな

い案件についても、

「地域推進支援

員」が新たな出し

手、受け手を掘り

起こし、随時マッ

チングを図る。） 

 

 

 

 

H27掘り起こし分 

・H26年度に今年

度重点的に取り組

む15地区を選定。 

 

・関係機関と連携

のうえ、利用条件

の調整を実施し、

15地区(154ha)で

の早期のマッチン

グを図る。 

(事業周知、要望の

掘り起こしにより、

集積の見込みのあ

る地域については、

随時重点地区とし

て位置づける。) 

 

 

【その他】 

・受け手の募集

【H27 第１回目】 

4/15～5/15 

【H27第２回目】 

9月～10月予定 

【H27第３回目】 

1月～2月予定 

 

 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

≪事業周知・掘り起こし≫（通年） 

〇事業説明会の開催 

〇県広報、ラジオ、新聞等の活用 

〇パンフレットの配布 

〇地域推進支援員を中心に農地の出し手・受け手

となる農地所有者や認定農業者を巡回 

農地所有者（出し手）から受け手への 

マッチング 

         

 
 

H26掘り起こし分 

・受け手   ・出し手 

412ha    110ha 

(H26実績：23.8ha) 

 

前年度の掘り起こ

しにより、さらに

26.5haのマッチン

グが見込まれるた

め、早期にマッチ

ングを図る。 

（現在マッチング

が見込まれていな

い案件についても、

「地域推進支援

員」が新たな出し

手、受け手を掘り

起こし、随時マッ

チングを図る。） 

 

 

 

 

H27掘り起こし分 

・H26年度に今年

度重点的に取り組

む15地区を選定。 

 

・関係機関と連携

のうえ、利用条件

の調整を実施し、

15地区(154ha)で

の早期のマッチン

グを図る。 

(事業周知、要望の

掘り起こしにより、

集積の見込みのあ

る地域については、

随時重点地区とし

て位置づける。) 

 

 

【その他】 

・受け手の募集

【H27 第１回目】 

4/15～5/15 

【H27第２回目】 

9月～10月予定 

【H27第３回目】 

1月～2月予定 

 

 



担当部局：農業振興部

　　　　　　　　　　　　　　作成日：平成２８年３月３１日

事業名 所管課

種別 経済 当初･繰越予算額 11,440千円 補正後予算

　
　　新いなかビジネススクール

・雑誌広告（いなか暮らしの本６月号、移住課連携）

 Yahooリスティング広告（大阪）

　　Yahooリスティング広告（東京）

　・新聞広告（読売新聞東京都版）

Yahooリスティング広告（名古屋）
　　　　　・農業機械研修

　　・新聞広告（中日新聞名・尾版）

　　　　　　　　・体験ツアー（大阪）

　
　　　　　　　　・体験ツアー（東京） 　　　　　・農業機械研修

　　　　　・新規就農者向けＰＲ

　　　　　・体験ツアー（名古屋）

　　　　　・一般農業者向けＰＲ
　

　　　　　・農業担い手育成センター
　　　　　　　見学会

　　　　　・農業機械研修

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・高知暮らしフェア東京：相談件数11組

・高知暮らしフェア大阪：相談件数10組
・新・農業人フェア大阪会場：相談件数39組
・こうちアグリスクール高知会場受講者数29名

・新・農業人フェア東京会場：相談件数41組
・移住笑談会（東京会場）：相談件数6組

・UIターン就職相談会(高知会場)：相談件数6組
・四国暮らしフェア東京：相談件数4組

・こうちアグリスクール大阪会場受講者数34名
・こうちアグリスクール東京会場受講者数32名
・ＵＩターン就職相談会：相談件数4組
・移住笑談会大阪：相談件数4組

4月

こうちアグリスクール参加者は101名で目標の130名を下回った。次年度に向けて、民間業者の能力を活用したPR活動が課題となっている。

　・地区別就農相談会（各産地）

　・高知暮らしフェア（東京）

　
　・フォローアップ相談会（大阪）

　・新・農業人フェア（東京）
　・フォローアップ相談会
　　（名古屋）

　・新・農業人フェア（大阪）

3月

9月

10月

11月

12月

2月

1月

6月

5月

　
　
　 ランディングページ運用開始

　　　新いなかビジネススクール
　
  　　　　新技術などのＰＲ

　・高知暮らしフェア（大阪）
　・新・農業人フェア（東京）

　・フォローアップ相談会（東京）

　・新・農業人フェア（東京）
　・高知一次産業相談会（仮称）
　　（東京）

　・フォローアップ相談会（高知）
　・ＵＩターン就職相談会（高知）
　・地区別就農相談会（各産地）

　・ＵＩターン就職相談会（名古屋）

　・新・農業人フェア（東京）

7月

　　　　・農業担い手育成センター
　　　　　　見学会

　　　　　・関係者との連携検討

8月

平成２７年度　　事業執行計画書

　移住関連情報共有、連携
　 （担い手・人材確保担当者　 定例会：毎月）
　・移住コンシェルジュ出張相談会(大阪)
  ・リーフレット配布
   （新規就農ガイド2015）

　
　・高知暮らしフェア（東京）

　・ガイドブック配布
　　（Let'sTry Faming　2015）
　・高知暮らしフェア（大阪）
　・新・農業人フェア（大阪）

担当者（内線）　植田祥平(3020)農地・担い手対策課

事業概要・目的

こうちアグリスクール研修事業費
（担い手育成確保対策事業費）

月
計　　　　画

実績

農地・担い手対策課
農業担い手育成センター

こうちアグリスクール研修事業は、高知県農業の担い手を確保するために、高知県立農業担い手育成センターが行う研修である「こうちアグリスクール」、「アグリ体験スクーリング」、「就
農希望者長期研修」の周知や運営に係る業務の一部を委託するもの。（担い手育成確保対策事業費は高知県農業会議を補助事業者とし、地域担い手育成総合支援協議会の活動を間接補助してい
たが、平成27年度から拡充され、地域担い手育成総合支援協議会が産地提案書を作成し、東京、大阪等開催される新規就農相談会で新規就農者を募集する活動を支援することとなった。）

・産地提案JA部会等への周知（JA広報誌他）
・広報活動（新聞、ラジオ、チラシ配布他）

・フォローアップ相談会（東京）：相談件数4名

・新・農業人フェア（東京）：相談件数69名

・こうちアグリスクール名古屋会場受講者数６名
・フォローアップ相談会（大阪）：相談件数4名
・アグリ体験スクーリング（大阪発）

・高知暮らしフェア（東京）：相談件数10名
・高知暮らしフェア（大阪）：相談件数14名
・新・農業人フェア（東京）：相談件数69名
・アグリ体験スクーリング（東京発）

・地区別就農相談会（四万十町）
・新・農業人フェア(大阪)：相談件数77名
・アグリ体験スクーリング（名古屋発）

・フォローアップ相談会（東京）：相談件数27名
・ＵＩターン就職相談会（高知）：相談件数2名

東京

会場 

40名 

大阪 

ＳＣ 

大阪

会場 

40名 

高知

会場 

30名 

東

京

ＳＣ 

名古

屋ＳＣ 

※ 長期研修生入校（4月） 

名古

屋会

場 

20名 

※ 長期研修生入校（8

※ 長期研修生入校（12月） 

高知 
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※ 長期研修生入校（4月） 
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※ 長期研修生入校（12月） 
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※ 長期研修生入校（4月） 
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20名 

※ 長期研修生入校（8

※ 長期研修生入校（12月） 

高知 
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平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 千光士 （ 4514 ）

種別 経済  当初予算額 107,040千円 補正後予算額 57,842千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 農業振興部
平成28年3月31日

環境制御技術導入加速化事業 産地・流通支援課

事業概要・目的

ハウス内環境の可視化を図り、適正な環境の維持を図ることで、現状の収量よりも10～30%の増収効果を得ることができる。この環境制御技術の導入経費の負
担軽減を行い、技術の普及促進を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・事業要綱改正
・各地区事業説明会

・県環境制御技術
　普及推進会議
　（事業要望調査）

・県環境制御技術普及推進会議の開催
（4/22・高知会館）
・地区環境制御技術普及推進会議の開催
（中央東6/11、中央西6/26）
・JA､市町村､各地区品目部会での事業推進
(事業説明会:14回)
・農業振興ｾﾝﾀｰ普及課・所との意見交換会
(事業推進:9ｶ所）

・事業説明会では、生産者、農業団体を含め、
約300名の参加を得た。
・県環境制御技術普及推進会議では環境制御
技術普及推進員など約35名の参加を得た。

・県環境制御技術普及推進会議の開催
（8/5・農技センター）
・地区環境制御技術普及推進会議の開催
（7/9　安芸、7/14 須崎、7/24　幡多）
・安芸地区での新聞折り込みチラシの配布
（７/15　13000部)

・142戸の事業申請を受け付けた（9月末合
計）。
・県環境制御技術普及推進会議では環境制御
技術普及推進員など約31名の参加を得た。
・炭酸ガス発生機は、増収効果を実感した声が
ある一方、様子見をしている農家も多く導入面
積はのびていないため、JAなどと連携して普及
体制を強化する。
・また、事業継続や要件緩和等の要望があった
ため、次年度の要綱改正を検討する。
・機器の設置が希望時期より遅れる事例があっ
たため、事業主体に対しては早めの交付申請
を促す。

①環境制御技術の導入面積（事業活用）：58ha
②炭酸ガス施用技術の導入面積：169ha
※主要7品目(ナス、ピーマン、シシトウ、キュウリ、
ミョウ ガ、ニラ、トマト)の面積の25.2%

・炭酸ガス施用技術の総導入面積：73ha（320
戸）

環境制御技術の導入については、様子見をし
ている農家も多い。
環境制御技術普及推進員の活動強化や学び
教えあう場での検討会などを重ね、効果を身近
に体感してもらうとともに、拡充・見直した新た
な事業を推進し、目標の達成を目指す。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・県環境制御技術普及推進会議の開催
（11/10担い手ｾﾝﾀｰ）
・地区環境制御技術普及推進会議の開催
（12/16 須崎）
・環境制御技術普及促進のため、所有農家、
関心の薄い生産部会へ測定装置100台（CO2
発生機のみ）を貸し出し、ハウスの見える化
の必要性を醸成。

・11団体、228戸（炭酸ガス発生機導入戸数：
143戸、面積：26.3ha)の申請受けた（12月末）。

・県環境制御技術普及推進会議では環境制御
技術普及推進員など約30名の参加を得た。

・地区環境制御技術普及推進会議の開催
（1/28中央東､2/8幡多、2/16安芸、2/29中央
西）

・11団体236戸（炭酸ガス発生機導入戸数：145
戸、面積：26.5ha)の申請を受け付けた。

・県内合計で野菜7品目の炭酸ガス発生機導入
面積は、73haとなった。

・H28年度事業概要の生産者、関係組織への周
知を徹底し、環境制御技術の早期普及につな
げる。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

・
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平成２７年度　　事業執行計画書

事業名 所管課 担当者（内線） 千光士 （ 4514 ）

種別 経済  当初予算額 368,530千円 補正後予算額 318,938千円 　

月

尾原氏
（安芸市）
ピーマン

竹﨑農園
（芸西村）
ピーマン

東山農園
（香南市）

ニラ

4月 　　入札準備

1日～30日：
利用者の公募

５月 　　入札準備
(20日）
利用者選定委員会
(下旬）
交付決定､採択通知

６月

入札予定

入札予定

７月

８月

着工予定

９月
　　着工

　　入札準備

１０月

　入札予定

１１月 　　着工

１２月

　　竣工

１月

　営農開始

２月

　　竣工

３月

　営農開始

竣工、
営農開始

年度末

　

担当部局： 農業振興部
作成日：平成28年3月31日

次世代施設園芸モデル事業 産地・流通支援課

・利用者の二次公募　12/10～1/15

事業概要・目的

環境制御技術を装備した、生産効率の高い施設園芸の実現を支援するため、「次世代型モデルハウス」を整備し、家族経営からステップアップし、雇用を
活用した経営体（法人等）を育成する。

執行計画・目標

実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
計画（26年度補正事業）

計画（27年度事業）

【26年度補正事業】
・事業実施主体3者への進捗確認
（4/21)
・安芸市尾原農園入札（5/11)

【27年度事業】
・事業利用者の公募（4/1～4/30)
・利用者選定委員会（5/20）
・2経営体の採択通知 (5/27)

【26年度補正事業】
・事業の進捗状況の確認

【27年度事業】
・二次公募にむけた市町村への
要望調査
・2経営体の早期の交付申請と入
札の指導

【26年度補正事業】
・芸西村竹﨑農園入札（9/9、9/28)
・事業の進捗状況の確認（7/15芸西
村、8/25安田町）

【27年度事業】
・南国市西島園芸団地入札（7/10)
・事業利用者の二次公募にむけた市
町村への要望調査（6/24～7/17）を行
い、3経営体の希望があった。

【26年度補正事業】
・芸西村竹﨑農園の入札後の変
更交付申請手続き等の助言

【27年度補正事業】
・安田町の早期入札にむけた助
言
・9月補正予算の計上

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・二次公募利用者選定委員会 2/17
（採択1件）
・二次公募利用者選定通知 2/24
・事業の竣工（安芸市、芸西村、香南
市）3月末

・2/17に採択された1件は、H28年
4月交付決定予定。

26年度分：次世代モデルハウスの営農開始　3カ所
27年度当初分：次世代モデルハウスの整備　3カ所

・モデル的な経営体の育成（次世代型
ハウスの設立）
　　H26補正分　3経営体、1.39ｈａ
　　H27当初分　1経営体、0.41ｈａ
                                計　1.8ｈａ

次世代モデルハウスを建設すること
で、次世代ハウスに興味を持つ農業
者が増えた。28年度からは、新たな事
業のもと、導入面積・件数の拡大に取
り組む。
※H27残り2カ所はH28完成予定。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 畠中 （ 3074 ）

種別 経済  当初予算額 429,199千円 補正後予算額 402,220千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 農業振興部
平成28年3月31日

園芸用ハウス整備事業 産地・流通支援課

事業概要・目的

【目的】施設の増設や高度化による経営改善を目指す農業者の育成と新規就農者等の確保のため、ハウスの整備や中古ハウスの改良を支援し、園芸産
地の維持、強化を図る。
【概要】農協等が、農業者向けの園芸用レンタルハウス等を整備する場合に、そのハウスの建設にかかる経費に対して県と市町村が補助を行う。
　また、農業者が、他の農業者からハウスを譲り受け、又は借りて施設園芸を始める場合や規模拡大を行う際に、そのハウスや附帯する設備の改良に必
要な費用の一部を県と市町村が補助する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・市町村に対する予算配分（１回目）

・計画承認及び補助金交付申請受付（毎月15
日締切）
・採択委員会の開催（毎月25日頃）
・計画承認及び補助金交付決定（翌月上旬）

事業制度の周知・PR
・農業振興部事業説明会での説明（4/24）
・JA青壮年連盟総会(4/24)
・各種部会

・事業実施状況を確認（当初計画と申請状
況）し、各市町村と調整

・市町村に対する予算配分　3/30

・事業に関する説明会及びＰＲ
　　市町村、ＪＡ、農業振興センターを対象とし
た説明会　4/24
　　ＪＡ青壮年部総会　4/24
　　高知市担い手協議会研修会　5/26、6/2

・採択委員会　4/16、5/26、6/25

・第１四半期の申請件数は45件と、昨年減少し
ていた早期申請件数が回復した（25年度44件、
26年度36件）。今後も、早期申請を促す。

・市町村予算措置状況調査（２回目）
　（入札実施状況を受け、効果的な予算執行
を行うため、市町村への予算配分を調整）

・事業の課題及び要望の聞き取り（農協・市町
村）

・H28年度予算需要調査及び予算要望額、事
業内容等の検討

・市町村予算措置状況調査（2回目6/19～
7/10）と予算配分 7/13

・事業制度の拡充、改正に関する要望調査
8/7（8/31〆）

・H28年度予算要望調査
　　園芸用ハウス整備事業：9/11（10/7〆）

・採択委員会　7/23、8/24、9/25

・第２四半期の申請件数は10件、合計55件とな
り、（25年度52件、26年度49件）ほぼ、例年通り
の申請となっている。

・要望内容を精査して、次年度の制度設計に反
映させる。

H27年度の計画である14.42ｈaの整備
H27年度事業としては88件、12.0haの整備を
行った。

土地が確保できなかったことや、経営計画・資
金計画を見直したことにより、計画の中止・延期
が発生したため。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・事業実施状況を確認（当初計画と申請状
況）し、各市町村と調整

・H28年度要望事業ヒアリング（農協・市町村）

・補助金交付要綱見直しの検討

・事業完了検査の実施（実績報告のあったも
のから随時対応）

・採択委員会　10/26、11/25、12/16、12/21

・第３四半期の申請件数は33件、合計88件と
なった。

・市町村等からの意見を集約し、補助金交付要
綱見直しを行った。

・事業実施状況を基に、H28年度以降の改善
方策と事業内容の変更等を検討し、説明（農
協・市町村）

・H27年度事業の確定

・補助金交付要綱の改正

・H28事業に関する説明会
　市町村、ＪＡ、農業振興センターを対象とし
た事業説明会
　1/25、1/26、1/27　　計５箇所

・H27年度事業としては88件、12.0haの整備を
行った。

・補助金交付要綱の見直しを行い、制度を拡充
した。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 髙橋 （ 3073 ）

種別 当初予算額 4,067千円 補正後予算額 2,828千円 　

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

経済 　

担当部局： 農業振興部
平成28年3月31日

次世代施設園芸等企業参入事業費 産地･流通支援課

◆企業誘致活動
・企業訪問件数：43社（延）
・農業参入意向アンケート（5
月）
・スマートコミュティーJAPAN
2015での事業PR（6/17～19
東京）

◆各産地の推進体制づくり
・企業誘致等を視野に入れ
た次世代園芸の推進検討会
（5/1、6/22）

・農業参入用地の確保
・誘致企業と地元との
マッチング
・地元関係者への事業
の周知、意識の共有

◆企業誘致活動
・企業訪問件数：57社（延）
・企業立地課アンケートによ
る企業発掘：13社
・企業立地セミナーin大阪
(8/21）
・農業参入フェア【東京】
（9/10）
・企業立地による拡大再生
産に向けた推進会議（8/27、
9/17）
◆各産地の推進体制づくり
・企業誘致等を視野に入れ
た次世代園芸の推進検討会
個別会（8/27～9/9）

・次世代南国スタイル
整備支援
 「還元野菜プロジェク
ト」推進連携協定締結
（南国市・ＪＡ南国市・
県・高知大学・日本トリ
ム）（7/3）

事業概要・目的

本県の園芸農業が持つ、多品目・周年生産、こうち新施設園芸システムやIPM技術等、全国トップクラスの生産技術と、全国市場に安定して出荷・販売できる一
元集出荷態勢等を強みとして、本県において園芸農業に新たに参入する企業を誘致し、次世代の施設園芸産地づくりを図る。

月
執行計画・目標

実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　　　　　　　　　　・庁内連携ﾐｰﾃｲﾝｸﾞ(4/6,4/15)
　　　　　　　　　　・県外事務所との打合せ(4/20)
　　　　　　・企業意向アンケートの実施
　　　　　　　　　　　送付企業の抽出(4月末)
　　　　　　　　　　　アンケート内容検討(4月末)

　　　　　　　　　　・企業誘致パンフレット印刷
　　　　　　　　　　　(5月上旬)
　

　
　　　　　　　　　　　　　　　　  　  　・ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Japanでの
　　　　　　　　　　　　　　　　　  　   誘致(6/17-19)

                 ・出先機関長会
                       　(4/7)
                 ・普及課・所長会
    　　　     　　  　(4/7)

　
                 ・普及課・所と企業
                   参入検討会(5/1)
　              ・農協農政会議との
　　　        　 情報共有(5/21)

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・企業立地セミナー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　in大阪でのPR

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・企業立地セミナー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参加企業を訪問

◆企業誘致活動
・企業訪問件数：26社（延）
（うち企業視察：3社、延6日）

・企業のニーズ・意見を
聞き取り、誘致のビジョ
ンが具体化してきた。
・参入企業に対して、現
地視察等を随時実施、
マッチングの可能性が
高まってきた。

◆企業誘致活動
・企業訪問件数：延べ20件
（うち 企業視察：2社、延べ2
日）
・農業参入フェア【大阪】
（1/26）
・企業立地セミナーin名古屋
(2/2）
・知事トップセールス（大阪）
（2/5）
・参入希望企業と打合せ
（1/29、2/15）
・企業立地による拡大再生
産に向けた推進会議(2/18）

・企業のニーズ・意見を
聞き取り、誘致のビジョ
ンが具体化してきた。
・参入企業に対して、現
地視察等を随時実施、
マッチングの可能性が
高まってきた。
・農業振興センター等を
通じ現地へ提案し、マッ
チングする。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・企業立地セミナー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　in名古屋でのPR

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・企業立地セミナー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参加企業を訪問

地域の核となる新たな経営体を育成
・本県での農業参入に意欲を持つ企業を育成：10社以上
・ハウス整備を開始する企業：2社以上

・本県での農業参入に意欲
を持っている企業：12社
・ハウス整備を開始した企
業：2社（種苗関連、JA出資
法人）

農業参入が注目されて
おり立地活動に予想以
上の反応があった。
産地とのマッチングも
推進していく。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

・
商
工
労
働
部
や
県
外
事
務
所
等
と
の
連
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・
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Ｒ
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Ａ
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、
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進
・
受
入
体
制
づ
く
り 

・
各
産
地
で
企
業
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致
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ジ
ョ
ン
作
成 

 

（
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コ
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産
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の
規
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拡
大
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企業誘致活動 産地での誘致・受入支援体制づくり 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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企業誘致活動 産地での誘致・受入支援体制づくり 

（達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 武井 （ ４８０７ ）

種別 経済  当初予算額 107,505千円 補正後予算額  　

月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

年度末

担当部局： 農業振興部
平成28年　3月31日

集落営農・拠点ビジネス支援事業(中山間農業複合経営拠点の整備) 地域農業推進課
　

事業概要・目的

農業生産の共同活動に取り組む集落営農組織や中山間地域の農業を支える複合経営拠点の体制整備を支援し、農家所得と担い手の確保による地域
農業の維持活性化を図る。

（求める具体的な成果）

地域ビジョンの策定

（達成状況）

地域ビジョンの策定（4地区）

（要因分析、課題等）

拠点構想をもとに、地域ビジョンと併せて現状
課題整理を行った。拠点の役割を発揮するた
めに、収益事業の積極的な導入を図り、公益
事業を含めたより幅広い事業展開への誘導が
必要

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（要因分析、課題等） 

計 画 実 績 

    ・農村集落活性化支援事業に係る事業計画作成 

   ・中山間農業複合拠点整備の進捗を支援するための連絡会の開催(県の関係機関） 

  ・中山間農業複合経営拠点に係る協議会設置（県、市町村、ＪＡ等） 

・4/9～10 構想計画書作成（各市町村実務
担当者連絡会） 

・4/16～17 事業計画国ﾋｱﾘﾝｸﾞ 
・農村集落活性化地区推進協議会設立（4/28
三原村､4/30 本山町･大豊町･ 
土佐町） 

 

 

 

・5/8 活性化計画を国に提出 
・5/15・18 構想案・確認（各市町村 
実務担当者連絡会） 

・運営委員会 三原村 5/27 
・実務担当連絡会 土佐町 5/18･5/28､大豊
町 5/15，本山町 5/15 

 

  

 

・6/1 全地区が国ｿﾌﾄ事業採択 
・運営委員会 大豊町 6/5､土佐町 6/12､本
山町 6/17 

・実務担当連絡会 
 土佐町 6/4､大豊町 6/24 

 

 

 

・運営委員会 土佐町 7/24､本山町 7/9 
・ﾋﾞｼﾞｮﾝ作成ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 土佐町 7/3･7/28､
本山町 7/29､三原村 7/1 

・実務担当連絡会  
土佐町 7/31、本山町 7/3､7/9  

・7～8 月 24 市町村へ取組周知 

 

 

 

・実務担当連絡会  
大豊町 8/20､土佐町 8/13  

・ﾋﾞｼﾞｮﾝ作成ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ本山町 8/12､8/26 
・ ﾊｰﾄﾞ事業計画作成(大豊研修施設他) 

・次世代施設園芸協議 本山町 8/7 みはら
菜園調査 

 

 

 

・運営委員会 土佐町 9/10，9/28 
・拠点計画作成(大豊町:研修施設等 土佐
町:農業用機械))､補助事業内定 

・ﾋﾞｼﾞｮﾝ作成ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 
 大豊町 9/17、本山町 9/9 
・将来ﾋﾞｼﾞｮﾝ素案作成(全地区) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大豊町：(株)大豊ゆとりファーム  土佐町：(株)れいほく未来 
本山町：本山町農業公社      三原村：三原村農業公社 

候補地区
への支援
(四万十超) 

実施地区 

への支援 

 

連絡会 
協議会 市 町 村

と の 協

議 

構想づく

り検討会

準備 

 

 

協
議 

会 

 
 

 
 
 

県 
・
市

町
村 
・

J
A 
 

 
 
 

 
1
回

程
度
／

月 

 

連
絡
会

の
開
催 

 
  
 

関
係
機

関 
 
 

 
 
 

 
 
 

1
回 
／

月 

１ 拠点の現状分析 

○ 担い手対策の検討 

①新規就農者の確保方法 

②技術支援などの指導体制 

③生活できる経営モデルの

検討 

④就農方法（雇用・参入） 

⑤住宅等の生活支援 

⑥活用できる補助事業の検

討 

２ 課題を抽出 

３ 拠点の目標とする姿を設定(現在の姿をどうしたいか） 

４ 課題解決策とアクションプラン策定 

構想づくり ・将来ビジョン作成 
   

 

構想づく

り検討会

開催 

(県･市町

村･JA 等) 

 

 

1 回／月 

開催 

 

 

・地域の

現状、

課題の

抽出 

 

 

・地域内

での協

議(将来

ﾋﾞｼﾞｮﾝ

検討) 

 

 

・複合経

営拠点

の検討 

 

 

・農村活

性化支

援事業

提案書

検討 

 

 

 

 

 
 

《農業生産の向上》 
 

・次世代施設園芸 

・中山間に適した農産物 

・農産物加工 

・農産物直販所 

・農家レストラン 

《農地の維持》 
・農作業受託 

 

 

収益事業 公益事業 

《担い手確保》 
・研修による就農支援 

・雇用就農の方法 

 

 

５ 計画実現策の検討 

６ 事業実施計画の決定 

《地域を守る》 
・庭先集荷 
・高齢農家の見守り 

 

 

 
 
 
 
７ 計画に基づく活動スタート 
 
●事業実施計画にもとづいた活動を開始 
 

・施設園芸品目の選定、栽培開始 

 

・中山間に適した農産物の選定、栽培開始 

 

・農産物加工、直販所の設置 

 

・庭先集荷の実施 

 

・農作業受託の実施 

 

・新規就農者技術支援 

 

・雇用就農者受け入れ 

 

 

実行 

 

 

 

 

 

実行 

 

農村活
性化支
援事業
提案書
提出 

 ・農村集落活性化運営委員会 

  （大豊町10/26 土佐町10/26､11/19､  

  12/16 本山町10/21､11/26） 

 ・複合経営拠点実務担当連絡会 

  （土佐町11/25） 

 ・農業集落活性化ビジョン作成ワーク   

  ショップ（大豊町10/2） 

 

 ・農村集落活性化運営委員会 

  （大豊町2/18 土佐町） 

 ・複合経営拠点実務担当連絡会 

 （本山町2/16、大豊町2/18） 

 ・2月   24市町村首長訪問、拠点取り 

    組み周知、H28 複合経営拠点推進 

    セミナーでの構想づくり参加よびかけ 

 ・（ハード事業） 

  大豊町：山村農業実践センター開所  

  (3/30)新規就農研修等の施設整備、 

    ライスセンター乾燥設備整備 

  土佐町:畜産基地関連農業機械整備 

    (トラクター、ﾏﾆｭｱｽﾌﾟﾚｯﾀﾞ) 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 田畑　和志 （ 4537 ）

種別 当初予算額 49,831千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

経済 　

担当部局： 農業振興部
平成28年3月31日

６次産業化推進事業費 地域農業推進課

事業概要・目的

　本県農業の活性化を図るためには、農産物の付加価値を高め、より所得を確保できる取組にシフトしていく必要がある。このため、従来の生産活動中心
の支援に加え、農業者が、農産加工等により地域資源の付加価値を高め、所得向上や雇用創出につながるよう取組を支援・強化する。
　このため、６次産業化に取り組む人材の育成を行うとともに、地域資源の活用による付加価値化の取り組みを推進するため、専門家を派遣するなどハン
ズオン支援により、地域資源の付加価値向上による雇用創出、農家の所得向上、農村地域の活性化に取り組む。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
□６次産業化推進事業
　○６次産業化サポートセンターの設置（委託）
　　・６次産業化に取組む事業者等への支援
　　・６次産業化支援チームへのアドバイス
　　　（4月～3月、1チーム5～6回）
　　　⇒地域内流通から県域流通へ：25事例
　○６次産業化普及活動推進事業
　　・各普及課・所ごとの研修会等の開催
　○マッチング支援事業
　　・支援チーム会（4月、6月）
　　・こだわり農産物展示・相談会の開催（5月）
■農業創造人材育成事業
　・農業創造セミナー
　　研修生の募集・決定（5月）
　　〔実践コース〕：現地指導（6月）
◆伝統作物活用実証事業
　　・展示ほ設置

□６次産業化推進事業
　○６次産業化ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの設置（4/20委託契約）
　　・６次産業化に取組む事業者等への支援
　　・６次産業化支援チーム（25事例）へのｱﾄﾞﾊﾞｲｽ
        4月～6月（チーム会のべ回数　19回）
　○マッチング支援事業
　　・支援チーム会（4/21、5/12)
　　・こだわり農産物展示・相談会の開催（5/19）
■農業創造人材育成事業
　　・農業創造セミナー
　　　研修生募集・決定（5月・11グループ：38名）
　　　〔実践ｺｰｽ〕：現地研修6/15、16
◆伝統作物活用実証事業
　　・展示ほ設置：インゲン豆2種類（大豊町2地区）
　　　　　　　　　　　　大根・蕪・高菜（四万十町）

□６次産業化推進事業
　○６次産業化サポートセンターの運営
　　・６次産業化に取組む事業者等への支援
　　・６次産業化支援チームへのアドバイス
　○マッチング支援事業
　　・支援チーム会（8月）

■農業創造人材育成事業
　・農業創造セミナーの開催
　　〔入門コース〕：講座（7月、8月）
　　〔実践コース〕：講座（7月、8月、9月）

◆伝統作物活用実証事業
　　・展示ほ設置

□６次産業化推進事業
　○６次産業化サポートセンターの運営
　　・６次産業化に取組む事業者等への支援
　　・６次産業化支援チームへのアドバイス
        7～9月（チーム会のべ回数　40回）
　○６次産業化普及活動推進事業
　　・各普及課・所ごとの研修会の開催
　　　（須崎・高南7/22、中央西・高知7/23、
　　　　中央東8/18）
　○マッチング支援事業
　　・支援チーム会（7/10、9/14）
■農業創造セミナーの開催
　　〔入門ｺｰｽ〕：講座（7/13、8/13）
　　〔実践ｺｰｽ〕：講座（7/24、8/28、9/25）
◆伝統作物活用実証事業
　　・展示ほ設置：大根・蕪（高知市）

□６次産業化推進事業
　○６次産業化サポートセンター運営状況
　　　農林漁業者等からの相談対応や認定事業者
　　のフォローアップ、６次産業化支援チームへの
　　専門企画推進員の派遣、農産物加工マッチング
　　推進支援チーム会への参加等、適切に業務を実
　　施した。
　　［課題］
　　・対象の実態に応じた支援の実施
　　・６次産業化のすそ野の拡大に効果的な支援
　　 方法の確立
　○こだわり農産物展示・相談会
　　　出展者23業者、来場者200社以上。
　　　産地視察型商談会＜全体会＞との合同開催
　　とすることにより、昨年以上の来場者が得られた
　　とともに、積極的な商談が行われた。
■農業創造人材育成事業
　［課題］
　・参加ｸﾞﾙｰﾌﾟの課題解決と目標達成に向けた支援
　  とフォローアップ
◆伝統作物活用実証事業
  ［課題］
　・品種の選定・栽培技術の確立

農業創造セミナー受講：〔実践コース〕10
伝統作物の実証：7ヶ所

農業創造セミナー受講：〔実践コース〕11
伝統作物の実証：7品目4地区

・６次産業化のすそ野の拡大に効果的な支援方法の
　確立が必要
・農業創造セミナーではセミナーの内容が分かりにく
　いため、わかりやすい名称への変更が必要
　また、セミナー参加グループの課題解決と目標達成
　に向けた支援とフォローアップ
・実証ほの設置により、栽培技術が整理されホテル等
　での活用など新たな動きが見られる

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

□６次産業化推進事業
　○６次産業化サポートセンターの運営
　　・６次産業化に取組む事業者等への支援
　　・６次産業化支援チームへのアドバイス
　○マッチング支援事業
　　・支援チーム会（10月、12月）

■農業創造人材育成事業
　・農業創造セミナー
　　〔実践コース〕：講座（11月）
　　〔交流会〕：修了生のﾈｯﾄﾜｰｸづくり（10月）
　　〔ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修〕：H26修了生ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ（12月）

◆伝統作物活用実証事業
　・研修会（10月）

□６次産業化推進事業
　○６次産業化サポートセンターの運営
　　・６次産業化に取組む事業者等への支援
　　・６次産業化支援チームへのアドバイス
　　　10～12月（チーム回のべ回数 23回）
  ○６次産業化普及活動推進事業
　　・各普及課・所ごとの研修会の開催
　　　（安芸11/20、嶺北12/17）
　○マッチング支援事業
　　・支援チーム会（11/12）
■農業創造セミナーの開催
　 〔交流会〕：10/23
   〔実践コース〕：講座（11/27）
 　〔フォローアップ研修〕：12/3

□６次産業化推進事業
　○６次産業化サポートセンターの運営
　　・６次産業化に取組む事業者等への支援
　　・６次産業化支援チームへのアドバイス
　○マッチング支援事業
　　・支援チーム会（2月）

■農業創造人材育成事業
　・農業創造セミナー
　　〔実践コース〕：成果発表会（1月）
　　　　　　　　　　　モニター調査（1～2月）

◆伝統作物活用実証事業
　　・とりまとめ検討会（2月）

□６次産業化推進事業
　○６次産業化サポートセンターの運営
　　・６次産業化に取組む事業者等への支援
　　・６次産業化支援チームへのアドバイス
　　　1～3月（チーム回のべ回数 14回）
  ○６次産業化普及活動推進事業
　　・各普及課・所ごとの研修会の開催
　　　（幡多1/27、高吾2/8）
　○マッチング支援事業
　　・支援チーム会（1/13）
■農業創造セミナーの開催
　 〔成果発表会〕：1/22
◆伝統作物活用実証事業
　・伝統作物活用研修会（2/29参加者：56名）
　・実績とりまとめ（3月）

□６次産業化推進事業
　○６次産業化サポートセンターの運営状況
　　農林漁業者等からの相談対応や認定事業者
　のフォローアップ、６次産業化支援チームへの
　専門企画推進員の派遣、農産物加工マッチング
　推進支援チーム会への参加等、適切に業務を実
　施した。
　　また、総合化事業計画の策定支援を行った。
　〔成果〕
　・平成27年度計画認定　2事業者　計27事業者
　・６次産業化支援チームの取組により、県内へ
　　販路が広がりつつある事例も見られ始めた。
　〔課題〕
　・対象の実態に応じた支援の実施
　・６次産業化のすそ野の拡大に効果的な支援
　　方法の確立
　■農業創造人材育成事業
　〔成果〕
　・入門コースでは、セミナーに参加した成果として
　　６グループが新たな計画策定に繋がった。
　・実践コースでは、新商品や新メニュー開発等
　　次のステップに繋がる成果が生まれた。
　〔課題〕
　・新たなグループの募集と、これまでに参加した
　　グループに対する目標達成に向けた支援
◆伝統作物活用実証事業
　・４地区の実証ほ場で栽培実証（7品目）
　〔課題〕
　・品種の選定・栽培技術の確立

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 入野 （ ３０９４ ）

種別 経済  当初予算額 274,550千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 農業振興部
平成28年3月31日

畜産競争力強化整備事業 畜産振興課

事業概要・目的

○事業目的
　　県は、地域産業の核として必要不可欠な存在である畜産の生産基盤を確保するとともに、国際競争力強化のため、地域の関係者が連携して作成する
　地域全体の収益力を向上させる計画・目標の達成について、中心的な役割を担う畜産経営体等の施設等を整備する取組を支援することにより、地域の
　畜産の収益の向上を図る。
○事業内容
　　国が行う畜産競争力強化整備事業に基づき、市町村が、畜産クラスター協議会に対して補助を行い実施する事業に要する経費に対し、予算の範
　囲内で補助金を交付する。
○補助先、事業主体
　・補助先：市町村
　・事業主体：畜産クラスター協議会

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○5月上旬：国事業計画書提出
○5月中旬：県補助金交付要綱の策定
○5月下旬：国補助金内示
○5/27高知県産業振興推進総合支援事業審
査会

○6月上旬：国補助金交付申請書提出

○事業実施状況の確認（第1回）

○5/8：畜産競争力強化対策整備事業実施計
画提出
○5/11：大川村プロジェクト第12回産業振興
部会
○5/15：補助金交付要綱制定
○5/27：高知県産業振興推進総合支援事業
審査会
○6/2：大川村プロジェクト第13回産業振興部
会
○6/9：高知県産業振興推進総合支援事業採
択

7月上旬：国交付決定通知
7月上旬：県補助申請受付（国費＋県費）

8月上旬：県交付決定通知

9月下旬：大川村工事入札
○事業実施状況の確認（第２回）
○大川村プロジェクト産業振興部会（以下、プ
ロジェクト会議）において進捗状況の報告

○7/6：畜産競争力強化対策整備事業実施計
画承認
○7/8：畜産競争力強化対策整備事業内示
○7/29：高知県畜産競争力強化整備事業費
補助金の内示
○8/10：畜産競争力強化対策整備事業補助
金交付申請の提出
○8/28：畜産競争力強化対策整備事業補助
金交付決定
○9/14：高知県畜産競争力強化整備事業費
補助金交付決定
○9/14：大川村プロジェクト第14回産業振興
部会
○9/28：建築工事設計委託業務契約

現在、当初計画と比べ、遅れが生じていること
から、事業主体、大川村、県、委託業務受注業
者が定期的に集まり、設計業務で手戻り等によ
る、不測の日数が生じないように、スケジュー
ル管理を行っていく。

大川黒牛年間出荷頭数72頭体制の確立
（H32年度19頭出荷頭数の増頭）
繁殖雌牛100頭、肥育頭数144頭（H32)

工期を4/21に延期したため、年度内の事業完
了に至らなかった。

建築工事業者、設計管理業者、事業主体、大
川村、県が2週間毎に定例会を開催し、スケ
ジュール管理していく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○事業実施状況の確認（第３回）
○プロジェクト会議において進捗状況の報告

○10/20：大川村プロジェクト第15回産業振興
部会

○11/25：大川村プロジェクト第16回産業振興
部会

○12/24：建築確認許可

○2月中旬：工事完了
○2月下旬：大川村検査
○2月下旬：実績報告の提出（大川村→県）

○3月上旬：県検査

○3月中旬：実績報告書提出（県→国）

○1/7：建築工事入札
○1/18：建築工事着工
○1/19：建築工事第1回定例会
○2/12：大川村プロジェクト第17回産業振興
部会
○2/16：畜産競争力強化整備事業補助金繰
越承認申請の提出
○2/18：建築工事第2回定例会
○3/3：建築工事第3回定例会
○3/11：畜産競争力強化整備事業補助金繰
越承認
○3/15：建築工事第4回定例会
○3/24：高知県畜産競争力強化整備事業補
助金繰越承認
○3/29：建築工事第5回定例会

建築工事に伴う大型車両の通行に関して、県
道工事の通行規制との兼ね合いや騒音等の影
響について地元住民との調整に不測の日数を
要したことから、工期を4/21に延期し、補助金
予算を繰越。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 林業振興・環境部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 森づくり推進課 森林整備公社助成事業費 経済 509,794

2 森づくり推進課 林業学校費 経済 59,470

3 森づくり推進課 小規模林業推進事業費 経済 12,454

4 木材増産推進課 森の工場活性化対策事業費 経済 276,283

5 木材増産推進課 原木増産推進事業費 経済 135,682

6 木材産業課 木材加工流通施設整備事業費 経済 885,397

7 木材産業課 土佐材販売力抜本強化事業費 経済 9,126

8 木材産業課 県産材外商推進対策事業費 経済 45,345

9 木材利用推進課 木質資源利用促進事業費 経済 186,251

10 木材利用推進課 ＣＬＴ建築促進事業費 経済 308,613

11  新エネルギー推進課
新エネルギー導入促進事業費
（グリーンニューディール基金）

地震対策 236,492



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 矢野　智久 （ ３１３８ ）

種別 経済  当初予算額 509,794千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・公社第10期経営計画に基づく年度計画の達成
・既往借入金の支払利息を除いた事業活動収支の黒字化の
達成

・主伐：7団地、68.39ha（うちクヌギ林 1団地、2.19ha）
・利用間伐：189.39ha（うち管理委託 21.45ha）
・保育間伐：197.62ha（うち管理委託 105.92ha）
   施業管理委託：4団地,127.37ha（うち保育間伐 105.92ha）
・契約変更：75件,845.18ha
・既往借入金の支払利息を除いた事業活動収支の黒字化の
達成

・次年度の事業予定地や事業体を確保する
ため、現地調査を早めに行い、早期発注が
可能となった。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○課題
・事業体の入札辞退・不調などによる利用間
伐収入の減に伴い、主伐の立木販売による
収益確保が必要。

○下半期成果
・主伐：2団地11.34ｈａ落札
・利用間伐：契約変更により14.41ｈａの増
・契約変更：42件,235.61ha
・事業の契約率を高めるために、早期発注の
実施。

定期的に公社と経営改革の進捗管理を実施
　・進捗管理
    5/15 , 6/12 , 7/8 , 8/27 , 9/18 , 10/27 ,
    12/17 , 2/23
　・対応協議（適宜）

○上半期成果
・主伐：5団地57.05ｈａ落札
・利用間伐：174.98ｈａ契約
・契約変更：33件,609.57ha変更

事業概要・目的

　　「高知県森林整備公社経営改革プラン」に基づき、策定した公社の第10期経営計画（Ｈ24年度～Ｈ28年度）の着実な実行に公社と連携して取り組む。
　また、公社が「第10期経営計画」で掲げた既往債務の元利償還を除く事業活動収支の黒字化維持を支援する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 林業振興・環境部
平成28年3月31日

森林整備公社助成事業費 森づくり推進課

･契約 

･事業開始 

･分収割

合の変更 

（求める具体的な成果） （要因分析、課題等） 

利用間伐 主伐 

設計 

事業完了 

事業完了 

入札事業発注 

協定締結 

施業実施 

契約変更 分収林の一部

を施業管理委

託 意向調査 

 

個別訪問 

 

入札 

◇第10期経営計画の着実な実行  

H27年度実施分調査 

調査完了 

（達成状況） 

･契約 

･事業開始 

･分収割

合の変更 

（求める具体的な成果） （要因分析、課題等） 

利用間伐 主伐 

設計 

事業完了 

事業完了 

入札事業発注 

協定締結 

施業実施 

契約変更 分収林の一部

を施業管理委

託 意向調査 

 

個別訪問 

 

入札 

◇第10期経営計画の着実な実行  

H28年度実施分調査 

調査完了 

（達成状況） 

◇第10期経営計画の着実な実行  

主伐 

第3回入札 

6月26日 

第1･2回入札 

6月3･10日 

第4回入札 

8月26日 

利用間伐 

第1回入札 

4月24日 

第2回入札 

6月4日 

第3回入札 

7月30日 

分収林の一部を

施業管理委託 
契約変更 

H28年度実施分調査 

施業実施 

事業完了 

調査完了 

意向調査 

 

個別訪問 

 

･分収割

合の変更 

H28年度事業 

第1回入札 

2月29日 

H28年度事業 

第2･3･4回入札 

3月4日･16日 

 ･30日 

第6回入札 

2月17日 

第7回入札 

3月10日 

第5回入札 

10月7日 



林業振興・環境部

4 月 (上旬)

(中旬)

(下旬)

5 月 (上旬)

(中旬)

(下旬)

6 月 (上旬)

(中旬)

(下旬)

7 月 (上旬)

(中旬)

(下旬)

8 月 (上旬)

(中旬)

(下旬)

9 月 (上旬)

(中旬)

(下旬)

10 月 (上旬)

(中旬)

(下旬)

11 月 (上旬)

(中旬)

(下旬)

12 月 (上旬)

(中旬)

(下旬)

1 月 (上旬) .

(中旬)

(下旬)

2 月 (上旬)

(中旬) 素案を提出

(下旬)

3 月 (上旬)

(中旬)

(下旬)

林業学校設置構想並びに運営体制の検討 校舎の建築（研修棟新築）

検討内容
を反映

112,495千円

年度末

（求める具体的な成果）

・上記の計画欄に記載

（達成状況）
・基礎課程研修生：14名
・短期課程：延べ1,179名
・林業学校設置構想検討委員会の開催：１回
・林業学校運営委員会の開催：２回

（要因分析、課題等）
・平成30年４月の本格開校に向けて、校舎等の施設整備や
専攻課程のカリキュラムの策定など、研修生の最高の学び
場を提供できる体制の強化が急務

月

計　　　　　　画

実　　績基礎課程・短期課程
による担い手育成

Ｈ２９年４月の本格開校に向けた取り組み

・林業学校基礎課程の入校式を行い、基礎課程の
研修を開始し、短期課程も開講した。

・林業学校設置構想のパブリックコメント（中間
報告）を実施。

・第1回庁内プロジェクトチーム会を開催し、カ
リキュラム等の検討を実施

・６月補正にて、校舎建築に関する基本設計、実
施設計等を予算計上。

・林業学校設置構想検討委員会を開催し、林業学
校設置構想の最終報告案について検討。

・林業学校基本設計委託業務の公示（公募型プロ
ポーザル）

・林業学校設置構想の最終報告

・林業学校基礎課程の平成28年度研修受講者の募
集開始

・林業学校基礎課程において、平成28年度研修生
の募集要項を作成し、関係機関等に配布。

・林業学校基本設計委託業務公募型プロポーザル
審査委員会を開催し、基本設計委託業務の契約を
行った。

・林業学校基礎課程において、インターンシップ
を実施。

・平成28年度林業学校基礎課程の研修生に対す
る、オープンキャンパス開催について、林業事務
所と連携し、高等学校や市町村、森林組合等への
個別訪問を行い周知を図った。

・第2回庁内プロジェクトチーム会を開催し、カ
リキュラム等の具体的な検討を開始

・基礎課程推薦選考試験で２名が合格

・基礎課程の研修生と事業体をマッチングを図る
ため、11月にインターンシップを実施

・校舎建設に係る地質調査を発注

・平成３０年４月に開校に向けて、外部の学識経
験者で構成する「林業学校運営委員会」を設置
し、全国から多くの人材が集まる魅力あふれた学
校づくり向け具体的な検討を開始。

・基礎課程推前期選考試験で４名が合格

・林業学校校舎の基本設計が完成

・林業学校校舎に係る実施設計を発注
　【実施設計の完成は９月予定】

・今年度最後となるインターンシップを実施

・校舎建設に係る地質調査が完了

・就業相談会を開催し、最終的な研修生と事業体
とのマッチングを実施した結果、研修生14名全員
が県内の林業事業体への就業が内定

・第２回「林業学校運営委員会」を開催し、平成
３０年４月に開講する高度な技術を学ぶ「専攻課
程」について検討。

・林業学校基礎課程合格者を対象に入校説明会を
開催

・基礎課程後期Ⅱの選考試験を実施
　

・林業学校（基礎課程）卒業式の実施

事業概要・目的
　　林業への新規就業者を確保・育成するため、即戦力となる林業の担い手の養成から、将来の本県の林業界を担う人材の養成まで
  幅広い人材を育成する施設として、新たに林業学校を創設する。
　　◇事業内容
　　　（１）林業学校研修業務等委託料  （42,049千円（一）39,791千円（使）2,258千円）
　　　（２）緑の青年就業準備給付事業費補助金（22,972千円（国）15,125千円（一）3,722千円（入）4,125千円）
　　　（３）設計委託料（28,729千円（一）9,430千円（入）3,069千円（債）16,230千円）
      （４）土地造成工事請負費（3,172千円（一）402千円（債）2,770千円）
      （５）事務費　（15,573千円（一）14,619千円（入）954千円）

種別 経済 当初予算額 59,470千円 補正後予算額

平成２７年度　　事業執行計画書 担当部局：
作成日： 平成２８年３月３１日

事業名 林業学校費 所管課 森づくり推進課 担当者(内線) 山下、板井、小路口（内4571）

・平成28年度基礎課程の概要決定 

・研修受講生の募集開始 

林業学校の開校 

 ・基礎課程の開講（～３月中旬） 

 ・短期課程の開講（～２月下旬） 

・ 林業学校（基礎課程）卒業生全員の就業が決定 

・ Ｈ２８年度林業学校（基礎課程）研修生の確保 

・ 林業学校による新規就業者の育成・確保 

合格者及び父兄への説明会の実

施 

学校概要、募集要項の掲載内容の検討 

Ｈ２８年度に向けた調整等 

 ・カリキュラムの作成・見直し 

 ・講師陣の確保・調整など 

一般選考試験（後期：基礎課程） 

オープンキャンパスの開催 

◆研修等の規模決定 

◆事前準備 

６月補正へ予算計上 

プロポーザルによる募集開始 

【基本設計・実施設計】 運営委員会の設置準備等 

 構成メンバー：学識経験者、林業関

係団体の代表等 

募集締切 

基本設計完成 

基本設計及び地質調査の発注準

備 

実施設計の実施 

研修棟（新築）工事に向けた 

基本設計等の完成 

◆実施設計の完了 

（H28年9月予定） 

林業学校設置構想のパブリックコ

メント（中間報告） 

第４回林業学校設置構想検討委員会

の開催 

  ・林業学校設置構想の最終報告 

・Ｈ２８年度のカリキュラム及び運営体制の改善 

・本格開校へ向けての学校構想（案）の確立 

専攻課程検討案の作成 

庁内プロジェクトチーム

会開催 

 ・カリキュラム等の 

  検討 

 ・施設整備の検討 

第１回運営検討委員会の開催 

 ・基礎課程、短期課程のカリキュラム 

  への助言等 

 ・専攻課程の検討状況について 

 ・施設整備について 

第２回運営検討委員会の開催 

 ・専攻課程の概要について 

   ・基礎課程、短期課程のカリキュラム 

  ・施設整備について 

庁内プロジェクトチー

ム会の開催 

 カリキュラム等の 

 検討 

 ・次年度以降のカリ 

    キュラムの作成 

 ・講師の確保 

 ・必要事項の検討 

プロジェクトチー

ム 

 施設整備の検討 

インターシップ① 

インターシップ④ 

一般選考試験（前期：基礎課

程） 

推薦選考試験（基礎課程） 

◆地質調査の完了 

土地造成調査業務の発注 

林業学校推進本部設置 

 庁内プロジェクトチー

ムによる検討 

 ・各課程カリキュラム 

 ・校舎(新築） 

 ・運営体制 

事業体とのマッチング 

受入先の確定 

卒業式 

審査会 

契約締結 

素案を提出 

検討内

容を反映 

インターシップ② 

インターシップ③ 

一般選考試験（後期Ⅱ：基礎課

程） 

就業相談会の実施 

契約締結 

地質調査の発

注準備 



林業振興・環境部

4 月(上旬)

(中旬)

(下旬)

5 月(上旬)

(中旬)

(下旬)

6 月(上旬)

(中旬)

(下旬)

7 月(上旬)

(中旬)

(下旬)

8 月(上旬)

(中旬)

(下旬)

9 月(上旬)

(中旬)

(下旬)

10 月(上旬)

(中旬)

(下旬)

11 月(上旬)

(中旬)

(下旬)

12 月(上旬)

(中旬)

(下旬)

1 月(上旬)

(中旬)

(下旬)

2 月(上旬)

(中旬)

(下旬)

3 月(上旬)

(中旬)

(下旬)

・小規模林業推進協議会の会報（第２号）
発行、ホームページ掲載

・政策パッケージによる支援により、設立
当初45名だった協議会会員が301名（３月末
現在）に増加し、県下に取り組みが広がっ
ている。

・小規模林業推進協議会の会報作成に着
手。

・スキルアップ研修の実施（小規模林業
（自伐林家）向け研修②）

・第２回小規模林業推進協議会を開催し、
Ｈ27年度支援事業を周知し、次年度の支援
事業の要望についてのアンケート調査を実
施

・各林業事務所と連携し、平成27年度支援
事業について、会員への周知を実施

・次年度当初予算では、市町村と連携した
副業型林家育成支援や林地の集約化による
施業地の確保への支援事業を予算要求

・事業実施団体と打合せを行い、支援事業
の進捗状況を確認

・スキルアップ研修の実施（小規模林業
（自伐林家）向け研修③）

スキルアップ研修 小規模林業への支援

年度末

（求める具体的な成果）

・上記の計画欄に記載

（達成状況）
・協議会の開催：３回
・会報の発行：２回
・協議会のＨＰの更新：５回
・ｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修受講者数：延べ277人
・協議会会員数：301名（3月末現在）

（要因分析、課題等）
・市町村との連携を強化し、施業地の確保等に努め、中山
間地域の定住促進を図る必要がある。
・担い手の裾野を広げるため、移住促進施策と連携し、県
外からＵＩターン者を呼び込む必要がある。
・小規模林業推進協議会の構成員は多様であり、個々の
ニーズにあった支援策が必要。

月
計　　　　　　画 実    績

協議会の開催 情報提供

・ブロック単位で活動計画の作成と取りま
とめを実施。

・林業学校短期課程において、小規模林業
（自伐林家）向け研修や労働安全衛生研修
を実施。

・小規模林業推進協議会通常総会及び第１
回協議会を開催

・林業学校短期課程において、技能講習
（スキルアップ研修）を随時開催。

・小規模林業アドバイザー派遣等事業費補
助金の交付決定を行った。

事業概要・目的

　　　小規模林業を実践する者が、より活発な林業活動を行うため、情報交換や研修の場となる協議会を開催するとともに、現場指導者の派遣
　　や安全指導者による安全点検パトロールなどの支援を行う。
　　　◇事業内容
　　　　　（１）小規模林業アドバイザー派遣等事業費補助金（地方創生）  10,745千円
　　　　　　　・アドバイザー派遣事業
　　　　　　　・傷害総合保険加入促進支援事業
　　　　　　　・実践現場安全点検パトロール事業
　　　　　（２）インターネットホームページ更新等委託料（地方創生）　388千円
　    　　（３）事務費　1,321千円

種別 経済 繰越予算額 12,454千円 補正後予算額

平成２７年度　　事業執行計画書 担当部局：

作成日： 平成２８年３月３１日

事業名 小規模林業推進事業費 所管課 森づくり推進課 担当者(内線) 山下、近藤（内4571）

■第１回推進協議会の開催 

 ・通常総会（委員選任） 

 ・活動計画承認 

 ・作業道開設技術現地研修 

 ・意見交換 

 ・短期課程（後期）   

  アンケート実施 

 ・短期課程の案内  

 

◆ホームページ掲載 

  ・協議会の取り組み 

  ・会員の活動状況報告 

  ・会員の募集 

 

 小規模林業の推進（会員のネットワーク拡大）・研修等によるスキルアップ・担い手の裾野を拡大 

◆ブロック単位で 

 活動計画を作成 

 ・取りまとめ 

■第２回推進協議会の開催 

 ・平成27年度支援事業について 

 ・平成28年度支援事業の要望に 

  ついて 

 ・小規模林業実践現地研修 

 ・意見交換、アンケート実施 

  次年度予算へ反映 

■第３回推進協議会の開催 

 ・活動報告 

 ・平成28年度支援事業 

 ・意見交換  

林業学校短期課程 

・小規模林業（自伐林

家）向け研修① 

・労働安全衛生研修① 

・小規模林業アドバイザー派遣 
 等事業費補助金による支援 

自伐林家等林業機械レンタル 

及び要望調査（木材増産推進

課） 

緊急間伐総合支援の要望調査 

（木材増産推進課） 

要望調査結果の取りまとめ 

（市町村への情報提供・協力

要請）（木材増産推進課） 

要望調査結果の周知（木材増産

推進課） 

緊急間伐総合支援事業の実施 

（木材増産推進課） 

事業完了 

林業学校短期課程 

・小規模林業（自伐林

家）向け研修② 

・労働安全衛生研修② 

 林業学校短期課程 

 ・技能講習（～2月） 

林業学校短期課程 

・小規模林業（自伐林

家）向け研修③ 

・労働安全衛生研修③ 

◆会報発行 

◆ホームページ掲載 

  ・協議会の取り組み 

  ・会員の活動状況報告 

  ・会員の募集 

◆各事務所と連携し、会員 

 に対して平成27年度支援 

 事業を周知 

 

◆会報発行 

◆ホームページ掲載 

  ・協議会の取り組み 

  ・会員の活動状況報告 

  ・会員の募集 

  ・会員のネットワーク拡大 

・移住者等へＰＲ 

  ・会員のネットワーク拡大 

・移住者等へＰＲ 

ニーズに即した支援策を検

討し予算化 

  スキルアップ 

  スキルアップ 

  スキルアップ 

ニーズに即した 

研修の実施 
 

レンタル支援事業の実施 
 （木増産推進課） 

①小規模林業アドバイ   
 ザーの派遣 

②傷害総合保険の加 
 入促進支援 

③実践現場安全点検 

  パトロールの実施 

◆ホームページ掲載 

  ・協議会の取り組み 

  ・会員の活動状況報告 

  ・会員の募集 

 免許資格取得 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 坂田 （ 4876 ）

種別 経済  当初予算額 276,283千円 補正後予算額 268,071千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末 ・「森の工場」６，４６５ｈａの新規認定を含む団
地内の森林施業の集約化

・「森の工場」の新規認定面積は約2,700ｈａに
留まる見込み

・計画策定が間に合わず、約1,000haが平成28
年度に繰越となった
・制度改正により小規模化する傾向がある

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・Ｈ２８予算要望調査
・予算案編成作業 ・H28予算要望調査

・予算編成作業

・事業体への個別ヒアリング（11/24～12/15）

・2-四半期補助申請の交付決定（①の事業）

・２－四半期補助申請事務（①の事業、～１２
月）
・事業体への個別ヒアリング（～１２月）

・３－四半期補助申請事務（①の事業、～２
月）

・3-四半期補助申請の交付決定（①の事業）

・補助金精算事務（②～③の事業）
・3-四半期補助申請の交付決定（①の事業）
・H27事業取りまとめ
・事業体への現地調査・指導等
　　…　累計　27回、15事業体

・森の工場拡大面積累計　約2,700ha(見込み)
　　うち新規工場数累計　21工場(見込み)

・４－四半期補助申請事務（①の事業、～３
月）

・要綱、要領等の改正
・補助金精算事務（②～③の事業）
・取りまとめ

・森の工場の認定（通年）
・木材増産に向けた事業体への経営・技術指
導（通年）
・森の工場の拡大に向けた事業体への働きか
け（通年）
・事業量要望調査（進捗管理及び予算調整、
通年）
・要綱、要領等の制定（～５月）
・市町村、事業体等への内示、交付決定（②～
③の事業、随時）

・森林組合等の林業事業体及び市町村への
事業説明会
・国への補助申請（機械関係）
・事業体への個別ヒアリング（～７月）
・事業掘り起こし（～３月）
・事業体への現地調査・指導（～３月）

・林業機関誌による広報ＰＲ
・１－四半期補助申請事務（①の事業、～７
月）

・森の工場の認定(通年)

・国への補助申請（機械関係）

・森林組合等の林業事業体及び市町村への
事業説明会
・H27事業要望調査
・林業機関誌による広報PR(樹海5月号)

・事業体への個別ヒアリング
　　森の工場拡大に向けた働きかけ
　　事業掘り起こし 他
・要綱/要領の改正終了
・市町村、事業体等への計画承認、内示、交
付決定の開始(②～③の事業)

・森の工場拡大面積 687ha
　　うち新規工場数　5工場

・1-四半期補助申請の交付決定(①の事業)

・新規事業体、新規計画策定指導等
　　…　累計　3回、3事業体
・事業体への現地調査・指導等
　　…　累計　16回、9事業体

事業概要・目的

【目 的】
　事業体の収益性の向上や森林所有者への利益の還元、林業就業者の雇用と所得の安定確保に繋げるため、森林を集約化した「森の工場」において事業
体が行う森林整備や生産活動への取り組みに対して支援を行い、成熟しつつある人工林資源の利活用を図ると共に、計画的で効率的な木材生産システム
による低コスト林業や木材の安定供給・増産体制の構築を推進する。
【内 容】
　①林業就業者技術向上支援事業（間伐材搬出支援事業、作業道整備事業）、②高性能林業機械等整備事業（導入、作業システム改善、レンタル）、
　③林内路網アップグレード事業（グレードアップ事業（改修･補強）、リカバリー事業（復旧･補修））、④指導活動

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 林業振興・環境部
平成28年3月31日

森の工場活性化対策事業 木材増産推進課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 澤田 （ ４８７６ ）

種別 経済  当初・繰越予算額 135,682千円 補正後予算額 186,487千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・原木の生産量７２万m3の達成
・原木安定供給協定の推進
・機械をレンタルして木材の生産に携わった
　人数30名

・原木の生産量６５万m3の達成見込み
・原木安定供給協定の推進
　（作業道等整備の協定出荷計画量
　　3万6千m3）
・機械をレンタルし木材の生産に携わった
　人数17名

・H27年度に14台の高性能林業機械が導入さ
　れたので原木生産量の増加に貢献できる。
・H28年度作業道等整備の要望を集計した結
　果、約8万m3の協定出荷が計画されている。
・採択要件の緩和、レンタル期間の延長と合わ
　せて小規模林業推進協議会等でのPRにより
　木材生産に携わる人数を増やす。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

(次年度予算の準備：新規事業の検討、
　要望調査） ・①第10回までの内定済み(予算額の96%）

・③6台分の内定済み（14台/14台）
・④第7回交付決定済み

・新規事業の予算要望、継続事業の要望調
　査の実施

・③高性能林業機械を4台(累計5台）導入でき
　　た。
・④8市町村より、10名の申請があった。
　
・新規要望事業が財政課の査定でカットになっ
　た。次年度要望に向けて整理が必要。

・①第12回までの内定済み(予算額の98%）
・②交付決定額の完全実施が達成
　　　　　　　　　　　　　　　　　(予算額の95%）
・④レンタル機械の要望が少なかった。
・⑤事業地に関する問い合せは61件あった
　　が、契約ができたのは1件のみとなった。

・④事業のPR不足が考えられるので、小規模
　　林業推進協議会・要望調査等でさらにPR
　　する。
・⑤林業機関誌、県や県森連のHP、市町村の
　　広報誌への掲載等によりPRした結果、
　　61件の問い合せがあったが、事業地や境界
　　が不明、小面積、地形等関係で採算が合わ
　　ない等の理由により契約成立1件のみとなっ
　　た。県の所有するGISデータを活用できるよ
　　うに各事務所との連携を図る。

・④小規模林業推進協議会宛に要望調査の
実施
・①については、随時事業を募集(通年）
・③市町村の要綱 が整い次第事業計画
  書の提出。５月末の交付決定を目指す。
・⑤県森連からの事業計画書の提出、速
　やかに計画承認。交付申請、交付決定。

・要綱・要領は3月30日付けで制定済み
・①の一部内定済、②4月1日付けで交付決定
　済み

・①第4回までの内定済み（予算額の53%）
・③当初計画分6台分の内定済み（6台/9台）
　　6月補正により5台追加
・⑤6月25日付けで交付決定

・共通：素材生産業協同組合連合会及び各流
　域支部での事業のＰＲ
・③林野庁の指導も有り、早期着手(6月末契
　約）を目指す
・④市町村への予算化、要綱作成の依頼及び
　要望調査結果の情報提供
・⑤「山を売りたい人の情報」の募集方法等の
　　検討が必要

・①第6回までの内定済み(予算額の84%）
・③2台分の内定済み（8台/14台）
・④第2回交付決定済み
・⑤課のＨＰ、機関誌「樹海」、市町村広報
　　への掲載依頼等によるＰＲを実施

・①素材生産事業体へのＰＲにより、要望量が
　　予算額に達した
・③高性能林業機械を1台導入できた。
・④8市町村で予算化、事業実施の計画が
　　進んでいる。
・⑤「山を売りたい人」の情報が集まり始めた

事業概要・目的

　製材工場及び木質バイオマス発電所等に必要な原木を確保し、安定供給をおこなうために、作業道等の整備、流通経費の支援、高性能林業機械等の
整備、自伐林家等の林業機械レンタル及び事業地の取得支援をおこなう。
【メニュー】①作業道等整備：皆伐(用材・広葉樹）に必要な作業道、作業ポイント、集材架線等に対する支援。②流通経費支援：原木安定供給協定に基づ
く、運搬経費に対する支援。③高性能林業機械等導入：素材生産事業体等の高性能林業機械導入に対する支援。④自伐林家等林業機械レンタル：自伐
林家等の小規模林業推進協議会の会員がおこなう林業機械のレンタルに対する支援⑤事業地取得支援補助：事業地の取得が困難な民間の林業事業
体に対して､県森連がおこなう事業地紹介のモデル的な取り組みに対する支援。
【予算区分】
H26補正：③、④（③国の事業は森林整備加速化・林業再生交付金事業、④地方創生交付金の継ぎ足しあり。）
H27当初：①、②、③、⑤（③国の事業は森林整備加速化・林業再生基金事業）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 林業振興・環境部
平成28年3月31日

原木増産推進事業 木材増産推進課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 寺岡 （ ４５９１ ）

種別 経済  繰越予算額 885,397千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

木材高次加工施設の整備による
　・B材の活用
　・CLT用ラミナの供給体制の確立
　・地域雇用の促進
を行う。

木材高次加工施設の整備による
　・Ｂ材の活用（森林組合連合会等との協定）
　・CLT用ラミナの供給体制の確立
　　（銘建工業（株）との協定）
　・地域雇用（常勤8名、パート3名）

・フル生産に向けた、原木及び従業員の確保

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

【課題】
・工場稼働に向けた従業員の確保
・加工量の増産に伴う、原木の確保

・仁淀川町に交付決定（4/13）
・仁淀川町から事業主体に交付決定（4/15）

【主な施設の状況】
・製材ラインの入札（5/29）及び契約（6/2）
・木材乾燥機の入札（6/1）及び契約（6/4）

【主な施設の状況】
・原木自動選別機の入札（7/13）及び契約
（7/21）

・建屋の建築審査（8/21）

・建屋の入札（9/24）及び契約（9/28）

【課題】
・建屋の設計に時間を要し、当初計画に対して
発注が遅れた。

事業概要・目的
　森林資源を有効に利用するために森林整備加速化・林業再生交付金を活用し、CLT用ラミナ等の生産施設（木材高次加工施設）を整備し、木材の加工・
流通を促進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 林業振興・環境部
平成28年3月31日

木材加工流通施設整備事業費 木材産業課

・建屋の設計委託 

・建屋の建築審査 

（求める具体的な成果） 

竣工（検査） 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

事業着手 

（製材機械・乾燥機等の発注） 

交付決定 

・建屋の入札・着手 

・乾燥機設置完了 

・製材機械の設置完了 

・建屋の完成 

・建屋の完成（検査済証：2/29） 

・乾燥機及び製材機械設置の完了（3/25） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹﨑・森本 （ ３１５４ ）

種別 経済  当初予算額 9,126千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・ビルダー、プレカット等の大口取引の拡大
・低コスト流通の検証

・プレカット、木材市場、木材問屋を中心に大
口取引のためのサンプル出荷を行い、新規出
荷先の1/3について取引継続に繋げた。
・低コスト流通を進めるため、月3便を目標に
掲げた関東定期便で、月平均4.25便を運行し
た。

・サンプル出荷は、2年目にあたり新規先（H26：
28社　⇒　H27：9社）が減少しており、取引の維
持・拡大のため、運用の改善が必要。
・関東定期便の日程の固定化に向けた集荷体
制づくり、新たに東海・近畿便の新設の検討が
必要。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・製品サンプル出荷　3社（1社再掲）　56m3
・関東定期便輸送　4便　158m3

・製品サンプル出荷　1社　14m3
・関東定期便輸送　6便　231m3

【課題】
・製品をサンプル出荷した企業との継続的な取
引に繋げるための営業活動

・関東定期便輸送の安定化

【成果】
・製品サンプル出荷
　　新規出荷　9社　⇒　取引継続　3社

・関東定期便輸送　　51便　1,872m3

・関東定期便輸送　2便　77m3

・製品サンプル出荷　3社（2社再掲）　30m3
・関東定期便輸送　6便　229m3
・土佐材販売力抜本強化PT会（1/26）

・製品サンプル出荷　2社　44m3

・関東定期便輸送　7便　271m3

・製品サンプル出荷　3社（1社再掲）　24m3
・関東定期便輸送　4便　157m3

・関東定期便輸送　1便　41m3

・製品サンプル出荷　2社　104m3
・関東定期便輸送　8便　274m3
・土佐材販売力抜本強化PT会（9/14）
　（東海･近畿定期便､ｻﾝﾌﾟﾙ出荷の改善検討）

・関東定期便輸送　6便　202m3

・製品サンプル出荷　1社　42m3

・関東定期便輸送　2便　82m3

・関東営業拠点の業務委託契約締結
　及び営業活動開始（4/1～）

・製品サンプル出荷　1社　15m3

・関東定期便輸送の開始（4/29～）
　　2便　41m3

・関東定期便輸送の改善
　（ベース荷主の輸送単価、積荷の調整）
・製品サンプル出荷　3社（1社再掲）　62m3

・関東定期便輸送　3便　109m3

事業概要・目的

　原木の増産と木材加工力の強化により増加する土佐材製品について、県外で大規模に販売するための仕組みづくりを支援し、地産外商の拡大につなげ
る。
　①県産材販売促進検証事業費補助金（予算額：9,126千円、補助率：定額、補助先：協同組合高知木材センター）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 林業振興・環境部
平成28年3月31日

土佐材販売力抜本強化事業費 木材産業課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

製品サンプル 

出荷（随時） 

営業活動 
(関東拠点) 

関東定期便輸送 

①土佐材販売力 
抜本強化PT会 

②土佐材販売力 
抜本強化PT会 

③土佐材販売力 
抜本強化PT会 

・ベース荷主の調整 

・申込荷主募集・調整 

    ↓↓↓ 

・第１便の決定 

・ルート等検証・見直し 

・対策（荷積み方法、 

   輸送業者との調整等） 

・ルート等検証・見直し 

・対策（荷積み方法、 

   輸送業者との調整等） 

募集活動（広報・調整） 

・次年度取組検討 

・H28予算への反映 

・定期便の中間評価 

・課題の抽出、改善 

・年度総括 

・次年度計画 

・ルート等検証・見直し 

・対策（荷積み方法、 

   輸送業者との調整等） 

・月3便体制に移行 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹﨑・山中 （ ３１５４ ）

種別 経済  当初予算額 45,345千円 補正後予算額 42,685千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・流通拠点を活用した「土佐材」販売量の増大
・土佐材パートナー企業の増加

・流通拠点を活用した販売量は、ロット拠点で
前年度並み、邸別拠点では同70％超増加し
た。
・土佐材パートナー企業も新たに10件登録し、
土佐材使用住宅の申込件数は、前年度から
24％増加した。

・市況が低迷する中、新たな流
通拠点の整備と土佐材パート
ナー企業の新規登録により、取
扱量を確保。
・今後も、取引継続・拡大のため
のきめ細かな営業が必要。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・優良土佐材見本市（高知）2/23
・流通拠点出荷量（ロット53m3、邸別1棟）
・産地（高知）商談会　4回（20社　39名）

・商談会（広島）3/10　　7社
・展示会（岡山）3/11,12
・流通拠点出荷量（ロット150m3）
・産地（高知）商談会　1回（4社　4名）

【課題】
・消費地商談会に参加する企業
を増加させるためのPR方法棟
の改善

・商談した企業との取引に繋げ
るための継続的な営業活動

【成果】
・流通拠点を活用した製材品の
出荷
（ロット3,800m3　邸別31棟）

・土佐材展示会　8回

・土佐材パートナー企業の新規
登録　10社

・県外の土佐材使用住宅への助
成申込件数　148件

・流通拠点出荷量（ロッﾄ54m3、邸別2棟）

・新たな流通拠点との協定締結（1社）
・流通拠点出荷量（ロット120m3、邸別3棟）

・展示会（愛知）　10/24,25
・流通拠点出荷量（ロット279m3、邸別4棟）
・産地（高知）商談会　4回（6社　46名）

・流通拠点出荷量（ロット352m3、邸別6棟）
・商談会（ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾎｰﾑ・ｼｮｰ：東京）11/18～20
・展示会（香川）11/12・（茨城）11/27
・産地（高知）商談会　3回（5社　29名）

・新たな流通拠点との協定締結（1社）
・流通拠点出荷量（ロット426m3、邸別2棟）
・産地（高知）商談会　3回（3社　36名）

・展示会（岡山）　9/10,11
・流通拠点出荷量（ロット328m3、邸別3棟）
・産地（高知）商談会　1回（1社　15名）

・土佐材パートナー会議、商談会（大阪）6/11
　（パートナー　5社、商談会　6社）
・展示会（千葉）　6/24
・流通拠点出荷量（ロット1045m3、邸別2棟）
・産地（高知）商談会　4回（15社　34名）

・展示会（福岡）　7/10
・土佐材パートナー会議、商談会（東京）7/28
　（パートナー　8社、商談会　4社）
・流通拠点出荷量（ロット622m3、邸別2棟）

・既存流通拠点との協定締結（15社）
・新たな流通拠点との協定締結（2社）
・土佐材パートナー会議（香川）　4/23
　（パートナー　10社）
・展示会（岐阜）　4/25
・流通拠点出荷量（ロット115m3、邸別3棟）
・産地（高知）商談会　2回（5社　11名）

・展示会（愛知）　5/23,24
・流通拠点出荷量（ロット256m3、邸別3棟）
・産地（高知）商談会　5回（12社　42名）

事業概要・目的

　県産材の外商を推進するため、土佐材流通促進協議会が開催する商談会・展示会や県外流通拠点を活用した営業活動、土佐材パートナー企業として登
録した県外事業者が県産材を使用した住宅を建築するとともに「土佐材」をＰＲする活動等を支援する。
　①土佐の木の住まい普及推進事業（予算額：13,560千円、補助率：定額、補助先：土佐材パートナー企業）
　②土佐の木販売促進事業（予算額：7,969千円、補助率：1/2以内、補助先：土佐材流通促進協議会）
　③県産材需要拡大サポート事業（予算額：10,435千円、委託先：(一社)高知県木材協会）
　④販売拡大拠点設置事業（予算額：7,992千円、補助率：定額、補助先：土佐材流通促進協議会）
　⑤事務費（予算額：5.389千円）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 林業振興・環境部
平成28年3月31日

県産材外商推進対策事業費 木材産業課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

展示会③:千葉 

商談会①、土佐材パートナー会議:大阪 

展示会④:福岡 

展示会⑥:愛知 

土佐材PR① 

関西県人会 

商談会③：東京 

ふるさと建材・家具見本市(ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾎｰﾑ･ｼｮｰ) 

展示会⑦:茨城 
土佐材PR② 

関東県人会 

展示会⑧:高知 

優良土佐材 

見本(合同)市 

商談会④:広島 

 【通年】 

･商談会（消費地､産地）、展示会 

 の参加企業への後追い営業 

･既存流通拠点15箇所の活用 

 (関東6,東海2,関西6,九州1) 

･新規流通拠点の設置(茨城､岡山) 

展示会①:岐阜 

土佐材パートナー会議:香川 

商談会②、土佐材パートナー会議:東京 

展示会②:愛知 

展示会⑤:岡山 

展示会⑨:岡山 

土佐材PR③ 

中京県人会 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 小野田・大家 （ ４５９３ ）

種別 当初予算額 　    176,718千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

【課題】
・事業主体の事情により取り下げられた案件も
あるため、追加要望の掘り起こしを行うなど、年
度内執行に向け調整していく。

事業概要・目的

○森林資源を活かした循環型社会の形成並びに新たな産業や雇用の創出に向け、木質バイオマスエネルギーの地域循環利用の取り組みを進めるために、バイオマス利用施設等
　の整備、燃料の備蓄や燃焼灰収集等への支援を行う。
　■補助内容：木質バイオマスエネルギー利用施設整備、木質バイオマス利用により発生する燃焼灰を取扱うために必要な経費に対して助成する。
　■補助先：市町村、農業協同組合等
　■補助率：〔利用施設整備〕3/4以内、2/3以内(一部上限30,000千円)　〔燃焼灰取扱い経費〕3/4以内　〔車両重量計導入経費〕10/10以内(上限1,500千円/台)

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

経済 38,527千円 　

担当部局： 林業振興・環境部
平成28年3月31日

木質資源利用促進事業費 木材利用推進課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

・計画承認（内定） 

 

・交付申請 

 

・交付決定 

 

・事業着手 

 

事業計画内容ヒアリング 

・事業要望調整（随時） 

 事業効果説明書の提出 

 ※予算執行状況に応じて 

・事業実施 

（木質バイオマス利用施設整備等） 

・検査 

・確定 

・支払 

・事業実施 

（初期設定・試運転等） 

※市町村補正予算議決 

 

・計画承認（内定） 

 

 

・交付申請 

 

・交付決定 

 

・事業着手 

 

木質バイオマス資源の有効活用 

〔目標〕 ボイラー導入 １３台 

            輸送用コンテナ ６台 

      車両重量計 ８台 

・検査 

・確定 

・支払 

補助金交付要綱等の改正 

（求める具体的な成果） （達成状況） 

 

ボイラー設置完了 ４台 

車両重量計 １台 

燃焼灰コスト支援 ２式 

（要因分析、課題等） 

・多様な業種への木質バイオマス熱利用の 

 拡大 

・木質ペレットの安定供給体制の強化 

・燃焼灰の自ら利用の手引の周知・利用推進 

・発電向け原木の安定供給体制の強化 

・計画承認（内定） 

 

・交付申請 

 

・交付決定 

 

・事業着手 

 

事業計画内容ヒアリング 

・事業要望調整（随時） 

 事業効果説明書の提出 

 ※予算執行状況に応じて 

・事業実施 

（木質バイオマス利用施設整備等） 

・検査 

・確定 

・支払 

・事業実施 

（初期設定・試運転等） 

※市町村補正予算議決 

 

・計画承認（内定） 

 

 

・交付申請 

 

・交付決定 

 

・事業着手 

 

木質バイオマス資源の有効活用 

〔目標〕 ボイラー導入 １３台 

            輸送用コンテナ ６台 

      車両重量計 ８台 

・検査 

・確定 

・支払 

補助金交付要綱等の改正 

事業計画内容ヒアリング（随時） 

・事業計画提出（随時） 

・事業計画承認（令達）作業 

  内容の審査及び市町村との調整 

（事務所） 

・交付申請 ・交付決定 ・事業着手 

第1回令達7/8 (車両重量計1台) 

第2回令達8/10 (燃焼灰ｺｽﾄ支援) 

第3回令達9/2 (ﾎﾞｲﾗｰ1台) 

第4回令達9/10 (燃焼灰ｺｽﾄ支援) 

第6回令達10/28 (ﾎﾞｲﾗｰ1台) 

第5回令達10/27 (燃焼灰ｺｽﾄ支援) 

第7回令達12/2 (ﾎﾞｲﾗｰ2台) 

第8回令達12/18 (燃焼灰ｺｽﾄ支援) 

H28事業要望調査 

H28事業要望ﾋｱﾘﾝｸﾞ(随時) 

令達予算吸い上げ 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 大野 （ 4592 ）

種別 　経済  当初・繰越予算額 284,337千円 補正後予算額 283,274千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 林業振興・環境部
平成28年3月31日

CLT建築促進事業費 木材利用推進課

事業概要・目的

新しい建材であるCLTを活用した木造建築を推進するため、CLTの普及、技術取得、建築推進に係る取組に対し支援し、木材産業全体の振興を図る。
○補助等の内容　　①ＣＬＴ普及促進事業費補助金（補助率：定額）
　　　　　　　　　　　　　　　ＣＬＴ普及事業、技術取得事業、建築推進事業、協議会活動に必要な経費に対し助成
　　　　　　　　　　　　 ②ＣＬＴ建築促進事業費補助金（補助率：アは1/2以内、イは5.5/10以内）
　　　　　　　　　　　　　　ア　ＣＬＴ建築物の設計、部材データ試験及び実証データ分析等に係る必要な経費に対し助成
　　　　　　　　　　　　　　イ　CLT建築物の建築に必要な経費に対し助成

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・普及促進では、4月に交付決定済み。
・建築促進では、1-四半期に計画のとおり2件の
交付決定済み。

・建築促進では、1件の交付決定が若干遅れた
こともあり、予定期間内の完成に向けて執行管
理を徹底していく。

・CLT建築事例集の拡充（1棟分の追加）
・CLT関連技術者の育成
・CLT建築物(5棟)の完成(補助外の2棟含む)

・ＣＬＴ建築の事例集の拡充（1棟分の追加）
・ＣＬＴ関連技術者の育成（研修会　7回開催）
・ＣＬＴ建築物（2棟）の完成（3棟は繰越）
・新たなＣＬＴ建築の設計開始（2棟の追加）

・ＣＬＴは新しい取組であり、実験により強度確認
が必要で、計画以上に時間を要した。今後、建
築に関する基準整備も予定されているが、更に
建築事例を積重ね、技術やノウハウの蓄積と改
善を図りながら、施主や設計者へＣＬＴの周知が
課題。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・準防火地域における新たな設計を1件開始。設
計期間が短いことから、年度内の設計完了に向
けて進捗管理を徹底していく。

・2棟の建築が完成。
・1件の設計が、必要な実験の実施が年度内に
難しく繰越となった。
・1件の建築が、設計の関係で工事着手が遅れ
たことから繰越となった。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

普及促進 建築促進（3棟） 

・計画承認 

・交付決定 

・事業着手 ・計画 

 承認 

・交付 

 決定 

 

・事業 

 着手 

・検査 

・確定 

・支払 

・検査 

・確定 

・支払 

県森連 

窪津 

漁協 

福祉 

施設 

・計画 

 承認 

・交付 

 決定 

 

・事業 

 着書 

・計画 

 承認 

・交付 

 決定 

 

・事業 

 着手 

・検査 

・確定 

・支払 

・検査 

・確定 

・支払 

進捗管理 

進捗管理 

進捗管理 

進捗管理 

普及促進 建築促進（4棟） 

・計画承認 

・交付決定 

・事業着手 ・計画 

 承認 

・交付 

 決定 

 

・事業 

 着手 

県森連 

窪津 

漁協 

福祉 

施設 

・計画 

 承認 

・交付 

 決定 

 

・事業 

 着書 

・計画 

 承認 

・交付 

 決定 

 

・事業 

 着手 

進捗管理 

進捗管理 

進捗管理 

進捗管理 

事務所兼店

舗(設計) 

・計画 

 承認 

・交付 

 決定 

 

・事業 

 着手 

進捗管理 
・検査 

・確定 

・支払 

・検査 

・確定 

・支払 

・検査 

・確定 

・支払 
繰越 繰越 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 古谷 （ 4538 ）

種別 地震対策  当初予算額 236,492千円 補正後予算額 200,580千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 林業振興・環境部
平成28年3月31日

新エネルギー導入促進事業費（グリーンニューディール基金） 新エネルギー推進課

事業概要・目的

グリーンニューディール基金を活用し、被災地域などの避難所や防災拠点において、災害時等の非常時に必要なエネルギーを確保するため、再生可能
エネルギーや蓄電池等の導入を支援することで災害に強い自立・分散型のエネルギーシステムの導入を進める。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

再生可能エネルギー等設備の導入（県有施
設１３施設、市町村施設等３５施設）

・再生可能エネルギー等設備の導入完了（県
有施設１３施設、市町村施設等３９施設）
・他、市町村等施設 １施設については、平成
28年度への繰越しとなる。（工事に不測の日
数が生じたため）

　入札不落による工期不足のため取り止めとなる事業や、工
事に不測の日数が生じたため平成28年度への繰越しとなる
事業が生じたが、その他の事業については、今年度に新規
個所付けした事業を含め、全て年度内に完了することができ
た。
　繰越しとなった１施設については、早期の完了に向けて進
捗管理を行う。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

[事業評価委員会]
・4/20（市町村等事業：現年分－3施設追加、
　　　　　　　　　　　　　　　繰越明許分－1施設取止め）

（県事業）
○　繰越明許分
　・工事請負契約　4施設　(4施設/全8施設　契約完了)

○　現年分
　・設計委託契約　4施設　(4施設/対象4施設　契約完了)

[事業評価委員会]
・7/16（市町村等事業：現年分－4施設追加）

（県事業）
○　繰越明許分
　・工事請負契約　4施設　(8施設/全8施設　契約完了)

○　現年分
　・設計委託完了　4施設　(4施設/対象4施設　設計完了)

（市町村等事業）　工事請負完了のみ記載

○　繰越明許分
　・工事請負完了　4施設　(4施設/全29施設(*) 工事完了)

(*) 施設の追加・取止めによる増減を反映

・全事業の進捗管理を継続し、年度内の早期執行に努める。

（県事業）
○　繰越明許分
　・工事請負完了　6施設　(6施設/全8施設　完了)

○　現年分
　・工事請負完了　1施設　(1施設/全5施設　完了)

（市町村等事業）
○　繰越明許分
　・工事請負完了　10施設　(14施設/全29施設　完了)

○　現年分
　・工事請負完了　0施設　(0施設/全11施設(*)　完了)

(*) 1施設の取止めを反映

（県事業）
○　繰越明許分
　・工事請負完了　2施設　(8施設/全8施設　完了)

○　現年分
　・工事請負完了　4施設　(5施設/全5施設　完了)

（市町村等事業）
○　繰越明許分
　・工事請負完了　15施設　(29施設/全29施設　完了)

○　現年分
　・工事請負完了　10施設　(10施設/全11施設(*)　完了)

(*) 1施設は平成28年度へ事業繰越し

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

（県事業） (市町村等事業) 

繰越明許分 

 

８施設 

現年分 

 

５施設 

事業評価 

委員会 

補助事業開始 

事業者から実績報告書の提出 

ｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ基金事業評価委員会の開催 

繰越明許分 

 

３０施設 

現年分 

 

５施設 

設計 

委託契約 

工事 

請負契約 

グリーンニューディール基金事業評価委員会の開催 

※変更の必要が生じた場合 

（県事業） (市町村等事業) 

繰越明許分 

 

８施設 

現年分 

 

５施設 

事業評価委員会 

繰越明許分 

 

３０施設 

現年分 

 

５施設 

事業評価委員会 

・交付決定 

・事業着手 

（県事業） 

○ 繰越明許分  工事請負契約完了 8施設 

○ 現年分     設計委託完了 4施設 

（市町村等事業） 

○ 繰越明許分  工事請負完了 4施設 

・交付決定 

・事業着手 

（県事業） 

○ 繰越明許分  工事請負完了 8施設 

○ 現年分     工事請負完了 5施設 

（市町村等事業） 

○ 繰越明許分  工事請負完了 29施設 

○ 現年分     工事請負完了 10施設 

   (市町村等事業 (変更後)) 

繰越明許分 

 

２９施設 

現年分 

 

１１施設 



平成２７年度　事業別執行計画一覧
※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 水産振興部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 漁業振興課
マグロ養殖振興事業費
（クロマグロ種苗生産技術開発試験）

経済 32,108

2 合併・流通支援課 水産物都市圏外商ネットワーク強化事業費 経済 11,609

3 合併・流通支援課 水産物外商活動支援事業委託料 経済 18,798



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 梶 （ 4829 ）

種別 経済  当初予算額 32,108千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 水産振興部
平成28年3月31日

マグロ養殖振興事業費（クロマグロ種苗生産技術開発試験） 漁業振興課

事業概要・目的

　本県マグロ養殖の持続的な振興を図るため、活け込み尾数の制限がない人工種苗の導入を促進するための親魚養成・採卵技術の開発を進める。
○人工種苗生産技術開発委託料
　人工種苗の導入を促進するため、親魚の養成、採卵技術の開発を実施する。
○クロマグロ種苗生産技術開発試験
　県内民間企業との協力体制のもと、クロマグロの人工種苗を安定的に量産する技術を開発し、県内マグロ養殖業者の競争力強化と経営安定につなげる。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○関係機関による実施協議
・受託養殖業者、種苗生産企業、大月町と県
で連携体制について協議（4/20）
○中間育成技術開発と漁場確保に係る調整
・すくも湾漁協柏島支所において中間育成試
験説明会を実施（4/8）
○マグロ養殖振興協議会の開催
・養殖業者、種苗生産企業、大月町、宿毛市と
県で養殖振興指針の改正と受精卵取り扱いに
関する基本方針について協議（6/22）
○親魚養成、採卵技術開発
・成熟状況調査（5/19、5/26、6/2、6/23）
・親魚の産卵行動観察（5/26～）
・産卵行動24時間観察（6/2）
・採卵作業（6/6～）
○種苗生産技術開発試験
・6/30から開始した。

・早期に関係者間の協議を行い、中間育成のた
めの漁場使用、今年度の試験計画、受精卵の
取り扱い方針等について合意を得た。
【親魚養成、採卵技術開発】
・昨年度得られた知見を基に成熟状況調査、産
卵行動観察を実施した結果、昨年度よりも約2か
月早い6/2から産卵を確認し、採卵作業に入っ
た。
・水温の低下等の影響により産卵が続かなかっ
たため、採卵を一時中断し、産卵行動の観察を
続けたところ、6月末に再び産卵を確認した。
【種苗生産技術開発試験】
・6/30に採卵した約12万粒の受精卵を用い、種
苗生産試験を開始した。

○親魚養成・採卵技術開発
・23回の採卵で合計約6,607万粒の受精卵を
採取した（～8/22）。
○種苗生産技術開発試験
・採取した受精卵のうち、805万粒を用いて種
苗生産を実施し、前年を上回る尾数の種苗を
40～50 mmサイズで沖出しした。
○中間育成技術の開発
・大月町柏島にて中間育成を実施し、前年を
上回る養殖種苗サイズ（約30 cm）までの育成
に成功した。
○中間育成漁場の整備に向けた検討
・中間育成漁場の整備に関する関係者協議を
実施した（9/17、10/6）。

【親魚養成・採卵技術開発】
昨年度と比較して約8倍の受精卵を採取するこ
とができ、親魚を4歳以上にまで養成する必要
性、重要性が確認された。
【種苗生産技術開発】
種苗生産時における環境条件はほぼ確立され、
今後の主な課題は餌料用ふ化仔魚の安定確保
及び配合飼料の利用に絞られた。来年度は餌
料用ふ化仔魚用の親魚を増やす予定である。
【中間育成技術の開発】
小型の角型生簀（8×8m）でも出荷サイズまで飼
育できることが分かった。しかし、歩留まりがや
や低く、また、下顎の変形（網への衝突と想定）
も多数発生したことから、来年度は簡易な大型
生簀（20×20m）及び八角形生簀網を使用する
予定である。

・人工種苗の生産技術が向上
（1,000尾以上を生産）

採卵数や沖出し尾数が前年を大きく上回り、
養殖業者への試験配布を実施する等、年次目
標を前倒しすることができた。

今後の主な課題は、餌料用ふ化仔魚の安定確
保と、中間育成技術の開発に絞られたため、来
年度はこの2点に集中的に取り組む予定であ
る。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○中間育成技術の開発
・養殖種苗サイズまで成長した種苗を、県内の
養殖業者に試験配布した。
○マグロ養殖振興協議会の開催
・養殖業者、種苗生産企業、大月町、宿毛市と
県で今年度の技術開発試験の結果と今後の
協力体制について協議（10/19）
○クロマグロ養殖技術研究会出席
・横浜市において開催された標記会議に出席
し、クロマグロ養殖に関する最新の情報を収
集した（12/10～12/11）

【中間育成技術の開発】
試験配布によって、クロマグロが輸送ダメージを
受けやすいことが分かったため、来年度は輸送
方法を工夫するとともに、養殖業者の生簀を用
い、輸送の必要がない形での中間育成試験も
実施する予定である。

○マグロ養殖振興協議会の開催
・養殖業者、種苗生産企業、大月町、宿毛市と
県で、来年度の試験計画について協議すると
ともに、先行機関である西海区水産研究所奄
美庁舎の研究者から技術開発に関する助言
を受けた（3/24）

【マグロ養殖振興協議会の開催】
来年度実施予定である、二重網を用いた中間育
成試験についての詳細なノウハウを得た。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

親魚養成、採卵 

技術開発 

種苗生産 

技術開発試験 

関係機関による実施協議 

 
 

 
 

 
 

 
 

採卵技術

の開発 

 
 

中間育成技術

開発と漁場確保

に係る調整 

親
魚
養
成
技
術
の
開
発

 

種
苗
生
産
技
術
の
開
発

 

 
 

中
間
育
成
技
術
の
開
発

 

 
 

中
間
育
成
漁
場
の
整
備
に
向
け
た
検
討

 

関係機関による協議・総括 

マグロ養殖振興協議会 

クロマグロ養殖技術研究会出席 

今年度の成果報告及び来年度事業に

向けた協議 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 森田 （ 4611 ）

種別 経済  当初繰越額 11,609千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

■「応援の店」の登録
　・500店舗以上

■「応援の店」と県内事業者との取引額
　・年1億円以上

■「応援の店」の登録
　・3月末時点　570店舗

■「応援の店」と県内事業者との取引額
　・3月末時点　約1億2千万円

・｢応援の店｣との取引は拡大している一方で、｢
応援の店｣の取引意欲等にも濃淡があるため、
より効果的なサンプル出荷が必要

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・｢応援の店｣登録店舗数569店舗（H27.12末）

・商談会の開催や産地招へいによって｢応援の
店｣と県内事業者との取引が拡大

・｢応援の店｣登録店舗数585店舗（H28.3末）

・｢応援の店｣登録店舗数385店舗（H27.6末）

・｢応援の店｣登録店舗数550店舗（H27.9末）

事業概要・目的

　首都圏や関西圏の大都市圏を中心とした飲食店と産地とのネットワークを構築・強化し、本県水産物の外商を推進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 水産振興部
平成28年3月31日

水産物都市圏外商ネットワーク強化事業委託料 合併・流通支援課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

・「高知家の魚応援の店」の登録 

・築地にっぽん漁港市場での商談会 

・高級飲食店の産地招へい 

・築地にっぽん漁港市場での商談会 

・高級飲食店の産地招へい 

・築地にっぽん漁港市場での商談会 

・高級飲食店の産地招へい 

・築地にっぽん漁港市場での商談会 

・高級飲食店の産地招へい 

・高知家の魚商談会（大阪） 

・高知家の魚商談会（東京） 

・産地見学会の開催 

・築地にっぽん漁港市場での商談会 

・高級飲食店の産地招へい 

・「高知家の魚応援の店」の登録 

・高級飲食店の産地招へい 

 5/24、25 GINZA kansei（フレンチ） 

・5/26  築地にっぽん漁港市場での商談

・高級飲食店の産地招へい 

 7/12、13 鈴なり（和食）ﾐｼｭﾗﾝ1つ星 

・7/14 築地にっぽん漁港市場での商談

・10/6 高知家のこだわり青果と魚商談会 

    （大阪） 

・高級飲食店の産地招へい  

 10/10、11 おざき（和食）ﾐｼｭﾗﾝ1つ星 

 10/26、27 Takeda（ﾌﾚﾝﾁ）ﾐｼｭﾗﾝ1つ星 

・10/13築地にっぽん漁港市場での商談

会 

・10/18、19 産地見学会の開催 

 

・11/17 高知家のこだわり青果と魚商談会 

     （東京） 

・高級飲食店の産地招へい 

 1/17、18 うち山（和食）ミシュラン1つ星 

 

・築地にっぽん漁港市場での商談会 

 2/9、3/8 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 森田 （ 4611 ）

種別 経済  当初繰越額 18,798千円 補正後予算額 21,864千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 水産振興部
平成28年3月31日

水産物外商活動支援事業委託料 合併・流通支援課

事業概要・目的

　「高知家の魚応援の店」へのニーズ収集やサンプル出荷、「築地にっぽん漁港市場」を活用した商談会の開催や高級飲食店等への高鮮度出荷等を通
じ、県内の水産関係事業者の外商を推進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・県内事業者とJFこうち・海の漁心市とのパイプ
づくりが図られた

・｢応援の店｣との取引が拡大する一方で、｢応
援の店｣からは｢鮮度管理や荷立ての方法を改
善してほしい｣等の要望がある。
→県内事業者のレベルアップが必要

■「応援の店」と県内事業者との取引額
　・年1億円以上

■「応援の店」と県内事業者との取引額
　・3月末時点　約1億2千万円

（要因分析、課題等）

・｢応援の店｣との確実な取引に繋げていくた
め、取引に繋がる可能性が高い効果的なサン
プル出荷や高鮮度処理の指導、助言を通じた
産地体制の強化が必要

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　

・JFこうち・海の漁心市による産地フォロー体制
の強化（H27.11～）
→産地担当を１名配置

・商談会の開催やサンプル出荷等によって｢応
援の店｣と県内事業者との取引が拡大

・仕様書に基づく委託業務を完遂

（求める具体的な成果） （達成状況） 

・県内事業者訪問による情報収集 

・築地にっぽん漁港市場での商談

会の開催 

・「応援の店」訪問によるニーズ収集 

・サンプル出荷 

・高級魚等の高鮮度出荷 

・築地にっぽん漁港市場での商談

会の開催 

・築地にっぽん漁港市場での商談

会の開催 

・築地にっぽん漁港市場での商談

会の開催 

・築地にっぽん漁港市場での商談

会の開催 

・県内事業者へのｱﾝｹｰﾄ調査によ

る取引状況等の把握 

・県内事業者及び応援の店へのア

ンケート調査による取引状況等の

把握 

・4月 県内事業者訪問による情報収集  

・「応援の店」訪問によるニーズ収集 

・サンプル出荷 

・5/26 築地にっぽん漁港市場で

の商談会の開催 

・7/14 築地にっぽん漁港市場で

の商談会の開催 

・高級魚等の高鮮度出荷 

 6月末14件 

・県内事業者へのｱﾝｹｰﾄ調査によ

る取引状況等の把握（８月末調査） 

・10/13 築地にっぽん漁港市場で

の商談会の開催 

・「応援の店」訪問によるニーズ収集 

  9月末 114店舗 

・サンプル出荷 

  9月末 74件 

・高級魚等の高鮮度出荷 

  9月末 19件 

・2/9、3/8 築地にっぽん漁港市

場での商談会の開催 

・「応援の店」訪問によるﾆｰｽﾞ収集 

 3月末 239店舗 

・サンプル出荷 

 3月末 200件 

・高級魚等の高鮮度出荷 

 3月末 50件 



平成２７年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 土木部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 道路課 道路啓開計画と連携した橋梁耐震化 地震対策 2,143,454

2 都市計画課
都市内道路ネットワーク整備事業費（高知駅秦南町線）
社会資本総合整備事業費（高知駅秦南町線）

インフラ 709,424

3 建築指導課 耐震改修促進計画改定基礎調査委託料 地震対策 8,202

4 港湾・海岸課 高知新港臨海土地造成事業費 インフラ 190,000

5 港湾・海岸課 港湾ＢＣＰ策定及び防災訓練運営補助 地震対策 18,991

6 建設管理課 建設業の活性化の支援 経済 16,556

7 防災砂防課 山津波（土砂災害）に備える取り組み 地震対策 559,891

8 河川課
南海トラフ地震対策河川整備基本方針及び整備
計画策定委託業務

地震対策 124,236

9 住宅課 住宅の耐震化の促進 地震対策 624,035



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 道倉　直樹 （ 9830 ）

種別 地震対策  当初予算額 2,143,454千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

担当部局： 土木部
平成28年3月31日

道路啓開計画と連携した橋梁耐震化 道路課

　

防災拠点・ルートの見直し作業

事業概要・目的

・緊急輸送道路の橋梁耐震化の着実な実施
・高知県道路啓開計画（暫定版）（H27.2.18公表）において、耐震が必要とされた2橋の耐震化に向けた調査の実施
・緊急輸送道路以外の橋梁について、道路啓開計画に基づき橋梁耐震化計画の見直しを実施

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

（H26末時点）
緊急輸送道路の橋梁耐震　96/104橋完了
対策未完了の8橋の内7橋は工事着手済

・対策未完了橋梁の耐震工事発注準備

・啓開ルート（地域BC）の精査作業中

・対策未完了橋梁について、耐震工事の発注
準備中。うち１橋は入札手続きに着手。

・啓開ルート（地域BC）の抽出が完了し、ルート
の精査中

啓開ルート（地域BC）の精査

緊急輸送道路の橋梁耐震工事発注
啓開ルート（地域A、広域）上の2橋の調査設
計業務発注
第4回道路啓開計画作成検討協議会開催
市町村に拠点の見直し依頼

・対策未完了橋梁の耐震工事発注

・第4回道路啓開計画作成検討協議会開催
　市町村に拠点の見直しを依頼

・対策未完了橋梁について、耐震工事を発注
　３橋契約完了、２橋発注準備中

・第4回道路啓開計画作成検討協議会開催
　市町村に拠点の見直しを依頼

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・緊急輸送道路の橋梁１橋の耐震工事が完了
・啓開ルート（地域A、広域）上の橋梁2橋のう
ち、1橋が調査設計完了、1橋は設計中
・対策が必要な橋梁の抽出が完了し、耐震にあ
たっての優先度を設定した

緊急輸送道路の橋梁耐震工事完了
啓開ルート（地域A、広域）上の2橋の調査設
計業務完了
橋梁耐震化計画の見直し完了

・緊急輸送道路の1橋について橋梁耐震完了
　（H27末時点）97/104橋完了
・啓開ルート（地域A、広域）上の2橋の調査完
了
・橋梁耐震化計画の見直し完了

・緊急輸送道路の1橋について橋梁耐震完了
　（H27末時点）97/104橋完了
・啓開ルート（地域A、広域）上の1橋の調査完
了（1橋実施中）
・橋梁耐震化計画の見直し完了

・道路啓開計画に基づき、早急な対策が求めら
れる橋梁が増加することにより、対策の加速化
が必要となり、その予算確保が課題

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

防災拠点・ルートの見直し結果を受け、ルート
の再精査

・防災拠点・ルートの見直し結果を受け、ルー
トの再精査

・防災拠点・ルートの見直し結果を受け、ルート
の再精査

啓開ルート確定後、橋梁耐震化計画の見直し
に着手

・緊急輸送道路の橋梁耐震工事完了
・啓開ルート（地域A、広域）上の1橋の調査設
計業務完了（1橋設計中）
・橋梁耐震化計画の見直し完了

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中川 秀樹 （ 2887 ）

種別 インフラ  当初予算額 709,424千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

下半期からの用地交渉開始に向けて

・道路測量設計
・橋梁予備設計
・ボーリング調査
・内水解析
・用地調査
・物件調査

を実施し上半期内に完了する。

予定通り調査・設計を進めている。

・上記の調査・設計を継続し上半期内に完了
する。

・土地の鑑定評価（７月～８月）を実施

当初計画では８月末完了予定としていた
・道路測量設計
・橋梁予備設計
が、関係機関等との調整に日数を要したこと
から、１０月末に延期となった。

道路詳細設計が１０月末になっても、１１月末～
１２月初旬頃に用地交渉を開始する予定である
ことを確認した。（高知市道路整備課）

事業概要・目的

　都市計画道路比島旭町線（産業道路）から薊野塚ノ原線（県道高知北環状線）を結ぶ延長７４０ｍの幹線道路（４車線）を整備することで、隣接する大規模
商業施設に伴う慢性的な交通渋滞の解消を図るとともに高知赤十字病院や高知北消防署の建設計画を踏まえ災害時の救急医療機能の強化に大きく寄与
する道路として平成26年度から事業を開始している。当面の目標は高知赤十字病院の開院予定である平成31年４月までに２車線暫定供用を目指すこととし
ており、今年度は久万川北岸から秦南団地間の用地交渉に着手する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 土木部
平成２８年　３月３１日

都市内道路ネットワーク整備事業費、社会資
本総合整備事業費（高知駅秦南町線）

都市計画課

　

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・工事着手に必要となる調査設計を全て完了
する。
・早期に用地交渉を開始し１件でも多くの年度
内契約を目指す。
（今年度の予定地権者数＝８件）

・工事着手に必要となる調査設計のうち、橋梁
詳細設計以外の業務を全て完了した。
・１２月から用地交渉を開始し、年度内に１件
の契約を締結した。
（予算繰越後の契約予定者＝６件）

・橋梁詳細設計の完了予定がＨ２８年８月となる
が、橋梁工事の開始予定時期はＨ２９年度下半
期からであるため、全体工事の工程に影響はな
い。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・橋梁詳細設計を行い年度内に完了する。

・用地交渉を開始する。

・１２月から具体的な金額を提示した本格的な
用地交渉に着手した。

・引き続き用地交渉を継続する。 ・橋梁予備設計の完了が遅れを受け、橋梁詳
細設計の発注が１月となった。

・引き続き用地交渉を継続した。

・橋梁詳細設計の完了予定時期はＨ２８年８月と
なる。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 益井　博史 （ ９８９１ ）

種別 当初予算額 8,202千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

事業概要・目的

南海トラフ地震対策の抜本強化・加速化に向けた取り組みとして、建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づき、広域の防災拠点とインターチェンジ
を結ぶ道路、県外からの救援ルートとなる国道、総合防災拠点と地域の防災拠点のうち市町村災害対策本部を結ぶ道路の沿道建築物の実態調査を
行ったうえで、沿道建築物の耐震化を促進する道路を指定する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 土木部
平成28年３月31日

耐震改修促進計画改定基礎調査委託料 建築指導課

地震対策 　

月 計画（黒字は 26 年度、赤字は 27 年度調査関係） 実績 

4
月 

(上旬) 

 

(中旬) 

(下旬） 

・26 年度調査成果の整理（道路啓開計画との整合）、成果を踏

まえた指定道路（案）の作成 

・ワーキング（※）（指定方針案決定） 

・部長・知事協議（指定方針確認） 

・26 年度調査成果の整理（道路啓開計画との整合）、成果を踏

まえた指定道路（案）の作成 

・ワーキング（※）（指定方針案決定） 

・部長（指定方針確認） 
5
月 

(上旬) 

(中旬) 

 

 

(下旬） 

 

・対象建築物所有者への説明（国道 33 号関係）（下旬まで） 

・市町村等協議会で指定案協議（国道 33 号関係、他の２桁国

道関係） 

・27 年度実態調査委託発注 

・パブコメ（国道 33 号関係） 

 

・知事協議（指定方針確認） 

 

6
月 

(上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 

 

・指定（国道 33 号関係） 

・対象建築物所有者への説明（国道 33 号関係）（下旬まで） 

 

・市町村等協議会で指定案協議（国道 33 号関係） 
・パブコメ（国道 33 号関係） 

7
月 

(上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 

・対象建築物所有者への説明（他の２桁国道関係）（８月中旬まで）

・27 年度実態調査委託発注 

 
・対象建築物所有者への説明（他の２桁国道関係）（９月上旬まで）

8
月 

(上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 

 

・パブコメ（他の２桁国道関係） 

 
・指定（国道 33 号関係） 

9
月 

(上旬) 

(中旬) 

(下旬）

 

 

・指定（他の２桁国道関係）

 
 
・市町村等協議会で指定案協議（他の２桁国道関係）９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・２桁国道関係道路を指定する
・27年度調査道路から必要な道路を選定し指
定する

・２桁国道関係道路を指定した
・27年度調査道路から必要な道路を選定した
が、指定は28年５月頃の予定となった

＜27年度調査道路の指定が遅れている理由＞
道路啓開計画に調査結果をフィードバックした
ことによる啓開ルートの変更に伴う変更ルート
沿道の調査、道路啓開計画の広域防災拠点の
追加への対応に時間を要したため

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

(下旬） 指定（他 ２桁国道関係） 市町村等協議会で指定案協議（他 ２桁国道関係） 
10
月 

(上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 ・パブコメ（他の２桁国道関係） 

11
月 

(上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 

 

・27 年度実態調査委託成果受取 

 
 
・指定（他の２桁国道関係） 

12
月 

(上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 

 

 

1
月 

(上旬) 

(中旬) 

 

(下旬） 

 

・対象建築物所有者への説明（27 年度実態調査道路関係）（２

月中旬まで） 

 

 
 
 
・27 年度実態調査委託成果受取 

2
月 

(上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 

・市町村等協議会で指定案協議（27 年度実態調査道路） 

・パブコメ（27 年度実態調査道路関係） 

 

3
月 

(上旬) 

 

 

(中旬) 

(下旬） 

 

 

 

 

・指定（27 年度実態調査道路関係） 

・対象建築物所有者への説明（27 年度実態調査道路関係）（３

月下旬まで） 

・市町村等協議会で指定案協議（27 年度実態調査道路） 

 

※ワーキングの構成メンバー課：危機管理・防災課、南海トラフ地震対策課、道路課、都市計画課、財政課、住宅課、建築指導課 

 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 高宮　望 （ 9885 ）

種別 当初予算額 190,000千円 補正後予算額 125,000千円 三木　由紀子 （ 2932 ）

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

　　　　港湾振興課等との連携

事業概要・目的

　　最大クラスの津波においても浸水しない安全な高台用地を造成し、津波被害を懸念する企業の誘致及び既存立地企業への移転、避難場所を提供す
る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 土木部
平成28年3月31日

高知新港臨海土地造成事業費 港湾・海岸課

インフラ

第二期造成

工事発注

第二期造成

工事完了

・土工

高台企業用

地内道路工

事発注

展示会出展

・名古屋、東京

企業立地セミナー

（大阪）

展示会出展

・東京、大阪

高
台
企
業
用
地
分
譲
価
格
設
定
・
補
助
金
等
設
定
検
討

企
業
訪
問
の

第二期造成

工事発注

第二期造成

工事完了

・土工

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末 ・暫定計画での分譲を開始。 ・暫定計画での施工完了

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

３．４ｈａ暫定施工完了

（暫定計画での分譲開始）

・水路工、擁

壁工、舗装

工等

企業立地セミナー

（名古屋）

討
実
施

高台企業用

地進入道路

工事発注

３．４ｈａ暫定施工完了

・水路工、

舗装工等



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 大石 浩貴 （ ９８８４ ）

種別 地震対策  当初予算額 18,991千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

高知港、須崎港、宿毛湾港BCP更新及び奈
半利港BCPの策定に向けての委託業務発注
準備
（H27.7.10契約）

事業概要・目的

　発災後の緊急支援物資受け入れ、港湾物流機能の早期回復を目的とした高知港、須崎港、宿毛湾港ＢＣＰの実効性確保に向け、関連機関との協議・
調整及び訓練等の結果を踏まえ、継続的に運用する。併せて奈半利港で港湾ＢＣＰを策定する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 土木部
平成28年3月31日

港湾ＢＣＰ策定及び防災訓練運営補助 港湾・海岸課

　

高知港

須崎港
奈半利港

高知港、須崎港、宿毛湾港BCP

過年度策定済

高知港

須崎港
奈半利港

高知港、須崎港、宿毛湾港BCP

過年度策定済

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・高知港、須崎港、宿毛湾港ＢＣＰの
　継続的な運用
・奈半利港ＢＣＰの策定

・奈半利港BCPの策定
・高知港、須崎港、宿毛湾港BCPの継続的な
運用

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果）

高知港・須崎港・宿毛湾港

BCPの更新

奈半利港第１回協議

会

奈半利港ＢＣＰ策定

・関係官庁との役割分担に関する

調整・協議

・企業BCP策定状況把握し連携・調整

・宿毛湾港机上訓練

・高知港・須崎港・宿毛湾港

BCPの更新

奈半利港第１回協議会

奈半利港ＢＣＰ策定



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中平　麻矢 （ 9815 ）

種別 経済  当初予算額 16,556千円 補正後予算額 14,889千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

担当部局： 土木部
平成28年3月31日

建設業の活性化の支援 建設管理課

　

事業概要・目的

　建設業を取り巻く厳しい環境の中で、公共工事の品質と担い手の確保、建設業者の技術力や施工力の向上への支援のほか、建設業の魅力発信や、雇
用環境づくりなど人材確保に向けた取組の支援により、建設業全体の活性化を図る。
　あわせて、事業者や職員向けの研修会開催など、コンプライアンスの確立に向けた取り組みを強化する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○建設業活性化事業費補助金募集開始
　・４月８日～30日募集

○活性化プラン・建設業法改正等説明会開催
(県内ブロック毎)
　・４月15日～21日県下６会場で開催

○維持管理エキスパート研修
　・４月10日～16日（初級　３回）

○コンプライアンス研修（事業者向け）
　・６月１日～12日県下４会場（５回）で開催

○土木部支援窓口への相談件数
　・４月～６月：４件
○建設業支援アドバイザー制度の申請
　・４月～６月：４建設事業者
○建設業活性化事業費補助金の交付決定
　・（一社）高知県建設業協会
　・（一社）高知県設備協会
　・中村地区建設協同組合
○活性化プラン・建設業法改正等説明会参加数
　・参加者数　1,062名
○コンプライアンス研修（事業者向け）参加数
　・参加者数　1,051名（886者）
○維持管理エキスパート研修
　・参加者数　90名

○第１回情報化技術活用検討委員会開催
　・７月24日
○雇用環境改善研修
　・８月31日・９月１日県下４会場で開催
○コンプライアンス研修（県職員、市町村職員
向け）
　・９月２日～17日県下４会場（11回）で開催
○コンプライアンス研修（事業者向け）

○土木部支援窓口への相談件数
　・７月～９月：５件
○建設業支援アドバイザー制度の申請
　・７月～９月：３建設事業者
○雇用環境改善研修
　・参加者数　113名
○コンプライアンス研修（県職員、市町村職員向
け）

参加者数 県1 088名 市町村 87名

・土木部支援窓口

による相談受付

・建設業支援アド

バイザー制度実施

(４月中旬～)

・活性化プラン説明会開催

(５月上旬～)

・建設業活性化事業費補助金

交付決定 →事業実施

(６月)

・ コンプライアンス研修開催

（事業者向け）

・情報化技術活用検討委員会

(８月)

・雇用環境改善研修開催

（県内ブロック毎）

・施工力向上研修開催

（県内ブロック毎)

・ コンプライアンス研修

(４月上旬～末)

・建設業活性化

事業費補助金

募集

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

○ ンプライアン 研修（事業者向け）
　・９月28日・29日県下３会場で補講を開催
○施工力向上研修
　・９月30日県下２会場で開催
○維持管理エキスパート研修
　・８月25日～９月30日（初級１回、初級追加３
回）

・参加者数　県1,088名、市町村　87名
○コンプライアンス研修（事業者向け）補講
　・参加者数　145名（140者）
○施工力向上研修（９月30日開催分）
　・参加者数　193名
○維持管理エキスパート研修
　・参加者数　119名

公共工事の品質と担い手の確保
独自の技術を持った建設業者、健全な経営と
高い施工力を持った建設業者の確保
建設業の人材確保の促進
建設業界のコンプライアンスの確立

技術開発支援や施工力向上支援の各種研修
会を実施し、建設業の支援ができた。
補助事業を活用することにより、人材確保の
ため建設業の魅力発信を行い、入職・定着促
進を支援することができた。
しかし、アドバイザー制度については、20事業
者の計画に対し10事業者の活用に留まってい
る。

今後も、取組を継続することで、公共工事の品
質と担い手の確保、独自の技術や健全な経営と
高い施工力を持った建設業者の確保また、建設
業界のコンプライアンスの確立を進めていくこと
が必要。
アドバイザー制度は、新技術の開発や入職・定
着促進、技術開発等を対象とし、より活用が促
進されるよう制度の周知や新たなアドバイザー
確保を進めていく。
また、支援窓口についても、より活用いただける
よう周知を進めていく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○施工力向上研修
　・10月１日県下２会場で開催
○新技術研修会
　・10月23日開催
○維持管理エキスパート研修
　・10月６日、13日（初級　２回）
　・10月20日～11月25日（中級　６回）
○建設業活性化事業費補助金活用「こうち防
災フェスタ2015」（11月29日開催）
○建設業活性化事業費補助金再募集
　・11月13日～30日
○コンプライアンス研修（県職員、市町村職員
向け補講）
　・12月８日（２回）開催

○土木部支援窓口への相談件数
　・10月～12月：１件
○建設業支援アドバイザー制度の申請
　・10月～12月：３建設事業者
○施工力向上研修（10月１日開催分）
　・参加者数　251名
○新技術研修
　・参加者数　151名
○維持管理エキスパート研修
　・参加者数　初級　58名、中級　113名
○「こうち防災フェスタ2015」を高知市中央公園
で開催　約５千人の来場
○コンプライアンス研修（県職員、市町村職員向
け補講）
　・参加者数　県62名、市町村職員18名

○第２回情報化技術活用検討委員会開催
　・１月22日
○建設業活性化事業費補助金活用「かまどベ
ンチで”なべパーティー”」（２月21日開催）

○土木部支援窓口への相談件数
　・１月～３月：１件
○「かまどベンチで”なべパーティー”」を四万十
市下田中学校で開催　地元住民約120人が参加

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果）

・ コンプライアンス研修

（事業者向け追加開催）

(９月)

・コンプライアンス研修

（県職員・市町村職員向け）



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 岡部 正直 （ 2860 ）

種別 地震対策  当初予算額 559,891千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

■マスコミを活用した冊子、危険箇所マップ
のPR
■学校関係への土砂災害に関する防災教育
の啓発
■土砂災害啓発冊子・危険箇所マップの配
布
■学習会用データの作成
■市町村、土木事務所職員を対象とした講師
育成勉強会の開催
■砂防ボランティアを対象とした講師育成勉
強会の開催
■こども防災キャンプの開催
■土砂災害の情報伝達訓練、避難訓練、学
習会の実施（通年）
■土砂災害防止月間のイベント開催
■土砂災害警戒区域等の基礎調査等発注
■土砂災害警戒区域等の指定（通年）

■啓発冊子・危険箇所ﾏｯﾌﾟ全戸配布完了。
■上記について4/15記者レク、さんSun高知5
月号掲載、ﾗｼﾞｵでもPR。
■学校関係者への啓発(4/22市町村教育長
会議、6/23,7/7指導事務担当者会議)
■学習会用DVDを作成し土木事務所、市町
村へ発送
■市町村､土木事務所職員への講師育成勉
強会(5/29)
■砂防ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ講師育成勉強会(6/5)
■こども防災ｷｬﾝﾌﾟ(6/14須崎市安和小)
■土砂災害の情報伝達訓練(6/30県・32市町
村)
■土砂災害の避難訓練(6/7いの町神谷地
区)
■学習会等の実施（40回香美市他）
■土砂災害防止月間のｲﾍﾞﾝﾄ(6/21ｲｵﾝﾓｰﾙ
他)
■土砂災害警戒区域等の基礎調査等発注
(約3,000箇所)
■土砂災害警戒区域等の指定（107箇所）

・学習会等の実施：40回
・訓練の実施：1組織
・基礎調査の実施：約3,000箇所（発注）
・土砂災害警戒区域等の指定：107箇所

■こども防災キャンプの開催
■学校関係への土砂災害に関する防災教育
の啓発
■土砂災害の情報伝達訓練、避難訓練、学
習会の実施（通年）
■土砂災害警戒区域等の基礎調査等発注、
実施
■土砂災害警戒区域等の指定（通年）

■学習会用DVDを小中学校へ発送
■こども防災ｷｬﾝﾌﾟ(7/11本山町吉野小)
■学校関係者への啓発(7/10指導事務担当
者会議、7/30,7/31,8/6,8/7,8/20防災教育研
修会)
■土砂災害の避難訓練(8/30,9/1,9/6・8市町
村79組織)
■土砂災害警戒区域等の基礎調査実施中
(約3,000箇所)

・学習会等の実施：53回（年度計93回）
・訓練の実施：79組織（80組織）
・基礎調査の実施：約3,000箇所（発注、調査
中）
・土砂災害警戒区域等の指定：419箇所（計526
箇所）

事業概要・目的

①砂防等基礎調査事業　535,500千円
　土砂災害防止法に基づく土砂災害計画区域等の指定を行うための基礎調査を実施する。
②砂防諸事業　24,391千円
　大規模土砂災害を想定した防災訓練を実施し、土砂災害に対する実践的な対応力を身につける。また、こども防災キャンプや防災学習会を開催し、土
砂災害危険箇所マップ等を全戸配布することにより、県下の土砂災害に対する啓発活動に積極的に取り組んでいく。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 土木部
平成28年3月31日

山津波（土砂災害）に備える取り組み 防災砂防課

　

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

土砂災害の関心が高まり、学習会や訓練が
これまで以上に活発に実施され始める。
　・学習会の実施：120回以上
　・訓練の実施：30組織以上
　・基礎調査の実施：2,000箇所以上
　・土砂災害警戒区域等の指定：1,000箇所

土砂災害の学習会や訓練の実績が増加して
いる。
・学習会の実施：145回
・訓練の実施：80組織
・基礎調査の実施：約3,600箇所
・土砂災害警戒区域等の指定：1,107箇所

土砂災害への関心は高まりつつある。しかし、
一部地域によっては取り組みが見られない地
域もあり、県下全域の取り組みとして機運を高
めて行く必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

■土砂災害の情報伝達訓練、避難訓練、学
習会の実施（通年）
■土砂災害警戒区域等の基礎調査等実施
■土砂災害警戒区域等の指定（通年）
■深層崩壊や豪雨による土砂災害を想定し
た避難訓練の実施

■学習会等の実施(37回安田町他)
■土砂災害警戒区域等の基礎調査実施中
(約3,000箇所)
■土砂災害警戒区域の指定(568箇所)
■深層崩壊や豪雨による土砂災害を想定し
た避難訓練の実施(四万十市:11/17ﾜｰｸｼｮｯ
ﾌﾟ,12/6訓練)

・学習会等の実施：37回（年度計130回）
・訓練の実施：0組織（80組織）
・基礎調査の実施：約3,000箇所（発注、調査
中）
・土砂災害警戒区域等の指定：568箇所（計
1094箇所）

■深層崩壊や豪雨による土砂災害を想定し
た避難訓練の実施
■土砂災害の情報伝達訓練、避難訓練、学
習会の実施（通年）
■土砂災害警戒区域等の基礎調査等実施
■土砂災害警戒区域等の指定（通年）

■深層崩壊や豪雨による土砂災害を想定し
た避難訓練の実施(いの町:1/15ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ,※
訓練は雪のためH28に延期)(東洋町:1/25ﾜｰ
ｸｼｮｯﾌﾟ,2/7訓練)(大豊町:2/12ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ,2/21
訓練)
■学習会等の実施(15回いの町他）
■土砂災害警戒区域等の基礎調査完了(約
3,600箇所)
■土砂災害特別警戒区域の指定(14箇所)
■平成28年度の学習会及び訓練の実施に向
け、全市町村へ協力依頼及びｱﾝｹｰﾄを実施

・学習会等の実施：15回（年度計145回）
・訓練の実施：0組織（80組織）
・基礎調査の実施：約3,600箇所
・土砂災害警戒区域等の指定：14箇所、解除1
箇所（計1,107箇所）

■土砂災害警戒区域等の指定（通年）
■学習会等の実施（53回高知市他）
■土砂災害警戒区域等の指定（419箇所）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 （ 9838 ）

種別 当初予算額 124,236千円  

香宗川 奈半利川

４月

５月

６月

７月

８月

９月

南海トラフ地震対策に係る河川整備基本方針及び河川整備計画策定に必要な調査を実施し、早期の策定につなげることで、河川堤防等の地震・津波対策を加速化する。

月
執行計画・目標 実施状況・変更計画

備考（課題及び成果等）
香宗川・奈半利川 夜須川・加持川・松田川 夜須川・加持川・松田川

地震対策 補正後予算額 　

事業概要・目的

担当部局： 土木部
平成28年3月31日

南海地震対策河川整備基本方針及び整備計画策定委託業務 河川課 担当者（内線） 西田　忠司

委託業務発注

河川現況調査

河川環境調査

国土交通省協議

（治水・利水・環境）

委託業務発注

河川現況調査

河川環境調査

委託業務発注

河川現況調査

河川環境調査

国土交通省協議

（治水・利水・環境）

国土交通省協議

（治水・利水・環

境）

基本方針(案)作成

整備計画（案）作成

高知県河川委員会

パブリックコメント

委託業務発注

河川現況調査

河川環境調査

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
【基本方針・整備計画の策定】
 香宗川
【基本方針の策定、整備計画（案）の作成】
 奈半利川・夜須川・加持川・松田川

【香宗川・奈半利川】
当初の計画どおりの成果が得られた。
【夜須川・加持川】
基本方針（案）は作成することができたが、整備計画（案）は、地元や関係機関との調整が必要
であり、作成するまでに至らなかった。今後も引き続き整備計画（案）作成に向けた取り組みを
進めていく。
【松田川】
今後も引き続き基本方針（案）整備計画（案）に向けた取り組みを進めていく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

基本方針(案)作成

高知県河川委員会

基本方針の決定・公表

整備計画(案)作成

高知県河川委員会

住民説明会

関係市町村長の意見聴取

整備計画の決定・公表

国土交通省協議
基本方針(案)作成

高知県河川委員会

基本方針の決定・公表

整備計画(案)作成

国土交通省協議

（治水・利水・環境）
基本方針(案)作成

整備計画（案）作成

高知県河川委員会

関係市町村長の意見聴取

基本方針・整備計画の決定・公

表に向けた手続き申請中

基本方針

の決定・公表

関係市町村長

の意見聴取

基本方針(案)作成（夜須川・加持

川）

国土交通省協議

（治水・利水・環境）

整備計画

の決定・公表

パブリックコメント



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 橋本 知世 （ 9856 ）

種別 当初予算額 624,035千円 補正後予算額 　

月

特定耐震診断士公募・名簿公開 58名

住宅耐震対策出前講座（随時） 香美市(5/24)、須崎市(6/19)

住宅耐震改修工事現場見学会案内（随時） 来場者71組

市町村担当者説明会開催（県内３会場） 四万十市(4/17)、高知市(4/20)、安芸市(4/21)

戸別訪問の取り組みへの働きかけ（市町村対象上記説明会で実施

低コスト工法講習会開催（事業者対象） 四万十市(5/29)、宿毛市(6/26)

住宅耐震化促進事業者登録説明会 黒潮町(5/18)

木造住宅耐震診断士講習会開催（診断士30名新規養高知市(6/16)…新規受講者75名

南海地震に備える県民勉強会（土佐清水市、高知市）土佐清水市(6/19)、高知市(6/24)

事業者を交えた県市意見交換会(6/11)

出前講座 香美市(4/21)、須崎市(6/19)

※完了数第1四半期計 診断198、設計157、工事113

※戸数目標（診断660、設計390、改修180） (受付数第1四半期計 診断787、設計336、工事282)

暮らしの安心フェア（出張耐震相談） 高知市(7/4、5)

木造住宅耐震診断士登録証交付・名簿更新 新規35名、更新59名 耐震診断士数499⇒534

低コスト工法講習会開催（事業者対象） 須崎市(9/7)、香美市(9/28)

住宅耐震化促進事業者登録説明会 須崎市(9/7)、香美市(9/28)

出前講座 高知市(7/16)、香美市(8/30)

　　　　　　四万十町(8/30)、北川村(8/30)

出張耐震相談 佐川町(8/30)、須崎市(9/18)

　　　　　　高知市(8/23、24)

新聞広告(9/1)

交通広告(中部9/1～30、東部西部8/1～10/30)

事業者を交えた県市意見交換会(8/28)

４月

５月

６月

７月

８月

事業概要・目的

南海トラフ地震における被害を軽減するために、耐震性に問題のある可能性の高い昭和56年5月以前に建築された住宅を対象に、市町村が行う耐震化促進に係る事
業の費用について一部を補助する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 土木部
平成　28　年　3　月 31 日

住宅の耐震化の促進 住宅課

地震対策 　

事業者を交えた県市意見交換会(8/28)

高知市防災士連絡協議会(7/28、9/11)

市町村長訪問 24市町村(8/20～9/8)

※完了数第2四半期計 診断377、設計279、工事208

※戸数目標（診断660、設計390、改修390） (受付数第2四半期計 診断384、設計303、工事294)

事業の進捗状況の確認 随時実施

低コスト工法講習会開催（事業者対象） 高知市(11/5、12/12)、安芸市(11/6)

住宅耐震化促進事業者登録説明会 黒潮町(10/22)、安芸市(11/6)

県市連携部長協議(10/23)

事業者を交えた県市意見交換会(11/17)

出前講座 高知市(10/16、10/24、10/24･25)

　　　　　四万十市(12/6)、大月町(12/13)

出張耐震相談 高知市(10/24･25、11/29)

※完了数第3四半期計 診断387、設計216、工事213

※戸数目標（診断660、設計390、改修390） (受付数第3四半期計 診断407、設計228、工事231)

事業の進捗状況の確認 随時実施

低コスト工法講習会開催（事業者対象） いの町(1/21)

住宅耐震化促進事業者登録説明会 いの町(1/21) 登録設計事務所数 240⇒247

耐震改修技術学校 登録工務店数 497⇒579

　　高知市会場(2/2、2/17、3/2、3/16)

　　黒潮町会場(2/9、2/24、3/9、3/23)

出前講座 東洋町(2/7)、大豊町(2/21)

高知市(3/24)

事業者を交えた県市意見交換会(3/17)

テレビ･ラジオ広報番組(2/4、2/14、3/17)

広報誌(3/1)

※完了数第4四半期計 診断723、設計359、工事419

※戸数目標（診断320、設計180、改修390） (受付数第4四半期計 診断723、設計359、工事419)

年度末
耐震診断　2300戸
耐震改修設計　1350戸
耐震改修工事 1350戸

完了数累計 診断1685、設計1011、改修953
受付数累計 診断1685、設計1011、改修953

耐震化の必要がないと思っている人が多い
改修工事の費用負担が大きい
低コスト工法を活用する技術者が少ない

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

９月

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）※見込

※見込

※見込

耐震改修工事　1350戸
受付数累計 診断1685、設計1011、改修953

低コスト工法を活用する技術者が少ない

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること



平成２７年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 教育委員会

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 学校安全対策課 防災教育推進事業 地震対策 15,710

2 幼保支援課
保育所・幼稚園等安全確保対策事業費補助金
保育所・幼稚園等高台移転施設整備事業費補助金

地震対策 320,874

3 幼保支援課
基本的生活習慣向上事業
特別支援保育・教育推進事業費補助金（特別支援保育推進事業）
一時預かり事業利用料減免補助金

教育・子育て 25,044

4 小中学校課 放課後等における学習支援事業 教育・子育て 57,629

5 小中学校課 算数・数学授業力向上事業 教育・子育て 1,881

6 小中学校課 英語教育推進プロジェクト事業 教育・子育て 31,140

7 小中学校課 ことばの力育成プロジェクト推進事業 教育・子育て 66,918

8 小中学校課 探究的な授業づくりのための教育課程研究実践事業 教育・子育て 11,510

9 小中学校課 学力向上のための学校経営力向上支援事業 教育・子育て 20,040

10 高等学校課 高等学校つなぎ教材の作成 教育・子育て 15,410

11 高等学校課 グローバル教育推進費 教育・子育て 98,068

12 高等学校課 生徒の意欲を高める応援プラン事業 教育・子育て 15,622

13 高等学校課 施設整備費 教育 子育て 70 85613 高等学校課 施設整備費 教育・子育て 70,856

14 生涯学習課
学校支援地域本部等事業
放課後学びの場充実事業

教育・子育て 93,458

15 生涯学習課 塩見記念青少年プラザの改築 地震対策 36,363

16 新図書館整備課 新図書館等整備事業費 教育・子育て 4,834,721

17 スポーツ健康教育課 体育・健康アドバイザー支援事業 教育・子育て 5,817

18 スポーツ健康教育課 スポーツを通じたエリアネットワーク事業 教育・子育て 5,701

19 スポーツ健康教育課 オリンピック・パラリンピック東京大会事前合宿招致活動 教育・子育て 2,840

20 人権教育課 いじめ防止対策等総合推進事業 教育・子育て 10,039

21 人権教育課 高知夢いっぱいプロジェクト推進事業 教育・子育て 8,108



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本 （ 3260 ）

種別 当初予算額 15,710千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

地震対策 　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

防災教育推進事業 学校安全対策課

事業概要・目的

　南海トラフ地震に備え、学校の危機管理力・防災力の向上及び児童生徒の防災対応力の向上を図るため、安全教育プログラム（震災編）の普及徹底を
行うとともに各種事業を実施する。
　　①防災教育研修会の開催　　　　　②防災教育推進事業（南海地震に備えちょき改訂版配布）　　③実践的防災教育推進事業
 　 ④学校防災アドバイザー派遣事業　　　　⑤防災キャンプ推進事業　　　　⑥避難所運営訓練等委託

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

②安全教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる防災教育の実施を
指導：市町村指導事務担当者会、市町村教育
長会、校長会等
③実践的防災教育推進事業
　　モデル地域への訪問指導開始
④学校防災アドバイザー派遣計画作成
②南海地震に備えちょき改訂作業開始

③実践的防災教育推進事業実践委員会開催
④学校防災アドバイザー派遣開始（～２月）
⑤防災キャンプ推進事業
　　5/22～23:第1回防災ｷｬﾝﾌﾟin十市
⑥避難所運営訓練等委託施行伺、入札公告

⑤防災キャンプ推進事業
　　6/19～20:防災ｷｬﾝﾌﾟin上分
⑥避難所運営訓練等委託業者決定

②安全教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる防災教育の実施を
指導：市町村指導事務担当者会、
     市町村教育長会、校長会等
③実践的防災教育推進事業
　　モデル地域への訪問指導開始(4/2)
④学校防災アドバイザー派遣計画作成
②南海地震に備えちょき改訂作業開始

④学校防災アドバイザー派遣開始（5/15）
③実践的防災教育推進事業実践委員会開催
（5/18）
⑤防災キャンプ推進事業
　　5/22～23:第1回防災ｷｬﾝﾌﾟin十市

⑤防災キャンプ推進事業
　　6/19～20:防災ｷｬﾝﾌﾟin上分

<課題>
「高知県安全教育プログラム」に基づく防災教育
の徹底。
・プログラムに基づく防災の授業を、小中学校で
5時間以上、高等学校で3時間以上、全ての学
校で実施。
・防災の避難訓練を年間3回以上、全ての学校
で実施。

②学校安全対策チェックリスト実施依頼
　　１学期の避難訓練・防災学習等の取組
　　状況把握
⑤防災ｷｬﾝﾌﾟ推進事業
　　7/18～19:第1回稲生防災ｷｬﾝﾌﾟ
⑥避難所運営訓練等開始
①防災教育研修会の開催（学校悉皆）
　　7/30・8/6中部（高知市）
　　8/7東部（安田町）、7/31西部（黒潮町）

⑤防災キャンプ推進事業
　　8/28～30:防災ｷｬﾝﾌﾟin浦戸

⑤防災ｷｬﾝﾌﾟ推進事業
　　7/18～19日:第1回稲生防災ｷｬﾝﾌﾟ
①防災教育研修会の開催（学校悉皆）
　　7/30・8/6中部（高知市）
　　8/7東部（安田町）、7/31西部（黒潮町）
    594名参加
②学校安全対策チェックリスト実施依頼
（8/14）
　　１学期の避難訓練・防災学習等の取組
　　状況把握
⑤防災キャンプ推進事業
　　8/28～30:防災ｷｬﾝﾌﾟin浦戸

⑥避難所運営訓練等委託施行伺、入札公告
⑥避難所運営訓練等委託業者決定

<課題>
・各市町村等の校長会や防災教育研修会にお
いて説明した安全教育プログラムに基づく防災
教育の実施方法等が校内研修等で情報共有さ
れ、各教員に徹底させること。
・内容の精査に時間を要し、南海地震に備え
ちょき改訂版の完成が12月頃になること。
・避難所運営訓練（ＨＵＧ）の内容等の精査に時
間を要し、入札及び委託業者の決定が遅れたこ
と。
<成果>
・全ての学校から1名以上が防災教育研修会に
参加したこと、各学校での防災教育への取組状
況等を確認することができたこと。

（求める具体的な成果）

全ての学校において、安全教育プログラムに
よる防災教育が実施されること。

（達成状況）
年度当初から防災教育の徹底を呼びかけた
ことにより、年々、防災教育の実施状況に向
上がみられる。また、防災学習教材を改訂し、
防災教育のさらなる内容充実を図る体制が
整った。

（要因分析、課題等）
新たに改訂した教材や防災教育副読本等を活
用した安全教育プログラムに基づく防災教育を
全ての学校にさらに徹底して継続実施していく
必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　
②南海地震に備えちょき改訂版印刷配布

⑤防災キャンプ推進事業
　　10/30～31:第2回防災ｷｬﾝﾌﾟin十市
⑤防災キャンプ推進事業
　　10/31～11/1:第2回稲生防災ｷｬﾝﾌﾟ

③モデル地域拠点校における研究発表会開
始（～１月）
②学校安全対策チェックリスト実施依頼
　　２学期の避難訓練・防災学習等の取組状
況把握

⑥避難所運営訓練等委託　開始（10/2～
1/15、計5回）
②南海トラフ地震に備えちょき改訂作業（新た
に気象災害編も加えて作業）

⑤防災キャンプ推進事業
　　10/30～10/31:第2回防災ｷｬﾝﾌﾟin十市
⑤防災ｷｬﾝﾌﾟ推進事業
　　10/31/～11/1:第2回稲生防災ｷｬﾝﾌﾟ

③モデル地域拠点校における研究発表会開
始（11/19～1/31）
②学校安全対策チェックリスト実施依頼
（12/18）
　　２学期の避難訓練・防災学習等の取組状
況把握

<課題>
・南海トラフ地震に備えちょきの改訂について、
内容の精査とともに気象災害編を新たに加える
こととしたため、作業を延長して実施することと
なったこと。（３月完成）

<成果>
・計画どおり県立学校を中心に避難所運営訓練
を実施できたこと。
・学校安全対策チェックリストの実施により、各
学校の2学期までの状況が把握できたこと。

③⑤防災教育推進フォーラム開催（1/31）
②学校安全の取組状況に関するアンケート実
施：３学期の避難訓練・防災学習等の取組状
況把握
②防災教育副読本新年度分発注・各校へ配
布

⑥避難所運営訓練等終了

⑥避難所運営訓練等終了（1/18）
③⑤防災教育推進フォーラム・子ども防災フェ
アの開催（1/31）
　約200人参加
④学校防災アドバイザー派遣終了（1/16）
　74回派遣
②学校安全の取組状況に関するアンケート実
施（3/4）
　３学期の避難訓練・防災学習等の取組状況
把握
②高校生のための防災ハンドブック及び防災
教育副読本新年度分発注・各校へ配布
（3/10）
②南海トラフ地震に備えちょき改訂版の作成・
配付（3/18）

<課題>
・防災教育推進フォーラムの内容を充実させ、
参加者を増加させること。

<成果>
・実践的防災教育推進事業の各拠点校への指
導を重点的に実施したことにより各拠点校の防
災学習の内容が充実したものとなったこと。
・南海トラフ地震に備えちょき改訂版が完成し各
学校へ配付できたこと。
・学校安全の取組状況に関するアンケート実施
により各学校の状況を把握できたこと。



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課
担当者
（内線）

尾﨑 （ 3280 ）

種別 320,874千円 補正後予算額 242,975千円 　

高台移転・高層化

４月

５月

移転先が決定している市町
村の情報収集(電話及び個
別訪問)

　　（実績報告）高台移転実施
　　・土佐清水市（Ｈ26→27繰越）

６月

　　市町村訪問
　　(高台移転等の早期実施を要請)

　　（実績報告）高台移転実施
　　・室戸市（Ｈ26→27繰越）

７月

　　（交付決定）高台移転実施
　　・中土佐町

８月
　　（交付決定）高台移転検討
　　・須崎市

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　　（交付決定）高台移転実施
　　・室戸市（Ｈ27→28繰越）
　　・奈半利町（Ｈ27→28債務負担行為）

　　（実績報告）高台移転実施
　　・宿毛市（Ｈ26→27繰越）、中土佐町
　　（実績報告）高台移転検討
　　・須崎市

年度末

（求める具体的な成果）

・H27末窓ガラス飛散防止対策実施率98.4％（６園実施）
・避難車購入（５園（７台）実施）
・高台移転（４市町実施）

（達成状況）

・H27末窓ガラス飛散防止対策実施率94.4％（補助実績なし）
・避難車購入（10園（18台）実施）
・高台移転検討（１市実施）
・高台移転（４市町４ヵ所６施設実施）

（要因分析、課題等）
窓ガラス飛散防止対策は、他
の施設整備事業と合わせて整
備を予定している施設につい
て、H28年度以降の早期の全
園対策完了を目指す。
高台移転の検討や施設整備
についても各市町村等の動き
は加速化してきており、準備
が整った施設から早期の移転
を目指す。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（実績報告）
・避難車購入　2園（4台）

（実績報告）
・避難車購入　1園（2台）

避難車購入事業については
下半期で5施設交付決定し対
策を実施した。

高台移転・高層化については
下半期で2カ所(2施設)が移転
完了した。
また、移転に関して準備が
整った2施設についても交付
決定を行い、来年度以降も引
き続いて支援を実施し、早期
の移転完了を目指す。

（交付決定）
・避難車購入　2園（4台）

（交付決定）
・避難車購入　1園（2台）
（実績報告）
・避難車購入　2園（3台）

（実績報告）
・避難車購入　1園（2台）

（実績報告）
・避難車購入　3園（4台）

　　　随時実績報告
　　　補助金精算払い

（交付決定）
・避難車購入　2園（3台）
（実績報告）
・避難車購入　1園（3台）

本年度実施予定者へ実施計
画を確認
･窓ガラス飛散防止対策　６園
･避難車購入　５園（７台）

随時交付申請受付・交付決定

随時交付申請受付
交付決定

本年度実施予定者へ実施計画を確
認

窓ガラス飛散防止対策・避難
車については上半期で5施設
交付決定し対策を実施してい
る。引き続き、対策が必要な
施設について早期の実施を要
請する。

高台移転・高層化については
上半期で2カ所(4施設)が移転
完了した。その他の移転を検
討・準備している市町村の状
況を把握し、準備が整った施
設から早期の移転を実施する
よう要請、支援していく。

　移転先が決定している市町
　村の情報収集(電話及び個
　別訪問)

　　随時実績報告
　　補助金精算払い
　
　　　市町村訪問

　

　　市町村訪問

市町村訪問
　(未対策施設の早期実施を要請)

（交付決定）
・避難車購入　1園（3台）

　
（交付決定）
・避難車購入　4園（6台）

　

事業概要・目的

・保育所・幼稚園等安全確保対策事業費補助金
　南海トラフ地震に備えるため、保育所、幼稚園及び認定こども園において、乳幼児の安全確保対策を進めるための経費を助成する。
　　補助先：市町村（窓ガラス飛散防止対策事業及び避難車購入事業のうち保育所分については高知市を除く。）、私立幼稚園設置者、私立認定こども園設置者
　　補助率：

・保育所・幼稚園等高台移転施設整備事業費補助金
　南海トラフ地震に備えるため、津波浸水予測区域に所在する保育所、幼稚園及び認定こども園の抜本的な津波対策として施設の高台移転に要する経費を助成する。
　　補助先：市町村（高知市を除く。）、私立幼稚園設置者、私立認定こども園設置者
　　補助率：3/4以内

月
執行計画・目標 実施状況・変更計画　

備考（課題及び成果等）
飛散防止フィルム・避難車 高台移転・高層化 飛散防止フィルム・避難車

地震対策 当初予算額 　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

保育所・幼稚園等安全確保対策事業費補助金（8,324→
6,485）
保育所・幼稚園等高台移転施設整備事業費補助金（312,550
→236,490）

幼保支援課

未対策施設の早期

実施を要請 

・Ｈ27高台移転実施予定

（室戸市、中土佐町） 

・Ｈ26→27繰越 

（土佐清水市、宿毛市、室

戸市） 

高台移転等の早期

実施を要請 

安全確保対策の早期実施を市町村等へ要請 

翌年度以降の事業活用予定の調査 

（調査結果に応じ、早期の実施を要請） 

市町村等へ翌年度の事業説明 (県内3カ所で開催) 

①窓ガラス飛散防止フィルムの施工に係る経費 1/3以内 

②避難車等購入に係る経費 1/2以内 

③施設の高台移転の検討に要する経費 1/2以内 

翌年度以降の事業活用予定の調査 

市町村へ翌年度の事業説明 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 有岡 （ ４９１０ ）

種別 当初予算額 25,044千円 補正後予算額 11,879千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

○啓発パンフレットの作成と配付、基本的生活習慣
に関する講演会・パンフレットの活用についての説
明会を県内3ヵ所で実施。
△特別な支援を必要とする子どもや保育所等へ専
門的かつ継続的な支援を行うことにより、各園が組
織的に対応できる体制を確立させる。
◆一時預かり事業利用料を減免することにより、厳
しい環境にある子どもへの保育環境を充実させる。

○10月末、パンフレット完成、保育所・幼稚園等へ
　送付。学習会等の実施後、3歳児保護者へ配付。
○基本的生活習慣に関する講演会及び説明会の
　実施
　・講演会3会場、説明会5会場
　・参加人数延べ812名
　　　（講演会427名、説明会385名）
△親育ち・特別支援保育コーディネーター
　　　６市町７名配置
※個別の指導計画及び就学時引き継ぎシートの作
成状況については、各市町村からの実績報告を受
けての把握となる。（H28.4調査実施）
◆１市から申請があったが、利用実績がなかった。

○パンフレット活用についての説明を生かして、すべて
の園で、3歳児の保護者に対して基本的生活習慣に関
する学習会等が実施されるよう徹底する必要がある。
△市町村によって活動内容に差があり、今後も親育
ち・特別支援保育コーディネーター間の情報提供、共
有の場の設定や県からの情報提供、助言等を行って
いく必要がある。
◆減免申請の対象となる世帯が少なく、利用につなが
らないことから、次年度については廃止とした。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○保護者への周知（各園において、保育者が
　3歳児保護者に対し学習会を実施）
　　　△コーディネーター研修会実施（最終報
　　　　　告、来年度への課題洗い出し）

　　○パンフレット活用についての説明会追加
　　　実施（高知市　1/6、宿毛市　1/8）

　　　○△◆市町村等へ翌年度の事業説明
　　　　　　　（県内3ヵ所で実施）

　　　　△第３回親育ち・特別支援保育コーディ
　　　　ネーター研修会（2/26）
　　　　　（事業実施計画の進捗状況報告、年度末
　　　　　に向けての予定・計画）

　　　　○△◆市町村等へ翌年度の事業説明

△◆補助金実績報告、精算払い
　　　　　　◆補助金廃止承認申請（利用実績
　　　　　　　　なかったため）
　　　　　　△補助金実績報告、精算払い

　　△◆調査結果に応じて翌年度以降の事業
　　　　　実施を要請

○パンフレット完成

　　　　　　　△◆H28予算所要額調査
　
　　○パンフレット完成
　　○保育所・幼稚園等へ送付

◆所要額調査の結果、要望が少ないため、次年
度については廃止とする。

○基本的生活習慣に関する講演会（保護者、
　保育者等対象）、パンフレットの活用につい
　ての説明会（保育者対象）
　　【県内3ヵ所で実施】

　　　　　　　◆補助金交付申請（１市）
　　○基本的生活習慣に関する講演会及び
　　パンフレット活用についての説明会の実施
　　（西部　11/27、東部　12/2、中部　12/9）

　　○保護者への周知及び基本的生活習慣
　　　の確立に向けた取組の実施
　　　・各園において、保育者が3歳児保護者を
　　　対象に学習会等を実施
　　　・カレンダーを活用した取組の実施
　
　　　　○△◆市町村等へ翌年度の事業説明

○募集要領公示、事業説明会実施
○プロポーザル公募、参加申込受付
　　　　　　　　　△◆補助金交付要綱送付
　　　　　　　　　△◆交付申請受付、交付決定
　　△家庭支援推進保育士の活動方法、
　　　内容について文書通知

○募集要領公示
○事業説明会実施
○プロポーザル公募、参加申込受付
           △◆補助金交付要綱送付

 

○企画提案書受付

○プロポーザル審査委員会実施、委託業者
　決定

△第１回親育ち・特別支援保育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
  研修会実施（6/2）
   （親育ち・特別支援保育コーディネーターの役割

      及び就学時引継シートについて説明）

△コーディネーターが「親育ち」「特別支援」の
　 各研修に参加
　△◆市町村を訪問し、実施状況の聞き取り
　　　　と補助金活用の要請

○企画提案書受付、委託業者選定
　（プロポーザル審査委員会）
△コーディネーター研修会実施
　（業務説明等）

△◆市町村訪問開始
　　△家庭支援推進保育士及びコーディ
　　　ネーターの活動方法周知、活動内容
　　　の確認
　　◆減免制度の周知徹底、補助金活用
　　　を要請
○契約、パンフレット作成

　　 　 △交付決定（６市町　７名）
　　 ○契約、パンフレット作成

◆未就園児を預かる一時預かり事業を実施して
いる市町村が少なく（18市町村（Ｈ27年8月末現
在））、利用料の減免対象世帯・対象外ともに利
用者が少ない状況。

　　△家庭支援推進保育講座(保育計
　　　画、保護者への助言、関係機関と
　　　の連携に係る研究協議）

　　  　△家庭支援推進保育講座(保育計
　　　　　画、保護者への助言、関係機関と
　　　　　の連携に係る研究協議）

　　△◆翌年度以降の計画調査
　　　△コーディネーター研修会実施
　　　　（中間報告、意見交換）

      　△◆翌年度以降の計画・調査

　　　　△第２回親育ち・特別支援保育コーディ
　　　　　ネーター研修会（9/24）
　　　　　（各市町村コーディネーターの活動
　　　　　状況報告、情報交換）

事業概要・目的

○基本的生活習慣向上事業
　保護者が生活習慣定着の重要性について理解し、子どもたちが早期から望ましい生活習慣を確立するために、各園における学習会や講師による講演会を行う。
△特別支援保育・教育推進事業費補助金（親育ち・特別支援保育コーディネーターの配置）
　保育所等に通う特別な支援を必要とする子どもの保育・教育の質を高めるために、厳しい環境にある子ども及び特別な支援を必要とする子どもに対する園の相談窓口、関係
機関（医療・福祉・教育）との連携の充実、専門機関等の指示に基づく園への支援に必要な経費について助成を行う。
　　※地方創生保育サービス等推進総合補助金（家庭支援推進事業）【H26年度2月補正：47,337千円】
　　　　家庭環境等に特別な配慮が必要な子どもに対して家庭訪問や地域連携等を実施するために必要な専任保育士の配置に必要な経費について助成を行う。
◆一時預かり事業利用料減免補助金
　厳しい環境にある子どもへの保育環境を充実させるため、一時預かり事業に係る利用料を、生活保護世帯やひとり親世帯等に対して減免を行った場合に、市町村が減免した
費用について助成を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

教育・子育て 　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

○基本的生活習慣向上事業（3,803）
△特別支援保育・教育推進事業費補助金（特
別支援保育推進事業）（19,567→8,058）
◆一時預かり事業利用料減免補助金（1,674
→18）

幼保支援課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 岡本 （ ３２９０ ）

種別 当初予算額 57,629千円 補正後予算額 33,458千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

教育・子育て 　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

放課後等における学習支援事業 小中学校課

事業概要・目的

　学力の定着状況に課題のあるすべての児童生徒に対して確実に学習支援を進めていくという観点から、市町村や各学校が実施する放課後の補充学習
を、基礎学力の定着や家庭学習習慣の確立等、個々の児童生徒の課題解決に向けて計画的に対応できるよう充実強化するため、小中学校における放課
後等学習支援員の配置に対して財政的な支援を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○補助金交付決定（第１回）
 
　

○補助金交付決定（第２回）

　　　　　　　　　放課後学習取組状況の確認
　　　　　　　　　　（学校訪問等による）

◇学校・家庭・地域連携協力推進
　事業費補助金（国）本申請

○補助金交付決定（最終）

　

○4/6補助金交付決定（第１回 ６市町村）
 
　

○5/1補助金交付決定（第２回 ２市町村）

　
○6/26補助金交付決定（第３回　２市町）
○6/30～7/8 追加募集（１市増額）

・今年度からの補助制度であったため、年度当
初から取組を開始できる市町村が少なかった。
６月補正で予算を計上した市町村（５市町）につ
いては、夏休みからの開始となり、計画時より減
額となった。

・地教委（教育長など）への聞き取り調査では、
今年度実施していない理由は、
①放課後こども教室など、他の制度で既に放課
後補充学習を行っている
②支援員の人材確保が困難
の２つが主な要因であった。

　　未配置校（他制度等による取組等）
　　の状況把握・研究
　

　
◎上半期事業実績書の提出（9月末）
　・取組の中間検証
　（各地教委との意見交換等による
　　課題整理）

◇7/3　学校・家庭・地域連携協力推進
　　　　事業費補助金（国）事業計画書提出
○7/15 補助金交付決定（第４回　７市町村）
　
　

○9/2補助金交付決定（第５回　１市）
◎上半期事業実績書の提出（9月25日）
　・取組の中間検証・分析
　

・学校訪問による取組状況の視察により、本事
業を新たに取り入れることでの成果を確認

①学校全体で組織的に放課後補充学習の体制
を整えることができた。
②放課後学び場の開設により学習習慣の定着
が図られてきている。
③一人ひとりの課題に対応した既習学習など、
きめ細かな指導ができている。

（求める具体的な成果）

＜中学校目標＞
「H27高知県学力定着状況調査」
中学第２学年の約20問中5問以下の正解者
　　国語１０％以下（H25 約12％）
　　数学１８％以下（H25 約21％）

（達成状況）

「H27高知県学力学習状況調査（1/12）」
中学校第2学年の20問中5問以下の正解者
　　　国語　2.3％
　　　数学　22.0％

（要因分析、課題等）
・中学校第２学年の数学の正答率を改善するた
めには、小学校算数から様々な段階での「つま
ずき」を解消することが必要となり、初年度の取
組では改善の兆しが見られなかった。
・「中３にはつまずきを持ちこさない」ためにも、
今後も中学校2学年の正答率を指標として、取
組を充実強化していく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○中間検証を踏まえた事業の見直し
　（来年度事業案の策定）

○次年度の取組拡充に向けた市町村への
　　説明（各地教委との協議）
　

○10/21上半期の中間検証の市町村への
フィードバック
○Ｈ２８取組拡充に向けた制度の見直し
＜補助対象の拡充＞
　　①授業から一貫した学習支援員の配置
　　（4時間超を対象とする）
　　②遠方からの支援員の交通費
　　③放課後学習で使用する教材費
＜他事業との調整＞
　　④生涯学習課所管の中学校「放課後学
　　習室」を、平成28年度から事業統合
○指導事務担当者会において次年度の事業
説明（12/3 西部教育事務所、12/4 中部教育
事務所、12/22 東部教育事務所）

・取組の拡充のためには、人材の確保と補充学
習の質の向上が課題
・教育版「地域アクションプラン」推進事業などの
既存の県事業と国の概算要望内容を検討し、
制度の見直しを進めた。

○県版学力調査での改善状況の検証

○今年度事業の総括
（学校経営計画に基づく組織的な取組検証）

○来年度事業の確定

○2/9 平成28年度交付要綱・実施要領（案）の
作成、市町村への事前協議
○2/19 補習等のための指導員等派遣事業計
画申請
○3/7,8指導主事による学校訪問
   （高知市　小学校2校　中学校2校）
○3/17 学校・家庭・地域連携推進事業の計画
申請

・次年度に向けて量的な拡充は達成できたが、
質の向上が今後の課題となる。
・次年度からは、指導主事による学校訪問によ
り、情報提供や助言を行う。

未配置市町村の（他制度等に

よる取組等）の状況把握 

・学校訪問による放課後

学習の取組状況確認 

・地教委との意見交換に

よる課題整理 

18市町村 91校 

◆小学校 45校 放課後支援員 80人 

◆中学校 46校 放課後支援員 94人 

平成28年度計画 29市町村 170校 

◆小学校 93校 放課後支援員 154人 

◆中学校 77校 放課後支援員 170人 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 伊吹 （ 4908 ）

種別 当初予算額 1,881千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

教育・子育て 　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

算数・数学授業力向上事業 小中学校課

事業概要・目的

　授業改善プランに基づく支援訪問や単元テスト、数学思考力問題集等の教材活用により、教員の授業実践力を向上させ、児童生徒の思考
力・判断力・表現力を育成する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　○授業改善プランの作成
　○単元テスト、算数・数学シート活用
　○Ｂ問題集、思考力問題集の活用

　○授業改善プランの作成
　○単元テスト、算数・数学シート活用
　○Ｂ問題集、思考力問題集の活用

　◎授業改善プラン提出（5/15）
　　　　　　・授業改善プランに基づく支援訪問
　　　　　　　　（各教育事務所
　　　　　　　　　　→管内中学校へ２回以上）

　◎授業改善プラン提出（5/15）
　　　　　　・授業改善プランに基づく支援訪問
　　　　　　　　（各教育事務所
　　　　　　　　　　→管内中学校へ２回以上）

　　　　　　・単元テスト入力状況の確認
　　　　　　・訪問の進捗状況の確認（７月末）

　　　　　　・単元テスト入力状況の確認
　　　　　　・訪問の進捗状況の確認（７月末）

１回目の授業改善プランに基づく支援訪問におい
ては、思考力問題集の活用について周知できた。

・訪問回数事務所合計１１７回

　○全国学力・学習状況調査の結果等に
　　　基づく授業改善プラン中間検証

　○全国学力・学習状況調査の結果等に
　　　基づく授業改善プラン中間検証

　◎授業改善プラン提出「中間検証」（9/17）
　　　　　　　　　　・授業改善プランの中間検証
　　　　　　　　　　　に基づく支援訪問
　○中間検証を踏まえた授業改善プラン
　　　　に基づく授業実践

　◎授業改善プラン提出「中間検証」（9/17）
　　　　　　　　　　・授業改善プランの中間検証
　　　　　　　　　　　に基づく支援訪問
　○中間検証を踏まえた授業改善プラン
　　　　に基づく授業実践

　　　　　　・訪問の進捗状況の確認（10月末） 　　　　　　・訪問の進捗状況の確認（10月末） ・訪問回数事務所累計１７９回

　　　　　　　　　・単元テスト入力状況の確認
　　　　　　　　　・単元テスト入力状況の確認
　　　　　　●単元テスト見直しに係る委託契約
　　　　　　　　（H27～28：H27は前半３単元分）

　○活用状況アンケート提出
　
　

　○活用状況アンケート提出
　
　

（求める具体的な成果）
「H27高知県学力定着状況調査」
数学の記述問題における正答率
　　　　　　　　　　　前年度＋10ポイント以上

〔参考〕H26記述問題正答率：
　中１県調査14.5％、中２県調査22.9％
　全国調査37.7％（全国44.8％）→-7.1

（達成状況）
「H27高知県学力定着状況調査」
数学の記述問題における正答率
　中１県調査24.8％（+10.3ポイント）
　中２県調査26.4％（+3.5ポイント）

〔参考〕H27全国調査記述式問題正答率
　　　　　28.7％（全国34.8％）→-6.1

（要因分析、課題等）
中１では目標を達成したものの、中２では＋３．５ポ
イントの伸びにとどまり目標を達成することはでき
なかった。思考力問題集Ｂシートの利用は進んで
いるものの、利用したことと学力との結び付きが弱
いと考えれらる。そのため、単元テストに新たに追
加した活用問題のシートを利用して、身に付いた力
を単元ごとに見取り、さらなる授業改善を進めるこ
とを学校訪問において指導していく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　　　　　　　　　　・アンケート集約
　○高知県学力定着状況調査等の結果
　　　に基づく授業改善プランの総括

　　　　　　　　　　・アンケート集約
　○高知県学力定着状況調査等の結果
　　　に基づく授業改善プランの総括

・高知県数学思考力問題集Ｂシート活用率１００％

　　　　　　　　　　・訪問の進捗状況の確認
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3/11）
　◎授業改善プランの総括提出（3/17）
　　　　　　　　　　・単元テスト入力状況の確認

　　　　　　　　　　・訪問の進捗状況の確認
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3/11）
　◎授業改善プランの総括提出（3/17）
　　　　　　　　　　・単元テスト入力状況の確認

・訪問回数事務所累計２４４回



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 谷口 （ ４６３８ ）

種別 当初予算額 31,140千円 補正後予算額 30,540千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　教育・子育て 　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

英語教育推進プロジェクト事業 小中学校課

事業概要・目的

　本県の外国語教育の中核となる拠点校の構築やリーダー教員（コア・ティーチャー）の育成及び国の推進リーダーの活用を通して、外国語担当教員及び外国語活
動担当教員の指導力・英語力の向上を図る。
　 また、小学校での教科化を見据え、早期英語教育の地域拠点モデル校を構築するとともに、英語力向上のための集合研修やe-learning研修を実施する。
　 さらに、英語学習への意欲の向上を目指し、高知県を題材とした読み物教材や「中学校でこれだけは身に付けてほしい基礎英単語1200」を活用した語彙検定を作
成し、中学校に配付する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

◆外国語教育コア・ティーチャー育成事業
・第１回集合研修（５/８）
　　　★授業改善プランに基づく学校支援訪問①
☆「中学校でこれだけは身に付けてほしい基礎
英単語1200」印刷・配付
☆「中学校でこれだけは身に付けてほしい基礎
英単語1200」を活用した語彙検定　プロポーザル

■指導主事等による学校訪問・指導助言
　　　　　　及び事業の進捗管理　　（月1回程度）
◆外国語教育コア・ティーチャー育成事業
・第２回集合研修【小学校】（６/２３）
・第２回集合研修【中学校】（６/２６）

・第１回拠点校研修【事務所別・高知市】（6・7月）
●英語教育強化地域拠点事業
・第１回県連絡協議会（６/２９）

◆外国語教育コア・ティーチャー育成事業
・第１回集合研修（５/８）
　      　　　　　　　★授業改善プランに基づく学校支援訪問①
☆「中学校でこれだけは身に付けてほしい基礎
英単語1200」印刷・配付
■指導主事等による学校訪問・指導助言
　　　　　　及び事業の進捗管理　　（月1回程度）
◆外国語教育コア・ティーチャー育成事業
・第２回集合研修【小学校】（６/２３）
・第２回集合研修【中学校】（６/２６）

・第１回拠点校研修【事務所別・高知市】（6・7月）
 6/5 須崎小  6/17 羽根小  6/25 東山小　 6/5 横浜新町小
 6/12 横浜中 7/9  羽根中  7/13 須崎中  7/14　中村西中

●英語教育強化地域拠点事業
・第１回県連絡協議会（６/２９）

◆外国語教育コアティーチャー育成事業
・第３回集合研修【中学校】（７/２１）

◆外国語教育コア・ティーチャー育成事業
・第３回集合研修【小学校】（８/４）
◆外国語教育コア・スクール実践研究指定事業
・県連絡協議会（８/１７）

●英語教育強化地域拠点事業
・第２回県連絡協議会（９月予定）

☆「中学校でこれだけは身に付けてほしい基礎
英単語1200」語彙検定　配付
　　　★授業改善プランに基づく学校支援訪問②
◆外国語教育コア・ティーチャー育成事業
・第2回拠点校研修
   【事務所別・高知市】（9～12月）

◆外国語教育コアティーチャー育成事業
・第３回集合研修【中学校】（７/２１）

◆外国語教育コア・ティーチャー育成事業
・第３回集合研修【小学校】（８/４）
◆外国語教育コア・スクール実践研究指定事業
・県連絡協議会（８/１７）

☆「中学校でこれだけは身に付けてほしい基礎
英単語1200」を活用した語彙検定　プロポーザル
　　　　　　　　　　★授業改善プランに基づく学校支援訪問②
◆外国語教育コア・ティーチャー育成事業
・第2回拠点校研修【事務所別・高知市】（9～12月）

成果：
授業改善プランに基づく学校支援訪問において、
各学校を複数回訪問することで、学校や授業の状況を
把握でき、改善を促すことができた。
また、指定校においては、モデルとなる授業を公開する
ことで、参加した県内教員への授業改善へとつながっ
た。
課題：
「中学校でこれだけは身に付けてほしい基礎
英単語1200」を活用した語彙検定について、内容及び
方法の検討を重ねていたため、業者委託が遅くなった。

（求める具体的な成果）
・外国語教育コア・ティーチャー育成20名
・「H27高知県学力定着状況調査」での外国語（英
語）の平均正答率
　　第１学年　70％以上
　　第２学年　60％以上
　（H26：第１学年47.8%、第２学年64.9%）

（達成状況）
・外国語教育コア・ティーチャー育成18名
・「H２７高知県学力定着状況調査」における外国語（英語）の
平均正答率
　　第１学年　58.4％
　　第２学年　43.2％

（要因分析、課題等）
・外国語教育コア・ティーチャーにおいて、１８名のリー
ダー教育を育成したが、今後さらに人数を増員するとと
もに、その活動を支援する取組を行っていく。
・高知県学力定着状況調査については、目標達成でき
なかったが、指定地域・指定校における研究の充実・普
及に努め、児童生徒の英語のコミュニケーション能力の
育成を図る。

☆高知を題材とした読み物・音声教材
　プロポーザル

☆高知を題材とした読み物教材・音声教材　プロポーザル

●英語教育強化地域拠点事業
・第２回県連絡協議会（１１/１３）大豊町地域（岡豊高校）
・第２回県連絡協議会（１２/１１）南国市地域・中土佐町地域
　（西高校）

◆外国語教育コア・ティーチャー育成事業
・第４回集合研修（１/６）

◆外国語教育コア・ティーチャー育成事業・
・第５回集合研修（２/８）

●英語教育強化地域拠点事業
・第３回県連絡協議会（２月予定）

☆高知を題材とした読み物・音声教材　配付

◆外国語教育コアティーチャー育成事業
・第４回集合研修（１/６）

☆「中学校でこれだけは身に付けてほしい基礎
英単語1200」を活用した語彙検定　作成・配付

◆外国語教育コア・ティーチャー育成事業
・第５回集合研修（２/８）
●英語教育強化地域拠点事業
・第３回県連絡協議会（２/１６）

☆高知を題材とした読み物・音声教材　配付

・中学生対象の「中学校でこれだけは身に付けてほしい
基礎英単語1200」を活用した語彙検定を作成・配付
・高知を題材として読み物・音声教材を作成・配付
・外国語教育コア・ティーチャー育成事業集合研修にお
ける一般参加者　　合計87名



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 小杉　龍司 （ 4638 ）

種別 教育・子育て  当初予算額 66,918千円 補正後予算額 58,152千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

ことばの力育成プロジェクト推進事業 小中学校課

事業概要・目的

　授業や家庭学習における国語学習シート等の活用促進や、学校図書館活動の充実、ＮＩＥ活動の推進を行い、全国学力・学習状況調査のＢ問題で求められ
ている児童生徒の思考力や判断力を向上させるとともに、豊かな心を育成する。
　また、ことばの力を高めるためのモデル実践を行う学校（重点校３校・推進校１８校）を指定し、その取組を他校へ普及する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

◇第１回「ことばの力育成プロジェクト推進事
業」実施計画書の提出
○学校図書館支援員の活用状況把握（前年度
分）
○学校図書館読書環境整備費補助金の交付
決定
　 （支援員の配置）～３月
○わくどき！ショートコメントコンテスト募集要項
配付
◎「学校新聞づくりコンクール」募集案内配付

◇第１回「ことばの力育成プロジェクト推進事
業」実施計画書の提出（4月28日）
○平成26年度学校図書館支援員の活用状況
把握
　・学校図書館支援員配置校：139校
○学校図書館読書環境整備費補助金の交付
決定
　・学校図書館支援員の配置…21市町村
○ショートコメントコンテスト要項配付（4月8日）
◎学校新聞づくりコンクール募集案内配付（4
月8日）

○推薦図書リスト配付（新1年生）
◇ことばの力育成プロジェクト推進事業委託契
約の締結

◇ことばの力育成プロジェクト推進事業委託契
約の締結（5月22日）
○わくどき！ショートコメントコンテスト募集ポス
ター配付（5月22日）

○学校図書館パワーアップ講座（5日）
　＊学校図書館支援員対象
◎ＮＩＥ講座の開催
　　14日：高知県教育センター本館

◇ことばの力育成プロジェクト推進事業委託契
約の締結（6月４日）
○学校図書館パワーアップ講座（6月5日）
　＊学校図書館支援員対象：参加者133名
○推薦図書リスト配付（6月20日）

○今年度も133名の学校図書館支援員の参加
を得て、学校図書館パワーアップ講座を開催し
た。学校図書館協議会の教員や高知子ども図
書館館長らを講師に迎え、「学校図書館を活用
した授業」についての理解、啓発を行った。

◇「ことばの力育成プロジェクト推進事業」連絡
協議会（24日：共済会館）

◇「ことばの力育成プロジェクト推進事業」連絡
協議会（24日：高知会館）：77名参加

◎ＮＩＥ講座の開催inまほろばセンター（8月29
日）：約30名参加

・指定校の授業の質を向上させるために学校訪
問等を充実する
○指定校の授業の質的向上を目指して、福井
県福井市麻生津小学校教頭を講師に迎え、県
外の実践を学ぶ機会を設けた。

○「わくドキ！ショートコメントコンテスト」の募集
　 （13日～23日）

○小学校：5,368点（85校）、中学校：2,261点
（47校）から応募。校内審査により、小学校：
750点、中学校：199点提出。

○わくドキ！ショートコメントコンテストへの応募
が昨年度よりも増え（477点増）、作文の内容に
質的な高まりが見られる。・応募総数：7,629点
・小学校：85校　5,368点・中学校：47校　2,261点

○「わくドキ！ショートコメントコンテスト」審査
（13日）
◎「学校新聞づくりコンクール」の募集（2日～13
日）

○課内指導主事による一次審査を実施し、各
部門35点の作品を選出。（2日）
○二次審査を実施し、12名の審査員により教
育長賞1点の他、各部門で金・銀・銅賞・佳作を
選定。（13日：センター分館）

◎学校新聞づくりコンクールへの応募が昨年度
よりも増え（2,105点増）、新聞の内容についても
質的な高まりが見られる。

◎「学校新聞づくりコンクール」第一次審査（2
日）

◎小学校：4,464点（39校）、中学校：2,400点
（22校）の応募。校内審査により小学校：89点、
中学校：31点提出。一次審査にて9名の審査員
により二次審査候補16点・入選31点を選出。
（2日：センター分館）

（求める具体的な成果）
【指定校での取組の充実】
○重点校の中間発表会で実施するアンケートに
おいて、「学校図書館や新聞、国語学習シート
等を効果的に取り入れた授業が行われていた」
という肯定的な評価が90％以上。
　（参考）平成２６年度：77.8％

【学校新聞づくりコンクールの推進】
○参加校・応募数を昨年度より増やす。
　（参考）平成２６年度：参加校　56校
　　　　　　　　　　　　 　  応募数  4759点

【学校図書館支援員配置校での取組の充実】
○学校図書館の利活用が、昨年度よりも向上
する。
（参考：平成２６年度上半期の実績）
・利用者数が増えた学校：53％
・貸出冊数が増えた学校：52％
・長期休業中の開館日数を増やした学校：41％
　＊全日開館した学校も含む
・授業において学校図書館や図書資料の活用
機会が増えた学校：62％

（達成状況）
【指定校における取組の充実】
○重点校の中間発表会のアンケート結果
　「学校図書館や新聞、国語学習シート等を効
果的に取り入れた授業が行われていました
か。」
　・肯定的な評価・・・91.7％

【学校新聞づくりコンクールの推進】
○参加校数：61校（小：39校・中：22校）・応募
数：6864点　※ともに昨年度より増加

【学校図書館支援員配置校での取組の充実】
○上半期の状況
・利用者数が増えた学校：63％
・貸出冊数が増えた学校：53％
・長期休業中の開館日数を増やした学校：
49％
　＊全日開館した学校も含む
・授業において学校図書館や図書資料の活用
機会が増えた学校：49％

（要因分析、課題等）
【指定校における取組の充実】
　小学校においては、全国学力・学習状況調査
のＢ問題に対応する力が改善傾向にあるが、中
学校においては、依然として課題が残る。
　今後は小・中学校ともに、各教科等において
図書館資料、新聞、国語学習シート等が一層活
用されることが必要である。

【学校新聞づくりコンクールの推進】
　本年度も指定校以外からの応募が増え、新聞
を活用した授業の広がりを感じる。

【学校図書館支援員配置校における取組の充
実】
　支援員が配置されたことで、学校図書館の利
活用が向上していることがわかる。また、全体
の約半分の学校で、授業において学校図書館
や図書資料の活用機会が増えたと回答してお
り、一層活用が推進されていることがわかる。
　本年度で学校図書館環境整備補助が終了す
るため、今後は市町村において支援員の配置・
活用を充実させる必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

◎「学校新聞づくりコンクール」第二次審査（17
日）
◇ことばの力育成プロジェクト推進フォーラム
（30日）

◎コンクール大会（第二次審査）を開催（17日：
教育センター本館）・参加者：約200名
◎二次審査にて6名の審査員により審査の結
果、教育長賞1点、高知新聞社長賞1点、各部
門金賞1点の他、特選11点を選出。
◇「ことばの力育成推進フォーラムを開催（30
日：県民文化ホールグリーン）・参加者：約300
名

◇本事業３年間のまとめとしてフォーラムを実
施。各種コンテスト教育長賞受賞者の発表に加
え、ビブリオバトルや合唱等、質の高い発表を
行った。また重点校３校により取組成果の報告
がされた。
◇指定校の研究概要のまとめについては、本
フォーラムにおいて重点校３校から取組成果の
報告を行うとともに、その他推進校と協議を行
い、取組の公表・普及を図った。

◇指定校の研究概要をまとめた冊子の作成

◇「ことばの力育成プロジェクト推進事業」実施
報告書の提出

◇重点校3校及び推進校18校より実施報告書
の提出（15日）



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 益永 （ ３２９３ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 11,510千円 補正後予算額  　
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担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

探究的な授業づくりのための教育課程研究実践事業 小中学校課

事業概要・目的

各教科や総合的な学習の時間等において、児童生徒が主体的・協働的に学ぶ探究的な授業づくりに意欲的に取り組む小・中学校を指定し、取組の過程や
研究実践の成果を普及していくことを通して、教員の指導力を高め、児童生徒の思考力・判断力・表現力等を向上させる。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○計画書作成依頼 → 提出〆切（15日）
○評価委員の委嘱
○連絡会（10日）：共通理解
○評価委員打ち合わせ（17日）
○指定校訪問（28日：西部・中部 30日：東部）

○計画書の提出（15日）
○連絡会（10日）：事業についての共通理解を図る
○評価委員打ち合わせ（17日）：委嘱・年間計画等
○指定校訪問
　・次長（28日：西部・中部　30日：東部）
　・担当（3日・14日：嶺北中　3日：土佐山中）

○指定校訪問（1日：高知市）
○委託契約締結（中旬）
○指定校授業公開

○指定校訪問
　・次長訪問（1日：高知市）
　・担当（20日・中村西中・具同小）
〇指導主事学習会（1日・25日：西部教育事務所）
○委託契約締結（20日）
○指定校授業公開
　・清水ヶ丘中（13日：国）
　・朝ヶ丘中（27日：数）

○連絡協議会(18日）：実践交流と情報交換

○指定校授業公開
　・中村西中（２６日：美・音）
　・清水ヶ丘中（10日：英・18日：社・30日：音）
　・具同小（12日：国）
　・嶺北中（22日：社・英・総合）
　・朝ヶ丘中（29日：国）
○連絡協議会(18日）：実践交流と情報交換
〇課題解決学習会Ⅰ（30日）：学力分析と授業改善
　 講師：横浜市立南中学校長　高橋 正尚 氏
〇課題解決学習会Ⅱ（30日）：汎用的能力の評価
　 講師：鳴門教育大学大学院教授　村川 雅弘 氏

○学力分析方法学習会
○指定校授業公開
　・清水ヶ丘中（1日：技術・9日：美術）
　・土佐山中（8日：数学・音楽）
〇課題解決学習会Ⅲin東部（31日）：ＩＣＴの有効活用
　 講師：守山市教育研究所研究員　中西 一雄 氏

○ＩＣＴ活用講座
○思考力テストの開発

〇課題解決学習会Ⅳ（5日）：思考力テストの開発
　 講師：国立教育政策研究所総括研究官　白水 始 氏
〇課題解決学習会Ⅲin西部（28日）：ＩＣＴの有効活用
　 講師：守山市教育研究所研究員　中西 一雄 氏

○評価委員（４名）による指定校訪問

○全国学力・学習状況調査結果等説明会（4日）
○指定校授業公開
　・土佐山中（8日：体・国）
　・清水ヶ丘中（17日：数学・28日：保）
○清水ヶ丘中が研究発表会（30日：家）
〇評価委員指定校訪問
　・具同小（15日）

○学力・学習状況調査結果等説明会におい
て、指定校（嶺北中）の取組を発表し、周知する
ことができた。

　

○指定校授業公開
　・土佐山中（７日：国）
　・具同小（３０日：算）
  ・朝ヶ丘中（６日：英）
  ・清水ヶ丘中（23日：英、25日：理、27日：体、29日：数）
〇評価委員指定校訪問
　・朝ヶ丘中（７日：理）＊研究発表会を兼ねる
　・中村西中（14日）
　・清水ヶ丘中（２２日）
　・嶺北中（２６日）

○評価委員訪問時の指導・助言により、各指定
校の成果と課題及び改善の方向生が明確に
なった。
　【参考：評価委員の評価（5点満点）】
　　・清水ヶ丘中：2.9　（10月22日）
　　・嶺北中：3.9　（10月26日）
　　・朝ヶ丘中：3.8　（10月7日）
　　・中村西中：3.5　（10月14日）
　　・具同小：3.5　（9月15日）
　　・土佐山小中：3.5　（11月30日）

○指定校授業公開
　・土佐山中（１１日：国・算・理・生単）
○嶺北中研究発表会（２０日：国・音・総合）
〇評価委員指定校訪問
・土佐山中（３０日）
○中村西中研究発表会（３０日：国・社・数・理・英）

○指定校授業公開
　・具同小（３日：理 、１７日：総合）
　・朝ヶ丘中（２１日：音・美）

（求める具体的な成果）
・汎用的能力の評価において、年度当初より
も年度末の結果が向上している。
・各指定校において、研究目標を達成してい
る。

（達成状況）
・汎用的能力を計る「総合的な学習の時間で育っ
た学力についての調査」を実施した指定校では、
年度当初よりも年度末の結果が向上している。
・全指定校が成果指標にしていた、高知県学力
定着状況調査において、中２の社会科を除く全
教科で、正答率が前年度よりも向上している。
【中１】＊県平均と指定校平均の差

【中２】＊県平均と指定校平均の差

（要因分析、課題等）
・総合的な学習の時間の授業については、評価
委員の指導・助言により、生徒主体の展開に改
善されつつあるものの、まだまだ教員主導の実
践が多い。次年度は、カリキュラム検討会を開
催し、専門性の高い講師から学びながら、改
善・充実を図っていく。
・組織的な授業改善に取り組んだことにより、生
徒の学力向上に繋がったと考えている。次年度
は、更なる向上を目指し、連絡協議会の場で実
践を交流しながら、教科における探究的な授業
づくりを行っていく。

○指定校授業公開
　・中村西中（２２日：体・家）
　・朝ヶ丘中（２８日：社・体・技）
　・嶺北中（２９日：数・美・体）

○研究成果報告会では、評価委員訪問で指摘
された課題について改善を図り、成果が表れて
いる指定校が多かった。
　【参考：評価委員の評価　（2月22日）（5点満
点）】
　　・清水ヶ丘中：2.9 → 2.8
　　・嶺北中：3.9 → 5
　　・朝ヶ丘中：3.8 → 3.8
　　・中村西中：3.5 → 3.9
　　・具同小：3.5 → 4.0
　　・土佐山小中：3.5 → 3.8

○研究成果報告会（年度末評価）

○土佐山中研究発表会（９日）　＊全クラス公開
　　外国語・国・算・理・社・英
○指定校授業公開
　・具同小（１２日：国）
　・朝ヶ丘中（２４日：総合）

○実施報告書作成依頼 → 提出〆切（15日）

○指定校授業公開
　・朝ヶ丘中（８日：総合）

国語 社会 数学 理科 外国語
Ｈ２６ 1.0 1.7 4.2 4.4 0.0
Ｈ２７ 4.8 5.6 5.8 4.6 11.2

国語 社会 数学 理科 外国語
Ｈ２６ 3.4 5.2 6.7 4.6 4.7
Ｈ２７ 3.5 3.4 7.2 5.6 6.2



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 三村 （ 4908 ）

種別 20,040千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

教育・子育て 当初予算額 　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

学力向上のための学校経営力向上支援事業 小中学校課

事業概要・目的

　
   学力調査等で明らかとなった学力問題の課題を解決するため、中期的な視点に立った学校経営計画に基づく学力向上に向けた取組を支援し、学校の組織力
向上と授業改善を図ることで、児童生徒の生きる力の育成に資する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
・学校経営アドバイザーの配置：7名
・学校経営アドバイザーによる学校支援
・中学校学力向上推進校１８校への学校経営アドバ
イザー及び指導主事等による訪問及び指導・助言
（月１回以上）、各校の取組の進捗状況の把握
○各小中学校における学校経営計画作成及び全教
職員による共通確認、学校経営計画に基づく実践
◎学校経営計画提出（5/15）
・学校経営計画の年度当初の集約

・学校経営アドバイザーの配置・7名
・学校経営アドバイザーによる学校支援
・中学校学力向上推進校18校への学校経営アドバ
イザー及び指導主事等による訪問及び指導・助言
（月１回以上）、各校の取組の進捗状況の把握
○各小中学校における学校経営計画作成及び全教
職員による共通確認、学校経営計画に基づく実践
◎学校経営計画提出（5/15）
・学校経営計画の年度当初の集約

※次年度学校経営計画の検討 ※次年度学校経営計画の検討
・学校経営アドバイザー連絡会（7/31）

・臨時の連絡会を開催し、各教育事務所から学校
の組織力やチーム力について好事例を紹介し合う
ことなどで、今後の支援策がより明確になった。

・全国学力・学習状況調査の分析
○学校経営計画に基づく取組の中間検証・改善
・中間検証を基にした中学校学力向上推進校の研
究の進捗状況の把握及び支援策の検討
※次年度訪問についての検討

・全国学力・学習状況調査の分析
○学校経営計画に基づく取組の中間検証・改善
・中間検証を基にした中学校学力向上推進校の研
究の進捗状況の把握及び支援策の検討
※次年度訪問についての検討

・全国学力・学習状況調査結果等説明会（校長対
象）（9/4）
・訪問の状況について地教委に中間報告
○中間検証を踏まえた学校経営計画に基づく実践
◎学校経営計画提出「中間検証」（9/17）
・学校経営計画の中間検証の確認

・全国学力・学習状況調査結果等説明会（校長対
象）（9/4）
○中間検証を踏まえた学校経営計画に基づく実践
◎学校経営計画提出「中間検証」（9/17）
・学校経営計画の中間検証の確認

※次年度学校経営計画の作成依頼予定 ※次年度学校経営計画の作成依頼を「教育大綱」
の策定を踏まえ、３月に変更

○学校経営計画に基づく取組の検証・改善 ◎学校経営計画に基づく取組の検証・改善

・高知県学力定着状況調査の分析
・検証を基にした中学校学力向上推進校の研究の
達成状況の把握
◎評価アンケート等提出（2/17）
・評価アンケート集約及び訪問の総括

・高知県学力定着状況調査の分析
・検証を基にした中学校学力向上推進校の研究の
達成状況の把握
◎評価アンケート等提出（2/17）
・評価アンケート集約及び訪問の総括

・訪問の状況について地教委に総括報告
◎学校経営計画提出「検証」（3/17）
・学校経営計画の年度末検証の集約
※各小中学校における次年度学校経営計画作成

・訪問の状況について地教委に総括報告
・次年度学校経営計画の作成依頼
◎学校経営計画提出（検証） （3/17）
・学校経営計画の年度末検証の集約
※各小中学校における次年度学校経営計画作成
・学校経営アドバイザー連絡会（3/30予定）

（求める具体的な成果）
「H27高知県学力定着状況調査」
・第２学年国語、数学の記述式問題における正答率：
30％以上
　（参考）H26：国語20.7％、数学22.9％

（達成状況）
「H27高知県学力定着状況調査」
・第２学年国語・数学の記述式問題における正答
率：
国語21.2％・数学26.4％

（要因分析、課題等）
　国語・数学ともに、訪問指導により、授業改善の取
組は進んできているが、生徒の学力の伸びにはつな
がっていない。
　教員同士がチームを組み協働しながら学び合い、
組織的に授業力を高め合う仕組みを構築して、「学校
経営計画」に基づく取組の質を一層高めるための支
援の強化を図っていく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 木村 （ ４９０７ ）

種別 当初予算額 15,410千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

教育・子育て 　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

高等学校つなぎ教材の作成 高等学校課

事業概要・目的

　学力向上サポート事業における学力定着把握検査等の結果から、義務教育段階の基礎学力の定着が十分ではない生徒が多く入学している現状があ
る。また、基礎学力の不足により、高校１年生段階の必履修科目の学習内容を十分に習得できないまま進級し、進路決定や社会人としての自立した生活
に困難を抱える生徒が存在する。
　本事業では、義務教育段階の学習内容に立ち返りながら高校の内容を学習できる教材を作成・配付し、授業や補習、家庭学習で活用することで義務教
育段階の基礎学力の定着と高校１年次の必履修科目の習得に必要な学力の向上を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

■数学
○印刷会社の入札
○つなぎ教材の作成・配付
○つなぎ教材を活用した学力向上の取組
　　（年度を通して）
■国語・英語
○つなぎ教材作成委託業務提案依頼書の作
成
○プロポーザル実施要項の作成
○プロポーザル審査委員会設置要領作成
○指名通知

■数学
○印刷会社の入札・決定（４月下旬）
○つなぎ教材の作成・配付（５月下旬）
○つなぎ教材を活用した学力向上の取組
　　（年度を通して）
■国語・英語
○つなぎ教材内容の検討

　数学のつなぎ教材については、各高等学校の
実情にあわせて活用できている。特に、義務教
育段階の内容を掲載している「別冊」の評価が
高い。

■国語・英語
○質疑書・回答書
○参加意思通知書提出締切
○提案書提出締切
○プロポーザル実施、審査委員会
○審査結果通知
○契約締結
■数学
○学力定着把握検査の実施、分析、取組
チェック

■数学
○学力定着把握検査の実施、分析、取組
チェック
■国語・英語
○教材内容の見直し・再検討
○つなぎ教材作成委託業務提案依頼書の検
討・作成
○プロポーザル実施要項の検討・作成

　数学のつなぎ教材については、学校訪問等を
通じて活用状況の確認を実施。各高等学校の
実情にあわせて活用できている。
　国語・英語については、各高等学校の実情を
確認するなかで、社会につながる最低限必要な
力を精選し、その力を身につけることに重点化
した内容とすることで、学ぶ意義を理解させ、基
礎学力の向上が図られるよう内容の見直し・再
検討が必要となり、当初予定から進捗状況が遅
れている。

（求める具体的な成果）
・義務教育段階の学習内容が十分に定着し
て、基礎力診断テストにおけるＤ３層の生徒の
割合が、高校卒業時には入学時と比較して１
／２に減少させる。
・高校１年次に学ぶ基礎的学習内容（国数英
の必履修科目の内容）の習得につなげ、単位
未修得者を減少させる。

（達成状況）
　国語及び英語については、社会につながる
最低限必要な力を精選し、その力を身につけ
ることに重点化した内容とすることで、学ぶ意
義を理解させ、基礎学力の向上が図られるよ
うな内容のつなぎ教材が完成した。ただし、当
初予定から大幅に遅れての完成となったた
め、活用については次年度からとなる。
　数学のつなぎ教材については、義務教育段
階の内容を掲載している「別冊」の評価が高
く、各高等学校の生徒の実態に合わせて活用
できている。

（要因分析、課題等）
　中学校段階の内容を復習することができる数
学つなぎ教材は生徒の実態に合わせた活用が
できており、単位未修得状況の改善が期待され
る。
　国語・英語のつなぎ教材については、既存の
教材にはない、社会につながる最低限必要な
力を身につけることに重点化した内容や学ぶ意
欲を高めることのできる内容を目標に教材を作
成することとしたため、業者との調整が多岐に
わたり、完成までに時間を要することとなった。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

■国語・英語
○つなぎ教材完成・配付
○つなぎ教材活用説明会の実施
○つなぎ教材を活用した学力向上の取組
　　（年度を通して）
■国語・数学・英語
○学校訪問による活用状況の確認、指導

■国語・英語
○プロポーザル審査委員会設置要領作成
○指名通知
○質疑書・回答書
○参加意思通知書提出締切
○提案書提出締切
○プロポーザル実施、審査委員会
○審査結果通知
○契約締結

■数学
○学力定着把握検査の実施、分析、取組
チェック
○学校訪問による活用状況の確認、指導

　学校訪問等を通じて各校の実情等を把握する
ことで、当初予定していた内容を変更し、より生
徒の課題に対応した教材を作成することとし
た。
　国語・英語ともプロポーザルにより契約締結で
きた。

■国語・数学・英語
○研究協議会等での効果的な活用事例の普
及

　国語・英語とも、業者から提案された教材が、
こちらの意図する教材とは内容的に相違があっ
たため、内容の調整が多岐にわたり、完成に時
間を要することとなった。
　つなぎ教材活用のための説明会を開催し、活
用方法の周知及び協議を行った。■国語・英語

○つなぎ教材完成・配付
○つなぎ教材活用説明会の実施



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 阿野田 （ ３３００ ）

種別 当初予算額 98,068千円 補正後予算額 80,295千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（求める具体的な成果）
・グローバル教育プログラム（探究型学習）の開発・実践
・グローバル教育プログラム（英語教育）の開発・実践
・ＩＣＴ環境の整備

（達成状況）
・グローバル教育プログラム（探究型学習）における事例集の作成
・グローバル教育プログラム（英語教育）における「CAN-DO リスト」
の見直しと「授業実践の記録」の作成及び実施
・高知南中・高等学校及び高知西高等学校のＩＣＴ環境（校内無線ＬＡ
Ｎネットワーク及びタブレットＰＣ42台ずつ）の整備

（要因分析、課題等）
・グローバル教育プログラムを活用する教科、科目
を増やし、学校全体の取組としていく。
・IB認定に向けた担当教職員の確保及び育成を行
うとともに、学習内容（シラバス）などの準備を進め
る。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

◎第３回グローバル教育推進委員会
・高知南中高校でのグローバル教育プログラムと英語教育
プログラムの見直しの検討
・高知西高校でのSGHの取組状況等の検討
・新たな中高一貫教育校で行うMYPのカリキュラム素案

・グローバル教育推進委員会において、各委員に
それぞれの立場から情報提供をいただくとともに、
グローバル教育プログラムについて、「教員自身
が実施したことをどのように振り返るかが重要」な
どの具体的なアドバイスをいただいた。

◎第４回グローバル教育推進委員会
・高知南中高校でのグローバル教育プログラムと英語教育
プログラムの見直しの検討
・高知西高校でのSGHの来年度の取組作成
・新たな中高一貫教育校で行うMYPのカリキュラム案

◎第４回グローバル教育推進委員会
平成28年2月2日
○協議事項
・各研究（探究型学習、英語教育、SGH事業）における１年間の成果
と問題点、及び次年度に取り組むべき課題について
○報告事項
・ＩＢ導入に向けた取組について

・アクティブラーニング研修会は、公立の小中高の
学校長が県下で初めて一堂に会し県全体でアク
ティブラーニングに取り組むという共通認識を持て
る意義深い会議となった。

◎グローバル教育研修（小中高教員対象）
◎第２回グローバル教育推進委員会
・高知南中高校でのグローバル教育プログラムと英語教育
プログラムの1学期の成果と課題の検証
・高知西高校でのSGHの取組状況の検討
・新たな中高一貫教育校で行うMYP（ミドルイヤープログラ
ム）の進め方の検討

◎平成27年度アクティブラーニング研修会（小中高教員対象）
平成27年9月4日
・講演「資質・能力を育成するためのカリキュラム・マネジメントの在り
方」
・パネルディスカッション「課題解決能力を育成するには」

◎第２回グローバル教育推進委員会
平成27年10月20日
○協議事項
・グローバル人材の育成につながる取組（探究型学習等）について
○情報提供
・大阪大学のスーパーグローバル大学のグローバル人材の育成と取
組について
○報告事項
・SGH事業の取組について
○情報提供
・英語教育における国の動向について
○連絡事項
・平成27年度高知南中学校・高等学校グローバル教育研究報告会
について

・高知県グローバル教育シンポジウムは、一般参
加200名以上を含む307名の方に参加していただ
いた。参加者アンケートでは、「IBの教育プログラ
ムを理解できましたか」との質問には約９４％、「IB
校に入学させたいと思いますか」との質問には約
81％の肯定的な回答が得られ、今後本県で取り組
んでいくIBの教育について県民の皆様に知ってい
ただくよい機会となった。

◎グローバル教育フォーラム（県民対象）

◎第３回グローバル教育推進委員会
平成27年11月6日
○協議事項
・グローバル教育プログラム（探究型学習、英語教育）の進捗状況と
課題について

◎高知県グローバル教育シンポジウム
平成27年11月29日
○基調講演
・グローバル化する社会で、子どもたちが、将来、活躍するために必
要な学びとは
○講演
・グローバル人材の育成に向けた国の取組について
○パネルディスカッション
・国際的な視野をもって、地域や国際社会で活躍できる人材とは～
生涯学び続ける力を育む国際バカロレア～

◎グローバル教育推進委員会立ち上げ
・高知南中高校と高知西高校で探究型学習を中心とした
「グローバル教育プログラム」と「英語教育プログラム」を先
行実施（通年）
・SGH（スーパーグローバルハイスクール）指定校である高
知西高校で探究型学習を実施（通年）

◎グローバル教育推進委員会立ち上げ
・高知南中高校と高知西高校で探究型学習を中心とした「グローバ
ル教育プログラム」と「英語教育プログラム」を先行実施（通年）
・SGH指定校である高知西高校で探究型学習を実施（通年）

・体制づくりについて、教育センター、高知南中高
及び高知西高校と協議を重ね、役割分担を確認し
た。

◎第１回グローバル教育推進委員会
・高知南中高校でのグローバル教育プログラムと英語教育
プログラムの中間報告、検証
・高知西高校でのSGHの取組内容を検討

◎第１回グローバル教育推進委員会
平成27年6月26日
○協議事項
・グローバル教育プログラム（英語教育）の本年度の計画と進捗状況
について
・グローバル教育プログラム（探究型学習）の本年度の計画と進捗状
況について
○情報提供
・中高一貫校におけるＭＹＰ導入の勧めについて
○報告事項
・スーパーグローバルハイスクール（SGH）事業の進捗状況について

事業概要・目的

　郷土を愛し、その発展に貢献できる人材や高い志をもち高知から世界へチャレンジできるグローバル人材の育成を図るため、有識者によるグローバル教育推進委員会の助言を受けながら、高
知南中学校・高等学校と高知西高等学校を推進校として、グローバル教育プログラム（探究型学習と英語教育）を開発・実践し、その成果を県内の県立高等学校に普及し、本県の地域振興や産
業振興に資する人材の育成を図る。
　また、先導的な学校づくりを進めるため、国際バカロレア（IB）認定に向けた取組を進める。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

教育・子育て 　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

グローバル教育推進費 高等学校課



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 前田 （ 3313 ）

種別 当初予算額 15,622千円 補正後予算額 14,621千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

教育・子育て 　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

生徒の意欲を高める応援プラン事業 高等学校課

事業概要・目的

　高知県教育振興基本計画重点プランの一つである、高知のキャリア教育の３本柱（「学力向上」、「基本的生活習慣の確立」、「社会性の育成」）について、学校
全体で組織的に取り組むことで、生徒の意欲を高め、社会規範を身に付けさせ、将来、地域社会で活躍することができる社会人の育成を目指す。
○中退防止：高等学校の中退者の割合が多い本県では、高校入学後早い時期から、個に応じてきめ細かに組織的な指導を行うことで、早期の中途退学を防ぐ
取組を推進する。特に１0校を重点校として指定し、各校が「中退者半減プラン」を作成し、支援を行うための組織づくりを行い、組織的に取り組む。
○社会性の育成：企業からの声として、コミュニケーション能力や勤労意欲、基礎学力などの不足が指摘されている。また、就職後１年目の離職率が全国より依
然高い状況にあることから、平成26年度、高知県版「社会人基礎力育成プログラム」を作成した。平成27年度は研究指定校６校と中退防止重点校10校（重複のた
め計14校）の１年生を対象にキャリアノートを作成し、教員と生徒が常時関わりを持つことができる取組を推進する。さらに、全校で進路決定者に対するビジネス
マナーや勤労観を身に付けるブラッシュアップセミナーを実施し、社会で必要とされる社会人基礎力の育成を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

【年間を通して】
■中退防止
（県内全ての学校）
○早期の仲間づくりのための合宿や体験活動の実施
○学習支援員等を活用した個々の学力向上対策
（重点校）
○各校の中退者半減プランを組織的に推進
○個に応じたｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞの充実
　・心の教育ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ等の専門家の活用
　・ｷｬﾘｱﾉｰﾄを用いた記録と面談
○多様な生徒に対する進路支援
　・障害者職業支援ｾﾝﾀｰやﾊﾛｰﾜｰｸなど外部機関との
連携
○教員のｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞﾏｲﾝﾄﾞの向上
○心の教育センター等による重点支援
■社会性の育成
○研究指定校6校（室戸・安芸桜ケ丘・高知東・伊野商・
大方・宿毛）への定期的な訪問による、プログラムの実
施状況及び進捗管理等
○14校で導入する学習記録ノート（キャリアノート）活用
の効果及び検証

【４月～６月】
■中退防止・社会性の育成
○入学後早い段階に「仲間づくり」のための合宿等により
安定した学校生活を送ることができる支援の徹底
○課題を有する生徒に対し、個別の指導計画を作成し、
校内支援委員会を核とし、組織的な支援を実施
○個別の指導計画による状況を各校と県教委が共有
し、支援策を検討（人権教育課、特別支援教育課との連
携）
○県教委担当者の学校訪問による進捗管理
　

（４～５月）
・仲間づくり合宿や仲間づくり活動を２５校で実施

・各校で中退者半減プランの推進

・課題を有する生徒の情報を共有するための組
織づくりと校内支援委員会を核とした支援を実施

・個別の指導計画の作成と支援策の検討

・スクールソーシャルワーカー（SSW）を５校に配
置し活用

・スクールカウンセラー（SC）を週２日配置を１５
校に拡充し活用

・学習支援員を23校（61名）配置

・社会人基礎力育成プログラム研究指定校６校
によるプログラムの実施と学校訪問による実施
状況の把握と進捗管理

（６月）
・キャリアカウンセリング研修会の開催
　14校教員28名が参加（6/23）
　生徒との効果的な面談方法
　キャリアノートの効果的な活用方法

　指定校の中退者数は大きく減少傾向に
ある。特に学習記録ノートは生徒の様子
を把握でき生徒と教員が双方向でやりと
りができるツールであるので、中退防止
指定校だけでなく、社会人基礎力育成プ
ログラム指定校をあわせた１４校で効果
的な活用方法を研究していく。
　６月に開催した、キャリアカウンセリング
研修会では、ノートの活用方法だけでな
く、生徒との対話の場面で役に立つカウ
ンセリング技法を身に付けることができ
た。

■中退防止・社会性の育成
○中学校と高校とのさらなる連携強化
　 生徒情報の引き継ぎやつながりのある進路指導のあ
り方を中高の校長が集まり協議
○県教委担当者の学校訪問による進捗管理

（７月）中退防止重点校10校の学校訪問
　
（８月）中高校長会による情報共有
（8/3：高吾、8/4：幡多、8/5：高知、8/6：東部）

（９月）・中退防止に関する講演（9/3）
　　　　　中央大学教授　古賀正義　氏
　　　　・社会人基礎力育成プログラム研究指定
　　　　　校の学校訪問（３校：６校中）
○学習支援員を28校（83名）配置

　学校訪問では、各校の進捗状況を把握
し、良い取組事例について情報提供する
ことできた。また、訪問したすべての学校
がキャリアノートを積極的に利用し、生徒
との状況を把握し、個別指導を充実させ
ている。
　学校内での横のつながりを強化し、組
織的な取組を進めることができるよう進
捗管理を行う。
　学習支援員については、各高等学校に
追加希望の調査を実施し、個別支援の
充実を図る。一方、学習支援員の人材確
保が課題となっている。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

■中退防止
○学校経営構想図について、中途退学防止や社会性の
育成につながっているかという観点から見直しを行う
■社会性の育成
○進路決定生徒研修として、生徒のビジネスマナー・勤
労観を学ぶブラッシュアップセミナーを実施（１～２月実
施予定）
○研究指定校６校の育成プログラムの実施状況の検証
■中退防止・社会性の育成
○県教委担当者の学校訪問による進捗管理

（10、２月）学校訪問、進捗管理
・社会人基礎力育成プログラム研究指定校6校
　と中退防止指定校10校
　
（２月）副校長・教頭研修会における
・社会人基礎力育成プログラムの成果発表
（２月）ブラッシュアップセミナー４回開催
・県内企業に就職予定の生徒238名が参加
（４～２月）学習支援員配置
・中退防止指定校９校に配置（延べ29名、1,304
時間）
D3層の生徒　H26:38.2%　⇒　H27:33.8%

　指定校の学校訪問によって、生徒が学
習や生活の記録を記入し教員と意見交
換するための学習記録ノートの有効な活
用方法を学校間で共有できた。社会人基
礎力育成プログラム検証の成果を全校
に広め、各校の学校経営構想図を見直
す。
　
　学習支援員の配置によって、生徒の基
礎学力の向上につながった。学習支援員
は大学、大学院生を積極的に活用する。
　
　ブラッシュアップセミナーは、早期離職
につながる良い取組であるため、今後も
継続する。

（求める具体的な成果）
・Ｈ27年度末までに県立高校の中途退学率を全国平均
に近づける（H24年度:2.2%（全国1.5%）。重点校について
は、中途退学者数をH24年度から半減させる。
・社会人基礎力を向上させることにより、高知県に就職し
た者の1年目の離職率を改善する。（平成25年3月卒業
者の1年目の離職率　高知県22.4%　全国19.9%)

（達成状況）
・中退防止指定校10校における中途退学者の減
少
H24：191→H26：109名
H27（１月末現在）：39名（前年同期比-9名）

・県内企業就職後１年目の離職率
H26年３月卒業生24.4%(高知県)　19.4%(全国)：
全国比+5%（労働局データ、公立、私立）

（要因分析、課題等）
・中退防止に向けた教員間の意識の共
有が進み、より組織的な取組となった。中
退者数は減少傾向である。

・県内企業就職後１年目の離職率は全国
より5%高い。社会性の育成の取組を継続
するとともに、離職の原因調査や分析を
就職アドバイザーを中心に行う。



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 久保 （ ３３０１ ）

種別 当初予算額 70,856千円 補正後予算額 97,304千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

教育・子育て 　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

施設整備費 高等学校課

事業概要・目的

　県立高等学校再編振興計画の前期実施計画において、統合を実施する学校（新中高一貫教育校及び高吾地域拠点校）に必要な施設を整備するための
設計調査等を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・新中高一貫教育校及び高吾地域拠点校とも
に、地域住民の皆様の意見を聞きながら、基
本設計業務を進めている。

・高吾地域拠点校の新たな通学路整備の検討
については、概算工事費及びルート案が出た
段階で、須崎市と今後の進め方についての協
議が必要。

・新中高一貫教育校及び高吾地域拠点校とも
に、地域住民の皆様の意見を聞きながら、基
本設計業務を進めた。

・高吾地域拠点校の新たな進入路の検討につ
いて、ルート案及び概算工事費を須崎市長に
報告したが、費用負担等について理解が得ら
れていない。

・新中高一貫教育校の実施設計を開始した。
・高吾地域拠点校について、基本設計を行う
過程で、在校生への影響を最小限にすること
を検討した結果、実施設計及び地質調査を前
倒しで開始することとした。

（求める具体的な成果）
・新中高一貫教育校の施設整備を実施するため
の基本設計、地質調査の完了及び実施設計
（翌年度へ続く）の円滑な実施
・高吾地域拠点校の施設整備を実施するための
基本設計、新通学路可能性調査の完了

（達成状況）
・新中高一貫教育校の施設整備を実施するため
の基本設計、地質調査の完了及び実施設計の
開始
・高吾地域拠点校の施設整備を実施するための
基本設計及び進入道路可能性検討委託の完
了、実施設計・地質調査を前倒して開始

（要因分析、課題等）
・新中高一貫教育校の建築工事スケジュール
に余裕がないため、入札不落となった場合の
対応を検討しておかなければならない。
・高吾地域拠点校の新たな進入道路につい
て、引き続き検討しなければならない。

審査委員会（５／２９） 

地域住民への説明 

地域住民への説明 

審査委員会（７／２） 

地域住民への説明 

地域住民への説明 

基
本
設
計
プ
ロ

ポ
ー
ザ
ル
公
募 

基
本
設
計
プ
ロ

ポ
ー
ザ
ル
公
募 

新中高一貫教育校 高吾地域拠点校 

基
本
設
計
（
１
５
０
日
間
） 

地
質
調
査 

基
本
設
計
（
１
５
０
日
間
） 

新
通
学
路
可
能
性
調
査 

実
施
設
計 

（翌
年
度
へ
続
く
） 

審査委員会（５／２９） 

地域住民への説明 

地域住民への説明 

審査委員会（７／２） 

地域住民への説明 

地域住民への説明 

基
本
設
計
プ
ロ

ポ
ー
ザ
ル
公
募 

基
本
設
計
プ
ロ

ポ
ー
ザ
ル
公
募 

新中高一貫教育校 高吾地域拠点校 

基
本
設
計
（
１
５
０
日
間
） 

地
質
調
査 

基
本
設
計
（
１
５
０
日
間
） 

新
通
学
路
可
能
性
調
査 

実
施
設
計 

（翌
年
度
へ
続
く
） 

審査委員会（５／２９） 

審査委員会（７／２） 

基
本
設
計
プ
ロ

ポ
ー
ザ
ル
公
募 

基
本
設
計
プ
ロ

ポ
ー
ザ
ル
公
募 

新中高一貫教育校 高吾地域拠点校 

 
 

基
本
設
計
（
６
月
17
日
～
12
月
14
日
） 

住民説明会（７／３０） 

 
 

 
 

 

基
本
設
計
（
7
月
31
日
～
1
月
31
日
） 

進
入
道
路
可
能
性
検
討
（８
月
７
日
～
1
月
13
日
） 

住民説明会（９／１１） 地
質
調
査
（９
月
３
日
～
12
月
２
日
） 

地
質
調
査
（
2
月
12
日
～

6
月
10
日
） 

住民説明会（１０／２０） 

住民説明会（１２／２１） 

実
施
設
計
（
1
月
26
日

～
8
月
31
日
） 

住民説明会（１／２７） 

実
施
設
計
（
3
月
16

日
～
11
月
30
日
） 

地
質
調
査
（
2
月
12
日
～

6
月
10
日
） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 公文 （ 3270 ）

種別 　教育・子育て  当初予算額 93,458千円 補正後予算額 77,160千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

学校支援地域本部等事業、放課後学びの場
充実事業

生涯学習課

事業概要・目的

◆地域社会全体で学校教育を支援する仕組みを構築するための支援を行う。
◆放課後子ども総合プラン推進事業と連携し、子どもたちの学習習慣の定着や学ぶ意欲の向上につながる「放課後学びの場」の定着及び充実を図るた
めの支援を行う。
　(1)学校支援地域本部等事業費補助金　　予算額　38,376千円
　　　　補助先：市町村（中核市を除く）　　　　22市町村40支援本部84校で実施予定
　　　　補助率：２／３（県１／３　国１／３）
　(2)放課後学びの場充実事業　            　予算額　38,784千円
　　　　補助先：市町村（一部メニューは中核市を除く）
　　　　補助率：学習支援者への謝金等、食育学習経費　　　　　 　　県２／３
　　　　　　　　　発達障害児等支援、防災対策経費、教材等経費　　県１／２

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

事業方針の説明及び取組促進
　・中部管内教育長・指導主事説明会（4/6）
　・公立小中学校会
　 （4/14西部、4/16東部・高知市、4/17中部）
　・市町村教育長会（4/22）
　・市町村訪問（4/27～6/30、16市町村）

指導主事打合せ会【取組方針の確認等】
　（4/7、5/20、6/10、6/22）

放課後学びの場充実事業交付決定
　20市町村　27,003千円

学校支援地域本部未設置の市町村を重点的
に訪問。本年度中に１本部以上立ち上げること
を前提に、取組にあたっての課題や実施の可
能性のある学校などについて意見交換を行っ
た。

その結果、５市町村で本年度中に本部の立ち
上げ、３市町で来年度当初の立ち上げが予定さ
れている。

＜実施箇所数＞
22市町村40支援本部84校（H27.4.1 時点）
　　　↓
27市町村46支援本部101校（H27年度末見込）

高知県地域による教育支援活動研修会（7/8）
　参加者 57名（研修満足度 83％）

指導主事による市町村・学校訪問

指導主事打合せ会【進捗状況の確認等】
　（7/27、8/31）

取組状況調査（９～10月）

放課後学びの場充実事業交付決定
　20市町村　27,067千円

研修会での基調講演やワークショップを通じ、
参加者に学校と地域が連携して子どもの育ちを
支援することの重要性を改めて感じていただく
ことができた。

年度内に学校支援地域本部を立ち上げる予
定の市町村に対し、実施計画の作成等を支援
するとともに、既に実施している市町村に対し、
取組内容のさらなる充実や未実施校への拡充
に向けた協議を行っており、平成28年度には全
ての市町村での実施を予定している。

（求める具体的な成果）
活動内容の充実
・学校支援地域本部事業
　【目標】学習支援の活動回数　10,000回
・放課後学びの場
　【目標】小学校での学習支援の実施　95%

（達成状況）
活動内容の充実
・学校支援地域本部事業
　学習支援の活動回数　11,000回（見込）
・放課後学びの場
　小学校での学習支援の実施　95%

（要因分析、課題等）
年度当初から、市町村教育委員会や各小中

学校への事業説明等を行ったことにより、来年
度実施予定箇所が大幅に増加した。

市町村や学校によって、地域との連携活動の
内容に格差があることや、人口減少・高齢化が
進む中、学校を支援する人材の育成・確保が必
要となっていることが課題。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

高知県地域による教育支援活動現地研修会
in日高（11/26）
　参加者 52名（研修満足度 87％）

市町村等訪問（12/14～12/24、８市）

指導主事打合せ会【進捗状況の確認等】
　（10/26）

学校支援地域本部等事業交付決定
　25市町村　36,172千円
放課後学びの場充実事業交付決定
　20市町村　39,760千円

研修会では、学校支援地域本部におけるコー
ディネーターの役割や子どもたちへの関わり方
について報告していただくとともに、実際に活動
しているところを視察させていただいたことによ
り、参加者に具体的な活動イメージを持ってい
ただくことができた。

＜実施箇所数＞
22市町村40支援本部84校（H27.4.1 時点）
　　　↓
25市町村43支援本部92校（H27.12月末現在）

市町村等訪問（1/5～1/20、25市町村）

指導主事打合せ会【進捗状況の確認等】
　（1/25、2/12、3/18）

市町村単独事業として実施する市町村を含め
ると、来年度は全ての市町村で学校支援地域
本部事業を実施予定であることから、全市町村
を訪問し、設置や活動内容の拡充に向けてのヒ
アリング等を行った。

＜Ｈ28実施予定箇所数＞
32市町村61支援本部125校（県立２校含む）
※他、市町村単独事業として実施あり

地域本部の設置拡大と 

取組内容の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 指導主事による市町村・ 

 学校訪問 【働きかけ】 
 

○Ｈ27拡充事業等の説明 

○地教連や指導事務担当者 

 への事業説明 

○未設置校を重点的に訪問 

 し取組を促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 指導主事による市町村・ 

 学校訪問 【働きかけ】 

 

○Ｈ28以降に取組を開始する 

 地域の掘り起こし 等 

放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
推
進
事
業
と
の
連
携
（
放
課
後
子
ど
も
教
室
・
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
お
け
る
学
び
場
の
充
実
）  

 東部 中部 高知市 西部 

・進捗報告、課題整理（毎月） 

・７月末に年度内に取組を開始 

 する地域を見極め 

学
校
運
営
協
議
会
・
運
営
委
員
会
等
へ
の
参
加
・
助
言 

【
随
時
】

 

取組状況調査 

(活動状況等) 

･課題整理 

･Ｈ28事業開始に向けた 

 対応策等の協議 

学校地域連携推進担当指導主事の配置（４名） 
新 

指導主事打合せ会【取組方針の確認等】 

事業方針の説明及び取組促進 

○公立小中学校長会（東部・西部・中部・高知市） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 宅間 （ 4745 ）

種別 地震対策  当初予算額 21,560 補正後予算額 20,551 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

塩見記念青少年プラザの改築 生涯学習課

事業概要・目的

　塩見記念青少年プラザは建築から42年が経過して老朽化が進行しており、耐震性の問題がある。また、青少年の健全育成機能の強化のた
め、少年非行に対する相談援助機能の抜本的な強化が必要になっているものの、機能を充実し効果的な支援を行うためのスペースと構造に
問題がある。
　こうした耐震化や相談援助機能の抜本的な強化に対応するとともに、子どもたちが「つどい」、気軽に相談できる機能を充実するため、現在
の塩見記念青少年プラザを全面改築するものである。
　本年度については、改築のための実施設計（～28年度）及び工損事前調査を実施するとともに、年度末までの一時閉館に向け、入居者の引
越等が円滑に実施できるよう取り組む。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

基本設計 ・基本設計の実施（期間　7月4日まで）

・基本設計　7月4日完了
・7月28日　入居団体説明会実施
　一時転居先に関する団体等との調整の実施
・9月17日　地元住民説明会実施

（求める具体的な成果）
・年度末までの一時閉館及び入居者の
円滑な引越の完了
・実施設計の実施

（達成状況）
・４階・５階は3月27日閉館。入居団体も3
月末までに引越完了(一部団体は引越作
業の都合で4月3日引越）
・工損調査については、対象家屋の所有
者との日程調整に時間を要し、完了が4
月に遅れる見込み
・実施設計の実施

（要因分析、課題等）
・一時閉館及び入居団体の引越は概ね円滑
に進行した
・工損調査については、県外在住の所有者の
現場立会日程の調整が難航したことから、当
初の見込みより遅くなった
・来年度実施の什器・銅像・樹木等一時移転
や取壊、改築工事を適切に進める必要があ
る。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　入居屋については一部団体を除き３月末ま
でに転居（一部団体が引っ越し作業の都合で
４月３日引越）
　工損調査については、対象家屋の所有者と
の日程調整に時間を要し、完了が4月に遅れ
る見込み。

工損調査 

実施設計 

H28.6まで 
一時閉館 
（H28.3末） 

一時閉館準備 

入居者引越 

・ 閉館に向けたスケ

ジュール検討 

・ 入居者・指定管理

者との調整 

・ 閉館に向けた検討の実施 

※工事期間中の入居団体や建

物内荷物の一時転居先の検討、

指定管理者等との調整等 

実施設計 

10 /14～ 

H28.5まで 

一時閉館 
（H28.3末） 

一時閉館準備 

入居者引越 

工損調査 

H28.4まで 

別途、H26繰越14,803



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 吉本 （ 3349 ）

種別 教育・子育て  当初予算額 4,834,721千円 補正後予算額 2,734,347千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

新図書館等整備事業費 新図書館整備課

事業概要・目的

　狭隘化や老朽化が課題であった県立図書館と高知市民図書館本館を合築により新たに整備し、図書館機能の充実と効率的な運営を図る。
　また、点字図書館とこども科学館（仮称）を併設した複合施設として整備することで、様々な人々の交流を深め、県内の生涯学習や文化の発展に寄与する知
的・文化的な基盤としていく。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○新図書館情報システム機器整備等委託
　　契約締結　（7月7日）

○新図書館等複合施設設備工事　一時中止
　　（電気、空調、衛生、昇降機）　（8月5日～）

○新図書館等複合施設愛称発表　（9月14日）

○新図書館等複合施設愛称募集
　　　　　　　　　　　　　　　　　（5月1日～6月10日）
　　　応募総数2,960作品

○新図書館情報システム暫定稼働開始
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6月2日～）
○東洋ゴム工業（株）による免震装置不正問題を
受け、新図書館等複合施設に導入予定の免震装
置の変更について検討を開始

（達成状況） （要因分析、課題等）
・東洋ゴム工業（株）による免震装置問題が生じ、
工期と開館時期が約1年間延長することとなった
が、少しでも早期に開館できるよう今後とも引き続
き着実に事業を進める。

・免震装置の変更に伴い生じた開館の延長期間を
有効に活用し、新図書館サービスの強化・充実に
向けて関係機関や専門家等との検討を進める。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○新図書館等複合施設建築主体工事
　 部分中止　（10月1日～）

○第1回知の拠点としての新図書館サービス検討
委員会　（10月23日）

○変更後の免震装置の仕様等を決定したうえで、
国土交通省の建物の構造に係る大臣認定審査等
に向けた各手続きを開始
○第2回知の拠点としての新図書館サービス検討
委員会　（11月30日）

○埋蔵文化財発掘調査委託業務完了
　　（12月25日）

○国土交通大臣から建物の構造に係る大臣認定
を受ける　（1月22日）

○知の拠点としての新図書館サービス検討委員
会分科会開催　（平成27年12月～平成28年2月）

○新図書館等複合施設建築主体工事の再開
　　（平成28年4月予定）
○新図書館等複合施設設備工事の再開
　　（平成28年5月予定）

（求める具体的な成果） 
・開館（平成29年度）までのスケジュールに

沿った着実な事業の実施 

＜平成28年度以降の主なｽｹｼﾞｭｰﾙ（予定）＞ 

 平成28年度･･･建築工事、情報システム構築・暫定 

           稼働、展示物製作・設置、 

           移転計画策定及び移転作業 等 

 平成29年度・・・移転作業、情報システム本稼働 

            開始、開館 
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募集期間 

(5月1日～ 

6月10日) 

愛称発表 

9月14日 
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公
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・
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部分中止 

10月1日

・東洋ゴム工業（株）による免震装置問題により建

物設計変更を余儀なくされたことから、工期及び

開館時期の見直しが生じるとともに、今年度に予

定していた図書移転等業務の発注等を中止した。 

＜平成28年度以降の主なｽｹｼﾞｭｰﾙ（予定）＞ 

 平成28～29年度 

         ･･･建築工事、情報システム構築・暫定 

           稼働、科学館展示物製作・設置、 

           移転計画策定及び移転作業 等 

 平成30年度・・・移転作業、情報システム本稼働 

            開始、開館 

 

セルフ式 

貸出機 

運用開始 

10月1日 

別途、債務負担933,943千円
別途、債務負担2,864,882千円



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 小原 （ ３３６３ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 5,817千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

体育・健康アドバイザー支援事業 スポーツ健康教育課

事業概要・目的

　小中学校の体育学習の課題解決と健康教育の充実に向け、授業の質的向上や、学校組織全体での健康教育の推進を図るため、退職校長（２名）を体育
授業改善及び健康教育充実のアドバイザーとして県教育委員会に配置し、学校訪問等による指導・助言や学校経営計画の実現に向けた支援を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

●４月27日～６月10日までに51校にアドバイ
ザーを派遣。
●月１回の合同会議を定期的に開催すること
が難しいため、本事業の現状の成果や課題に
関して、アドバイザー及び担当指導主事による
合同会議を７月中に実施することを確認。

●訪問により明らかになった課題を踏まえ、第２
期の訪問までに改善する点を助言することがで
きた。

●４月27日～７月10日までに全90校にアドバ
イザーを派遣。
●各学校の実態応じた指導助言をおこない、
第２期の派遣に備え、各学校の訪問記録表を
整理するとともに、日程調整を早期に行い勤
務体制を整えた。
●アドバイザー及び担当指導主事による合同
会議の実施。（７月23日）
●運動部活動巡回指導について協議し、10月
から対象校に訪問実施を決定。

●訪問対象となっている学校は全て訪問し、体
力・健康に関する課題解決に向けた助言を行う
ことができた。
●現在の実施状況や第２期訪問に向けた共通
認識を確認することができた。
●新たに運動部活動の状況把握及び助言を行
うことを決定し、10月以降に学校訪問することと
なった。

（求める具体的な成果）
・体力及び健康に関する課題を解決する方向
性を踏まえた学校経営計画に基づき、具体的
な対策が取り組まれている。
・確実な成果につながるフォローアップ体制の
確立
・「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」に
おける体力合計点の向上及び肥満傾向児の
割合の改善。

（達成状況）
●訪問した学校において体力や健康に関する
課題が確認され、データをもとに課題解決のた
めの運動を体育授業に組み入れるなど、具体
的な対策の検討・実施につながっている。
●体力合計点
小学校男女とも全国平均を上回り、中学校は
ほぼ全国水準で上昇傾向。
●肥満傾向児出現率
小学校女子が全国平均を下回ったが、小学校
男子、中学校男女がまだ全国平均を上回って
いる。

（要因分析、課題等）
●今回訪問した学校以外には、体力や健康に関
する課題に対して、学校全体で取り組む体制が
十分でない学校もあることから、課題を有する学
校において、PDCAサイクルによる組織的な取組
をさらに徹底させることが必要。
●体力合計点が全国平均を下回っている中学
校には重点的に指導・助言を行う必要がある。
●健康に課題がある学校の取組を評価するた
めの指標を明確にした上で、指導・助言する必
要がある。
●体力や健康に関するデータの効果的な活用を
検討する必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

●第２期学校訪問を実施。（11月２日～）

　　　●合同会議の実施。（12月９日）
　　　　　・訪問指導に関する内容についてアド
　　　　　 バイザーと指導主事による情報共
　　　　　 有や検討。
　　　●こうちの子ども体力向上支援委員会
　　　　（８月27日）
　　　　 ・事業の実施状況を報告し、改善策
　　　　　 について協議

〔成果〕
●訪問した学校では、第１期の訪問を踏まえて、
各学校の課題の再確認や具体的な対策に向け
た検討が進められている。

〔課題〕
●課題は把握できているが、まだ取り組むべき
具体的な対策をまとめきれていない学校がみら
れる。
●体力や健康に関するデータを校種間（小から
中へ）や学年間で効果的に引継ぎがなされるこ
とが必要。

●第２期学校訪問終了（～２月26日）
　小学校51校、中学校39校
　　・評価に関する確認
　　・次年度の計画作成への助言
●合同会議の実施。（３月９日）
　　・成果と課題の整理
　　・次年度に向けた対策の検討
●こうちの子ども体力向上支援委員会
　（１月29日）
　　・事業成果の確認と次年度の対策を検討

〔成果〕
●全国体力調査においては、訪問した小学校の
男女とも約６割、中学校は男女とも約４割が全国
平均を上回った。

〔課題〕
●健康に課題がある学校の取組を評価するた
めの指標が必要。
●課題がある学校では、体力や健康の課題に
対する教職員の意識をさらに高めてもらう必要
がある。

事前打合せ会 
 ・教育事務所担当者、アドバイザー、指導主 

     事等による事前確認 

アドバイザー・担当指導主事の訪問日程調整 

担当指導主事による学校訪問 
・体力、健康教育に課題がある 
  学校を含め、訪問を希望する 

 学校に訪問し、体育学習や健 
 康教育、運動部活動の充実に 
 向けて教諭に指導・支援する。 

合同会議 
(1回/月) 

アドバイザー、

指導主事等

による情報

共有、対策

の検討など 

体育・健康アドバイザーによる学校訪問 
（第１期） 
 ・体力、健康に関して課題がある学校に訪問し、 

    体育学習や健康教育、運動部活動の充実に 

  向けて学校長に指導・助言する。(小中学校90校) 

体育・健康アドバイザーによる学校訪問 
（第２期） 
 ・体力、健康に関して課題がある学校に訪問し、 

    体育学習や健康教育、運動部活動の充実に 
  向けた取組状況をもとに指導・助言する。 

こうちの子ども体力向上支援委員会（第１回） 

※取組の確認 

こうちの子ども体力向上支援委員会（第２回） 

※取組の点検・評価・改善 

こうちの子ども体力向上支援委員会（第３回） 

※取組の総括 

合同会議 
（最終） 

取組のまとめ 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 川上 （ ４９２９ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 5,701千円 補正後予算額 488千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

スポーツを通じたエリアネットワーク事業 スポーツ健康教育課

事業概要・目的

　県全体のスポーツ振興を図ることを目的とし、市町村や総合型地域スポーツクラブ等が連携し、各地域でのスポーツ振興に関する課題解決に向けた会
議等の開催を通して、エリア内のネットワーク化を図るとともに、それぞれの地域の課題を解決するためのエリア内での計画を立て、地域の実態に応じたス
ポーツ振興を推進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

●第１回エリアネットワーク会議の実施6/30・
7/2）
（物部川・嶺北エリア）7市町村18名
（高岡・吾川エリア）11市町村22名
協議事項
・事業概要説明
・課題の共有

●各市町村や総合型クラブなどの担当者には、
新たな連携による取組の必要性は一定理解し
てもらっているが、エリアネットワーク協議会に
よる取組に係る予算の確保や、事務処理の仕
方など、具体的な運営方法について十分に理
解が得られていない。

●エリアネットワーク協議会による取組の方向
性をスポーツ健康教育課内で再協議。
・本年度中の協議会設立を目指し、第２回の
エリアネットワーク会議を実施することを確
認。
・参加者がイメージしやすい協議会の組織図
や事業例を作成する。
●物部川・嶺北エリアと高岡・吾川エリアの２
つのエリア内の市町村に、エリアネットワーク
協議会設立に向けた個別説明を実施。

●将来的にどのような体制や連携状況を目指
すのかについて、県としての考えを整理し、早期
にエリアネットワーク協議会を設立するための
準備を進める必要がある。

（求める具体的な成果）
・物部川・嶺北ブロック、高岡・吾川ブロックに
おいて、エリア協議会（ブロック協議会）が設
立され、地域の課題解決に向けた取組が一つ
でも多く実施される。
・実施された取組により、地域の課題解決を示
す成果が見られる。

（達成状況）
●嶺北・物部川エリア、高岡・吾川エリアとも
設立準備会等での検討が進み、平成28年度
早期にエリア協議会が設立される予定。
●本事業の必要性について各市町村の理解
が深まってきており、平成28年度には、嶺北・
物部川エリアと高岡・吾川エリアに加え、新た
に２エリアでエリア協議会が設立される予定。

（要因分析、課題等）
●これまでになかった市町村の枠を超えて連携
する取組であるため、各市町村における予算の
確保や、事務局の所在など、準備・運営上の課
題から、エリア協議会設立までに時間を要して
いる。
●嶺北・物部川エリア、高岡・吾川エリアにおい
ては平成28年度早期にエリア協議会を設立し、
エリア計画の策定と具体的な取組につなげる必
要がある。
●幡多エリア、安芸エリアにおいては、先行実
施した２エリアを参考に、平成28年度中にエリア
協議会を設立する。
●将来を見据えて、各エリアにおける多様な意
見をどのように収集するのかについて検討が必
要である。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

●エリアネットワーク協議会設立準備会（第２
回）
10/19　嶺北・物部川エリア
10/20　高岡・吾川エリア
※内容
・事業説明
・グループワーク：スポーツ資源を活用した事
業構想
■本事業について市町村の理解が十分に得
られていないため、「市町村担当者会」を実施
して、再度事業の説明を行うこととする。
●市町村担当者会（第１回）
11/２　嶺北・物部川エリア
高岡・吾川エリア
※内容
・エリアネットワーク協議会について
・事業計画案について

〔成果〕
●事業についての説明を再度行い、事業に対
する理解が徐々に深まってきている。
●各市町村が平成28年度の予算化に向けて準
備を進めている。
※会議名が分かりづらかったため、エリアネット
ワーク会議を「エリアネットワーク協議会設立準
備会」として開催する。

〔課題〕
●共通の課題を挙げることや、課題に対する取
組の必要性などについて、市町村ごとに意見が
異なることが多く、引き続き協議が必要である。

●Ｈ28年度実施エリアへの事業説明
１/13安芸エリア
１/14幡多エリア
●市町村担当者会（第２回）
２/８　嶺北・物部川エリア
３/17高岡・吾川エリア
※内容
・エリネットワーク事業について
・各市町村の役割について
・事務局について
●エリアネットワーク協議会設立準備会（第３
回）
３/28　嶺北・物部川エリア
※内容
・事業計画及び予算案について
・設立総会について

〔成果〕
●事業の必要性は、市町村の担当者にかなり
理解されてきた。
●嶺北・物部川エリアは、来年度早期の協議会
設立及び事業実施に向けた協議が進んでい
る。

〔課題〕
●高岡・吾川エリアでは、一部の市町村で平成
28年度の予算化ができていないため、予算獲得
に向けての働きかけが必要である。

エリアネットワーク協議会〔ブロック協議会〕 
（第１回） 
①物部川・嶺北ブロック 
②高岡・吾川ブロック 
 ・地域の課題解決に向けた方策等の検討 

・課題の整理 

・課題解決に向け 

 た実施計画作成 

エリアネットワーク会議（第１回） 
 ・委員の委嘱 
 ・県の生涯スポーツ推進に関する方向性周知 
 ・コーディネーターによる講義 
 ・エリアネットワーク協議会（ブロック協議会） 
   の設立に向けた検討 

生涯スポーツ推進協議会（第１回） 

 ※取組の確認 

・課題解決に向け 

 た取組の実施 

生涯スポーツ推進協議会（第２回） 

 ※取組の点検・評価・改善 

エリアネットワーク協議会〔ブロック協議会〕 
（第２回） 
 ・課題解決に向けた実施計画の作成 

 ・具体的な対策実施に向けた協議 

エリアネットワーク協議会〔ブロック協議会〕 
（第３回） 
 ・取組の報告、まとめ 

 ・今後の対策に関する協議 

エリアネットワーク会議（第２回） 
 ・取組の報告、まとめ 

生涯スポーツ推進協議会（第３回） 

 ※取組の総括 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 土居 （ ３３６１ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 2,840千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ東京大会事前合宿招致活動 スポーツ健康教育課

事業概要・目的

　県民のスポーツに対する関心の高まりと将来トップ選手を目指す子ども達の意欲の向上、スポーツツーリズムによる経済の活性化を目的として、2020年
オリンピック・パラリンピック東京大会の事前合宿招致を目指す。
　また、同大会の成功に向けて、東京都だけでなくオールジャパン体制で取り組むために、県として主体的にオリンピックムーブメントの推進に寄与する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

●市町村担当者会において説明（５月26日）
　　参加：26市町村
●競技団体説明会を開催（６月６日）
　　参加：36競技団体
●準備委員会を早期に立ち上げ、今年度及び
来年度前半の招致活動について協議し、具体
的な取組を展開する

●市町村及び競技団体には、事前合宿招致に
関する基本的な情報や今後のスケジュールに
ついて説明することができた。

●第１回準備委員会（７月31日）
・全国知事会データベースに該当施設を登録
・県内関連スポーツ施設の情報収集と整理
・県旅館ホテル生活衛生同業組合への協力
要請
・候補として考えられる県内スポーツ施設の取
りまとめ
・市町村への個別説明
　（土佐清水市、宿毛市、四万十市、高知市、
香南市）

●準備委員会の設立を踏まえ、市町村や競技
団体へ個別に説明することで、受け入れに向け
て前向きに検討する自治体や競技団体が増え
てきている。
●県独自の交渉を進めるため、他国との交渉
のキーパーソンとなるネットワークアドバイザー
候補を取りまとめる必要がある。

（求める具体的な成果）
・複数の国又は団体と招致に関する具体的な
交渉が行われている。
・ターゲット国及びターゲット競技を明確にした
情報発信を行い、交渉や情報のやり取りを
行った国がターゲット国全体の半数以上。

（達成状況）
●準備委員会の設置により、①事前合宿招致
に向けた基本的な考え方、②ターゲット国・地
域の絞込、③具体的な招致活動のための手
立て等、平成２８年度以降の具体的な招致活
動の基盤を構築することができた。
※情報の相互伝達ができた国は３か国（11か
国中）。

（要因分析、課題等）
●継続して交流の発展につながるよう、さらに
ターゲットの絞り込みを行い、戦略的な準備が
必要。
●2020年のオリ・パラ終了後も見据えた取組を
展開することが必要。
●本年度の準備委員会の設置により構築した
招致活動の基盤を活用して、ターゲット国・地域
に対して具体的な招致活動を加速させる必要が
ある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

●PR用HPの作成（11月５日）
※英語版は１月15日作成
●市町村説明会の実施（県内３箇所）
・東部、中部（12月４日）
・西部（12月７日）
●ターゲット国へのPR活動
・オランダ総領事来庁時（12月10日）
●ネットワークアドバイザー（５名）への協力依
頼
※11月18日以降随時
●シンガポール事務所長来庁時に説明し協
力依頼（10月28日）

〔成果〕
●市町村への説明を通じて、招致活動への参
加を検討する市町村が増加した。
●在大阪・神戸オランダ総領事館へ訪問するこ
とが決定。
●ネットワークアドバイザーから具体的な助言を
いただくことができた。

〔課題〕
●相手国との直接交渉やネットワークアドバイ
ザーが活動する予算や仕組みがまだないた
め、具体的な活動が限定されている。

●ターゲット国・地域へのPR
・在大阪・神戸オランダ総領事館訪問（１月18
日）
・シンガポール事務所やネットワークアドバイ
ザーを通じたシンガポールへのアプローチ（１
月～２月）
・ターゲット国・地域の中央競技団体等への
メール配信（９か国19団体）
●データベースへの登録
・県立６施設、市町村立８施設を登録
●ガイドブックへの登録
・県立２施設３競技を登録
●第２回準備委員会（１月28日）
・平成27年度の取組
・今後の招致活動について

〔成果〕
●オランダオリンピック委員会等へ高知県のPR
資料を送ることができた。
●次年度（４月）に、シンガポールのスポーツ関
係者と直接交渉する機会を持つことができた。

〔課題〕
●空調設備がないスポーツ施設が多く、各国際
競技連盟が示す技術要件等を満たしていない
施設がある。また、東京大会で使用する器具等
も十分に揃っていないため、今後検討が必要。
●ターゲット種目によっては、対戦相手が必要
になる場合があるため、対応できる県外チーム
等とのネットワークを構築する必要がある。

◆第２回準備委員会（第２回総会） 

  ・平成27年度取組の総括 

  ・国及び組織委員会等の動向等報告 

  ・次年度の取組について 

 ※県立施設の情報整理 

 ※宿泊施設に関する事項の調整 

★組織委員会が取りまとめる 

   事前合宿施設のリストに県 

   の施設を登録 

各
国
と
メ
ー
ル
や
電
話
に
よ
る
交
渉 

 ・ＨＰ作成準備 

  （掲載情報等の調整） 

 ・各国へのアンケート調査実施（メール） 

 ・ＨＰ作成  

 ・県施設等をＨＰで情報発信 

 ・メールで各国にＰＲ 

市
町
村
・競
技
団
体
と
の
調
整 

●市町村説明会 

 ・招致活動の現状と今後の計画について 

●競技団体説明会 

 ・招致活動概要説明 

 ・アンケート調査 

★全国知事会が取りまとめるス 

   ポーツ施設データベースサイ 

    ト事業の活用について検討・ 

    実施 

◆第１回準備委員会（設立総会・第１回総会） 

 ・国及び組織委員会等の情報共有 

 ・ガイドブック掲載（案） 

 ・市町村及び競技団体の検討状況等確認 

 ・Ｈ27年度のＰＲ（案） 



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 森下 （ 4932 ）

種別 教育・子育て  当初予算額 10,039千円 補正後予算額 8,393千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

　

担当部局： 教育委員会事務局
平成28年3月31日

いじめ防止対策等総合推進事業 人権教育課

事業概要・目的

　「高知県いじめ防止基本方針」に基づき、いじめの未然防止、早期発見・早期対応の両面から、いじめ問題等への総合的な取組を推進する。
■ＰＴＡ人権教育研修への支援…ＰＴＡ研修会を支援し、いじめ問題やネット問題について啓発を図る。
◆市町村のいじめ防止に向けた活動への支援…「いじめ防止子どもサミット」をきっかけに、児童生徒の自主的ないじめの防止等の取組や、各市町村で実
施するいじめ防止に向けた活動等を支援する。
●親子で考えるネットマナーアップ事業…ネット利用に関する家庭でのルールづくりや児童生徒のネットマナーの向上を図るために、学校での情報モラル
教育や保護者へのネット問題に関する啓発活動を推進し、ネット上のトラブルから子どもたちを守る。
★学校ネットパトロール…児童生徒がネット上のいじめ等に巻き込まれていないか、学校非公式サイトやプロフ、ブログ、ＳＮS等の監視を行い、早期発見・
早期対応につなげる。（民間業者に委託）
▼県におけるいじめ問題対策連絡協議会（以下、連絡協議会）及びいじめ問題調査委員会（以下、調査委員会）の運用
【以下の欄については、各事業において、■◆●★▼の記載内容が対応している。】

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

（ＰＴＡ人権教育研修への支援）
■県ＰＴＡ役員会等で事業内容を周知し、募集
をかける
■ＰＴＡ研修会に講師を派遣（５月～２月）

（市町村のいじめ防止に向けた活動への支
援）
◆香美市子ども会議への参加(5/16)
（親子で考えるネットマナーアップ事業）
●ネットフォーラム開催に向けた生徒の実行
委員会組織の立ち上げ
●第１回実行委員会(6月下旬)

（学校ネットパトロール）
★委託業者の決定及び学校ネットパトロール
の開始（５月～３月）

（いじめ問題対策連絡協議会等）
▼第1回連絡協議会幹事会（第１回連絡協議
会の内容について確認）
▼第１回連絡協議会(6/23)
・県・関係機関・団体の取組の情報共有、意見
交換

（ＰＴＡ人権教育研修への支援）
■県Ｐ連役員・事務局会(4/11)で事業内容を周知
■ＰＴＡ研修会等に講師を派遣（４月～６月　計16回
＜内訳：いじめ１回、ネット問題15回＞）
・伊野南中学校ＰＴＡ(4/26)、三原中学校(5/14)、北
陵中学校ブロック(5/15)、追手前高校(5/15)、大川
村人教総会(5/28)、安芸中学校ＰＴＡ(6/10)、横浜中
学校ＰＴＡ(6/10)、東山小学校ＰＴＡ(6/12)、追手前高
校吾北分校ＰＴＡ(6/14)、介良中学校ＰＴＡ(6/19)、野
市中学校ＰＴＡ(6/20)、高知ろう学校ＰＴＡ(6/22)、久
礼田小学校ＰＴＡ(6/23)、潮江中学校ＰＴＡ(6/24)、旭
小学校ＰＴＡ(6/26)、田野小・中学校(6/28)

（市町村のいじめ防止に向けた活動への支援）
◆香美市子ども会議実行委員会への参加(5/9)
◆香美市子ども会議への参加(5/16,6/20)

（親子で考えるネットマナーアップ事業）
●「ネット問題」を子どもと大人で考える県民フォーラ
ム一次案内の送付(5/29)
●フォーラム実行委員の募集(6/11)

（学校ネットパトロール）
★委託業者との契約(5/28)及び学校ネットパトロー
ルの開始（５月～）
★指導事務担当者会(6/23東部)で事業内容を周知

（いじめ問題対策連絡協議会等）
▼第1回連絡協議会幹事会(6/2)
▼第１回連絡協議会(6/23)

■ＰＴＡ人権教育研修への支援
・いじめ問題については、「いじめ防止子どもサミット」
で採択した大人の宣言を読み合い、いじめ防止に向
けてＰＴＡとしてできることを考える研修を実施すること
ができた。
・ネット問題については、ネットの危険性を含めネットト
ラブルの現状を示し、子どもをネットトラブルから守る
ための家庭でのルールづくりにつなげる研修を実施す
ることができた。
・講師派遣の依頼が予想以上に多く、対応に苦慮して
いる状況がある。

◆市町村のいじめ防止に向けた活動への支援
・香美市、南国市、四万十市の３市がいじめ防止と関
連した取組を行う予定である。
・３市の取組については、企画・運営等の面で具体的
な支援につなげていく必要がある。また、他の市町村
におけるいじめ防止の取組をリサーチする必要もあ
る。

●親子で考えるネットマナーアップ事業
・「ネット問題」を子どもと大人で考える県民フォーラム
の開催に向けて、内容の詳細が決まりつつある。
・フォーラム実行委員の募集が遅れ、実行委員会組織
の立ち上げが７月にずれ込んだ。（第１回7/25開催）

★学校ネットパトロール
・委託業者との契約がスムーズに進み、昨年度より１
か月早く事業を開始することができた。

▼いじめ問題対策連絡協議会等
・「いじめ防止子どもサミット」後の取組について、児童
生徒を主体とした市町村や各学校のいじめ防止の取
組状況を把握する必要がある。
・次回には、教育相談体制の具体的なイメージを創り
上げ、提案する。

（市町村のいじめ防止に向けた活動への支
援）
◆南国市ドリームトークへの参加(7/30)

（親子で考えるネットマナーアップ事業）
●第２回実行委員会

（いじめ問題対策連絡協議会等）
▼第１回調査委員会
・緊急時における調査委員会の対応について
▼第２回連絡協議会幹事会（第２回連絡協議
会の内容について確認）
▼第２回連絡協議会
・県・関係機関・団体の取組の情報共有、意見
交換

（ＰＴＡ人権教育研修への支援）
■ＰＴＡ研修会等に講師を派遣（７月～９月　計４回
＜内訳：いじめ１回、ネット問題３回＞）
・佐賀小学校ＰＴＡ(7/1)、野市中学校ＰＴＡ(7/4)、土
佐町中学校ＰＴＡ(7/9)、奈半利中学校(9/19)

（市町村のいじめ防止に向けた活動への支援）
◆南国市ドリームトークへの参加(7/30)
◆いじめストップ四万十子どもサミットに向けての打
合せ(8/24)
◆市町村や各学校のいじめ防止の取組状況の聞き
取り（７月）

（親子で考えるネットマナーアップ事業）
●「ネット問題」を子どもと大人で考える県民フォーラ
ムへの参加要請（市町村教委訪問７月、県立学校
訪問８～９月、高知市中学校訪問９月）
●「ネット問題」を子どもと大人で考える県民フォーラ
ム二次案内(7/10)とチラシ(8/26)の送付
●フォーラム第１回実行委員会の実施(7/25)
●フォーラム第２回実行委員会の実施(8/30)
●フォーラム第３回実行委員会の実施(9/27)

（学校ネットパトロール）
★指導事務担当者会（7/7西部、7/10中部)及び高
知市校長会(7/7)で事業内容を周知
★市町村教委に連絡し、該当学校に対応を依頼し
た事案が２件あった。

（いじめ問題対策連絡協議会等）
▼第２回連絡協議会幹事会(8/6)
▼第１回調査委員会(9/2)
▼第２回連絡協議会(9/25)

■ＰＴＡ人権教育研修への支援
・生涯学習課と連携して、ネット問題に関するＰＴＡ研
修を支援することができた。（生涯学習課社会教育主
事を講師として派遣）

◆市町村のいじめ防止に向けた活動への支援
・南国市では、４中学校の生徒会代表が協議し、「南
国市いじめ防止宣言」を行い、今後はそれぞれの中学
校区で宣言に基づいた取組を行う予定である。
・四万十市でも「いじめストップ四万十子どもサミット」
を県教委と共催で開催することになり、今後必要な支
援を行う。
・「いじめ防止子どもサミット」以降、各学校ではいじめ
防止に向けた取組が推進されているが、市町村にお
ける児童生徒を主体とした取組には広がっていない状
況がある。

●親子で考えるネットマナーアップ事業
・20名の中・高生で組織したフォーラム実行委員会を３
回行い、生徒主体の運営や内容となるよう準備が進
んでいる。
・生涯学習課と連携して、参加者（児童生徒、教職員、
保護者等）の確保に努めているが、参加者の増加に
向けて、今後も継続して働きかけていく必要がある。

★学校ネットパトロール
・緊急対応が必要な事案が少なかった。

▼いじめ問題対策連絡協議会等
・調査委員会では、大津市の第三者委員会に関わっ
た弁護士を講師に迎え、いじめの重大事態が起こった
時の対応について学ぶことができた。
・連絡協議会では、ネット問題と教育相談体制の２本
柱で協議を進めており、次回はその具体的な取組に
ついて提案する。



月 執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

通年

年度末

（親子で考えるネットマナーアップ事業）
●第３回実行委員会
●ネットフォーラムの実施(10/25)
●保護者用啓発リーフレットの作成・配付（県
内すべての小学校４年生以上の保護者）

（いじめ問題対策連絡協議会等）
▼第２回調査委員会
・緊急対応についての確認

（ＰＴＡ人権教育研修への支援）
■ＰＴＡ研修会等に講師を派遣（10月～３月　計23回
＜内訳：いじめ５回、ネット問題18回＞）
・室戸小学校ＰＴＡ(10/19)、片地小学校ＰＴＡ
(10/26)、後免野田小学校ＰＴＡ(10/28)、日章小学校
ＰＴＡ(10/31)、たちばな幼稚園ＰＴＡ(11/11)、下川口
小学校ＰＴＡ(11/14)、吉川小学校ＰＴＡ(11/14)、国立
高知病院分校ＰＴＡ(12/1)、春野東小学校ＰＴＡ
(11/28)、神田小学校ＰＴＡ(12/5)、土佐町中学校ＰＴ
Ａ(12/10)、伊与喜小学校ＰＴＡ(12/13)、安田小学校
ＰＴＡ(1/15)、楠目小学校ＰＴＡ(1/19)、八束小学校Ｐ
ＴＡ(1/22)、一ツ橋小学校ＰＴＡ(1/22)、八束中学校Ｐ
ＴＡ(1/24)、西土佐中学校ＰＴＡ(1/24)、竹島小学校Ｐ
ＴＡ(1/28)、潮江東小学校ＰＴＡ(2/12)、新居小学校Ｐ
ＴＡ(2/28)

（市町村のいじめ防止に向けた活動への支援）
◆いじめストップ四万十子どもサミットに向けての打
合せ(10/21)
◆いじめストップ四万十子どもサミット実行委員会へ
の参加（10/31,11/7,11/14）
◆いじめストップ四万十子どもサミット参加（11/28）
◆宿毛市きびなごフォーラムに向けての打合せ
（12/17,12/21）
◆高知市中学生サミット参加（12/19）
◆香美市子どもフェスティバル参加（12/27）
◆宿毛市きびなごフォーラム参加（1/26）

（親子で考えるネットマナーアップ事業）
●ネット問題を子どもと大人で考える県民フォーラム
（10/25）
■高知県青少年安全･安心ネット利用促進連絡会
（11/26）
●フォーラム第4回実行委員会の実施(12/20)
●全国いじめ問題子供サミット（1/23）に実行委員３
名参加
●フォーラム第５回実行委員会の実施(2/21)
●保護者用啓発リーフレット「親子で話そう！ケータ
イ･スマホの使い方」の作成・配付（２～３月）

（学校ネットパトロール）
★中間報告会（10/27）
★市町村教委に連絡し、該当学校に対応を依頼し
た事案が４件あった。

（いじめ問題対策連絡協議会等）
▼第３回連絡協議会幹事会(1/21)
▼第３回連絡協議会(2/18)

■ＰＴＡ人権教育研修への支援
・法務局や学校ネットパトロール委託業者と連携して、
いじめやネット問題に関するＰＴＡ研修を支援すること
ができた。来年度も取組を継続していく。

◆市町村のいじめ防止に向けた活動への支援
・四万十市の「いじめストップ四万十子どもサミット」に
ついては、実行委員会への参加、サミットの運営協
力、講師招聘にかかる費用など、運営に関わる支援を
行うことができた。
・宿毛市の「きびなごフォーラム」については、開催に
向けての準備やフォーラムでの運営協力など、運営に
関わる支援を行うことができた。
・「いじめ防止子どもサミット」や「ネット問題を子どもと
大人で考える県民フォーラム」を受けて、市町村にお
ける児童生徒を主体とした交流活動が広がりつつあ
る。市町村の取組について情報収集を行うとともに、
必要な支援を今後も継続していく。

●親子で考えるネットマナーアップ事業
・20名の中・高生で組織したフォーラム実行委員会が
主体となって、「ネット問題を子どもと大人で考える県
民フォーラム」を開催し、ネットを正しく利用するための
アピールを採択した。今後は、リーフレット等を活用し
て、アピールの周知を図るとともに、アピールに基づく
学校や家庭での具体的な取組につなげていく。
・「いじめ防止子どもサミット」「ネット問題を子どもと大
人で考える県民フォーラム」の流れを受けて、来年度
はさらに児童生徒が主体となったいじめ防止やネット
問題への取組を進めるために、「児童会･生徒会交流
集会」を開催する。

★学校ネットパトロール
・緊急対応が必要な事案が少なかった。対応が必要
な事案については、早急に地教委や学校に連絡を取
り、対応を協議しながら進めた結果、事案の沈静化に
つなげることができた。

▼いじめ問題対策連絡協議会等
・連絡協議会では、ネット問題と教育相談体制の２本
柱で協議を進めており、来年度の具体的な取組につ
いて提案･協議を行った。
・今後は、ネット問題について青少年保護育成条例の
改正を含めた検討、心の教育センターの体制強化に
ついての周知、相談事例ごとの具体的な対応、などに
ついて引き続き協議を行う。

（親子で考えるネットマナーアップ事業）
●新入生（中学校・高等学校）にリーフレットを
配付してもらうよう、各学校に送付(３月末)

（いじめ問題対策連絡協議会等）
▼第３回連絡協議会幹事会（第３回連絡協議
会の内容について確認）
▼第３回連絡協議会
・県・関係機関・団体の取組の情報共有、次年
度の取組の確認、意見交換

（ＰＴＡ人権教育研修への支援）
■ＰＴＡ研修会に指導主事等を派遣

（学校ネットパトロール）
★定期的に委託業者によるネット監視を行
い、緊急性のある事案については、市町村教
育委員会や学校へ連絡し、対応を協議

（求める具体的な成果）
○各学校におけるいじめ防止等のための取
組の推進
○教職員の認知力、対応力の向上により、い
じめの認知件数の増加と解消率の上昇
・平成25年度国の問題行動調査結果
　　高知県公立学校における
　　　　いじめの認知件数510件
　　　　　　　　　　　解消率97.3%

（達成状況）
○いじめ防止子どもサミットをきっかけに、児
童生徒を主体とした取組が充実するなど、各
学校におけるいじめ防止等の取組は着実に
推進されている。また、「いじめ防止基本方
針」の策定や「いじめの防止等の対策のため
の組織」の設置により、学校全体でいじめの
防止等の取組を推進する体制が確立されてき
た。
○市町村においても、いじめやネット問題を
テーマにした児童生徒の交流活動が広がりつ
つある。

（要因分析、課題等）
○平成26年度のいじめの認知件数は716件、解
消率は93.8%であった。今後はさらに、いじめの
未然防止、早期発見･早期対応の取組を強化し
ていく必要がある。特に、学校においては、「い
じめの防止等の対策のための組織」を機能する
ことにより、より実効的で組織的な取組を推進し
ていく必要がある。
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高知夢いっぱいプロジェクト推進事業 人権教育課

事業概要・目的

小中学校において、児童生徒の自己指導能力を育成するため、育てる力を明確にし、教育活動の中に生徒指導の視点を着実に位置付け、ＰＤＣＡサイクルに基づく開発的な生徒指導（子どもに内在する力
や可能性を引き出す生徒指導）に組織的に取り組めるよう、学校を指定し重点的に支援する。

①志育成型学校活性化事業（推進校　中学校１１校）
推進校に推進リーダーを加配により配置し、自尊感情を高めるためのさまざまな活動・取組を通じて、学力向上、社会性の醸成を図るため、学校経営を４部門（夢、イベント、学び、生活）に分け、時期ごと

に重点取組を設定し組織的に取り組む。
②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業（推進校２中学校区）

拠点校に推進リーダーを加配により配置し、小中９年間で育てる力を明確にし、小中が共同し、生徒指導の３機能（自己存在感を与える、共感的人間関係を育成する、自己決定の場を与える）をすべての
教育活動に位置付けた取組を組織的に展開する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

①志育成型学校活性化事業
（統括アドバイザーによる指導・助言）
・各１年目推進校年間３回、２年目推進校年間１回
（生徒支援アドバイザーによる個別対応への支援）
・各推進校年間６回
（指導主事による学校訪問）
・各１年目推進校年間９回

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業
（指導主事による学校訪問）
・各推進校年間２５回以上、準推進校年間５回

①志育成型学校活性化事業
（第１回推進リーダー会議）(4/30)
・役割、組織的な生徒指導についての確認
（第１回学校支援会議）(6/11)
・推進校間の情報交換を行い、取組の見直しを図る。

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業
（アンケート調査及び分析）
＜旭校区＞
（第１～３回合同推進会議）（4/14、5/12、6/10）
・研究推進体制の確認、見直しと協議
（第１回合同支援会議）（4/23）
・児童生徒の支援方法について共通理解を図る。
（小中合同授業研究・研修会）（6/2）
・生徒指導の３機能での授業改善、講師招聘研修
＜朝ヶ丘校区＞
（第１・２回合同推進会議・研修会）（4/24、6/3）
・研究推進体制の確認と協議、講師招聘研修
（第１回合同支援会議）（5/28）
・児童生徒の支援方法について共通理解を図る。
（小中合同授業研究）（5/27、6/24）
・生徒指導の３機能での授業改善

①志育成型学校活性化事業
（第１回推進リーダー会議）(4/30)
・推進リーダーの役割、事業展開計画、グループ協議（聞くことの指導
資料作成）
（第１回学校支援会議）(6/11)
・全推進校の年間計画及び取組発表
・統括アドバイザーによる推進校への指導・助言

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業
＜旭校区＞
（第１～３回合同推進会議）（4/14、5/12、6/10）
・研究推進体制の確認、見直しと協議
（第１～３回合同支援会議）（4/23、6/23、6/24）
・小学校教職員１０名が旭中の授業参観後支援会に参加
・竹口ＳＶによる指導助言
（小中合同授業研究・研修会）（6/2）
・１年生理科授業公開、講師招聘研修(鳴門教育大学久我教授)
＜朝ヶ丘校区＞
（第１合同研修会）（4/24）
・事業説明、研究三部会（研究方針、計画の確認）
・講演（鳴門教育大学久我教授）
（第２合同研修会）（6/3）
・講演（周南市立起陽中学校藤永教諭）
・研究三部会（研究方針、計画の確認）
（第１～３回合同支援会議）（5/28、6/9、6/19）
・岸本ＳＶによる指導助言
（小中合同授業研究）（5/27朝ヶ丘中、6/24多ノ郷小）
・朝ヶ丘中３年数学（探究型授業と生徒指導の３機能について）
・多ノ郷小３年生国語（生徒指導の３機能の視点での協議）

①志育成型学校活性化事業
（成果）
・第１回推進リーダー会議を実施したことで、推進リーダーの役
割が明確になり、プロジェクトがスムーズに開始できた。
・２年目校の推進リーダーの成長が大きく、実践発表における
発表力もあり、推進校の中心となり事業を推進している。
（課題）
・異動した教員数が多い推進校では、スタートを苦戦していたの
で、４月の訪問計画を見直す必要がある。
・推進校によって研修での協議等への準備やリーダーの動きに
差があることから、推進リーダーが他の推進校へ参観に行くこ
と等、推進校同士の学びを深めていく必要がある。

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業
（成果）
・授業等における生徒指導の３機能の充実と小中連携を図るた
めに、先進的事例が大変参考となった。
・初めて小中が集まって推進会議や研修、授業研究を行えたこ
とは大きな成果であり、情報共有から交流、共同実践へと進め
る第一歩を築くことができた。
（課題）
・小学校と中学校とが話し合う時間設定が難しく、調整するため
には、推進会議の前に管理職と推進リーダーと打ち合わせを行
う必要がある。
・小中の３校が共通して取り組むことや、小中の児童生徒が一
緒に活動することが、１学期中には実現しなかった。小学校から
ストップがかかることが多く、この夏休みの部活動体験から、
徐々に交流活動を増やし、小中共に活躍できる場を与えてい
く。

①志育成型学校活性化事業
（アンケート調査及び分析）
・中間検証の実施
（第２回推進リーダー会議）(8/7)
・推進リーダーの対応力、専門性向上のための研修

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業
＜旭校区＞
（第４～６回合同推進会議）（7/14、8/6、9/8）
・研究推進体制の確認、見直しと協議
（第２回合同支援会議）（7月予定）
・児童生徒の支援方法について共通理解を図る。
（小中合同研修会）（8/6）
・生徒指導の３機能での授業改善、講師招聘研修
＜朝ヶ丘校区＞
（第３回合同推進会議）（9/17）
・研究推進体制の確認、見直しと協議

①志育成型学校活性化事業
（アンケート調査及び分析）
・アンケート調査（7月）
・アンケート分析からの助言（8月、9月）
（第２回推進リーダー会議）(8/7)
・所管説明、講話（教室で授業が受けづらい生徒への対応、生徒支援
アドバイザー）、グループ協議（2学期の取組）

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業
＜旭校区＞
（第4～6回合同推進会議）（7/14、8/6、9/11）
・研究推進体制の確認、見直しと協議
（第4,5回合同支援会議）（9/14、9/15）
・竹口ＳＶによる指導助言
（小中合同研修会）（8/6、8/7）
・講師招聘研修(久留米大学須藤非常勤講師)
＜朝ヶ丘校区＞
（第3～4回合同推進会議）（7/29、9/17）
（第3回合同研修会・合同三部会）（8/5）
・講演（国立教育政策研究所白水始総括研究官）
（第4回合同支援会議）（9/15）
・岸本ＳＶによる指導助言

①志育成型学校活性化事業
（成果）
・アンケート結果より、２年目推進校の生徒の自尊感情を問う項
目の肯定群が上昇していた。また、今までの取組の評価と今後
の課題が明確になった。

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業
（成果）
・夏休みに、小中の児童生徒の交流活動（部活動体験活動）を
実施することができた。地域清掃プロジェクトにおいても交流活
動ができるよう計画している。
・3校で共通して取り組む行動連携を9月からスタートさせてい
る。
（課題）
・推進校により温度差が大きいことから、他の中学校区の推進
校の取組を参考に、取組の充実を図る必要がある。

①志育成型学校活性化事業
（第1回事業連絡協議会）(11/6)
・県下のすべての中学校から教頭を集め、開発的な生徒
指導の実践力を高める。
（公開授業研修会　佐川中）(11/20)
（公開授業研修会　伊野中）(11/24)
（公開授業研修会　三里中）(11/20)
・推進校の成果の発表を行い、県内の学校への実践に
生かす。
（アンケート調査及び分析）
・次年度プロジェクト案の検討

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業
（アンケート調査及び分析）
・次年度計画案の検討
＜旭校区＞
（第７～９回合同推進会議）（10/14、11/9、12/11）
・研究推進体制の確認、見直しと協議
（小中合同授業研究・研修会）（10/14）
・生徒指導の３機能での授業改善、講師招聘研修
＜朝ヶ丘校区＞
（第４回合同推進会議）(11/20）
・研究推進体制の確認と協議、講師招聘研修
（第２回合同支援会議）（10/9）
・児童生徒の支援方法について共通理解を図る。
（小中合同授業研究）（10/7、12/9）
・生徒指導の３機能での授業改善

①志育成型学校活性化事業
（第1回事業連絡協議会）(11/6) 中学校教頭１０２名参加（3名欠席、
２校配置なし）
・推進校である野市中、大方中の実践発表、久我教授の講話、開発
的な生徒指導の具体について協議を行った。
（公開授業研修会　佐川中）(11/20)参加者44名
（公開授業研修会　伊野中）(11/24)参加者46名
（公開授業研修会　三里中）(11/20)参加者59名
・２年目推進校6校の実践発表を行った。
（アンケート調査及び分析）
・次年度プロジェクト案の検討

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業
（アンケート調査及び分析）
・次年度計画案の検討
＜旭校区＞
（第７～９回合同推進会議）（10/14、11/4、12/17）
・研究推進体制の確認、見直しと協議
（小中合同授業研究・研修会）（10/14旭小全クラス公開、10/16横内
小講師招聘研修）
（第６、７回合同支援会議）（10/8、11/12）
＜朝ヶ丘校区＞
（第５回合同推進会議）(11/10）
・研究推進体制の確認と協議
（第５～７回合同支援会議）（10/9吾桑小、10/30朝ヶ丘中）
（小中合同授業研究）（10/7朝ヶ丘中１年理科、12/9多ノ郷小6年道
徳）

①志育成型学校活性化事業
（成果）
・連絡協議会において、事業推進校の野市中、大方中の推進
リーダーと教頭、主幹教諭とが、いかに協働しながら事業推進
を行っているかに重点をおいて実践発表を行ったことにより、教
頭職が組織を動かす、牽引するためにミドルリーダーを活用す
ることの重要性について理解を深めることができた。また、開発
的な生徒指導についての理解と必要性を周知することができ
た。
・指定２年目推進校３校で公開授業研修会を行い、２年目６校
全てが実践発表を行った。効果のある取組を、どの時期に、ど
のように行ったかについて、県内全ての中学校に普及すること
ができた。
（課題）
・公開授業研修会では、会場校の全学年、全クラスを公開した
が、授業の中に組織的に取り組んだことが見て分かるものが少
なかった。全校で組織的に生徒指導の視点を位置付けた授業
づくりを行う点に弱さが見られた。

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業
（成果）
・3校で共通して取り組む行動連携が軌道にのり、「あいさつ」、
「はきものを揃える」、「聞くこと」について、校区が取り組む「しぐ
さ」として定着することができた。
・推進リーダーが他の中学校区の取組を見学し、自校区の取組
に生かすことができた。



月 執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

①志育成型学校活性化事業
（第２回学校支援会議）(2/12)
・取組の情報交換を行い、次年度に向けた見直し
（第３回推進リーダー会議）(2/12)
・推進リーダーの対応力、専門性の向上のための研修

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業
＜旭校区＞
（第１０～１２回合同推進会議）（1/12、2/9、3/8）
・研究推進体制の確認、見直しと協議
（第３回合同支援会議）（１月予定）
・児童生徒の支援方法について共通理解を図る。
（小中合同研修会・授業研究）（2/9）
・生徒指導の３機能での授業改善、講師招聘研修
＜朝ヶ丘校区＞
（第５・６回合同推進会議）（1/19、2/29）
・研究推進体制の確認と次年度にむけての協議
（第３回合同支援会議）（2/9）
・児童生徒の支援方法について共通理解を図る。
（小中合同研修会）（2/10）
・生徒指導の３機能での授業改善、講師招聘研修
（小中合同授業研究）（1/27）
・生徒指導の３機能での授業改善

①志育成型学校活性化事業
（第２回学校支援会議）(2/12)
・１年目推進校５校の実践発表
（第３回推進リーダー会議）(2/12)
・1年目、2年目推進リーダーの協議（推進力、指導力の向上）

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業
＜旭校区＞
（第１０～１２回合同推進会議）（1/6、2/4、3/8）
・研究推進体制の確認、見直しと協議
（第８、９回合同支援会議）（1/25、1/26）
（小中合同授業研究）（2/4横内小４、５年）
＜朝ヶ丘校区＞
（第６・７回合同推進会議）（1/19、2/29）
・研究推進体制の確認と次年度にむけての協議
（第８～１０回合同支援会議）（1/22朝ヶ丘中、2/9多ノ郷小、2/23吾桑
小）
（小中合同研修会）（2/10）
・次年度の取組について３部会で協議
（小中合同授業研究）（1/27多ノ郷小６年道徳）

①志育成型学校活性化事業
（成果）
・アンケート結果より、２年目推進校の生徒の自尊感情を問う項
目の強い肯定が、事業開始前から４．６ポイント向上、１年目校
は、８．６ポイント向上した。生徒支援アドバイザー訪問による支
援会議の充実により、生徒理解が深まったこと、その理解のう
えにたつ適切な支援や勇気づけの声がけを組織で実践できた
ことが成果につながったと思われる。
（課題）
・推進校によって、生徒主体の取組としていても、教員が指示し
て動かすことが多かったり、ポートフォリオの活用が効果的にな
されていないことがあった。推進リーダー会議でリーダーに働き
かけ、次年度重点的に取り組むよう指導助言を行う。

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業
（成果）
・アンケート結果より、自己有用感、教員との信頼関係を問う項
目の肯定的回答が増加した。また、自尊感情を問う項目でも中
学校の強い肯定が向上した。中学校が子ども主体の活動や肯
定面談を仕組んだこと等が成果につながったと考えられる。
（課題）
・小学校の取組が、学級担任任せになり、組織で同じ事を効果
的に実践することに難しさがある。推進校の組織で、学年主任
が事業推進に携わるよう次年度は仕組んでいく必要がある。

（求める具体的な成果）
・推進校におけるアンケート調査において、自尊感情を問
う項目の肯定的評価が80%以上となる。
・推進校において、学校経営計画に「開発的な生徒指導」
が位置付けられ、「徳」の到達目標の達成状況がＢ（目標
以上に成果が上がっている・目標を達成している）以上と
なる。

（達成状況）
・「志」２年目校の自尊感情を問う設問項目の肯定的回答の平均が
81.6%となった。１年目校が68.3%となったが、強い肯定が2.0ポイント向
上した。「未来」１年目校の中学校は76.0%と向上したが、小学校は
72.8%で－3.8ポイントの低下となった。
・推進校の学校経営計画の年度末検証の結果は、現時点ではまだ得
られていないが、全ての推進校が「開発的な生徒指導」を位置付けて
おり、中間検証では、推進校１７校中１３校がB以上であった。

（要因分析、課題等）
・「志」２年目校においては、子ども主体の活動や効果的な取組
を推進リーダーを中心に、組織的に進めることができたことが、
成果につながったと考える。不登校児童生徒数の減少には、時
間がかかるが、暴力行為の発生件数減少には、２年間指定で
効果が上がっていることから、自尊感情の高まりが学校の安定
化につながるものと考えられる。
・「未来」では、中学校が牽引し、事業を推進しているが、小学
校の組織的な体制に課題があり、小中連携、小小連携がス
ムーズに進まない実態がある。しかしながら、２年目に向けて推
進校が主体的に各合同会議等を通して、推進リーダーを中心に
次年度に向けての計画ができている。リーダー会議で推進校同
士の交流や、効果のある取組を計画的に実践につながるよう
指導助言していく。



平成２７年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 公安委員会

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 生活安全企画課 安全・安心まちづくり対策事業 － 17,250



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 佐藤　智昌 （ 2978 ）

種別 当初予算額 17,250千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
●街頭犯罪の発生抑止、防犯意識の醸成等
●防犯活動の活性化と防犯力の向上

○地域の体感治安の向上
○防犯意識の醸成及び防犯活動の活性化
○街頭犯罪の抑止

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

防犯カメラは、犯罪抑止に効果があることから、安全安心まちづくりの実現を図るため、引き続き設置を促進させる必要がある。

○公共空間における犯罪の予防及び安全で安心な生活環境の確保を目的とした街頭防犯カメラの設置
○安全安心に子どもを通学させ、さらに遊ばせることのできる環境を整備するとともに、防犯活動の活性化と防犯力の向上を目的とした子ども見守りカメラの設置
○防犯カメラの設置を促進し、地域の防犯活動の活性化を図るため、防犯カメラの設置を要望する者からの申請を受け、設置に要する費用を補助

執行計画・目標 備考（課題及び成果等）実施状況・変更計画　

担当部局：

事業概要・目的

平成28年３月31日
警察本部

安全・安心まちづくり対策事業 生活安全企画課

　-

○街頭防犯カメラ等設置支援事業費補助金
交付制度運用開始（広報・募集・受付）

【県設置】街頭防犯カメラ設置場所調査開始
　　　　　　　　 （高知市中心商店街８台予定）
【県設置】子ども見守りカメラ住民説明等開始
　　　　　　　　　　　　　　　　 （県下10台予定）

【県設置】街頭防犯カメラ施行伺い
【県設置】子ども見守りカメラ施行伺い

【県設置】街頭防犯カメラ入札
【県設置】子ども見守りカメラ入札

○街頭防犯カメラ等設置支援事業費補助金
申請締切（１月31日）

【県設置】街頭防犯カメラ設置完了・運用開始
【県設置】子ども見守りカメラ設置完了・住民説明
【県設置】子ども見守りカメラ運用開始

○街頭防犯カメラ等設置支援事業費補助金
交付制度運用開始（広報・募集・受付）

○【県設置】街頭防犯カメラ設置場所調査開始
○【県設置】子ども見守りカメラ調整開始

○街頭防犯カメラ等設置支援事業費補助金
交付申請を５件受付（９月末現在）

○【県設置】街頭防犯カメラ施行伺い
○【県設置】子ども見守りカメラ施行伺い

○【県設置】街頭防犯カメラ入札
○【県設置】子ども見守りカメラ入札

○街頭防犯カメラ等設置支援事業費補助金
　　申請12件(カメラ16台)に対して補助金交付決定
○【県設置】街頭防犯カメラ設置完了・運用開始
○【県設置】子ども見守りカメラ設置完了・住民説明
○【県設置】子ども見守りカメラ運用開始

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２７年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 公営企業局

番号 課名 事　　　業　　  名 事業区分
繰越予算額

（千円）

1 電気工水課
水源のさと石原「北郷」発電所建設事業
費

経済 349,102



平成２７年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 隅田 （ 4624 ）

種別 経済  当初・繰越予算額 349,102千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

実施状況・変更計画　

　　　　　　　　　　　　・発電所建設用地測量
　　　　　　　　　　　　委託【繰越】完了（5/30）

　　　　　　　　　　　　・水利使用許可について
　　　　　　　　　　　　　四国整備局と協議

　　　　　　　　　　　　・文化環境評価システム
　　　　　　　　　　　　　による環境配慮検討会
　　　　　　　　　　　　　実施

　　　　　　　　　　　　・発電所用地取得に向け
　　　　　　　　　　　　　て地権者と交渉実施

・発電所建設用地及び工事用仮設用地交渉
　

担当部局：

事業概要・目的

平成28年　3月31日
公営企業局

水源のさと石原「北郷」発電所建設事業費 電気工水課

　

平成30年度中の運転開始に向け、土木建設
工事が計画通りに進捗している。

発電所建設用地取得に向けた交渉が難航
し、土木建設工事の発注に至っていない。

平成27年度予算は平成28年度に繰越し、用地
取得が整い工事契約の目途が立った段階にお
いて、建設工事計画の見直しを行う。引き続
き、事業推進に向け粘り強く取り組む。

　土佐町において、高知分水の『瀬戸川導水路北郷谷注水口（下流）』から『地蔵寺川取水堰（上流）』までの未利用落差を利用して発電を行う、水源のさ
と石原「北郷」発電所を建設する。
　この地域資源を活用した発電事業によって得られる利益を、地域に還元する新たなモデル作りを目指し、地域の活性化や住民福祉の向上につなげる。

　　　　　　　　　　　　・発電所用地取得に向け
　　　　　　　　　　　　　て地権者と交渉実施

　　　　　　　　　　　　・発電設備工事の予算
　　　　　　　　　　　　　見積依頼実施

・発電設備工事の工事内容精査

・発電所建設用地交渉

　　　　　　　　　　　　・発電所用地取得に向け
　　　　　　　　　　　　　て地権者と交渉実施

・地元自治体と連携し、発電所建設用地交渉
　継続

・土木建設工事の工程見直し

執行計画・目標

　　　　　　　　　　　　・発電所用地取得に向け
　　　　　　　　　　　　　て地権者と交渉実施

・地元自治体と連携し、発電所建設用地交渉
　継続

・発電所建設用地取得後の迅速な建設工事
  着手に向けて事前準備

備考（課題及び成果等）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

発電所建設 

用地取得 

土木建設 

工事 
 

公告 

土木建設 

工事 
 

・導水路トン

ネル工事 
 

・取水施設 

※全体工期 
H27-H30 

入札 

契約 

発電設備 

工事 
 

28年度予算 

見積作業 

議決 

次年度 

準備 

発電所

建設用

地測量

委託 

【繰越】 

発電所建設 

用地取得 
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